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第1章 の付録:本 論文の使用変数,定 数,記 号一覧表


















































1.1半 導体 電 力変換 装置 を含 む電 力系統 に 関す る研究 の 動 向 と問題 点
1882年 にEdison氏 が直 流 に よ る商用 電 力流通 事 業 を初 めて以 来,電 力 系統 は
その量 及 び質 の両面 にお いて大 き く進歩 して来 てい る。 その 間,変 圧 器 の発 明 で,交 流送
電 が効 率等 の面 で有 利 とな り主 流 を 占め るよ うにな った。 現在 では,日 本 全体 で,電 力 系
統 は1億kVAの 発電設 備 を擁 す る巨大 系統 にな り(1》,しか も,電 圧,周 波数,波 形,
停 電 の頻 度等 の電 力 の質 を示 す 指標 におい て世界 的 に も非 常 に高 品質 の電 力 が供 給 され て
い る(2)。この間,発 電 機本体 に関 して は,Park氏,Concordia氏 等 に よ る,
2軸 座標 変換 法 の導入(3),複雑 で大 規模 な電 力 系統 の解析 にお け る計 算機 数値 解析 技 術
の応 用(4),さらに,Dommel氏 等 に よ る送電 系統 の電 磁 過渡 現象 の解 析等(5),多く
の研 究 が な され,電 力系統 工学 とい う一 つ の学 問分野 を形 成 す る まで に至 った。
一 方 ,1874年 に鉱 石検 波器 が発 明 され,1954年 に トラン ジス ターが米 国 ベル研 究
所 のShockley氏 等 によ って 開発 され て以 来,半 導 体 の進 歩 は著 しい もの が あ る。
す なわ ち.情 報 の分 野 で は大 規 模集 積 回路 が驚異 的 に発 達 し,装 置 の制 御 回路 へ の応 用
か らデ ィジ タル計算機 へ の応用 へ と進 み,従 来 の大 型計 算機 と同等 の機能 が1チ ップの素
子 で実現 出来 るCPUや,4MbitRAMま で実現 され て い るが,そ れ だ けで な く,電 力
を扱 う分 野 で も,家 電 品用 の ダイ オー ドか ら直 流送 電用 の2500A,5000Vの 光直
接点 弧 の サイ リス タまで,多 岐 にわ た って半導 体 が応用 され,鉄 と並 んで産 業 の基幹 要素
とな って い る。 この中で,電 力制 御へ の応 用 は,直流 電力 を必 要 とす る電 子機 器 の電源,電
動 機 の 制御 を中心 に1960年 代 よ り積極 的 に行 われ,例 えば,Kron氏 の座 標変 換 理
論 を応用 した誘導 機 のベ ク トル制 御 とい われ るよ うな種 々 の応 用研 究 が報 告 され てい る(6
)(7)。 この分 野 は,通 信機 器 の よ うに情報 を扱 うので は な く,電 力 を扱 う電子 機器 とい う
こ とか らパ ワー エ レ ク トロニ クス と呼ば れ,や は り,一 つの学 問 分野 を形 成 す るまで に至
ってい る。
しか し,従 来 この電 力 系統工 学 とパ ワー エ レ ク トロニ クス とい う二 つの分 野 は互 い に独
立 に研 究 が行 われ て来 た。 それ は,半 導体 電 力変 換装 置 の容量 が,電 力系統 の規模 に比 べ
て 小 さか ったた めで あ る。 例 えば,電 力 系統 の負 荷 に関 す る大 山氏 等 の実 測調 査報 告 等 が
あ るが(8)・電 力系統 の解析 におい て は,一一me負荷 だ けの性 質 を考 えて お けば 問題 は な く,
半導 体 電 力変換 装 置 の特性 を考 慮 す る必要 性 はなか った。 一 方,半 導体 電 力変 換 装置 の解
析 に おい て も,電 力系 統 は巨大 で あ り・電 圧 及 び周波 数 の一 定 な理 想 電源 と考 えて 問題 な
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か っ た。例 えば ・半導 体電 力 変換 装置 の動 作 に関す るUhlmann氏 や1(imbark
氏 の理 論検 討 が あ るが,電 力 系統 は常 に理 想電 圧源 と して解 析 を行 って い る(9)(10>。
とこ ろが ・1970年 代初 頭 の石油 危機 に伴 う省 エネル ギ ー指 向 で,総 合効 率 の高 い 半
導 体電 力 変換 装置 を用 い た電 動機 制御 が,産 業 各分 野 で,広 く用 い られ るよ うにな った。
また ・ マ イ ク ロプ ロセ ッサ ー等,電 子 デバ イスの発 達 に よ り,従 来大 きな スペー ス を必要
とし コス トの高 か った半 導体 電力 変換 装置 の制 御 回路が,小 型化 低 コス ト化 され ・信 頼度
も向 上 した事 か ら一 般機 器 に も半 導体 電 力変換 装置 が応用 され る よ うに な ってい る。
一 方 ,OA機 器等,最 近 の情報 機器,電 子機 器,家 庭用 電 気機 器 の多 くは直 流電 源 を必
要 とす るので,電 源 回路 に半 導体 電 力変換 装置 を含 ん でい る。 また,非 常 用 自家 無停 電電
源 装 置(UPS),イ ンバ ー タ応 用 エ ア コン,イ ンバー タ蛍 光灯 等,新 しい機 器 に も半 導
体 電 力 変換 装 置 が用 い られ て来 てい る。
以 上 の よ うな状 況 か ら,電 力 系統 と半 導体電 力変 換装 置 問の相 互作 用 に よ る問題 が増 加
す る傾 向 に あ る。 しか し,こ の問題 は二 つ の分 野 の境界 領域 に関係 す る もので あ り,筆 者
が この問 題 に関与 した時点 で は,相 互作 用 に関す る確立 した解析 手法 はほ とん ど報 告 され
て お らず,最 近 は直流 送電,無 効電 力補償 装 置 を中心 に半導 体電 力変 換装 置 と電 力 系統 の
相 互作 用 に つい ての研 究 が報告 され つ つ あ るが(11),まだ まだ,ケ ー スバ イ ケ 一ースで対 処
され て い るのが現 状 で あ る。
一 口 に相互 作用 に よ る現 象 とい って も種 々の もの があ る。 以 下,本 研 究 の対 象 と した現
象 を周 波 数領 域 で整理 し,そ れぞ れ研究 動 向 と問題点 に つい て簡単 に述 べ る。 なお,現 象














て きた が(13)(14),この方 法 で は,系 統 を表す の に変換 所 を構成 す る個 別 の サイ リス タ,
抵抗,キ ャパ シ タ,送 電線 路,変 圧器 等 に関す る膨 大 な入 力 デー タを必 要 と し,し か も頻
度 の高 いサ イ リス タの開 閉 を考慮 して過渡 現象 解析 を行 うた め膨大 な計 算 時 間を必 要 とす
る とい う問題 があ った。
この ため,従 来 の直流 送電 プ ロジ ェク トで は,我 国 で も諸外 国 で も,直 流送 電装 置 の縮
小 モデル を用 い た シ ミュレー タが多 く利用 され て きた(15)(16)(17)(18)(19)(20》。 しか
し,こ の場合 は シ ミュレー タの 構成 あ るい は規 模 に起 因す る限界 が あ り《21)(22),発電機
が数10台 も存在 す る大規模 な系統 を その まま模 擬す る ことは不可 能 で,数 台の 発電 機 を
含 む等価 な簡 略 モ デルで表 現 され るの が普通 で あ り,故 障 点 を実 系統 に合 わ せて設 定 す る
こ とは 困難 で あ った。
次 に商 用周 波数 よ りも低 い周 波数 領域 の現 象 と して,ま ず発 電機 と半導 体電 力変 換装 置
の 間の相 互作 用 に よ る自励 振動 現象 が あ る。 これ は,数 ～10数Hzの 周 波数 領域 の現 象
であ る。
最近,発 電機 と半導 体電 力変 換 装置 を組 み合 わせ て,計 算 機へ の電 力供 給 を行 った所,
半導 体 電 力変換 装置 の平滑 用 リア ク トル電 流等 に数～10数Hzの 周 波数 の 自励振 動 が発
生 す る こ とが報 告 され た。 この よ うな 自励 振動 現象 が発生 す る と,無 停電 電源 装置 の 出力
で あ る交流 電 力 も影 響 を受 け,場 合 に よ って は電力 を供 給 して い る計 算機 の正 常 な業務 が
阻 害 され る場合 もあ る。 この ため,振 動現 象 を防止 す る何等 か の対策 が必 要 に な った。
自励 振動 現象 には,非 常用 自家 発電 設備 の発 電機 の 制動巻 線 回路 の抵抗,無 停 電電 源装
置 の直 流 系統 に設置 され た平 滑用 キ ャパ シ タの キ ャパ シ タンス,無 停電 電源 装置 が発 電機
よ り供 給 を受 ける電 力 の大 き さな どが大 き く影 響 す る こ とが報 告 され て お り(23),上記 自
励 振動 現象 を解 析 す るため に は,発 電 機 の制 動巻線 回路 を考慮 した交 流系統,平 滑 用 キ ャ
パ シ タを考 慮 した直 流 系統 を扱 う必 要 があ るが,そ の よ うな解 析 法及 び解 析 の ため の モデ
ルは まだ確 立 され てい ない。
従 来,こ の種 の系 統 の現象 解析 で も,前 述 した瞬 時値 を扱 う詳 細 な系統 の計算 機 シ ミュ
レー シ ョンを用 い るの が一般 的 で あ った(24)。しか し,こ の方法 を 自励 振動 現象 の検討 に
用 い る場合,先 に述 べ た問題 以外 に,
(1)計 算 機 シ ミュレー シ ョンに よ って過渡 現 象 を解析 し,そ の系 統 が安 定 か ど うか判 断
す るため に は,長 い計算 時 間 を必要 とす る。
(2)安 定 と不 安定 の境界 で は振動 が 持続 的 で あ り,安 定 か不 安 定 か の判別 が難 しい。
(8)あ る運用 状 態 が安定 で あ った として も,そ の状 態 に至 る中間 的 な状 態 で不安 定 で あ







そ の次 に低 い周 波数 領域 の現 象 と して,半 導体電 力変 換装 置 の制御 回路 が 関与 す るもの
が あ る。 これ は,ほ ぼ5～8Hzの 周波 数領 域 の現象 で あ る。
現 在 のみ な らず将来 にお いて も,我 が国 の電 力源 の主要 な もの は原 子 力発電 所 で あ り・
また,その立地 は消費地 域 か ら離 れ た所 とな ると考 え られ る。 その ため送電 系 統 と して は・
長 距 離送 電 に適 した直流 送電 系統 が有 望 であ る。 そ こで原 子 力発電 所 と直流 送電 系 統 が結
合 した系統 の諸 特性 を検 討 した ところ,直 流送電 系統 の逆 変換 所側 の交 流 系統 で送 電 線路
の地 絡 故 障が発 生 す る と,原 子力 発電 所 の発電 機 と直 流送 電 系統双 方 の制 御 回路 が相 互作
用 を起 こ し,そ の様 相 が拡大 し大 規模 な系統擾 乱 とな る こ とが判 明 し 《25》(26),同現 象 の
詳細 な検 討 が必要 に な った。
故障 拡 大現 象 は その影響 が10数sに も及 ぶ長 時間現 象 であ るが,地 絡 故 障 が故 障拡 大
現 象 に まで発 展す るか否 かは,地 絡 故障 が発生 してか ら交流 系統 の保護 装置 に よ って 故 障
が除去 され系 統電 圧 が回復 す るまでの10数MS・v数100ms程 度 の期 間の現 象 を検 討 す れ
ば判別 で き る。
この種 の現 象 の解析 で も,瞬 時値 を扱 う詳 細 な系統 の計 算機 シ ミュレー シ ョンを利 用 す
る方法 が考 え られ る(14)(27)。しか し,こ の方法 を適 用 した場 合,
(1)扱 う対 象 が直 流送電 系統,交 流送 電 系統,発 電 機 の 回転運 動 系 お よび調 速器,発 電
機 の過 速 度 防止 制御 装置(OSP)等 多岐 にわ た る上,交 直 変換 器 を構 成 す る個 々 の サ イ
リス タをす べ て考慮 す る必 要 が あ るの で大 量 の入力 デー タを作成 す る作業 と膨大 な数 値 計
算 が必 要 にな る。
(2)交 直変 換 器 の転流 現象 を シ ミュレー シ ョンす るた めに は,計 算 きざみ幅 を数100μs
以 下 にす る必 要 が あ るが,こ の よ うな きざみ 幅で数100msの 現象 の シ ミュレー シ ョン
を行 う と膨大 な計算 時 間が必 要 にな る。
(3)仮 に シ ミュ レー シ ョンが可 能 で あ る として も瞬時 値波 形 で は本章 で 扱 う現象 に お け
る変 換所 の 調相 設備 の影 響 を説 明す る こ とが困 難 で あ る。
とい った問 題 が あ る。
次に低い周波数領域の現象 として静止型無効電力補償装置(SVC)を 含む電力系統の
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系統 動 揺現 象 が あ る。 これ は,ほ ぼ0.2～1Hzの 周 波数 領域 の現 象 で あ る。
SVCは 最初 交流 系統 の状況 に合 わせ て交 流 系統 に供給 す る無 効電 力 を変化 させ,系 統
電 圧 を維持 す るため に開発 され たが(28)(29)(30),その 後無 効電 力 の制御 に よ り,系 統 安
定 度 を向上 させ得 る ことに注 目され た。 例 えば,Thanawara氏,伊能氏,Czech氏,有働 氏
らに よ り送電 線路 の 中間地 点 の電圧 を一 定 に維持 して安 定度 を向上 させ る方 法 が研究 開発
されてV、る く31》{32)(33》(34》。 しか し,こ の方 法 では無 効電 力 を非 常 な高速 で 制御 す る必
要 が あ り,また,制御 す る無効 電 力が送 電電 力 の20～30%に 達す る ことが判 明 した。 ま
た,01wegard氏らに よ り送電 線路 の電 力 を検 出 し,そ の変化 率 が大 きい時 に系統 に キ ャパ
シタを併入 した り,逆 に除去 す るこ とで,系 統 の過 渡安 定 度 を向上 させ る方 法 が研 究 され
たが く35》,この場 合 は応 答 が遅 くな り,ま た キ ャパ シタは離散 値 的 な変 化 しかで きない た
め,系 統 の連 続 的な安定 度 向上 に は効果 が なか った。 また,Mathur氏らは,界 磁 回路 の時
定数 が長 い ため に従来 の電 圧制 御 を行 い に くい超 電導 発電 機 の 出力端 にSVCを 並 列設 置
し,SVCに よ り電圧 制御 を行 う方 法 を研究 す ると共 に,そ の 中で,SVCの 制御 信号 に
補助 信 号 として,周 波 数信 号 を加 え る こ とで電 力系統 の安 定化 が図 られ る こ とを示 唆 して
い るが(36)(37),その設計 方法 につ いて は十 分検 討 して お らず,過 渡 現象 シ ミュ レー シ ョ
ンの結 果 のみ を示 してい る。
さ らに低 い周 波数領 域 の現象 として,交 直並 列送電 系統 にお いて故 障除 去 のた めに遮 断
され た並列 交流 送電線 路 を再連 係 す る際 に生 じる現 象 があ る。 これ は,ほ ぼ0.05～
0.2Hzの周波 数領 域 の現 象 で あ る。
交直 並列 送電 系統 におい て,並 列交 流送 電線 路 が故障 除去 の た め遮 断 され る と,発 電 機
と交流 母 系統 が直流 送電 線路 の みで 接続 され,交 流系統 として 独立 した2個 の系 統 に分離
して しま う とい う問題 が あ る。 系統分 離 状態 は種 々 の問題 が あ るので,遮 断 され た交 流送
電 線路 を速 や か に再 接続 し,分 離 した系 統 を迅速 に再 連係 す る必要 があ る(38)(39》(40》。
しか し,こ の場合,次 の よ うな検 討課 題 が あ る。す なわ ち
(1)再 連係 時 の両 系統 間 の周 波 数差 の 問題 が あ る。電 力 系統 の信 頼度 を維 持 す るため
に は短 時 間の 内 に分 離 した系統 を故 障前 の状 態 に戻 す必要 が あ るの で,再 連 係後 発電 機 が
脱 調 しな い周波 数差 の範 囲 を求 め,周 波 数差 が そ の範囲 に はい れば 直 ち に同期投 入 す る新
しい投 入方 式 を開 発す る必要 があ る。
(2)再 連係 後 の動揺 の問題 が あ る。 本 再連 係 に おい ては周 波数 差 が大 きい 内 に遮 断 器
の投入 を行 うの で,投 入後 大 きな系統 動揺 が発 生 す る。 この動 揺 は,系 統 に と って望 ま し
くな いの で,この動揺 を速 やか に抑 制す る手 段 に つい て検討 す る必 要 が あ る。
(3)遮 断 器 の動 作時 間遅 れ に よ る再 連係 時 の遮 断器 両端 の電 圧 位相 の 誤差 の問題 が あ
る。再 連 係 す る両 系 統 間の周 波数 差 が大 きい と,た とえ遮 断器 両端 の電 圧 の 位相 差 が0の
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時 に遮 断器 投入 指令 を発生 して も,実 際 に遮 断器 が 閉 じられ る時 に は遮 断器 の動 作遅 れ時
間 に よ って大 きな位相 差 を生 じて しま うので,周 波数 差 が大 き くて も投 入 時の位 相差 を生
じない工 夫 が必 要 で あ る。
しか し,交 直 並列 送電 は今 までa、911のな い送 電方 式 で あ るの で,従 来 上記 の3課 題 に関
して検 討 され た 例 はな 、、.また,非同期状 態 に あ る2個 の交流 系統 を連係 す る例 として は・
起 動 した発 電機 を交 流 系統 に併入 す る場合 が挙 げ られ るが,発 電機 の併 入 は緊急 性 の ない
操作 で あ り溌 融 と交流 系統 の周波 数差 が+分4、さ くな ってか ら実施 す るので ・脱調 に
至 らな い周波 数差 の 範囲 を検討 した例 は ない。
1.2本 研究 の 目的 と意 義
前 節 で述 べ た諸 点 にか んが みて,本 論 文 では,上 記 した5つ の周波 数領 域 の半 導体 電 力
変換 装 置 と電 力系統 問 の相互 作用 に 関 し,筆 者 が行 って来 た研 究 を体系 的 に ま とめ る。半
導 体電 力変 換装 置 は半導 体素 子 の高速 スイ ッチ ン グ動作 を利 用 して お り・従来 ・ 解析 に は
アナ ロ グシ ミュレ_タ や瞬 時値 を変 数 とす る数 値計 算 が必要 で あ ると考 え られ てい た が ・
本研 究 で は各領 域 で問題 とな る現 象 を計 算 の容易 な実 効値 を変 数 とす る方程 式 で 表現 し・
次 に,同 方 程式 に よる解 析手 法 を考案 し,そ れ に よ って 諸現 象 を解析 す る。 また ・必 要 に
応 じて,瞬 時 値 を変数 とす る数 値計 算 や系統解 析用 シ ミュレー タを用 い る実 証 実験 の結果
と比 較 し,実 効値 を変 数 とす る著者 の解 析手 法 の妥 当性 を検討 す る ととも に,得 られ た諸
解 析 結果 を吟味 す るこ とを 目的 に してい る。
な お以下 の各 章 に おいて,交 流 系統 の不 平衡 故障 に対 して も適用 可能 な簡便 な交直 変 換
器 の転 流 可否 判別 法,発 電 機 と無 停電 電 源装 置 で構成 され る系 統 に お け る 自励振 動 発生 の
有 無 の判 別 法,原 子 力発電 所 の発電 機 と直 流単 独送電 系統 の両 制御 回 路間 の相 互 作用 の解
析 手 法 な どを提 案 して い る。 さ らに,SVCを 含 む電 力系 統 の安定 度 を向上 させ るため の
SVCの 制 御方 式 や設計 方法,交 直並 列送 電 系統 にお け る高 速再 連 係方 式 を提 案 す る。
また,本 論文 で得 られ た研 究成 果 は,既 に,電 力 系統 計画 業 務 に お け るフ ィー ジ ビ リテ
ィス タデ ィや実 際 の装置 設 計 に利用 されて 有効 な結 果 が得 られ お り,今 後増 大 す る と考 え
られ る半導 体 電 力変換 装置 と電 力系統 間 の相 互作 用 の検 討 に対 して大 い に貢 献 す るもの と
考 え られ る。
1.3本 研 究 の 内容 梗概
本研 究 は本 章 を含 め て7章 か らな る。
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第2章 で は,電 力 系統 故障(不平 衡故 障 を含 む)によ り,半 導体 電 力変換 装 置(具 体 的 に
は直 流送 電 系統 の逆 変換 所変 換器)の 転流 が どの よ うに影 響 を受 け るか を検 討 してい る。
まず,交 流 系統 の潮 流計 算 と故 障計算 で,系 統 の各 点 の故 障 に対 して逆 変換 所用 母 線 の電
圧 が どの よ うに変化 す るか を求 め,そ の電 圧 状態,転 流 リア ク タンス,平 滑用 リア ク トル
電流 な どに基 づ き転流 の可 否 を判別 す る不平 衡故 障 の場合 にも適用 で きる新 しい簡 易 な転
流可 否判 別法 を提 案 して い る。 解析 対象 モデル系 統 に同法 を適 用 して検 討 し,交 流 系 統故
障 に よ り次 に導通 状態 にな るサ イ リス タが接 続 され た相(点弧相)の電圧 が下 が り,転 流 の
ため の電圧 が小 さ くな るほ ど,点 弧 相 の点弧 進 み角 が小 さ くな るほ ど,ま た,直 流 送 電電
力 が大 きい ほ ど転流 失敗 を生 じ易 くな る ことを明 らか にす る。 また,モ デル系 統 の詳 細 デ
ィジタル シ ミュレー シ ョンに よ る解析 結果 と比 較 し,同 判別 法 が系統 計画 時 の系統 解 析用
と して は十 分 な精度 を持 ち,転 流 失敗 を生 じ る相 の予測 まで可能 で あ る こ とを確 かめ る。
第3章 で は,発 電 機 を主体 とす る交 流 系統 と平滑用 キ ャパ シ タを含 む電 力変 換装 置 とで
構成 され る電 力系 統 で発生 す る 自励振 動現 象 を検討 してい る。解 析対 象 モ デル系統 を交流
系統,直 流 系統,交 直 変換部 に分 け,そ れ ぞれ の変 数 を単位 法 表現 で統一 し,全 系統 を統
一 的 に表 現 す る基 礎方 程式 を導 出 す る。 さらに 同方 程式 よ り,所 定 の運転 状 態近傍 にお け
る微 小 変化量 に関す る微分 方程 式 を導 出 し,か つ同微分 方 程式 の係 数行 列 の固有値 に よ り
自励 振 動発生 の有 無 を判別 す る手法 を提 案 して い る。 また本手 法 を用 いて 自励振 動現 象 は
発 電機 の制 動巻線 抵抗 やAVRの 利 得,直 流 系統 の平 滑用 リア ク トル の抵抗 や平 滑用 キ ャ
パ シ タの キ ャパ シ タンスな どに大 き く影 響 され るこ と,系 統 の非線 形性 の ため変 換装 置 の
負荷 が ご く軽 い時 は発生 せず,中 負荷 状態 に な る と発 生 し,さ らに負荷 が重 くな る と再 び
発生 しな くな る とい う特 徴 を もつ こ とな どを 明 らかに し,か つ実 験 に よ り確 か め る。
第4章 で は,原 子 力発 電所 の発 電機 の制 御 回路 と直流送 電 系統 の制 御 回路 間の相 互作 用
を解析 す るため,第3章 で導 出 した基 礎方 程式 の 内,交 流線 路 の方程 式 は発電 機 の電機 子
電 流 が振 幅 と位 相 で把握 で きるよ うに複素 数表 示 に よ る方程 式 に変 換 し,か つ,直 流 系統
の方 程 式 に は直 流送 電系 統 の制御 回 路 を表 わ す方程 式 を加 えて新 しい基 礎方 程式 を導 出す
る。次 に,同 方 程式 を用 い て数値 解析 を行 い,交 流母 系統 で線 路 故障 が生 じ,逆 変 換所 変
換 器 が転 流失敗 した場合 の発 電機 電 機子 電流 の振 舞 を求 め,そ の 振舞 には直流 送電 系 統 の
平 滑用 リア ク トル電 流 の みな らず順 変換 所 の調相 設備 の サ セ プ タンス が関与 してい る こ と
を明 らか にす る。 さらに直 流送 電系 統 の制 御 回路 の特性 を従 来 の設 計 の ま ま とした場合,
交 流母 系統 の線 路故 障 によ り発 電機 の過速 度防 止 制御装 置(OSP)が 作 動 し,結 果 的 に
交 流母 系 統 が直流 送電 系統 よ り受電 す る電 力 が約2s間 低 下 す る とい う現 象 に拡 大 す るこ
とを確 か め る。 さらに,OSPの 作 動 と順 変換 所 の電 圧依 存電 流 指令 値 制御 回 路(VDC
L)の 出 力最 小値,順 変換 所 の調 相設 備 の サ セ プ タンス,故 障継 続 時 間 な どの関係 を吟 味
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し・OSPの 作動を抑制するためのVDCLの 改良法を提案する。
第5章 では,SVCに よる電力系統の安定化について検討している。まず,第3章 の基
礎方程式をSVCを 含む電力系統の解析が十分できる程度に簡略化するとともに,得 られ
た方程式より検討しようとする運転状態近傍の微小変化量に関する線形基礎方程式を導出




する。さらに,同 設計法の有効性を確認するため,数 値解析とSVCの 縮小モデル装置と
組合せた電力系統シミュレータによる実験を行 う。














本論 文 で は,前 述 した よ うに現象 を周 波 数領 域 で分類 した。 これ は,系 統 解 析 で よ く行
われ て い るこ とで あ り,経 験 的,感 覚 的 には わか るが,定 量 的 な指 標 は明確 で ない。 そ こ
で,本論文 で は,以下 の よ うな定 義 に よ り現 象 の周波 数領 域 を決 め る こ とにす る。
1振 動現象については,そ の振動周波数で定義する。
2非 振動現象については,単 位法で表 した主要変数の時間変化率と等しい最大変化率
を持つ振幅1の 正弦波の周波数をその現象の周波数と定義する。
この定 義 に よ り各章 の現 象 を分類 す ると表1.1の よ うにな る。
表1.1各 章 の現象 の分 類
章 現象(振 動または 主要変数 周波数領域
非振動)
第2章 転流(非 振動) 理想正弦波電圧源のa相電流 ほ ぼ80～320Hz
(i、)
第3章 自励振動(振 動) 平滑 用 リア ク トル電 流(idc) 数～10数Hz
第4章 転流失敗時の電流 発電機の電機子電流の大きさ ほ ぼ5～8Hz
変化(非振動) (iG)
第5章 電力動揺(振 動) 発電機出力(PG) ほ ぼ0.2～IHz







半 導体 電 力変 換装 置 を含 む電 力系統 の解析 の 内,時 間領域 にお いて変 化 の速 い現 象 ・す
な わ ち周 波 数領 域 で い えば商 用周 波数 よ りも高 い領 域 の現象 の解 析 に属 す るもの と して ・
電 力系統 故 障 時 にお け る半 導体電 力変 換 装置 の転流 現象 の解析 があ る。転 流 現象 とは・変
換装 置 に おい て直 流系 統 と交流 系統 を結 ぶ スイ ッチ ン グ素子 が交 流 系統 の位 相変 化 に従 っ
て順 次切 り換 って い く現 象 で あ り,ほ ぼ80Hz-320Hzの 周 波数 領 域 の現象 で あ る。
転 流方 式 に は,自 励変 換装 置 に用 い られ る強 制転 流方 式 と,他 励変 換装 置 に用 い られ る
自然 転流 方 式 が あ るが,後 者 の場 合,転 流 が交 流 系統 の状態 に依 存 す るの で,交 流 系 統 に
故障 が発 生 した場合 転流 が で きな くな る ことが あ る。 この いわ ゆ る転流 失敗 が 大 きな問 題
に な る半 導 体電 力変 換装 置 と して,直 流送 電系 統 の電力 変換 装置 が あ る。転 流 失敗 を防 ぐ
た め,交 流 系統 の状 態 に依 存 しない強 制転 流方 式 を用 いた 自励変 換装 置 も研 究 され て い る
が(27》,大容 量 の装置 が で きない ため,直 流送電 系統 では,交 流 系 統 の電圧 に依存 す る転
流 方式 で転流 を行 って い る。 この ため,直 流 送電 系統 の逆変 換所 に接続 され て い る交 流 系
統 で線 路 故障 が発 生す る と電圧 が低 下 し転流 失敗 を生 じて正 常 な運 転 の継 続 が で きな くな
る。 従 って,電 力 系統 計画 におい て,直 流送 電 系統 に よ る送 電 を計 画 した場 合 に は,交 流
系統 の故 障 と転 流失 敗 に よ る直 流送 電 系統 の運転 支 障 の相互 関係 を把 握す る必要 があ る
(12》
。
従 来,こ の種 の解 析 に は瞬 時値 を扱 う詳細 な系統 の計 算機 シ ミュ レー シ ョンが用 い られ
て きた が(13),この方 法 で は,系 統 を表 す の に変 換所 を構成 す る個 別 の サ イ リス タ,抵抗,
キ ャパ シ タ,送 電 線路,変 圧器 等,膨 大 な入 力 デー タを必要 と し,し か も頻 度 の高 いサ イ
リス タの 開閉 を考 慮 して過 渡現 象 解析 を行 うため膨 大 な計 算時 間 を必 要 とす る とい う難 問
題 が有 った。
この た め,従 来 の直 流送 電 プ ロジ ェク トで は,我 国 で も諸外 国 で も,直 流送 電 装 置 の縮
小 モ デル を用 い た電 力 系統 シ ミュレー タが多 く利 用 され て きた。 しか し,こ の場 合 は シ ミ
ュ レー タの構成 あ るい は,規 模 に起 因す る限界 が あ り.特に交流 系統 側 は,発電 機 が数10台
も存 在 す る大規 模 な系 統 を その まま模擬 す る こ とは不可 能 で,数 台の 発電 機 を含 む等 価 な
簡 略 モ デル で表現 され るの が普通 で あ り,故 障点 を実 系統 に合 わ せて 設定 す る こ とは難 し
か った。
本章 で は,上 述 した よ うな過 渡 現象 解 析 を行 わず,し か も複 雑 な構 成 を持 つ交 流 系統 に
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お け る不 平衡 故 障 に対 して も適 用可 能 な簡便 な逆 変換 所変 換 器 の転 流可 否判 別 法 を提案 す
る。 本法 は従 来 の平 衡電 圧状 態 に お け る転流 解析 理論(9)(10)を新 たな仮 定 を設 けて拡張
した もので,厳 密 な もので は ない が,2線 短 絡(2LS)故 障 を例 と して,複 数 の故 障点
に対 し,本 法 に よ る判別 結果 と詳細 シ ミュレー シ ョンに よ るそれ との比 較 を行 って両者 が
良 く一 致す る こ とを示 す と共 に,系 統計 画段 階 で系統 故 障 に対 す る電力 変換 装置 の動作 を
判 別 す るの に十 分有 効 で あ るこ とが確 かめ られ る(41)(42)(43)。
なお,本 章 の解 析対 象 モ デル系統 の中性 点接地 方 式 は,高 抵抗 接 地方 式 で あ り,地 絡 故
障 に関 して は近似 的 に非接 地 と して扱 え る。従 って,1線 地 絡故 障 時 に おいて は,直 流 送
電系 統 の変換 器 に加 わ る電 圧 は定 常時 と同 じで あ り,転 流 は問題 な く行 わ れ る。 また,3
線地 絡 時 には,電 圧 は平衡 状態 の まま低下 す るの で,従 来 の整 流理 論 を その ま ま適 用 で き
る。 以上 の よ うな理 由 か ら。本 章 で は,1線 地 絡,3線 地絡 問題 を検討 せず,2線 短 絡 故
障 問題 だ けを検 討す る ことに した。
2.2解 析対象モデル系統と電力系統の不平衡故障時における簡易転流可否判別法
2.2.1解 析対 象 モ デル系統
図2.1に 解 析対 象 モ デル系統 を示す 。 同図 を含 め本 章 で使 用 した変 数,定 数,記 号 は
表2.1で 一括 して説 明 してい る。 同 モ デル系統 は,順 変 換所 側交 流 系統,順,逆 変 換所,
直 流送 電線 路,並 列 交流 送電 線路,交 流 母系 統(多 くの発 電機,負 荷,交 流送 電系 統 で構
成 され る巨大 系統 を本論 文 で は交 流 母系 統 と呼ぶ こ とにす る)で 構 成 され て い る。
同図 に おい て,順 変換 所側 交流 系 統 は,発 電機G1,発 電 機 の昇 圧変 圧器TG1,発 電所
用母 線BGEN,順変換 所側 交流 送電 線 路TL1,TL2で 構成 されて い る。実 際 の系 統 で は
複数 の発電 機 が あ るが,本 章 の解 析 で は,そ れ を一個 の理 想交 流 電圧 源 で表 わす こ と とす
る。 また,TL1,TL2の 正 相 リア ク タンス をX1と す る。
順 変 換所DCSRは,順 変換 所用 母 線BREc,Y-Y結線 の変 換器 用 変圧 器TR1,Y-△ 結
線 の変 換器 用変 圧器TR2,変 換器Rec1,Rec2,調 相設 備SC,平 滑 用 リア ク トルD
CLで 構 成 され て い る。Rec1とRec2は 直 列 に接続 され,い わゆ る12相 運 転 してい
る。 この構 成 は直流 送電 の殆 どの変 換 所 が高調 波対 策 上12相 運転 を基本 として い る点 を
考慮 して選 定 した。SCはRec1,Rec2が 受 電す る無 効 電力 を補 償 す るため に設 置 さ
れ てい る。TR1,TR2の漏 れ リア ク タンス をXTc,SCの ア ドミッ タンスを †c,SCの







順変換所DCSR 直流送電 逆変換所DCSI 交流母系統
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eG、,eGb,eGc:G1の 各 相 の発生 電圧
PG:発 電機 出力
TG1:発 電機 の昇 圧変 圧器
XTG=TG1の 漏 れ リアク タンス
BG酬:発 電所 用 母線




BREC:順 変 換所 用母 線
SC:調 相 設備
DCL:平 滑 用 リア ク トル
Rec1,Rec2:順 変 換所 の変 換器
Vdr:順 変 換所 側直 流電 圧
PR=順 変 換所 の変 換器 が受 電 す る有 効 電力
Yc:
Bc:†,の サ セ プ タ ンス(†c=jBc)
LD:DCLの イ ンダ ク タンス(H/Ω)
盤
TR1:Y-Y結 線 の変 換器 用変 圧器




BmV:逆 変 換 所用 母線
Inv1,Inv2:逆 変換 所 の変 換器
Tロ:Y-Y結 線 の変換 器用 変圧 器









順変 換所 の調相 設備SCの ア ドミタンス(逆 変 換所 で も同 じ)
(逆変換 所 で も同 じ)
(逆変換 所 も同 じ)
TRI,TR2の 漏 れ リア ク タ ン ス(後 示 のTl1,Tl2の 場 合 も 同 じ)(pu)
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XTC=TII,
DCL:平 滑 用 リア ク トル
LD=DCLの イ ン ダ ク タ ン ス
Vdt:逆 変 換 所 側 直 流 電 圧
idc:平 滑 用 リア ク トル 電 流
Id:idcの 定 常 値
β:逆 変 換 所 の 点 弧 進 み 角
u:転 流 重 な り角













TE:転 流 終 了 時 間
Ts:転 流 電 圧 反 転 時 間
ACLa,ACLb,ACLc:
Th1～Th12:
[直 流 送 電 線 路]
DLN:直 流 送 電 線 路
[順 変 換 所 側 交 流 系 統]
TL1,TL2:
X1:TL1,
[並 列 交 流 送 電 線 路]
TL5:並 列 交 流 送 電 線 路
X2:TL5の リ ア ク タ ン ス
TI2の漏 れ リア ク タ ン ス (pの(順 変換 所 と同 じ)
(順変 換所 と同 じ)





逆 変 換 所 用 母WtBiNVの各 相 電 圧(実 効 値 ベ ク トル)
逆 変 換 所 用 母 線BINVの 各 相 電 圧(瞬 時 値)
Inv1か らT【1を 介 して 見 たVla,Vlb,Ψlc
Inv2か らT【2を 介 し て見 たV:、,Ψlb,Vtc
理 想 正 弦 波 電 圧 源 の 電 圧(ベ ク トル)
Ea,E,,E、の 大 き さ(Pの
故障前 と故 障 中のE、,Eb,Ecの各 位相 差
理 想正 弦波 電圧 源の 電圧(瞬 時値)
理 想 正弦 波電圧 源 のa相 電流(瞬 時値)
故 障後 のc相 電圧 が負 か ら正 に変化 す る時間
故 障 中のa相 電圧 が負 か ら正 に変化 す る時間
Thlを 点弧す る点弧 パ ル スの発生 時 間
交流 リア ク トル
逆 変換 器用 サ イ リス タ
順 変換 所側 交流 送 電線 路







P▲cTL5で 送 られ る有 効 電力
[交流母 系統]
TL3,TL4交 流母 系統 側交 流送 電線 路
X3TL3,TL4の リア ク タンス
PSN隣 接 交流 系統
BPSN隣 接交 流 系統(PSN)の 母線
G2PSNを 模 擬す る無 限大 容量 発電 機
X4PSNの 内部 リア クタ ンス
eSa,eSb,eScG2の 各相 の発 生電圧
(pu)
(pu)
次 に,逆 変換 所DCS【 の構成 は順変 換所DCSRと 同 じで,逆 変換 所用 母線BlNV,Y-
Y結 線 の変 換器 用変 圧器Tl1,Y-△ 結線 の変 換器用 変圧 器T【2,変 換器Inv1,In
v2,調 相設 備,平 滑 用 リア ク トルDCLで 構成 され てい る。Thi・vThi2は逆変 換器 用
サ イ リス タであ る。Inv1とInv2は 直 列 に接 続 され,や は り12相 運転 を して い る。
また,この変 換装 置 が受 電 す る無 効 電力 を補 償す るため8相 のキ ャパ シタか ら成 る調 相設
備 が設 置 され てい る。XTc,Yc,Bc,LDはDCSRの 場 合 と同 じで あ る。
DCSRとDCS【 の 間は,直 流 送電 線路DLNと 並 列交 流 送電 線路TL5で 結 ばれ て い
る。TL5の リア ク タンスをX2,抵 抗 をR2と し,DLNの イ ン ピー ダンスはTL5の イ ン
ピー ダ ンス と等 しい とす る。
交 流母 系統 は,交 流 母系 統側 交流 送電 線路TL3,TL4,と 隣 接交 流系 統PSNで 構 成
され て い る。 実際 のPSNは 多 くの発電 機 や負荷 と交 流送 電 系統 で構 成 され る巨大 系 統 で
あ るが,本 章 の解 析対象 モデ ル系統 で は,母 線BPSNと内部 リア ク タ ンスX4と 回転 子 が基
準 回転 速度 で 回転 す る無 限大 容 量発 電機G2で 構成 され て い る とす る。 また,G1よ り直流
送 電系 統,並 列 交流 送電 線路 を介 して送 られ て きた電 力 はG2に 吸 収 され る。
な お,変 換器 用変 圧器TR1,TR2,T【1,TI2の漏 れ リア ク タンス はすべ て等 し くXτc
で あ る とす る。
モ デル系統 の上 記 した諸 定 数X1,X2,X3,R2,XTc,Bc,LDの値 を表2 .2に 示 す
が,単 位 がpuのものは単位 を省 略 した。X1,X2,X3の リア ク タン ス値 欄 の括 弧 の 中 に
実 際 の送 電線 の長 さを示 す。 リア ク タ ンス値 と比 例 してい ない の は,送 電 電圧 階 級 が異 な
って い る こ とな どに よ る。
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表2.2解 析 対象 モデ ル系統 の諸 定数
(基準 定格 電 力150MVA,定格 線 間電圧 実 効値275kV
交流 系統 定 格周 波数60Hz)
[順変 換 所]




[順変 換 所 側 交 流 系 統]
Xl=0.376(20km)
[並列 交 流 送 電 線 路]
X2=0.551(180km)R2=0.
[交流 母 系 統]
X3=0.250(80km)
2.2.2諸 仮 定
簡易 転 流可 否判 別式 の導 出 にあ た って は,以 下 の仮定 を設 け る。 す な わち,
(1)故 障 前 に お ける と同様,故 障 中に おい て も平 滑用 リア ク トル電流idcは一 定 で,
idc=Idとす る。
(2)変 換器 用変 圧器 の漏 れ リアク タンスXTcに比べ,BINVにお け る交 流母 系 統 の短






電 圧源 は基本 周波数 成分 だ けの正 弦 波電 圧源 とす る。
点弧 回路 は故 障 中 におい て も故 障前 と同 じ周 期 で 点弧 パ ル スを発 生 す るもの とす
る。(等 間 隔パ ル ス制御)
サ イ リス タは順 方 向電圧 降下0,タ ー ン オフ時 間0の 理 想 サ イ リス タとす る。
転 流失 敗 を生 じるの は,逆 変 換 装置 の み とす る。
発 電機 の昇 圧 変圧 器TG1の漏 れ リア クタ ンスXTGおよび隣接 交流 系統 の 内部 リア
ク タンスX4は 無視 す る。
仮 定(1)は,実 際 には故 障 に よ りBrNVの電圧 が下 が った り・逆 変換 器 が転流 失 敗 を
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生 じる とDLNの 逆 変換 所側 直 流電圧Vdlが低 下 し,順 変 換所 側 直流 電圧Vdrとの差 が大
き くな って,idcが 上昇 す るが,故 障発生 か ら転 流失 敗 まで は時 間 も短 く,対 象 と して い
る直流 送電 では,LDが 大 き くidcの変化 は小 さいので 設 けた。
仮 定(2)は,変 換 器用 変圧 器 の漏 れ リア ク タンスXTCが,同 変圧 器 の定格 電 力 を基準
と した単 位法 で表 して20%程 度 で あ るのに対 し,BINvにおけ る交流 母 系統 の短絡 イ ン
ピー ダ ンスは その数分 の1で あ るの で設 けた。
仮 定(3)は,実 際 には後 で述 べ る詳 細 シ ミュ レー シ ョンの結 果 の よ うに高 調 波成 分 を
含 ん だひず み波 形 とな るが,そ の主成 分 が基 本波 成分 で あ る こ とか ら設 け た。
仮 定(4)に つ いて は,点 弧制 御方 式 が大 き く影響 す る。 点弧 の方 式 に は等 間 隔パ ル ス
方 式 と各相 個別 制御 方式 の2種 類 が あ る。 前者 は一 つ の発 振 器 か ら出 る60◎ 間 隔の パ ル
スで,変 換器 の サイ リス タを点弧 す るもので,こ の発振 器 は位相 固定 ル ー プ(PLL)方
式 に よ り,交 流電圧 の位 相 と同期 を取 ってい る。後者 は各相 の電 圧 が0を 切 る時 間 を検 出
しその時 間 か ら所 定 の位 相 間隔 だ け遅 らせて その相 の アー ムを 点弧 す るもの で あ る。 現在
は点弧 回路動 作時 間 のバ ラツキな どに よ って発 生す る,理 論 解析 で 予測 で きない高 調 波 が
出 ない等 の理 由 か ら前 者が多 く採 用 され てい るの で,本 検討 で も この方式 を採 用 す る。P
LL方 式 を用 い た場合,故 障 に よ り同期 を取 るべ き基準 電圧 が な くな って も,し ば ら くは
故障 前 と同一 の タイ ミングで点弧 パ ル スを発生 す るので この仮定 を設 けた。
仮 定(5)に つい て,サ イ リス タの順力 向電 圧 降下 は定格 電圧1%以 下 であ るの で無視
して も誤 差 は少 ない。 また,サ イ リス タの ター ンオフ時間 はサ イ リス タ素子 に よ り異 な り
大 電 力用 の もの で は数100μsであ るが,本 章 の解析 で は これ を0と してい る。簡 易 に転流
の成否 を把握 す る目的に は これ で十 分 であ る。
仮定(6)に つい て,転 流失敗 は転流 が完 了す る以前 に それ が不 可能 な状 態 に至 る こと
で あ るが,順 変 換装 置 は転 流余裕 が非常 に大 きいの で転 流失 敗 を生 じ るこ とはな い。従 っ
て本章 の解 析 で は この仮 定 を設 け逆 変換 装置 だ けを検 討対 象 とす る。
仮定(7)に ついて は,TG1の 漏 れ リア クタ ンス,PSNの 内部 リア ク タンス共 に,
X1,X2,X3に 比 べ小 さ く,省 略 して も誤差 が小 さいの で,計 算 を簡 単 にす るため この
仮定 を設 け た。
2.2.8簡 易判 別法 の解 析手 順
本 法 の手 順 を簡単 に述 ぺ る と次 の よ うにな る。
(1)順 変換 装置 は一 定 の有 効 お よび無 効電 力 を受電 す る負 荷,逆 変換 装 置 は一定 の有
効電 力 を発生 し無効 電力 を受 電 す る負荷 として交流 系統 の潮流 計 算 を行 い,故 障
前 の逆 変換 所用 母 線す なわ ちBrNVの各 相 の交 流電 圧 の大 き さ と位 相 を 求 め る。 こ
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の潮 瀟+勲 おv・て・位相 の基 靴 交 流母 系統用 母線 すtsinちB,,。の電圧 の6Zt目
とす る。
(2)次 噸 討 すべ き交流 系徽 隊 対 して茂 流系統 故 障計 算 プ 。グ ラム(躰 周 波
数 べ 一 スで各 点 の電 圧,電 流 の大 きさ と位 相 を計算 す る プ ロ グラム)を 用 い て故 障
時 のBINVの電 圧 を求 め る。 この交 流系統 故障 計算 に お いて も位 相 の基準 はBPSNの
電 圧 位相 とす る。
(3)
上記 手順 の 内,
よ って行 うもので あ り,良 く知 られ てい るの で説 明 を省略 し(44)
,
に説 明 す る。
なお,(1),(2)の 計算 におい て,位 相 の基 準 を隣接 交流 系 統PSNの 母線BPSNの
電圧 位相 としてV'るの は・PSNが 容量 の大 きな系統 で あ り,仮 定(7)よ りX。が無 視
で きるので,BPSNの近 傍故 障で ない 限 り,BPSNの母線 電圧 は,位 相,周 波数 ともに変 化
しな いの で各電 圧位 相 の基準 とな るか らであ る.以 下 この位 相基 準 を用 い て糊 す る。
(1)・(2)で 得 られ たBINVの各 相電圧 Ψ1、,Ψlb,Vr。よ り,変 換 器Inv1,
Inv2か ら変 圧器TI1,T【2を介 して見 た同電圧Eva,Evb,Eyc,Eda,Edb,重,。
を導 出す る。 さ らに,導 出 した電圧 が端子 電圧 で あ る理想 正 弦波電 圧 源 を含 む転 流
現 象解 析用 等価 回 路 を導 出 す る。 導 出 した等価 回路 を用 い,点 弧 回路 は故 障 中 も故
障 前 と同 じ周期 で発 生す る とし,理 想正 弦波 電圧 源の電 圧 は故 障中 の電 圧 で あ る と
い う条件 で転 流重 な り角u ,及 び転流 余裕 角 γを求 め,後 述 の式(2.10)を 適
用 して転流 可否 の判 別 を行 う。
(1),(2)の 潮 流計 算,故 障 計算 は従来 よ りあ る系 統解 析 計算 法 に
(3)項 に つい て詳細
2.2.4転 流 現 象 解 析 用 等 価 回 路 と電 圧 源 端 子 電 圧 の 導 出
転 流 現 象 解 析 用 等 価 回 路 を 糊 す る・ 図2 ・1の1・v1,lnv、 働 作 を 解 析 す る場
合 ・ 仮 定(2)(3)よ り・ 近 似 的1・洞 図 のB・N,1・内 部 イ ン ピー ダ ン ス が0の 理 想 正
弦 波 電 圧 源 が 鐵 され て い る と して 解 析 で き る ・ さ ら に,転 獺 象 燗 与 す る の は ,T、、,
T・2囎 糊 ア ク タ ンスX・ ・の み で あ るの で ・lnv1,Inv、 の 轍 現 象 解 析 用 等 価 回
路 は 図2・2の よ う蕨 す こ と が で き る・ 同 図1・お い て,Th、-Th,は サ イ リス タ ,
DCLは 輔 用 リア ク トル ・ACL・ ・ACL・ ・ACL、 は 交 流 リア ク トル ,。 。,。、,。。
は 前 述 の 理 想 正 弦 灘 圧 源 の 各 相 端 子 電 圧 で あ る
.ACL、,ACL、,ACL、 の リア ク タ
ン ス はXTcに 等 い'と す る・ な お ・ 仮 定(1)よ り,DCLは 轍 現 象 に 関 与 しなk、.ま
た ・e・ ・ ・・… は ・lnv1 ・lnv・ か 硯 たB,。,の 各 相 電 圧 で あ る.Inv1と
B・N・の 間 に はY-Y鞭 変 騰T・1が ・lnv・ とB… の 剛 ・はY-△ 撒 変 圧 器T
I2



















つ ぎ に,図2.3(a),(b)に それ ぞ れTn,T【2の 結 線 と端 子 電 圧 の ベ ク トル 図
を示 す 。 同 図 に お い て,V1、,Vlb,VlcはBINVの 各 相 電 圧,Eva,E,b,Eyc,Eda,
Edb,Edcは そ れ ぞ れInvl,Inv2か らTI1,Tl2を 介 し て 見 た Ψ 【a,Ψlb,Vlcで
あ る。 ま た,①,② は,Ψ 【a,Vlb,Vi、,Eya,Evb,Eycの ベ ク トル 図,③ はBrNV
の 電 圧 をInv2か ら見 た 時 の 線 間 電 圧V、b,Vb、,Ψ 、aのベ ク トル 図,④ は 直d。,Edb,
Edcの ベ ク トル 図 で あ る。 以 下,TI1,Tl2の 場 合 に分 け て 説 明 す る。
(1)T【1はY-Y結 線 変 圧 器 で,か つ1次 側,2次 側 共 に 単 位 法 を 用 い て い る の で,
1次 側 の相 電 圧 と2次 側 の相 電 圧 は 等 し くな り,E7。=Vla,直yb=Ψlb,Evc=Vr。le
よ っ て,Inv1か ら見 たBiNVの 電 圧 が 得 られ る。
(2)T【2はY-△ 結 線 変 圧 器 で,か つTI1と 同 様 に単 位 法 を 用 い て い る の で,1次 側
の 相 電 圧Vra,V【b,Ψlcを 傭 倍 し た も の が2次 側 の 線 間 電 圧 Ψ 、b,Vbc,Ψc。と な り,
電 圧 ベ ク トル 図 は,図2.3の ③ に 示 す よ う に な る。 これ ら を相 電 圧Eda,Edb,Edcl:
変 換 す る と,④ の よ うに な る。 こ こで,Ed。=(1ムf3)(Vla-Vrb),Edb=(1〃-3)(Ψlb
-Vlc),宣dc=(1/f3)(ΨIc-V【a)であ る。
上 記 の よ うに して,Eva,Evb,Evc,Eda,直db,Edcが 得 られ れ ば,図2.2の 等
価 回 路 のEa,E,,EcleEya,Eyb,Evcま た はEda,Edb,Edcを 代 入 す る こ とに よ
り,図2.1のInv1,Inv2の 転 流 現 象 解 析 は,図2.2の 等 価 回 路 の 転 流 現 象 解 析
に 帰 着 で き る 。
な お,図2.3はa,b相 間 の2LS故 障 を想 定 し た 電 圧 ベ ク トル 図 で あ り,こ の 場 合
④ に 示 し た よ う に 庄d。が 小 さ くな り,Edb,Edcが 大 き くな る 。 ち な み に 故 障 前 す な わ ち




























































2.2.5転 流可 否 判別式 の導 出
図2.2の 等 価 回路 のTh3か らThlへ の転流 を対 象 として,転 流可 否 判別 式 を導 出す
る。前 項 で説 明 した手順 に従 って求 め た等価 回路 の理 想正 弦 波電圧 源 の相 電圧e、,eb,
ecのそれ ぞれ故 障 前 お よび故障 中 の波形 と電 圧 直、,Eb,Ecの ベ ク トル図 を 図2.4
(a),(b)に 示 す。 同図 に おい て,Tcは 故 障中 のecが 負 か ら正 に な る時間,T▲ は
故障 中 のe、が負 か ら正 に変 化す る時 間,TEは 転 流終 了時間,Tsは 転 流電 圧反 転 時 間で
あ る。 同 図(a)は 故障 が発 生 しな か った と仮 定 した時 の電 圧波 形 と考 える こ とが で き,
かつ仮 定(4)よ り点弧 回路 は故 障 中 にお いて も故 障前 と同 じ周 期 で点 弧パ ル スを発 生 す
る。従 って,同 図(a)の 波形 の位 相 を基準 と して点弧 時 間 を決 めて い る と考 え る こ とが
で きる。 そ こで,時 間座標 系 の原点t=0と して,Th1を 点弧 す る点弧 パ ル スの発生 時
間Tvよ り以前 で,図(a)のe、 が最後 に負 か ら正 に変化 す る時 間 を用 い る。 同図(b)
の δ。,δb,δ 、は それ ぞれ故 障前 と故 障中 のEa,E,,Ecの 各位 相差 で,2.2.3項
で説 明 した よ うに潮 流計 算,交 流 系統 故障計 算 に よ り導 出 され る。 なお,図 の横 軸 は時 間

































と な る。 こ こ でEa,Ecは そ れ ぞ れEa,Ecの 大 き さで あ る。
ま た,転 流 に よ って 点 弧 され る サ イ リス タTh1の 相(こ の 場 合a相)を 点 弧 相 ・ 消 弧
され る サ イ リス タTh3の 相(こ の 場 合c相)を 消 弧 相 と呼 ぶ こ と に す る。 転 流 中 の 等 価
回 路 は,図2.5で 表 され るの で,ea,ACL、,Th1,Th3,ACLc,ecで 構 成 され る ル ー
プ に つ い て,d/dt=pと し て 次 の 方 程 式 が 成 立 す る 。
(XTc/ωo)Pia-(XTc/ωo)P(Id-ia)=ea-ec (2.3)
ここで,i、 は理 想正 弦波 電圧 源 のa相 電流(瞬 時値)で あ り,ま た仮 定(5)に よ り,
サ イ リス タの順 方 向電圧 降下 は無視 して い る。 一方,仮 定(4)に よ り,サ イ リス タの
点 弧 パ ルス は故障 に影響 されず,故 障 中 も故 障前 と同 じ周 期 で発生 す るので,Thlの パ
ル スの発 生時 間TFは
TF=(7π/6一 β)/ωo (2.4)
で 与 え られ る。 ま た,時 間t=TFに お け るi、 の 値 をialt.TFと表 記 す る と,TFま で
Th1は 阻 止 状 態 に あ る の で,ialt.TF=0で あ る。 ま た,仮 定(1)よ りpId=Oで




















h {E1(2XTc)}{-cos(ωot十 φ)十cos(7π ノ6一β 十 φ)}





次 に,転 流 重 な り期 間 が 終 る時 間t=TEはi亀=Idと な る時 間 だ か ら
TE=(1/のo)[cos-1{-2XTcld/E+cos(7π/6一 β十 φ)}一 φ]
(2.6)
と な る。 ま た,点 弧 相(a相)と 消 弧 相(c相)の 電 圧eaとecが 等 し くな る時 間,す な
わ ち 転 流 電 圧 反 転 時 間t=Tsは
Ts=(π 一 φ)/ωo(2.7)
とな る。 次 に,(2.4),(2.6),(2.7)式よ り.故 障 中 の 不 平 衡 電 圧 源 に よ る転 流 に お け る転




そ こで,仮 定(5)に よ りサ イ リス タ の ター ン オ フ時 間 を 無 視 す る と,γ>0の 場 合 に 転
流 が 可 能 で あ るの で,転 流 可 否 判 別 式 は
cos(7π/6一 β+φ)-2XτcId/E>-1(2.10)
とな り,上 式 を 用 い て,転 流 可 否 の 判 別 が で き る。 す な わ ち 上 式 が 成 立 す れ ば 転 流 成 功,
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そ うで なけれ ば転 流失 敗 に な る洞 式 蘭 ㌔・て,β は変換 器 の点弧 勘 角 ,X,、1ま嶽 器
用 変圧 器 の融 リア ク タンス,1、は輔 用 リア ク トル電 流 の定 縮 であ り,予 め与 え ら
れ る もので あ る・ また・E・ φは式(2.5)か らわ カ、るよ うに故障 中 の各相 の駈 の大 き
さE・・E・汲 び鵬 前 と鵬 中の舗 の電圧 位相
の差 δa,δ,よ り計算 され るもの で あ
る・ 従 って 潮 流計 算及 び交 流系 鰍 障計 算e・よ り
,故障前 の各相 駈 の位 相 汲 び故 障 中
の各相 電圧 の大 きさ・位 相 を求 めれ ば転流 失敗 の有無 が判 別 で き るこ とが半哩肌 た。 な
お本 項 に お㌔'ては ・相 か ら ・相 の転 流1・対 す る判別 式 を勅 たが
,。 相力、らb相,b相 か
ら ・相 へ の転 流 に対 して も同融 判別 式 が得 られ る
.ま 欲 節 で は,本 節 で求 め た判別 式
(2・10)樋 用 して・交 流 系徽 脚 ・お ける直 流送 縣 統 逆変 換所 の騰 の 可能 性 を
検 討 す る。
2.3解 析 対象 モ デル系統 に対 す る転流 可否判 別法 の適用
図2・1の 解㈱ 象 モ デル 系統 に前節 で勅 た転 流可 否判 別法 樋 肌 よ う
.系 統 の運
転状 態 と して は・表2・31・ 示 す3つ の場 合 を考 えた.髄 上 洞 表 蝿 力 は,、鞄 とMW
鞄 両 方 で表示 してk・る・CaSe1は 直流送 電 系統 が ほぼ定 格 運転 を
,Case2は ほ
ぼ40%運 転 を ・C・Se3は1・%(最 鷹 力)騰 を してV・る場合 で あ る
.魏 機 出
力P・ はす べて の場合 でm一 で淀 紬 力1・近 殖 とな って い る.直 流 送 縣 統 で送 電 さ
れ るいわゆ る醸 送醜 力 は・送 電搬 ・交 醸 換搬 な どが あ り、 どの点 蝿 力 とす る
か臓 す る腰 が あ る・本 論文 で は・電 力系統 に主 眼 撚 ・てい る点 ,第3章 で検 討 す る
系統 に 紳 て は逆 変翻 ・相 当 す る部 分 が ない こ とな どを考慮 し
,畷 換 所 で変 換 され る
有 効勧 を直流 送鯛 力 と して い る・ ただ し・直流 に変 換 され る葡 電 力以 外 に変 獺 失
が あ り・交 流 系統 か ら見 鳩 合 酵 の合 言+が順 変蜥 で蝿 され て
い るよ う書、見 え るの で,
正確 を期 す た媚 流送 輪 力 とい う表現 を恥 釦 頂変 換所 の変換 器 が受
電 す る有効 勧
PRと表 現 す る こ とにす る・ この時 ・並列 交流 送 電線 路TL、 で送 られ る有効 勧P
。、1ま,
pGか らP・を 引Vた 値 にな るので ・Case1で は,P。,は1・MW程 度 で あ るが
,
Case8で は130MW程 度 が送 られ る こ とにな る
。
まず ・前述 した よ うに・CaSe1の 運転 状態 で
・定鵯 の潮 流計 算 と交 瀬 統 の 。,b相間
に2線 短 徽 障 が発生 した場 合 の交 流系 統故 障 計算 を行
い講 前 と故 障 中 のE ,a,E
"b・E・c・E…E・b・E・を求 め よ う・ 図2・6は ・図2 .1の 系統 を簡略 表示 した系 統
図 に表2・4に 示 した5つ の仮 想故 障点 を記 入 した もので あ る
.表2.4に 示 したよ うに,同図 にお い
て① はTL1の 中間 点・②eまTL・中間 点・③ はTL,のBmyl・近 い点(B
、.,より45k
m)・④ はTL・ のB…1・ 近 い点(B
I・よ り2・k・),⑤TL。中間 点 で あ る。
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表2.3検 討した系統運転状態























BREC ② ③BINρ ⑤BPSN
図2.6簡 略表示 した解析対象モデル系統 と仮想故障点
図2.7に,故 障 前 の定 常 時 と,点 ① ～ ⑤ で のa相,b相 間2LS故 障 時 に お け る 直ya,
Evb,E。c,直da,Ed,,E,、の ベ ク トル 図 を 示 す 。2.2.4項 で 述 べ た よ うに,BINyと
InVl,Inv2の 間 に 設 置 され たT【1,TI2の 巻 線 方 式 が 異 な る の で,上 下 段 の ベ ク ト
ル 図 は異 な る。 同 図 か らわ か る よ うに 点 ① に お け る故 障 で は,ベ ク トル 図 が 定 常 時 と殆 ど
変 化 して い な い 。 これ は,故 障 点 がBiNVか ら遠 い た め で あ る。 故 障 点 がBnwに 近 付 くに
つ れ てInv1側 で は 故 障 相 の 電 圧Eya,Evbが 大 き く変 化 し.Inv2側 で はEdaが 大 き














図2.71nv1,lnv2から見 たBINvの故 障 前 お よび故 障 中 の相 電 圧 ベ ク トル 図
り位 相 が 進 む 。 一 方,E,、 は大 き さが 小 さ くな る が,位 相 の 変 化 は小 さい 。 な お 故 障 点 ④
に お け る ベ ク トル 図 が 最 も 変 化 が 大 き い が,こ れ は 点 ④ が 最 もB田vに 近 い か ら で あ る 。
(2)転 流 余 裕 角 と判 別 法 の 適 用
Inv1,Inv2か ら見 たBINvの 相 電 圧Ey、,Eyb,E。c,Ed、,Edb,Edcが 得 ら
れ れ ば,こ れ ら を 図2.2の 電 圧Ea,E,,E、 とす る こ とで,転 流 可 否 判 別 を 行 う こ と
が で き る。 交 流 系 統 の 仮 想 故 障 点 ①J・v⑤に 対 し て,(2.9)式 に よ り,転 流 余 裕 角 γの
計 算 を行 っ た 結 果 を 図2.8(a)(b)に そ れ ぞ れInvl側,Inv2側 のa相 か らb
相 へ(a→b),b相 か らc相 へ(b→c),c相 か らa相 へ(c→a)転 流 す る場 合 の
転 流 余 裕 角 γの 変 化 と して 示 して い る。 同 図 に お い て 横 軸 はBtNVか ら故 障 点 ま で の 距 離
を 示 し て お り,左 端 がBGEN,右 端 がBPSNで,便 宜 上,右 方 向 を 正 の 方 向 と して い る 。B
INvからBGENまで が200km,BTNvからBpsNま で が80kmであ る 。 縦 軸 は転 流 余 裕 角 γで,便
宜 上,ラ ジ ア ン単 位 で は な く,60分 法 で 表 示 して い る 。 故 障 点 がB匡Nvに 近 付 くに っ れ
て 同 図(a)の.a→b,b→c及 び,同 図(b)のa→bの 転 流 の γが 小 さ くな り ,あ
る 点 で0と な っ て そ の 点 以 下 で は γが 存 在 し な くな っ て い る こ と が わ か る。 γが 存 在 し な
い と は,転 流 可 否 判 別 式(2.10)が 成 立 し な い とい う こ と で 転 流 失 敗 が 発 生 す る こ と
を 意 味 す る。 一 方 ・ 同 図(a)のc→a,及 び(b)のc->aの 転 流 の γは 大 き くな っ て
い る。 こ れ は ・ 転 流 が む しろ 容 易 に な る こ とを 意 味 して い る。 ま た,同 図(b)のb→c
























な い こ とを示 してい る。 また・γは,故障点 がBINvl:近付 くほ ど変化 が大 き くな り,BPSN
の方 向 に しろ・BGENの方 向 に しろ・BINVから離 れ るについ て変 化 が小 さ くな る。 しか し,
その 変化 は ・BrNyを軸 として左 右 対称 にな って お らず,故 障点 ③ と⑤ はB【NVからほ ぼ等
距 離 に あ るが・Inv1に つ いてい えば,③ の故 瞳 に対 して は γは存在 し,転 流 が可 能 で
あ り・⑤ の故障 に対 して は γが存 在 せ ず・転流 失敗 が生 じ る とい う判 別結 果 に な って い る。
これ は,図2・6に お いて ・BINVの電圧 を維 持す る電 圧源 と して はG1とG2の2つ が あ
るが,G1は 距 離 が遠 い ので ・距離 の 近 いG2が 主 に電圧 を維 持 してい るため,G2側 の送
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電 饗路 の 故障 の方 がBiNVの電圧 に与 え る影 響が大 きい ため と考 え られ る。 この よ うに・故
障 点 の影 響 を検討 す る場 合 には,地理 的距 離 だ けで な く,系統構 成 も考慮 す る必 要 が あ る。
上 記 した転流 余裕 角 γの変化 と図2.7の 電圧 ベ ク トル図 の関係 か ら,次 の よ うな こ と
が い え る。 す なわ ち、
(i)消 弧相 の電圧 の大 き さが低下 し位 相 が進 んだ場 合(Inv1側,b→c)
(ii)点弧 相,消 弧相 共 に振 幅が減 少 し消弧 相 の位相 が遅れ,点 弧相 の位 相 が進 ん で位 相
差 が,小 さ くな った場合(Inv1側,a→b)
(iii)消弧 相の 電 圧振 幅 が小 さい場 合(Inv2側,a→b)
の3つ の場 合 に転流失 敗 を生 じ易 い。一 方,
(iv)点弧 相 の位相 が遅 れ る場 合(Inv1側,c→a)
(v)点 弧 相 の電 圧振 幅 が低下 す る場合(Inv2側,c→a)
の2つ の場合 に γが増 加 し転流 が容 易 にな る。
次 に,図2.9(a),(b),(c)には,表2.3に 示 したPR=132MW(大),60MW(中),15MW(
小)の各場 合 につ いて転流 失敗 を生 じ させ る故障 の範 囲 を簡 略 系統 図上 に示 して い る。 同
図 の実線 で 囲 まれ た範 囲 は,図2.1のInv1に 転 流失敗 を生 じさせ る故障 の範 囲 で あ
る。 また,破 線 で囲 まれ た範 囲 は,Inv2に 転 流失敗 を生 じさせ る故 障 の範 囲 で あ る。
な お,同 図(a)に おいて○,×,△ の記号 は,2.4節 で後述 す る詳 細 シ ミュ レー シ ョ
ンに よ る結 果 を,簡 易転流 可否 判 別法 の結果 と比 較 す るた めに記 入 した もの で あ り,こ の
比較 につ いて は同節 で説 明す る。
同図(a),(b),(c)を比 較す る と,PRが 大 きいほ ど転 流失 敗 を生 じ る故 障 範囲 が大 き くな
ってい る。 これ はPRを 増 加 させ る とIdが増 加 し,式(2.8)で 示 す転 流重 な り角uが
増 加 して,式(2.10)の 左 辺 の値 が減少 し,転 流 失 敗 を生 じ易 くな るため で あ る。 こ
の傾 向 は実 際 の直流 送電 系統 で も見 られ るもの で あ る。 また,Inv1,Inv2に 転 流失
敗 を生 じ させ る故 障の範 囲 はG2の 方 に拡 が って い るが,G1の 方 に は拡 が って い ない。 こ
れ は前 述 の よ うに逆 変換 所用 母 線B【NVの電圧 を維 持 してい るの が主 にG2で あ るの で ,G2
側 の故 障 の方 がB田Vの 電 圧 に与 える影響 が が大 きい た めで あ る。
次 に,図2.9(b)のB【NVとBPSNの間の 交流 線路 区 間 を見 ると,実 線 で示 したInv1
の転 流 に関 し・故 障 点がInVlか ら離 れ ると一 旦転 流 が可 能 に な るが・BPSN近傍 の故 障
に な る と・再 び転 流失 敗 を生 じて い る。 これ は変 換所 か らの距 離 は遠 くて も母線 近 傍 の故
障 は,電 圧 に与 える影 響 が大 き く,転 流失 敗 を生 じやす い ため で あ り,転 流 失 敗 に対 して










































冒nv1に転流失敗 を生 じる故障範 囲
lnv2に転流失敗 を生 じる故障範 囲
灘難鍵副
}簡易転流失敗判別法
詳 細 シ ミ ュ レー シ ョン
(上段lnVi,下段lnv2)
図2.9転 流失敗 を生 じさせる故障範囲
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轟 轟蕊 点講 趨 額糠 ふ
ある棚 上で鱗 撫 置の条件とい ・るが,こ砒 は,変換所点の電圧灘 する
鷺 叢麓二論 轟 瀧讐こそ箋饗膿1宏灘 総
統の運転上の信頼度を検討するたあ1には,短絡容量と共に,送 電線路のどの回線の故障が
変換 所 点の電 圧 に与 え る影響 が大 きいか とい う点 も把 握 して お く必 要 が あ るこ とが,こ の
故障 発生 点 と,転 流 失敗 発生 の 関係 の検 討 か ら明 らか に され た。
2・4解 析 対象 モ デル系統 の詳細 シ ミュレー シ ョンに よ る簡易 転流 可 否判 別 法 の妥 当性
の検 証
本節 で は,2.2節 で導 出 した簡易転 流可否 判 別法 の妥 当性 を検 証す るた め,図2.1
の解析 対象 モデル系統 につ い て,従 来 の詳細 な デ ィジ タル シ ミュ レー シ ョンに よ って解 析
を行 い,前 者 によ る結果 と比較 す る。 な お,詳 細 デ ィジ タル シ ミュレー シ ョンプ ロ グ ラム
につ いて は付録2に 示 した。
例 として,図2.6の 点 ⑤ で2LS故 障 を生 じた場合 を取 り上 げ る。 図2.10に 詳 細
シ ミュレー シ ョン用 の系統 構成 図 を示 す。 同 シ ミュレー シ ョンで は,図2.1の 順 変換 所












































































図2.10詳 細 シ ミュ レー シ ョン用 系 統 構 成 図
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ア ク タンスがX1/2であ る1回 線 の送電 線 で構成 され た系統 に簡 略化 した。 これ は,同 系
統 が転 流失 敗 に あ ま り影 響 しない ためで あ る。 また,eG、,eGb,eGcはシ ミュ レー シ ロ
ンで は,3相 平衡 正 弦波電 圧 と仮定 した。以 下,図2.1と 同 じものは説 明 を省 略す るが,
X3/2は図2.1の 母 線BlNv,BpsNの間 の リアク タンスX3を2分 割 した もので あ る。 こ
れ は,BINV,BPSNの間 の送電線 路 の中 間点 ⑤ で故障 発生 を仮 定 した た めで あ る。 また,
eSa,eSb,eScは隣 接交 流系統 を模 擬 す る無限 大容量 発電 機G2の 発生 電圧 で,こ れ も
3相 平衡 正弦 波電 圧 と仮定 した。SWは2LS故 障発生 用 ス イ ッチで あ り,所 定 の 時 間に
この スイ ッチを 閉 じ るこ とに よ り,a,b相 間 を短 絡 す る こ とがで きる。
次 に,図2.11(a)に 計算 開始1サ イ クル後 に2LS故 障 が生 じた と した時 のBINyの
各相 電圧v【、,vIb,VI、,同図(b)に順変 換所 側及 び逆 変換所 側 直流 電圧Vdr,Vdt,
同図(C)に平 滑 用 リア ク トル電 流id,を示 す。 同図(a)より,故 障 が発 生 す る と電圧 波形 に
高調 波 が重畳 され る ことがわ か る。 これ は変換 所 の調相 設備 または,高 調 波 フ ィル タの キ
ャパ シ タンス と送 電線 路 の イ ンダク タンス に よる共 振現 象 に よ り生 じる もの で あ る。 しか
しなが ら,高 調波 を除 い た基本 波成分 だ けで見 れ ば,図2.4(b)の 電 圧波 形 と類似 して
い る。図2.11(c)で,idcが 上 昇 す るの は,同 図(b)に示 す よ うに,2LS故 障 に よ り
Vdtが低 下 しVdrとの電位 差 が大 き くな るためで あ る。
さて次 に この2LS故 障 時 にお け るInVl,Inv2の 各 サ イ リス タの導通 状態 と転 流
失敗 の有無 を考察 す る。 図2.12に,Inv1の それ ぞれa,b,c相 の上,下 サ イ リ
ス タに加 わ る電圧VTh1,VTh4;Vτh2,VTh5;VTh3,VTh6を示 して い る。 同 図の各 電圧
波形 に おいて,電 圧 が平 坦 な部分 はその サ イ リス タが導 通状 態 とな って い る期 間 を示 す。
な お,2.2.2で 述 べ た仮定(5)に よ り,導通 時の順 方 向電圧 降下 は0で あ るので,こ
の期 間の サ イ リス タ電圧 は0で あ る。 電圧 が0以 外 の値 にな ってい る期 間 はサ イ リス タが
一 定 の抵抗 を持 ってい る期 間,す な わ ちサ イ リス タが 阻止状 態 とな ってい る期 間 を示 す。
電 圧 が正 にな って い るの は順 方 向の電 圧 が,逆 に負 にな ってい るのは逆 方 向の電 圧 が それ
ぞれ加 わ って い る状 態 を示す 。 同図 のVTh2は,電圧 波形 の周 期性 か らO以 外 にな るべ き
期 間 にな って も0の ところが見 られ る。 これ は,サ イ リス タが導通 状 態 か ら阻止状 態 に移
行 す る こ とが で きなか った こ と,す なわ ち転 流失 敗 が発生 した こ とを示 してい る。
次 に・図2・13はInv2の 各 相 のサ イ リス タに加 わ る電圧vTh7～vTh12を,図2.
12と 同一 の順 序 で示 した もの で あ る。 同図 のVTh7の波形 を見 る と順 方 向電 圧 が加 わ る
べ き時 間で も0の ままであ り,Th7が転 流失 敗 を生 じて い る こ とが わ か る。
上述 した詳 細 シ ミュレー シ ョンに よる解 析結 果 は,Inv1で はb相 か らc相 へ の転 流 ,
































(c)平 滑 用 リ ア ク トル 電 流
図2.11詳 細 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン結 果
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a相 VTh1



















































































図2.12サ イ リス タア ー ム電圧 波 形 図2.13サ イ リス タ アー ム電圧 波 形
(lnv1)(lnv、)
て い る。従 って先 に提 案 した簡 易判 別 法 に よ り,転 流失 敗 す る相 まで予測 で きた こ とにな
る。
その他 の故 障 点①～ ④ に つい て も同様 の詳 細 シ ミュレー シ ョンに よ って転 流 失敗 の有 無
を判 別 して,前 述 した よ うに,図2.9(a)に 併 示 した。 同図 に おい て,○ は全相 転 流
成功 した故 障点,△ は一 時 的 には全 相転 流 成功 す るが,や が て転 流 失敗 を生 じ る相 が発 生
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した故 障点 ・ ×は 鵬 発 生後1サ イ クル以 陳 転流 失敗 す る相 が発生 し轍 障 点 を示 す。
この シ ミュ レー シ ョン結果 と,実 線 及 び破線 で示 した簡易 判別 法 に よ って求 め た転 流失 敗
を生 じる故 障 範囲 を比 較 す る と,両 者 はか な りよ く一致 す るこ とが わか る。
しか しなが ら・先 に示 した点⑤ の故 障時 に お けるI
nv1の転 流 の よ うに,簡 易 判別 法
で は転流 失敗 と判定 され たが ,詳 細 シ ミュ レー シ ョンで は_時 転 流 が成功 す るよ うな結果
が得 られ る等 ・簡 易判別 法 と詳細 シ ミェ レー シ 召ンの結果 が異 な ってい る場 合 が あ る。 以
下 それ に つい て検討 す る。
まず ・詳細 シ ミュレー シ ョンで は,た とえば,図2.12のb相 の下 側 サ イ リス タに加
わ る電圧VTh5の波形 上 の点Aに 示 す よ うに故 障後第1回 目の転流 は成 功 して お り,簡 易
判 別法 によ る場 合 と異 な って い る。 その原因 と して は,簡 易 判別 法 で は基 本周 波 数 成分 だ
けを扱 って い るが・実 際 には減 衰性 の過渡 項 や,重 畳 して い る高調 波 の影 響 が あ るこ とな
どが考 え られ るが ・特 に こ こで検 討 して い るよ うな故障 発生後1サ イ クル程 度 の 範 囲で は
,
過 渡項 の影 響 が大 き く・簡 易判 別法 に誤差 が生 じた もの と考 え られ る。 な お,転 流 成功 と
い って も・A点 にお け る転流 余裕 角 γ,い いか えれ ば下側 サ イ リス タに逆 電圧 が加 わ って
い る時 間(電 圧VTh5が負 とな って い る時 間)を 見 る と非 常 に短 い こ とが確認 で き る
。 こ
の 時間 がoで あれ ば詳 細 シ ミュレー シ ・ンで も転流 失敗 とい う結 剰 ・な る
.従 って,転 流
成 功 と失敗 と判 別結 果 は異 な ってい るが・ 詳細 シ ミュ レー シ 。ンに対 す る簡易 判 別法 の誤
差 は小 さい といえ る。
また・ 簡易 判別 法 にお いては 識 障 中 の輔 用 リア 外 ル蹴i
、、は故 障前 と同_で 変
化 しない とV'う仮定{2・2・2項 の仮 定(1)}を 設 け たが
,実 際1・は,図2.11(
c)に 示 す よ うに相 当変 化 す るこ と力群 細 シ ミュレー シ ・ンに よ り示 され た.こ のi、、の
変 化 は・故 障 の種類 激 障点 ・平 朋 リア ハ ル の大 き さ等 に器 され
,3LGな ど過 酷
轍 障 の場舗 ど・故 障 点が逆 変 鰍 ・近 い ほ ど・ また,L,が 小 さv・eまど大 きい.簡 易
判 別 法 の醸 を 向上 させ ・ また瀦 果 を安全 サ イ ド咄 す ため に は
}、lllt障後1サ イ クル で
達 す る電流 値(図2・11(・)の 場 合 は約1 ・81・)を1、 と して恥 莇 法等 が 考 え
られ る。
以上 の検 討結 果 を齢 す る と・本 章 で提案 し嫡 易転 流可 否 半凹別 法 は
,計 画 段 隙 、お け
る系 統 の解棚 とか ・交 瀬 徽 障 の直流 送縣 統 の変換 所 動練 与 え
る影 響 の概 略 を把
握 す る報 として粉 な精 度 で利用 で きる と考 え られ る
.ま た,手 法 を改 良 す るこ とで精
度 の改善 が 図 られ る可能 性 が あ る と考 え られ る。
一34一
2.5結 言
本章 で 得 られ た結果 を要約 す る と次 の よ うに な る。
(1)電力 系統 故障(不平 衡故 障 を含 む)時にお け る逆変 換所 変換 器 の転流 に関 し,逆 変 換所
用母 線 の各相 電圧,転 流 リア クタ ンス,平 滑 用 リア ク トル電流 な どに基 づ き転 流 の可 否 を
判別 で きる簡易転 流可 否判 別法 を提 案 した。
(2)同判 別 法 を順変 換所側 交流 系統,順,逆 変換 所,直 流 送電 線路,並 列交 流送 電線 路,
交 流母 系統 か らな る解析対 象 モ デル系統 に適 用 し,一 般 に,次 に導 通状 態 か ら阻止状 態 に
な るサ イ リス タ,すなわ ち消 弧相 の電 圧 が小 さ くな り転 流 のた めの電 圧 が小 さ くな るほ ど,
また,電 圧 の位 相,特 に阻止 状態 か ら導通状 態 に な るサ イ リス タが接続 され た相(点 弧相
)の 実 質 的 な点弧進 み 角が小 さ くな るほ ど転 流失 敗 を生 じ易 くな る。逆 に点 弧相 の電 圧 の
大 きさが小 さ くな るほ ど,ま たその位 相 が遅 れ るほ ど転流 が容 易 に な るこ とを示 した。
(3)直流送 電 電力 す なわ ち順 変換 所 で受電 す る有 効電 力 と転流 失敗 の 関係 を検討 し,直 流
送電電 力 が大 きいほ ど転 流失 敗 し易 い こ とを指摘 した。
(4)故障 点 と転流 失敗 の関係 を検 討 し,転 流失敗 には,故 障点 か ら変換 所 まで の距離 だ け
でな く系統 構 成 も影響 し,そ れ が変換 所用 母線電 圧 に与 え る影 響 が大 きい 点 にお け る故障
ほ ど転流 失敗 を生 じやす い こ とを明 らか に した。
(5)詳細 シ ミュレ・一.ションに よ る解析 結果 と比 較 し,簡 易 判別 法 に よ って転 流失 敗す る相
まで予測 で きるこ と,転 流失 敗 を生 じる故 障範 囲 も よ く一 致 す る こ とを示 した。 また,簡
易判 別法 で は,平 滑 用 リア ク トル電流 は一 定 と仮定 したが,詳 細 シ ミュレー シ ョンで は相




前章 では交 流系 統 の故障 が半 導体電 力変 換 装置動 作 中特 に転流 現象 に どの よ うに影響 す
るかを検 討 した が,こ れ は一方 向牲 の もので あ った。 これ に対 し,本 章 で は発電機 と電 力
変換 装置 の 間の相 互作 用 に よ る自励 振動 現象 に ついて述 べ る。
最 近 は,計 算機 を利用 した種 々 の装置 が社 会 の多 くの分野 で使 われ て お り・一 旦 それ が
停 止す る と,広 範囲 に重 大 な影 響 を与 え るこ とは,停 電 等 の例 か らよ く知 られ てい る。 し
か し,雷 害 等 の避 け られ な い 自然現 象 も あ り,商 用 電 力の停電 を皆 無 にす る こ とは不 可 能
で あ る。 この よ うな事情 か ら,重 要 な計 算機 な どの電源 に は,無 停 電 電源 装 置 を設 置 して
い る。 これ は商 用電 力 を順変 換装置 で一 旦直 流 に変換 し,さ らに,こ の直 流 を逆 変 換装 置
で交 流 に変換 して計 算機 に電 力 を供 給 す る装 置 で,直 流部 に蓄電 池 を持 って お り・停電 等
によ り商 用電 力供給 が停 止 した時 は この蓄電 池 か ら電 力 を逆 変換 装置 に供給 す るので ・計
算機 には,停 電 の ない電 力 を供給 で きる。 しか も,非 常 に重 要 な施 設 につ い て は,停 電 が
長期 間続 い て,蓄 電 池 の容量 が不足 す る場合 を考 慮 して,デ ィー ゼル ェ ン ジン駆動 の小型
発電 機 な どを用 い る非常 用 自家発電 設備 を設 置 し,長 時 間停電 の場 合 は,そ の電 力 を商 用
電 力の代 りに順 変換 装 置 に供 給す るよ うにな って い る。
ところが,最 近,こ の非常 用 自家発電 設備 と無停電 電 源装 置 を組 み合 わせ 計算 機 へ の電
力供 給 を行 った所,無 停 電電 源装 置 の直流電 流 等 に数～10数Hzの自励 振動 が発 生 す る こ と
が報 告 され た。
一方 ,発 電機 と交 流 系統 の間 で相互 作用 を生 じる こ とは良 く知 られ て い る。 た とえば,
最 近,交 流 系統 に送 電線 路 の リアク タンス補償 の た め直 列 に キ ャパ シ タを挿入 した 時,電
気 系 と発電 機軸 系 の間 に相互 作用 を生 じ,軸 系 にね じれ振 動 が発生 して軸 が疲 労 破 壊 し,
問題 に な った(45)(46)(47)。この現象 は,次 同期 共振 現象 と呼 ばれ るもの で あ り,数 多 く
の研究 が行 われ て い る。 と ころが,上 記 の よ うに直列 キ ャパ シ タで は な く,平 滑 用 キ ャパ
シ タを含 む電力 変換 装置 が発 電機 を もつ 系統 に接 続 され た場 合 で も条 件 に よ り振動 現 象 が
生 じたの で あ る。
この よ うな 自励振 動現 象 が発生 す る と,無 停電 電 源装 置 の交 流 出力電 力 も影 響 を受 け,
場 合 に よ って は電 力 を供給 してい る計算 機 の正常 な運転 が 阻害 され る場合 もあ る。通 常 の
商用電 力 系統 で は,自 励振 動 の発生 す る可能 性 は少 ない ので 問題 な いが,上 記 の よ うに最
近電 力 の安定 供給 とい うこ とか ら導入 され て い る非常 用 自家 発電 設備 や,エ ネル ギー の高
効率 利用 とい うこ とか ら増加 しつつ あ る熱電 併給 シス テム で は,自 励 振 動 の発生 す る可 能
性 が あ るため,そ れ を防 止 す る何 等 か の対策 が必 要 に な った。本 章 の研 究 は上記 自励 振動
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現 象 の原 因究 明 と解決 策 の検討 のた めに行 われ た もので あ る。
自励振 動現 象 に は,非 常 用 自家 発電 設備 の発電 機 制動 巻線 の抵 抗,無 停 電電 源装 置 の直
流 系統 に設 置 され た平 滑用 キ ャパ シ タの キ ャパ シ タンス,無 停電 電源 装置 が 発電機 よ り供
給 を受 け る電力 の大 き さが大 き く影響 す るこ とが報 告 され て お り(23),自励振 動 現象 を解
析 す るため には,発 電機 の 制動巻 線 を考慮 した交流 系統,平 滑用 キ ャパ シ タを考 慮 した直
流 系 統 を扱 う必要 が あ るが,そ の よ うな解 析法 及 び解析 の た めの モデ ルは まだ確 立 され て
い ない。
従 来,こ の よ うな系統 の現象 解析 には,前 章 で も述 べ たが,解 析 対象 モ デル系 統 の回 路
構成 デー タを入 力 し,同 デー タよ り系統 の各 要素 の電圧 電 流 を変数 とす る微 分方 程式 を導
出 し諸 変数 の変化 を数 値 計算 して 過渡現 象 を解析 す る,い わ ゆ る過 渡現 象解 析 プロ グ ラム
を用 い るのが一 般 的で あ った(24)。しか し,こ の方法 に は,次 の よ うな問題 が あ る。
(1)入 力デ ー タが膨大 にな り,そ の作成 だ けで も相 当 の時 間が かか る。
(2)過 渡現象 解析 プ ログ ラムに よって過 渡現 象 を解 析 し,そ の系統 が安定 か ど うか判 断
す るため に は,長 い計算 時 間 を必 要 とす る。
(3)安 定 と不安定 の境 界 で は振 動 が持続 的 で あ り,安 定 か不安 定 の判別 が困難 であ る。
(4)あ る運 転状 態 が安定 で あ る として も,そ の運 転状 態 に至 る中 間的 な運転 状態 で不 安
定 で あ ると,安 定 な運 転状 態 に至 るこ とが で きず,不 安 定 と判別 す る可能 性 が あ る。
特 に(4)項 は系統 が非 線形 要素 を含 む ため に生 じ る現象 で,本 研 究 で扱 った問題 の特
徴 で もあ る。 以上 の よ うな理 由か ら過渡 現象 解析 プ ログ ラムで は,多 くの動作 条件 で安 定
判 別 を行 い,系 統 と振 動現 象 の関係 を総 合 的 に把 握す る ことは困難 で あ る。
また,交 流系統 の解 析 で は,無 停 電 電源装 置 に関連 す る変数 として電 源装 置 の有効 電 力
と無効電 力 の みを扱 ってい るの で,電 源装 置 の直 流側 の素 子,特 に平 滑用 キ ャパ シタの特
性 を十分 考 慮 す る ことがで きず,自 励 振動 現象 を再現 す る ことが困難 で あ る。
本 章 で は,ま ず この よ うな問題 を解 決 す るため の理論 解析 法 を提 案 して い る。 す なわ ち
解析 対象 モデ ル系統(図3.1参 照)を交流 系統,直 流 系統,交 直 変 換部 に分 け,交 流系 統
は3相 の電 流電 圧等 の変 数 を(d,q)軸 座標 に変 換 した変 数 を用 い た方 程式 で表 わ し,
直流 系統 は電圧 電流 等 の変数 をその まま用 いた方程 式 で表 わす 。交 直 変換 部 につ い て,交
流 系統 の変 数 と直 流 系統 の変 数 を関係 付 け る方程 式 を導 く。以 上 の得 られ た方程 式 よ り,
定常 的 な運 転状 態 に おけ る微 小変 化 に対 す る線形 微分 力程 式 を導 出 す る。 この線 形 微分 方
程式 の安 定 判別 に よ り自励振 動発 生 の有 無 を調 べ るの が提案 す る解 析法 で あ る。 な お,交
流 系統,直 流 系統 を統 一 的 に扱 うた め,す べ て の変 数 に単位 法 を用 い る。




3.2解 析対 象 モデル系 統 と解 析法
8.2.1解 析 対 象 モ デル系統
解析 対象 モデル系 統 を,図3.1に 示 す。 ここで,非 常用 自家 発電 設備 は,発電 機Gl
とそれ を駆動 す る原 動機PMで 構 成 され てい る。発電 機励 磁系(AVR系)はGlの 端 子 電
圧 を一定 に保 つ よ う,Glの 界磁 回路 を制御 して い る。 また,無 停 電電 源 装置 はY-Y結
線 の変換 器用 変圧 器TRI,ダ イ オ ・ードブ リ ッジ変換 器DB,平 滑用 リア ク トルDCLと 平
滑用 キ ャパ シ タDCC,蓄 電池B,ダ イ オー ドD,逆 変 換装 置ConIで 構 成 され て い る。
その他 の要素 と して,遮 断器CBps,CBDG,計 算機 負荷 が あ る。 通常 はCBpsを 閉 じ
CBDGを開放 して,無 停 電電 源装 置 には,商 用交 流 系統 か ら電 力 が供給 され て い る。 同 装
置 は この交流 電力 を一 旦直流 に変 換 し,さ らに,ConTで 交流 に変 換 して 計算 機 負荷 に
交流 電 力 を供 給す る。 今,系 統 の故障等 で,商 用交 流系統 か らの電 力 供給 が な くな る と,
無停 電電 源装 置 は,内 部 に持 ってい る蓄電池Bに よ り,直 流電 力 を供給 し,これ をConI
で交 流 に変 換 して計 算機 負荷 に供給 す る。 な お,こ の よ うに商 用交 流 系統 が 停電 にな って
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しか し,蓄 電池 が蓄 えて い る電 気 エ ネルギ ー は限 られて お り,停 電 が長 時間 にわ た る場
合,蓄 え られ て い た エ ネル ギー を使 い果 して 計算機 負荷 に電力供 給 を続 け るこ とがで きな
くな る。 この問 題 を解決 す るため,停 電 が長期 間続 く場 合 に は,非 常 用 自家 発 電設 備 を起
動 し,CBpsを 開放 し,代 りにCBDGを投 入 して,無 停 電電 源 装置 に電 力 を供給 す る。 非
常 用 自家 発電 設 備 は場合 によ り,1日 程度 の 運転 も可 能 であ り,停 電 の許 され な い計算 機
負 荷 に連続 して電 力 を供 給 し続 け る こ とが可 能 にな ってい る。
モデル系 統 で,非 常用 自家発電 設備 か ら電 力 を供給 してい る時,無 停 電電 源 装置 の直 流
系統 の電流 中 に緒 言 で述べ たよ うに数 ～10数Hzの低 周 波振動 を生 じる ことが あ る。 図3.
2に この 自励振 動 発生 時 の直流 系統 の平滑 用 リア ク トル電 流idcと,発 電機 のa相 電 機子
電流iaの 波 形 の概 略図 を示 す。 この場合 、i、は,交 流系統 の定 格周 波 数foの 交 流波 形
をidcの周波 数feで 振 幅変 調 した形 とな ってい る。本章 の 目的 は この よ うな現象 を解 析











(1)発 電機 を含 む交 流 系統 につ いて の仮 定
前記 した 自励 振動 を生 じ る運転 条件 で は,商 用 交 流系統 は遮 断器CBpsで 切 り離 され て
い るの で解 析対 象 モ デル系統 か らはずす ことにす る。
発 電機 は,実 際 上磁気 回 路 の飽 和 が存在 す るが,本 章 で研究 す る現象 は発電 機 の定 格 運
転状 態近 傍 で電圧 等 もあ ま り高 くな らないの で,線 形 近似 が成 立 す る もの と仮 定 し・線 形
変換 で あ るd-q-0座 標 変換 を行k、,いわ ゆ るParkの 方 程式(48)で表現 す る こ とに
す る。 またAVR系 は一次 遅れ 系 で近 似す る。 また,交 流 送電 線路 は短 いの で無 視 し・変
換 器用 変圧 器TR1の漏 れ イ ンダ ク タンス と巻線抵 抗 だ けを考慮 す る。 また・定 常 時 は定 格
角 周波 数 で回転 して い るもの とす る。
(2)直 流系統 につい ての仮 定
蓄電 池Bと ダイ オー ドDは,本 章 で扱 う運転 状態 に おい て動 作 しない ので 省略 す る。 逆
変 換装 置 は制御 回路 を持 ち,特 性 も非線形 で あ るが,本 章 の現象 に関 して は線形 抵 抗 負荷
で あ ると して も問題 が ないの で その よ うに仮定 す る。
(8)交 直変 換部 につ いて の仮定
交直 変換 部 は,3相 ダィ オー ドブ リッジ変換 器DBだ けで あ る。DBの 機能 か ら,
交 流 系統側 の有 効電 力 と直 流電 力 は等 しい とす る。 また,TRIの 漏 れ リア ク タンス につ い
ては仮 定(1)で述 べ た よ うに交流 系統 の計 算 で考 慮 して い るが,同 リア ク タンス に よ る転
流重 な りの効果 を よ り正確 に模 擬 す るため,単 位 法 で統一 した場合 、DBの 交 流 側電 圧 に
交 流側 か ら見 たDBの 力率 を乗 じた もの に同 リア ク タンス に よ る電圧 降下 補 正分 を減 じた
もの が,DBの 直 流側 の電 圧 に な る とい う関係 が成立 す るもの と仮定 す る。
3.2.3基 礎 方程 式
前項 で述 べ た諸 仮定 に よ り簡略 され た解析 対 象 モ デル系統 を図3.3に 示 す。 同図 に示
す よ うに,図3.1の モデル系 統 は,発 電機 を中心 と した交 流 系統 と,負 荷抵 抗,平 滑用
キ ャパ シタ等 か らな る直流 系統,並 び に,両 者 を結 ぶ交 直変 換 部 す なわ ちDBの3つ で構
成 され て い る。以 下順 次 それ らに対 す る基 礎方 程式 を説 明 してい くが,表8.1に 本 章 で
使用 す る変数 と定 数 の記号 を一 括 して示 して い る。
な お,交 流系統 と直 流 系統 が共 存 す る交 直複 合 系統 で は単位 系 基準 を どの よ うに選 択す
るか が問題 にな る。 変換装 置 を含 む直 流 系統 を解 析 す る分 野 で はMKSA単 位 系 を その ま
ま用 い る ことが多 いが,こ こで は交 流系 統,直 流 系統 双 方 の効果 を統一 的,か つ定 量 的 に





























数 の単位 に は原 則 と して単 位法 を使 用 して い る。 また,経 験上,直 流側 の基 準 は,定 格 電
力 を交流 系統 と同 一 に し,定 格 電圧 は直 流系 で用 い られ てい る基準 値 にす れ ば良 い と考 え
られ る。 ち なみ に,本 章 で使用 した単位 法 の基準 とな る交 流定格 電 力,定 格 線 間電圧(実
効値)は それ ぞれ10kVA,220Vであ る。 なお,本 章 を含 め本 研究 で は発電 機 回転子 の 回転
角はすべ て電 気角 で統 一 して い る。














:発電機 の電 機子 鎖交 磁束 数 のd軸 お よびq軸 成分
:発電機 の界 磁鎖 交磁 束数
:発電機 の 制動巻 線 回路鎖 交 磁束 数 のd軸 お よび
q軸 成 分
:発電機 の電 機子 電流






(本章 の モデ ル系統 で は ダイ オー ドブ リ ッジ変換 器 の交 流 側電 流 の
d軸 お よびq軸 成 分成 分(pu)と同 じ)
:重Gの大 き さ(時間関数)[iG=11Gl](pu)



















:発電 機 のa相 電 機子 電流(pu)
=発電機 の制 動巻 線電 流 のd軸 およびq軸 成 分(pu)
:発電機 の端 子電 圧(pu)
:VGのd軸 お よびq軸 成 分[VG=(Vd,Vq)](pu)
:VGの大 き さ(時 間 関数)[VG=lVGl](PU)
:発電機 線 間端子 電圧(ab相間)(pu)
:発電機 の界 磁電 圧(pu)
(無負荷 時定 格発 電機電 圧 を発生 す る電圧 を1puとす る)
:電機 子抵抗(pu)
:発電機 の界 磁抵 抗(pu)
=発電機 のd軸 お よびq軸 制動巻 線抵 抗(pu)
:発電機 のd軸 お よびq軸 同期 リア ク タンス(pu)
:発電 機 のd軸 お よびq軸 電機 子反作 用 リア ク タンス(pu)
1発電機 の界 磁 リア ク タンス(PU)
:発電機 のd軸 お よびq軸 制動 巻線 リア ク タンス(pu)
1発電機AVR系 の伝 達 関数
:発電機AVR系 の利 得
T▲,T^1,TA2:発電機AVR系 の時 定数




















:発電 機 の慣 性定 数
:発電 機 の制 動係 数
:発電機機 械 入力 トル ク
:発電 機電 気 出力 トル ク
:回転子 の 回転 角
:発電機 のPU回転 角[0=θ/ω0]
:定格 角周波 数
:交流 系統 の定 格周 波数
:pu単位 に よる発電 機 回転子 角周 波 数






















=ダイ オー ドブ リッジ変換 器
:平滑用 リア ク トル
:DBの 交流 側電 圧
=ΨNのd軸 お よびq軸 成分
:ΨNの大 きさ(時 間 関数)
(逆変 換 所 で も 同 じ)
{ΨN=(VNd,VNq)}
(VN=1ΨN1)
:ダイ オー ドブ リ ッジ変換 器 の直流 側電 圧














:ダイ オー ドブ リッジ変換 器 で変換 され る有 効電 力(PU)
:転流現 象 に よ る電圧 降下 を補 正 す るた めの リア クタ ンス(pu)
:転流 現象 に よ る電圧 降 下 を補正 す るた めの イ ン ダク タンス(H/Ω)
:DCLの イ ンダ ク タンス(H/Ω)(逆 変換 所 で も同 じ)
:平滑 用 リア ク トルの抵 抗(pu)









Y-Y結 線 の変 換器 用変 圧 器
TR1の漏 れ リア クタ ンス












:平滑 用 キ ャパ シタ
:平滑 用 キ ャパ シ タの電圧
:直流 系統 の負荷 電 力
:直流 系統 の等 価抵 抗負 荷 コ ンダ ク タンス





注.本 文 中各 変 数記 号 に,脚 符0を 付 けた もの は定 常 値,左 に△ を付 け た もの は微 小 変
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化 量 で あ る。 た だ し,ω の定常 値 は ωSTとす る。(ωoは定 格角 周波 数 で あ る)
(1)交 流 系統 に対 す る基礎 方程式
交流 系統 には,発 電 機系 と変換 器用 変圧 器 が あ る。本条 では図3.3を 参 照 し・発 電機
系 の方 は発電 機,AVR系,回 転 運動 系 に分 けて,交 流 系統 の基 礎方 程式 を記述 す る。
[発電 機]
発電 機 を電 力系統 の一 構成 要素 と して扱 う時.これ を等価 集 中定数 回路 に よ って表 現 し・
常 微 分方 程式 に よ って記 述す るのが普通 であ る。 以下 に本 章 で用 い た方程 式 を示 す。
電 圧 の 式:
電 機 子 回 路
Vd=(1/ωo)Pφd--Raid一 φqPO
Vq=(1/ωo)Pφq-Raiq十 φdPO
界 磁 回 路
(Rfd/Xad)efd=Pφfd+Rfdifd
制 動 巻 線 回 路
0=Pφkd十Rkdikd
O=pφkq+Rkqikq
鎖 交 磁 束 数 の 式:
電 機 子 回 路
φd=Xadifd+Xadikd-Xdid
φq=Xaqikq-Xqiq
界 磁 回 路
φfd=X,fdifd+Xadikd-Xadid













こ こ で,p=d/dtで あ る 。
な お・ ここでは 回転 子磁 軸 を基 準 とした(d,q)軸 座標 に変換 したParkの 式 を基 礎
方 程式 と した。 た だ し・本 来 のParkの 式 で は,時 間 の単 位 を実 時間 とせ ず,実 時 間t
に定格 角周波 数 ω0を乗 じた ωotを 用 い て い るが,本 章 の研 究 の よ うに,交 流 系統 と直流
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系統 と組 み合 せ た解析 を行 う場合,結 合 の ため に時間 単位 の換 算 が必要 にな る。 この 問題
を避 け るた め こ こで は実 時 間単位 系 の方程 式 と してい る。 また,こ の座 標 系 では,方 程 式
はd軸 成 分,q軸 成 分,零 相 成分 が あ るが,今 回 の現 象 に関 して は,零 相成 分 は常 に零 で
あ るの で省 略 した。 な お,座 標変 換 の詳細 は付 録3.1に 示 した。
[発電 機励 磁(AVR)系]
AVR回 路,励 磁 回路 か らな るAVR系 の伝 達 関数 モ デル ブロ ック図 は一 般 に図3.4
の よ うな形 で表 され る。 同 図 にお いて,VGは 発 電機 端 子電圧 で
VG=》一 「 (3.11)
で あ る。 図示 の よ うに発電 機端 子電 圧基 準値V,efとVGの差 がAVR系 に入 力 され,発 電
機 の界磁 電圧efdが出力 され る。FAVR(s)は発電機AVR系 の伝達 関数 で あ り,そ の特 性
は励 磁系 に よ り異 な るが,こ こで は一次 遅れ 系 と仮 定 し
FAVR(s)=KA/(1+TAs》 (3.12)
で表 わ され る とす る。 こ こで,sは ラプラス変 換 の演 算子,KA,T▲ は それ ぞれAVR系
の利 得 と時定 数 であ る。 なお,こ のK▲,T^は 対象 周 波数 領域 で の利得,位 相 が実 際 の











[発電機 の 回転 運動 方程 式]
発電 機 の回 転運 動方 程式 と して,発 電 機 のpu回転 角 ⑧=θ/ωo(θ:回 転子 の 回転 角)に関
す る周知 の次式(4》
Mp20十DpO=TM--Te (3.14)
を 用 い る。 こ こで,M,D,TM,Teは それ ぞ れ 発 電 機 の 慣 性 定 数,制 動 係 数,機 械 入 力
トル ク,電 気 出 力 トル クで あ り,ま た,T,は 次 式 で 与 え られ る。
T.=φdiq φqid (3.15)
[変換器 用変 圧器]
Y-Y結 線 の変 換器用 変圧 器TR1の漏れ リア ク タンス,巻 線 抵 抗 を それ ぞれ,XTC,R
TCとす ると(d,q)軸 座標 系 での発 電機端 子電 圧 ΨGのd,q軸 成 分vd,vqと ダイ オ





と な る。 な お,式(3.16)(3.17)の 導 出 に つ い て は 付 録3.1で 説 明 す る。
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(2)直 流 系統 に対 す る基 礎方 程 式
直流 系 統 の等価 回 路 を図3.5に 示 す。 表3.1に 示 したが 同図 にお いて,LD,RD,
CN,GN,Vdc,Vc,idcは それ ぞ れ単位 化 した平 滑用 リア ク トルの イ ン ダ クタ ンス,
同抵 抗,同 キ ャパ シタの キ ャパ シ タンス,逆 変 換装 置 を模擬 した直 流 系統 の等 価抵 抗負 荷
コ ンダ ク タンス,ダ イオー ドブ リッジ変 換器DBの 直 流側電 圧,平滑 用 キ ャバ シタの電 圧,
同 リア ク トル の電流 で あ る。 各定 数 の物理 単位 か ら単位 法表 示 へ の換算 は付 録3.2に 示
した。 同図 よ り直流 系統 主 回路 の基 礎方程 式 は
(RD+LDP)idc=(vdc-Vc) (3.18)
(GN+CNP)Vcニidc (3.19)






















(8)交 直 変 換部 に対 す る基礎方 程式
交流 系統 と直流 系統 を結 ぶ ダイ オー ドブ リッジ変換 器DBを どの よ うに表 現 す るか とい
うこ とは非 常 に難 し く,確 立 され た手 法 はな い。 本研 究 にお いて は,こ の部分 を交直 変 換
部 とし,そ の機 能 につ いて以下 の よ うな式 が成立 す る もの と仮定 す る。 仮定 の妥 当性 につ
いて は,8.4節 に おいて同式 によ る解 析結 果 と実 験結 果 を比較 す るこ とで検 証す る こ と
にす る。
図8.6に 交直 変換 部 を示 す。 図 に おいて,ΨNはDBの 交流 側電 圧,1,は 発 電機 の電
機子 電流(本 章 の解析対 象 モ デル系統 で は,DBの 交 流側 電流 に一 致 す る)で,d,q軸
成分 で構 成 され てい る。 また,VN=1VN1,iG=11Glで,Vd、,idcはそれ ぞれDBの 直
流側 の電 圧,電 流 で あ る。(VN,iGを 小文 字 の変数 に して い るの は それ らが時 間 関数 だ
か らで あ る。)
Y-Y結 線 の変 換装 置用変 圧器TR1の漏 れ リアク タ ンスXTcによ る電圧 降 下 は,式(8
.16),(8.17)に 示 した よ うに交 流系統 の基 礎方 程式 の中 で考慮 して い る。 従 って交
直変 換 部で考 慮す る必要 は ない とい うこ とに な るが,同 式 は交 流 正弦 波理 論 を前 提 と して
お り,第2章 で述 べ た転 流現 象 に よるVdcの電圧 降下 を完 全 に考慮 す る こ とは で きな い。
そ こで 、補正項 を導 入 して その誤差 を考 慮 し,1VNt=VNとVdcの関係 を.
vdc=vN-(π/6)Xccidc-(π/3)2Lccpidc (3.20)
と仮 定 す る。 こ こ で,右 辺 第2項 第3項 が 補 正 項 で,Xcc,Lccは表3.1に 示 した よ うに,
そ れ ぞ れ 転 流 現 象 に よ る 電 圧 降 下 を 補 正 す る た め の リア ク タ ン ス と イ ン ダ ク タ ン ス で,
















また,前 項 の仮定(3)よ り
Vdc=VNCOS99 (3.21)
の関係 が成 立す る。 こ こで,ρ は,交 流側 か ら交直変 換 部 を見 た場合 の 力率角 で あ る。 ま
た,DBで は電 力 の発生,消 費,蓄 積 は起 こ らな いの で,有 効 電 力 は,交 直変 換部 の交 流
側,直 流側 で等 し くな る とい う ことか ら,直 流 電力P己cにつ い て
Pdc=VNiGcos9 (3.22)
が 成 立 す る。Pd、 に つ い て は
P己c=v4cidc (3.23)
も成 立す るので,次 式 の 関係 が得 られ る。
1G=ldc (3.24)
また,図8.7にd,q軸 座 標 平 面 に1G,VNベ ク トル 図 を示 す が,同 図 よ り,








とな る。 こ こで,δNは ΨNの発電 機 回転 子q軸 に対す る位 相差 で あ り,δN・ ρ共 に時 間
に よ り変化 す る変 数で あ る。
以上 の式 が直流 系統 の諸変 数 と交流 系統 の諸変 数 を結 びつ けて い る交直 変換 部 の基 礎 方
程 式 であ る。 整理 す る と,直 流系統 の変 数Vdc,idcは,(3.20)～(3.24)式
で変 換 所端 の交流 系統 の変数VN,iGと 結 び付 け られ,さ らに,VN,iGは(3.25)
～(8.28)式 で交流 系統 のd,q軸 変 数VNd,VNq,id,iqと結 び付 け らて いれ る。
な お,以 上 本項 で示 した基 礎方 程式 の数 は26[式(3.12),(3.24)は 含 ま






であ る。 こ こで,0に 関 して は,微 分項 しか含 まれ てい ない の で,微 分 値pO=ω を変 数
と してい る。 な お,本 項 で導 い た基 礎方 程式(3.1)～(3.28)は 微小 変化 量 に 関
す る式 に変 形 され,行 列 を用 い た微分 方程式 の形 に整理 され て,安 定判 別 の た めの固 有値
の計算 に用 い られ る。
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3.2.4微 小 変 化量 に関す る基 礎方程 式 と安定 判別 法
前項 に おい て解析 対象 モデ ル系統 に対 す る基 礎方 程式 が導 出 され たが,こ の 中 には非線
形 方程 式 が含 まれ て お り,直 接,固 有値 を求 め て系 として安 定 か どうか を判 別 で きな い。
そこで上記 基礎 方程 式 を,あ る運転 状態 におい て,そ の近 傍 の微小 変化 量 に関 す る線 形 基
礎方程 式 に よ って近似 す るこ とによ り安 定判 別 を行 うこ とにす る。
(1)微 小 変 化 量 に 関 す る基 礎 微 分 方 程 式
前 述 の 基 礎 方 程 式 群 よ り線 形 方 程 式 を 求 め,か つ変 数 の 数 を 整 理 す る と,8つ の 独 立 な
状 態 変 数,そ れ ぞ れifd,ikd,id,ikq,iq,efd,ω=pO,Vcの 微 小 変 化 量
△ifd,△ikd,△id,△ikq,△iqt△efd,△ ω,△Vcに つ い て 次 の 基 礎 微 分 方








こ こ で,[AL],[AR],し た が っ て[A]は8行8列 の 行 列 で あ り,ま た[AL],





































































上 記 以 外 の 要 素:0
ま た,[△X]は8行1列 の 変 数 ベ ク トル で
[△X]ニ[△ifd,△ikd,△id,△ikq,△iq,△efd,△ ω,△vc]t(3.33)
で あ る 。
な お,式(3.31),(3.32)に お い て 各 変 数 記 号 脚 符0を 付 し た も の は そ の 変 数
の定 常 値 を表 わ して い る。 た だ し,ωoは 定 格 角 周 波 数 で あ る の で,ω の 定 常 値 は ωsτと
して い る。 な お,式(3.31),(3.32)で は,8.2.2項 の 仮 定(1)よ り ω
ST=1と して い る。
(2)安 定判 別法
良 く知 られてk、る よ うに,基 礎微 分方 程式(3.30)の 係 数 行列Aの 固有 値 に つい て,
その実部 がす べ て負 で あれ ば系 統 は安 定 に な り,1つ で も正 で あれ ば,不 安 定(こ の場 合
自励 振動 が発 生 す る)で あ る と判 別 で き る。従 って.自 励 振動 の発 生 の有 無 を判 劉す るの
で あれ ば,す べ て の固有値 を吟味 しな くて も,固 有 値 の うち,実 部 が最 も大 きな もの,す
な わち いわ ゆ る代 表根 を選 び出 し,そ の実 部 の正 負 で判別 す れ ば よい こ とに な る。
代 表根 は一 つ の実数 に な る場合 と一 組 の共 役複 素数 にな る場合 が あるが,本 章 の モデ ル
系統 で は,代 表根 は共 役 複素 数 とな るので 、 その うち虚 部 が正 の もの を λ1とす る と
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λ1=一 α1+j2πf1 (3.34)
と表 わ され る。 こ こで,α1とf1は それ ぞれ振動 減衰 定数 と周 波数 で あ る。次 節 の 自励 振
動 現象 の発 生 に及 ぼす諸 因子 の影 響 の検 討 で は,平 滑 用 リア ク トルの抵 抗RD・ 発電 機 の
q軸 制動 巻線抵 抗Rkq,平 滑 用 キ ャパ シ タの キ ャパ シタ ンスCN,平 滑用 リア ク トル の イ
ンダ ク タンスLD,発 電機AVR系 の利得K▲の変 化 に よる α1とf1の変 化 を解 析 す る。 ま
た,α1は 代表根 の実 部 の符号 を反 転 した もので あ り,正 な らば,系 統 は安 定 ・負 な らば
自励 振動 を発 生 して不安 定 とい うこ とにな る。 な お上 記 した安 定判 別 法 に よ り・発電 機 の
制動 巻 線 の抵抗,平 滑 用 キ ャパ シタの影響 を考慮 す るこ とが可 能 とな った。
(8)計 算 手 順
図3.8に 代 表 根 選 定 と安 定 判 別 の 計 算 手 順 を 示 す フ ロー チ ャー トを示 す 。 す な わ ち,
① で は,式(3.1)～(3.11),(3.13)～(3.23),(3.25)一
(3.28)の 中 で 用 い て い る,解 析 対 象 モ デ ル 系 統 の 各 定 数 の 値 を設 定 す る。 た だ し,
Vref,TMは値 を設 定 せ ず,替 りに ω,VGの 定 常 値 ωST,VGOを 設 定 す る。 本 論 文 の 解 析
で は 、 ωST=1,VGO=1と 設 定 す る。
② で は,各 定 数 及 び ωST,VGOを 既 知 と し,式(3.29)に 示 し た 変 数 す な わ ちVd,
vq,efd,vG,vdc,vc,vN,vNd,vNq,φd,φq,φtd,φkd,φkq,ω(=PO),id,iq,
ifd,ikd,ikq,id,,iG,p,δN,Pd,,T,の定 常 値 の 内,ωsT,vGoを 除 く24の 定 常
値 とTM,V,efを 未 知 数 と して,式(3.1)～(8.11),(3.13)～(3.23
),(3.25)～(3.28)を 解 く。 定 常 値 を解 くの で あ る か ら,pO(=ω)を 除 き
式 中 の 微 分 項 はす べ て0と す る 。 こ の 解 は 解 析 的 に は 解 け な い の で 計 算 機 に よ る数 値 解 法
で 求 め る。 未 知 数 の 解 が 得 られ れ ば 所 定 の 運 転 状 態 に お け る す べ て の 定 数 の 値 とす べ て の
変 数 の 定 常 値 が 決 定 され る。
③ で は,決 定 され た 定 数 と変 数 の 定 常 値 を 式(8.31),(3.32)に 代 入 して,
[AL],[AR]の 各 要 素 を計 算 す る。 こ れ よ り,式(3.30)に よ り[A]を 計 算 し,
そ の 固 有 値 を 求 め る。
④ で は,得 られ た 固 有 値 の 内,実 部 の 最 も大 きな も の を 代 表 根 と して 選 定 し,そ の 実 部
の 符 号 よ り系 統 の 安 定 判 別 す な わ ち 自 励 振 動 発 生 の 有 無 の 判 別 を 行 う。
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① 各 定 数 の 設 定
(TM,Vrefを除 く各 定
数 と ωST,VGOを 設 定
す る)
② モ デル系統 の定 常状 態計 算
[数値解 法 に よ り式(3.29)の変 数
の 内,ω,VGを 除 く24変数 の定
常 値 とTM,Vretを求 め る]
③ 微小 量 に関す る基 礎微 分方程 式 の
行列[A]の 固有 値 の計算
[式(3.31),(3.32))によ り[A]の
各 要素 を計 算 し,固有値 を求 め る]
代表根選定と安定判別
図3.8 代表 根選 定 と安 定判 別計 算
フ ロー チ ャー ト
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3.3自 励振 動現 象 の発 生 に及 ぼす諸 因子 の影 響
本 節 にお いて は,前 節 に おいて説 明 した解 析手 法 を用 いて,自 励 振動 現 象 の発生 に及 ぼ
す諸 因子 の影 響 を検討 す る。 た だ し,検 討 す る因 子 は,平 滑用 リア ク トルの抵 抗RD・ 同
イ ン ダク タンスLD,発 電 機 のq軸 制動 巻線抵 抗Rkq,平 滑 用 キ ャパ シ タの キ ャパ シ タン
スCN,発 電 機AVR系 の利得K^で あ る。 具体 的 には諸 定数 お よび諸 変数 の定 常 値 の設 定
に おい て逆変 換装置 を模 擬 した直 流 系統 の等価抵 抗GNを 変 化 させ るこ とに よ り直 流 系統
の負 荷電 力PLを 変化 させて,代 表 根 の減衰 定数 α1,周 波数f1の 変 化 を調 べ る。 な お ・
PL=GNVco2の関係 があ り,PLの 方 が運 転状 態 を表 わす指 標 としてGNよ りも適 して い
るの で,運 転状態 はPLで 示 す ことに した。
3.3.1解 析対 象 モデ ル系統 の諸定 数
標 準 とした諸定数 の値 を表3.2に 示 してい るが,そ れ らは発電 機容 量10KVAを 基
準 と した単位 法 で表現 して い るが,単 位 がpuのもの は単位 を省 略 して い る。 また,変 化 さ
せ た被検 討 因子 の値 は各 ケー スで明示 してい る。 同表 の定 数 は3.4節 で説 明す る実 験 に
よ る検証 に も用 いて い る。
8.3.2平 滑 用 リア ク トル の抵抗 の影 響
図3.9は 平滑 用 リア ク トルの抵抗RDを パ ラメー タ として代表 根 の減 衰定 数 α1,周 波
数ftの 負 荷電 力PLに よ る変化 を示 した もので あ る。
交 流 系統 で直列 コンデ ンサ補 償 を行 った場 合 に交流 系統 と発 電機 の軸系 との間 で発 生 す
る 自励 振動現 象 に おいて は,発 電機 の負 荷状 態 に よ って現 象 が影 響 され るこ とは殆 どない
が,同 図(a)において,RD=Opuとした場 合 のPLの 変 化 に よ る α1の変 化 を み る と,PL=
0.25puの時,α1は 最小 とな り,PLが それ よ り大 き くて も小 さ くて も α1が増 し系統 の安
定 性 が増 す こ とに な る。 また,周 波数f1もPL=0.2puの近傍 で 最小 とな って い る。 この現
象 の物 理 的解釈 は難 しいが,基 礎 方程 式 の中 に非線 形方 程式[交 流 系 統 の式(3.1),
(3.11),(8.15),交 直変 換部 の式(3.21)～(3.23),(3.25
)～(3.28)]が 含 まれ てい るの で,それ よ り導 出 した,あ る運 転状 態 近傍 の微 小 変化
に関す る線 形基 礎微 分方 程式 の係 数 が運 転状 態 に よ り変化 す るため で あ る と考 え られ る。
例 えば,式(3.31)の 左項係 数 行列ALの 要素aL73には,発 電 機 のd軸 電 機 子電 流 の
定 常値idOや ダイ オー ドブ リ ッジ変 換 器 の交流 側電 圧d軸 成分 の定 常 値VNdO等が含 まれ
て い る。 この ため,運 転 状態 が変 化す る と,基 礎 微分 方程 式 の係 数 の 内,そ の 状態 に対応
す る定常 値 を含 む もの が それ ぞれ変化 し,その結果 として負荷 電 力が小 さい 時 は安定 で,中
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表8.2解 析 対 象 モ デル系統 の諸定 数
(pu値表示,基 準定 格 電 力10KVA,定格 線 間電圧 実 効値220V
定格 周波 数50Hz)
間的 な負荷 電 力で不 安 定 とな り,さ らに負荷 電 力 が大 き くな る と再 び安定 とな るもの と考
えられ る。 この よ うな特 性 は次 項以 降 で検討 す るケー スで も再確 認 され る。 また,3.4
節で示 す よ うに実 験結果 とも一 致 して い る。
また,PL一 α1曲線 は,同 図(a)に示 す よ うにRDが 大 き くな る と上方 に移 動 し,安 定 性
が増 して くる こ とがわ か る。 例 えば,RDを0・02か らO・05に 増加 す る と,α1はPL
の値 に拘 わ らず 常 に α1>0と な って お り,系統 は全 運転 領域 にわ た り安定 にな る。 リア ク
トルの 抵抗 分 は電 力損 失 を生 じるも ので あ るので,系統安 定 化対 策 と して は得 策 で ない が.
他 に適 切 な安定 化対 策 が ない時 は次 善 の対 策 と成 り得 るも ので あ る。 また,同 図(b)より



























(b)振 動 周 波 数
図3.9平 滑用 リアク トル の抵 抗 の影 響
3.3.3発 電機q軸 制動巻 線抵 抗 の影 響
図3.10に 発電機 のq軸 制 動巻線 抵抗Rkqをパ ラメー タ とした場 合 のPLと α1,f1の
関係 を示 す。 ただ し.簡 単 の ため,RD=0,K^=0と した。 同 図(b)より,f1はRkqが
大 き くな るほ ど低 下 して い るこ とがわか る。 また,同 図(a)に示 す よ うに,α1はRkq=0.0
25～0.075puの範 囲で は変化 が小 さいがRkqニ0.lpuとな る とPL一 αt曲線 が下方 す な わ ち
不 安定 側 へ大 き く移動 してい る。 これ は,Rkqが小 さい時 は,自 励振 動現 象 が他 の要 素 す
なわ ちd軸 制動巻 線抵 抗Rkdや界磁抵 抗Rfdによ り支配 され,Rkqが 大 き くな る とそれ に
よ り支 配 され るため と考 え られ る。 以上 の結果 か ら,Rkqが 自励 振動 現 象 に大 き く関与 し
てい るこ とが 明 らか にな った。
上記 した こ とか らRkqを小 さ くす れ ば,自 励 振 動現 象 を防 止 で き,系 統 が安 定化 す るこ
とが わか る。 しか しなが らその た めに は,制 動 巻 線 の太 さを大 き くす るか,巻 線 数 を多 く
す る必 要 があ り,結 果 的 には発 電機 の体格 を大 き くす る こ とにな り,ま た,自 励 現 象 が発
生 す る こ とが わか ってか らの対 策 として は発 電機 の改良 作業 を伴 うもので あ り,あ ま り得


































(b)振 動 周 波 数
図3.10q軸 制動巻 線抵 抗 の影 響
3.3.4平 滑 用 キ ャパ シ タ と平 滑 用 リア ク トル の 影 響
図3.11に 平 滑 用 キ ャパ シ タ の キ ャパ シ タ ン スCNと 平 滑 用 リア ク トル の イ ン ダ ク タ
ン スLDを パ ラ メー タ と し た場 合 のPLに よ る α1,f1の 変 化 を示 す 。 た だ し,RD=O.
KA=0と した 。 同 図(a)より,LDニ0.557mH/Ωと し,CNを0.029FΩ,0.058FΩ,0.116F
Ω と変 化 させ る と α1は 不 安 定 方 向 へ 変 化 す る こ とが わ か る 。 一 方,CN=0.058FΩ,LD
=0.557皿H/Ωの場 合 のPL一 α1曲 線 と,CNニ0.058FΩの ま ま で,LD=1.ll屋H/Ωと し た場
合 の そ れ は ほ ぼ 一 致 し て い る。 この こ とか ら,検 討 した 条 件 の 範 囲 で は,LDは 系 統 の 安
定 性 す な わ ち,自 励 振 動 現 象 の 発 生 の 有 無 に は あ ま り関 与 して い な い こ とが わ か る。
f1に っ い て は,同 図(b)に示 す よ う にLDニ0.557皿H/Ωと し,CHを0.029FΩ,0.058FΩ,
0.087FΩ,0.116FΩと大 き くし て い く とf1が 小 さ くな っ て い る。 こ の 時 の 変 化 状 態 を み
る と,CNをn倍 に す る とf1が1ム/Gi'leなっ て い る こ と が わ か る。 ま た,LDニ1.1hH/Ω



























(b)振 動 周 波 数
図3.11平 滑 用 キ ャパ シ タお よび平滑 用 リア ク トルの影 響
f1=k,/V'e'ii (8.35)
の関係 が あ るこ とが推定 され る。 こ こで,kfは 比例定 数 で あ る。一 方,CN=0.058また は
0.087FΩとし,LDを0.557mH/Ωか ら1.11mH/Ωへ と2倍 に した場 合 に は,flは10～
20%し か低下 せず,LDとf1間 には上式 で示 され る よ うな 明確 な 関係 は得 られ なか っ
た。
CNの影響 の検 討結 果 か ら,系 統 の安定 化 を図 るため に はCNを 小 さ くすれ ば良 い ことに
な るが,平 滑 用 キ ャパ シタには,直 流電 流 の脈 動 を吸 収 して,逆 変換 装 置へ の 印加電 圧す
なわち平 滑用 キ ャパ シ タの電圧v、 の変 動 を抑 制す るため あ る程 度 の容 量 が必要 で あ り,
最小 限度 が あ る。
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3.3.5AVR系 の利得 の影 響
発 電機 のAVR系 の動 作 を考慮 し,そ の利得K▲ をパ ラメー タと した場 合 のPLに 対 す る
α1,f1の関係 を,図8.12に 示 す。 ただ し,RD=0,Xcc=0.01とした。 同図(a),(b)
よ りK▲を大 き くす る と α1は不 安 定側 に移 動 し,flは 高 くな る傾 向が わか る。 この結 果
よ り,安 定化 を図 るた めに は,K^を 小 さ くすれ ば よい ことがわ か るが,そ の場合,AV
R系 の電 圧維 持機 能 が低下 し,PLが 変 化 した場 合 の発電機 端 子電 圧VGの 変 動 が大 き くな













































(a)減 衰 定 数(b)振 動 周 波 数
図3.12AVR系 利 得 の影響
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8.4実 験 に よ る安定 判別 法 の妥 当性 の検証
3.2節 で導 出 した安 定判 別法 の妥 当性 を確 認す るため,図3.1で 示 した モ デル系 統
に対応 す る実 際 の小 形発 電機 と無 停電 電源 装置(改 良 した電 力変 換装 置)を 組 み合 せ て実
験 を行 った。
8.4.1実 験 回路
図3.13に 実験 回路 構成 図 を示 す。 図 に おいて,G1は 発 電機 で あ るが ・実験 で あ る
の で,操 作性 を考慮 して,原 動 機 で はな く,直 流 電動機DCMで 駆 動 して い る。 この 発電
機G1は 回 転子 の制動 巻線用 ス ロ ッ トに挿 入す る導体 の数 を調 整 す る こ とで 制動効 果 を変
化 させ るこ とが で きる。G1の 端 子電 圧VGはAVR系 で調整 して い る。 また・ 図3・1に
おけ る と同様TR1はY-Y結 線 の変 換器 用変 圧器,DBは ダイ オー ドブ リッジ変換 器,DC
Lは 平滑 用 リア ク トル,DCCは 平 滑用 キ ャパ シタで あ る。 なお直 流系統 の等価 抵 抗負 荷
は可 変 でか つ最大10kWの 容 量 が必要 で あ るが,巻 線 抵 抗 では それ だ けの容 量 の もの が
ないの で,可 変 水抵 抗WRを 用 い た。 また,実 験 の都合 上,発 電機 のAVR系 は すべ て の




図3.13実 験 回 路構二成
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3.4.2妥 当 性 の 検 証
実 験 に よ っ て 得 られ た 主 要 な結 果 は 次 の 通 り で あ る 。
(1)無 負 荷 で は 自励 振 動 現 象 は 発 生 しな か っ た が,負 荷 を 増 加 さ せ る と,PL>O.1pu
の負 荷 領 域 で 定 常 的 な 自 励 振 動 が 観 測 さ れ た。 図3.14(a),(b)に,PL=O.2pu,LD
=0.557■H/Ω,CNニ0.ll6FΩ;LD=1.11mH/Ω,CNニ0.058FΩと した 場 合 の 発 電 機 線 間 端 子 電
圧v、b(ab相聞),発 電 機 電 機 子 電 流(a相)i。,界 磁 電 流iid,界 磁 電 圧efdの 波 形 を
示 し た。i、 の 波 形 は,交 流 系 統 の 定 格 周 波 数50Hzの 交 流 波 形 が,発 生 し た 自励 振 動 の
波 形 に よ っ て 振 幅 変 調 され た形 とな っ て い る。 ま た 同 図(a)の場 合 に つ い て 調 べ る と,こ












た 図3.11で,LD=0.557mH/Ω,CN=O.116FΩ,P,=O.2puの場 合 の 振 動 周 波 数f1は 約
7.5Hzで あ り,実 験 に よ り得 られ た 自励 振 動 の 周 波 数 と計 算 で 求 め たftと が よ く)致
す る こ とが 確 認 で き た 。
(2)同 図(b)は(a)の場 合 に 対 し,CNを1/2,LDを2倍 に し た 場 合 で あ り・ 振 動 周 波
数 は,(a)の 場 合 の 約7Hzか ら11Hzに 上 昇 して い る。 こ れ も,図3.11の 計 算 結 果 と
よ く一 致 して い る。
(3)負 荷 電 力PLの 変 化 に対 す る 自励 現 象 の 依 存 性 を 検 証 す るた め ・ 図3・15(a)・
(b),(c)にそ れ ぞ れPL=0.15pu,0.4pu,0.6puとした 場 合 の,idc・vabelatltd・
efdの波 形 を 示 し た。 波 形 の 形 状 が 図3.14の 場 合 と異 な っ て い る の は横 軸 の 時 間 目盛
を 図8.14の 場 合 に 比 べ 細 か く して い るた め で あ る。 図3.15の 結 果 で は ・PLニ0・15
puの時 は安 定 で あ るが,PL=0.4puと負 荷 が 重 くな っ た 場 合 で は,iaの 波 形 か らわ か る よ
うに 周 波 数9Hz程 度 の 自励 振 動 が 発 生 して い る。 さ ら に 負 荷 を 増 加 させ てPLニ0.6puとす
る と,再 び 安 定 とな り,自 励 振 動 が 消 失 す る。 この 実 験 結 果 は8.3.1で 述 べ た 減 衰 定
数 α1の 負 荷 依 存 性 を 裏 付 け る も の で あ る 。
以 上 の 結 果 よ り,3.2節 で 提 案 した 発 電 機 と平 滑 用 キ ャパ シ タ を含 む電 力 変 換 装 置 の
相 互 作 用 に基 づ く自励 振 動 発 生 時 の 系 統 の安 定 判 別 法 を 適 用 した 計 算 結 果 は,実 験 結 果 を
よ く説 明 して お り,こ の よ うな 系 統 の 諸 因 子 に よ る 自励 振 動 現 象 へ の 影 響 を か な りの 精 度





























図3.15自 励 振 動現 象 の負 荷依 存 性 を示 す実 験 結 果
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8.5結 言
本章 で得 られ た結果 を要 約す る と次 の よ うに な る。
(1)発電機 を主 体 とす る交 流系統 と平滑用 キ ャパ シタを含 む電 力変換 装置 とで構 成 され る
系統 で発生 す る自励 振動現 象 を解 析 す るため,系 統 を交流 系 統,直 流 系統,交 直 変 換部 に
分 け,そ れぞ れの変数 を単 位法 を用 い て統 一 的に表現 し,さ らにあ る運転 状 態近 傍 に お け
る微小 変化 量 に関す る基礎 微分方 程式 を導 出 し同方程 式 の係数 行列 の固有 値 を求 め て 自励
振動 現象 の発生 の有 無 を判 断す る手法 を考案 した。
(2)直流 系統 の負荷電 力 が変 化 し,系 統 の運 転状 態 が変 化 す る こ とに よ り、安 定性 が変化
し,自 励振 動現 象 の発 生 が影 響 を受 け る。 これ は,交 流 系 統 で直列 コンデ ンサ補償 を行 っ
た場 合 に交 流 系統 と発 電機 の軸系 との間 で発 生す る自励 現 象 が系統 の運 転状 態 に よって殆
ど変化 しない こ と とは対照 的で あ る。本 章 で扱 った現象 で は,負 荷 が あ る値 を と る時,不
安定 とな って 自励 振動現 象 を発生 し,そ れ よ り,軽 い負 荷状 態 で も,重 い負 荷 状態 で も安
定 とな る とい う興 味深 い特性 を示 した。 これ は,理 論解 析 で も実 験 で も同 じ結果 が得 られ
た。振 動周 波数 も系統 が不安定 とな る負荷 状 態で極 小 とな った。 これ は系統 の 非線 形性 に
よ り系統 の特 性 を表 わす微 分方 程式 の係数 が運 転状 態 に よ り変化 す るため で あ る。
(3)平滑 用 リアク トル の抵 抗 に よ り系統 の安定 性 が変化 し,そ の値 が小 さい程不 安 定 とな
る。
(4)発電 機 の制動巻線 抵抗 やAVRの 利得 が,大 き くな る と系統 は不 安 定 とな る。
(5)平滑用 キ ャパ シタの キ ャパ シタ ンスが大 き くな る と振動 周波 数 は低 くな り,系 統 の安
定性 も低 下す る。平滑 用 リアク トル の イ ンダク タンスが 大 き くな ると振 動周 波 数 は低下 す
るが,安 定性 に はあ ま り影響 しな い。
(6)本章 で提案 した発電機 と平 滑用 キ ャパ シ タを含 む電 力変 換 装置 の相互 作用 に よる 自励
振 動現象 の解析 法 は,実 験 結果 を良 く説 明 して お り,こ の よ うな系統 の諸 因 子 の現象 に対




半導 体電 力変 換装 置 を含 む電 力 系統 の諸 問題 の 内,周 波 数 の高 い問題 か ら低 い 問題 に検
討 を進 め,既 に交流 系 統故 障時 の転 流失 敗 問題,発 電 機 の ダ ンパ 回路 の抵抗 や直流 送電 線
路 の平滑用 キ ャパ シ タな どの主 回路 の特 性 が大 き く影響す る 自励振 動 問題 に つい て述 べ て
きた。本 章 で はその次 の周 波数 領域 の現 象 と して,直 流送 電 系統 の変換 装 置 の制御 回路 が
関与す るもの につい て述 べ る。 これ はほぼ5～8Hzの 周 波数 領域 の現 象 で あ る。
現在 のみ な らず 将来 におい て も,我 が国 の電力 源 の主要 なもの は原子 力発 電所 で あ り,
また,そ の立 地 は消費 地域 か ら離れ た所 にな る と考 え られ る。 そ こに適 用 す る送 電 系統 に
は交流送 電系 統 と直流 送電 系統 の2種 類 が あ る。 この2種 類 の 内,直 流 送電 系統 は,(1)
同一容量 の送 電設 備 の費用 が交 流送 電 系統 よ り安 くな る,(2)系統安 定度 の面 か ら送電 容
量が制 限 され ないの で送電 距離 に関す る制約 が少 ない な どの特 長 を持 って い る(49)。
直流送 電 系統 が採用 され た場 合,原 子 力発 電所 と直流送 電 系統 が結合 した系統 がで きる
ことにな る。 直流 送電 系 統 は我 が国 の北 海道 一本 州(50),欧州(51》(52),米国 一 カナ ダな
どの系統 連係(53}に用 い られ,ま た,水 力発 電所 と直流 送電 系統 が結合 した例 は カナ ダ,
ブラ ジル にあ り(54)(55),火力発電 所 と直 流送電 系 統 が結合 した例 は米 国 に あ り(56),そ
れ らは既 に確 立 され た送 電系 統 とな って い る。 しか しなが ら,原 子 力発 電所 と直 流送 電 系
統 を結合 した例 は な く,し か も原 子力 発電所 は交流 送電 系統 との連 係 を前提 として設計 さ
れて い るので,前 者 を実 現す るため に は,原 子 力発 電所 と直流 送 電系 統 が結合 され た場 合
の系統全 体 の諸特 性 を検 討す る必 要 が あ る。 なお,4.4節 で後 述 す る よ うに その検 討 を
行 った ところ,直 流送 電 系統 の逆 変換所 に接続 され た交 流系 統 で送電 縁路 の地 絡 故障 が発
生 す る と,直 流送 電 系統,原 子力 発電 所双 方 の制御 回路 の相 互作 用 に よ り,故 障 が拡 大 し
大規 模 な系統 擾乱 を引 き起 す こ とが判 明 した(25)(26)。
一 方従 来 の原 子 力発 電所 と交流 送電 系統 を結 合 した場 合 に は,送 電線 路 の地絡 故 障 の多
くは系統保 護装 置 に よ って100団s程度 以 内 で処理 され,こ れ に よ り高 い信 頼度 が 維持 され
て きた。 と ころが,上 記 した よ うに直 流送 電 系統 を導 入 す る と故 障拡 大現 象 に よ り,送 電
線路 の地絡 故 障 の多 くが大 規 模 な擾乱 を引 き起 し,信 頼度 が低下 す る こ とに な るの で 問題
で あ る。
さて,直 流送 電 系統 の変 換 装置 の 制御 回路 には 自動 電 圧調 整 回路(Auto皿aticvoltage
regulator:AVR),自動 電流 調整 回路(Auto皿aticcurrentregulator:ACR),故障 に
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よ る外 乱 に対 して も変 換装 置 の回復 動作 を助 け る電圧 依存 電 流指 令値 制限 回路(Voltage
dependentcurrent-orderIimitter:VDCL)(57)など変換 装 置 自体 の基 本 制御 機 能 に
関す る回路 と,自 動周 波数 調整 回路(Automaticfrequencyregulator:AFR)など交 流 系
統 の情報 を検 出 しそれ に基 づ いて直 流送電 系統 を制御 し,系 統全 体 の特 性 を高 め る上位 制
御機 能 に関 す る回路 の2種 類 が あ るが,本 章 で扱 う現象 に はACR,VDCL・AFRが
関与 してい る。一方 原子 力発 電所 の発 電機 の制 御系統 には 自動電 圧調 整器 ・調 速 機 ・過 速
度防 止 制御装 置(OversPeedprotecter:OSP)などが あ るが,本 章 で扱 う現 象 に は主 に
OSPが 関与 してい る。
故 障拡 大現 象 は2s以 上 にわ た る現象 で,そ れ に よ る電 力系統 の擾乱 は10数sに も及 ぶ
長 い現象 で あ るが,地 絡故 障 が拡大 す るか否 かは,地 絡 故障 が発 生 してか ら交 流 系統 の保
護装 置 に よ り故 障 が除去 され交 流系統 の電圧 が回復 す る までの期 間す なわ ち,時 間領 域 で
k、えば数10～数100ms程度 の現象 か ら判 別 で きる。 また,主 要 な変 数 で あ る発電 機 電機
子 電流 の大 き さiGの時 間変化率 か ら考 え る と,5'v8Hzの 周 波数 領域 の現 象 で あ る。 こ
れは,第2章 で扱 った転 流失敗 に関す る周 波数 領域 と,第5章,第6章 で述 べ る送 電電 力
の動揺 な どに関す る周 波数 領域 の中 間の領域 の現象 で あ る。
この よ うな現象 の解析 方法 と して は,第2章,第3章 で も述 べ た瞬 時 値解 析用 の デ ィジ タ
ル シ ミュレー シ ョンプ ログ ラム(14)(27)をその まま利 用 す る方法 が考 え られ る。 しか し,
この方法 で は,
(1)解 析 対象 が直流 送電 系統 ・交流 送電 系統,発 電 機 の回 転運 動 系調 速 器,発 電機 の過
速 度防止 制御 装置 な ど多 岐 にわ た る上 ・第3章 で説 明 した よ うに交 直変 換 器 を構 成す る個
々 のサ イ リス タをす べ て考 慮す る必 要 が あ るので大 量 の入 力 デー タを作 成 す る作 業 と膨大
な数値 計算 が必要 であ る。
(2)交 直変 換器 の転 流現象 を シ ミュレー シ ョンす るため に は,積 分 計 算 きざ み幅 を数10
0μs以下 にす る必要 が あ るが,こ の よ うな き ざみ幅 で数100msの現象 の シ ミュレー シ ョ
ンを行 うと膨大 な計 算時 間 が必要 に な る。
(3)仮 に シ ミュ レー シ ョンが可能 であ ると して も瞬時 値波 形 で は本 章 で 扱 う現象 におけ
る変換所 の 調相 設備 の影響 を説 明す る こ とが困 難 で あ る。
とい った問題 が あ る。
本章 では この よ うな問題 を解決 す るた め,第3章 で用 い た基 礎 方 程式 を改良 し新 しい基
礎 方程 式 を導 出す る。 す なわ ち まず,交流 系統 で は,発 電 機 は電 圧 源 として表 わ し,線 路
は振幅 値位 相 が明確 にな る複 素数 表 示 に よ る方 程式 で表 わ す。 また,直 流 送 電系統 では,
主 回路 を第3章 の無停 電電 源装 置 を表 わす方 程 式 か ら直 流送 電 系統 を表 わす 方程式 に変更








4.2解 析 対 象 モ デ ル 系 統 と解 析 法
4.2.1解 析 対 象 モ デ ル 系 統 と解 析 対 象 現 象
図4.1に 想 定 した 解 析 対 象 モ デ ル 系 統 を 示 す 。 これ は,原 動 機PMs'vPMsで 駆 動 さ
れ る 出 力1250MWの 発 電 機G11～G18で 発 生 され る電 力 を,双 極2回 線10GW(±
500kV,5000A×2)の 直 流 送 電 系 統 を 介 して 需 要 家 を 含 む 交 流 母 系 統 へ 送 電 す







































































BGEN2に接続 され てk・る。 これ は,4台 の発電 機 で1原 子力 発 電所 を構成 す る こ とを想 定
してい る。PM1～PM8に は,そ れ ぞれ高 圧 ター ビン,低 圧 ター ビン,蒸 気 制御 バ ル ブ・
OSPな どが含 まれ るが,こ れ らを同図 中 に記 述す る と煩 雑 に な るので後 示 の図4・2に
示 して説 明す る こ とに し,図4.1で は省略 して い る。順 変 換所 用母 線BRECとBG酬1・
BGEN2の間は,500kV2回 線交 流送電 線路TLi,TL2で 結 ばれ て い る。TR1～TR8
は順変 換器 用変 圧器 で,順 変換 器Rec1-Rec8に 接続 され てい る。 また・TRI・TR3・
TRs,TR7はY-Y結 線,TR2,TR4,TR6,TR8はY-△ 結 線 に な って い る。2つ の変
換器 を直列 に接続 し,直 流 送電 系統 の1極 を構 成 してい る。例 えば,順 変 換所 側 につ いて
み る と,直 流送 電 系統2回 線 の うち,上 の回線 の正極 にはRec1,Rec2が 直 列 に接 続
されて い る。1極 を構成 す る2つ の変換器 とその変換 器 を制御 す る制 御 回路 を まとめ て変
換装 置 と呼び,さ らに,変 換装 置 に変換器 用変圧 器,調 相 設備 及 び平 滑用 リア ク トル を加
えた ものを変 換設備 と呼 ぶ こ ととす る。変 換所 は交 流系統 の 変電所 に対応 す るもの で,複
数 の変換 設備 とそれ らを結 ぶ交 流母 線,変 換所 か ら外 部 に出 て行 く交 流送 電線 路,直流 送
電線 路,遮断器,全 体 の制御 管理室 な どで構 成 され る。 直 流送 電 線路 は1回 線 につ き3
本 の線(DLNt,DLN?.DLNi;DLN壱,DLN8,DLN乏)で 構 成 され,上 よ り,正
極 線,中 性線,負 極線 とな ってい る。正 極線 に は,+500kVが 印加 され,負 極 線 に は
一500kVが 印加 され,中 性線 は片端 を接 地 して い るので普 通 はOVで あ る。 また,I
nv1～Inv8は 逆変換 器,Tl1～TI8は逆 変換 器用 変圧 器 で あ る。BINvは逆 変換 所 用
母線 で ある。BREC,B【Nvにはそれ ぞれ調相 設備SCが 接 続 され て い る。 直流 送 電系 統 制
御 回路 にはAFR,ACR,最 小値 選択 回路(Lowvaluegate:LVG),電圧 依存 電 流指
令値 制御 回路(VDCL)で 構成 され,各 極 の順 変換 所側 直流 電圧,逆 変 換所 側 直流 電圧 ,
平滑用 リア ク トル電流,順 変換所 側 交流 系統 の周波 数 を検 出 し,各 変換 器Rec1～
Rec8,Inv1～Inv8に 点弧 指令 信号 を 出力す る。 これ らの回 路 の構成 を図4 .1
に記述 す ると煩雑 にな るので詳細 は省 略 し,後 示 す る図4 .5に 示 して説 明す る。 交流 母
系統 は隣接 交流 系統,交 流送 電線 路等 で構 成 され る。 隣接 交 流 系統 に は多数 の発 電 機 や負
荷が含 まれ る。
G11～G18で発 電 され た交 流電 力 はTL1,TL2を 介 して直流 送電 系 統 の順変 換 所 に送
電 され,Rec1～Rec8に よ り直流 に変換 され る。 さらに直流 送電 線 路 を介 して逆変 換
所 に送 られ,再 び交 流電 力 に戻 され て交 流母 系統 に供 給 され る。 なお,第8章 まで は,8
相交 流系 統 の各 相 の動作 が解析 の対 象 であ った が,本 章購 の現 象 で は,3相 全 体 で送 電
す る電 力 や・3相が平衡 した状 態 で の平 均実 効電 圧 な どの変 数 を扱 い .各 相 個別 の変数 は
扱 わ ない ので電 力系統 解析 の一般 的記 述法 に従 い,3相 線 路 を一括 して単 線 で表 示 して㌔、
る。
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次 に故 障拡大 現 象全 体 とその中 の本 章 に おけ る解 析対 象 につ い て説 明す る。
発 電機 ター ビン系 は本章 の解 析 対象 で は ないが,故 障 拡大 現象 を明確 にす るため,構成,
動作 を説 明 す る。 図4.2に 発電 機 ター ビン系の構 成 を示す 。 同図 の よ うに,タ ー ビ ン系
は高 圧 お よび低圧 ター ビンで構成 され発電 機 を駆動 してい る。 主蒸気 は ボイ ラー また は蒸
気発生 器 か ら高圧 ター ビンに供給 され,ガ バ ナー弁(GovernorValve:GV)で制御 され
る。 また,高 圧 ター ビンか ら排 出 され た蒸 気 は再熱 器 に よ って 再 び加熱 され た後 低圧 ター
ビンに供給 され るが,イ ン ター セ プ ト弁(lnterceptValve:ICV)で制御 され る。
OSPは 発 電機 の電 気 出力信 号,タ ー ビンの機 械入 力信 号,発 電機 の 回転速 度信 号 を入 力
し,GV,ICVを 制御 して ター ビンに供 給 され る蒸気 量 を抑 制 し,発 電 機 が過 速 され る
のを防止 す る装 置 で あ る。 な お,一 般 に,電 気 出 力信号 として は発電 機電 機子 電 流 の大 き
さiG,機 械 入 力信号 として は高圧 ター ビ ン入 口の蒸 気圧PHPTを用 い.ま た,回 転速 度信
号 と して はpu単位 に よ る発電 機 回転子 角 周波数 ωを用 いて い る。PGは 発電 機電 気 出力 で
あ る。
次 に,OSPの 機能 につい て簡単 に説 明す る。 普通 発電機 は送電 系統 を介 して電力 を負
荷 に供給 して お り,定 常状 態 に おいて はTMとPGが 一 致 し,ωは一定 値 に維持 され る。 今,
何等 かの理 由 で発 電機 が電 力 を送 って い る送電 系統 が遮 断 され る と発電 機 出力PGが 瞬 時
に喪失 す る。一 方,機 械 入力 トル クTMは その ま ま残 って い るので,タ ー ビンが加 速 され























れ て い る。OSPは この 回転速 度上 昇 を防 ぐためiG,PHPT,ωの変化 を検 出 しGV・
ICVを 急 閉す る信号 を出力 す るので,GV,ICVが 急 閉 され,TMが 抑 制 され る。 こ
れ に よ り回転 速 度上 昇 は抑 制 され る。
さて,単 独直 流送 電系 統 に発生 す る故 障拡 大現 象 につ いて説 明す る。 図4.3は ・交 流
母系 統側 で線路 故 障が発 生 した場 合 の,pu単位 に よ る順変 換所 側交 流 系統 の周 波数 偏差f
d=f-1(fdは 交流 系統 の定格 周波 数 を基準 と した偏差 で あ るが,単 位 法 を用 い てい る
ので,基 準値 は1と な る),順 変換 所 が受 電 す る有 効電 力PR,発電 機 機械 トル クTMの10
s間 にわ た る変化 を数 値計 算 に よって求 めた結 果 を示 して お り,図4.4は その 際 ・原子
力発電 所 一直流送 電 系統 で発生 す る現 象 とそ の関連 を示 して い る。 図4.4に 示 した 円の
大 きさは故 障 の規 模 を示す もので あ る。図4.8と 図4.4に 示 した番号 ①～ ④ は両 図 で
同 じ現 象 を示 して い る。以 下,両図 によ り故 障拡 大現象 を説 明す る。 なお,単独 直 流送 電 系
統 ではPG=PRで あ るので,説明を簡略 化す るため以後PRの み を用 いて説 明 す る。
PRの変化 を見 る と,計 算 開始後 時 間t≒0.5sで,100ms～150msの 間 そ
の値 が低下 す るが,速 やか に元 に戻 って い る。 これ は,交 流母 系統 側 の線 路 故障 に よ り,
逆変 換所側 の変換 器 に転流 失敗 が発生 し逆 変換所 側直 流電 圧Vdtが低 下 す るの で(①),
詳 し くは後 述す るが,VDCL動 作 に よ りPRが低 下 す るが,故 障継 続 時 間Tflt≒100ms
で故 障が 除去 され る と変換 器 の転流 が復 旧 し,直 流 送電 が再 開 され るこ とを示 して い る。
しか し,vDcLが 作 動 した時,iGが 変化 す るの で(②),osPが 働 き,Gv,Ic





























従 って動 作 し,約2s後 に再 び開 かれ るが その間 ター ビンへ の蒸 気 の供 給 が な くな るの で,
T騒は約2s間 低 下 し,TM〈PRと な るので,pu単位 に よ る順変 換所 側 交流 系統 の周 波 数
fが低 下す る(③)。 す る と,直 流 送電 系統 のAFRが 働 い てPR=TMと な るよ うにPR
を制 御す るの で,PRは 再 び低 下 し,この期 間が や は り約2s間 続 くことに な る(④)。
上 記 した よ うに,各 装置 の動 作 は正常 で あ るが,そ れ らが 連鎖 的 に影響 しな が ら動 作 す
るので,交 流 母系 統 の線路 故障 が100ms程 度 で 除去 され て も,そ れ が2s間 に も及 ぶ
送電 電 力低下 とい う大 きな擾乱 に拡 大 して しま うこ とにな る。交 流母 系統 の線 路 故障 は 系
統保 護装 置 に よ り,100ms程 度 で除去 され る可能 性 の高 い軽 微 な故 障で あ り,こ の場
合 発電機 が過 速度 状態 にな る こ とは ない ので,交 流母 系統 で 線路 故 障が発 生 し逆変 換所 側
の変換 器 が転流 失敗 を発生 して か ら,故 障 が除 去 されて 転流 が復 旧 す る まで の期 間OSP
を作動 させ ない よ うな協 調 制御 が必要 で あ る。 従 って,こ の期 間 の現 象 が本章 の解析対 象
にな る。
4.2.2諸 仮定
図4.1に 示 した解 析対 象 モ デル系統 は複 雑 で あ るの で,解 析 に先立 ち下 記 の よ うな
諸仮定 を設 定 して簡 易 モ デル に等 価 変換 す る。
(1)本 章 で扱 うよ うな直流 送電 系 統 の変 化 に対 して8台 の発電 機Gli'vGi8はす べ て同
じ動作 を行 うので,全 体 を ま とめ て一 台の発電 機G1で 表 現 で き る。 これ に対応 して,発
電機群 と母線BRECを結 ぶ送電 線路4回 線 も1回 線 で表現 す る。
(2)本 章 の解 析対 象 は,交 流母 系 統 の故障 継続 時 間を含 む数10～数100msの期 間の現
象 であ り,同 期 間に おい て は発電 機 機械 入力 トル クT厳は一定 とす る。(た だ し,解 析対
象期 間外 で あ るがOSPが 作動 した後 はTMは 変化 す る)ま た,同 期 間 に おいて は,発 電
機 の回転速 度 の変化 は小 さい ので,3相 が ほぼ平 衡 した状 態 に あ るこ とか ら,原 子 力発 電
所 の発 電機 は平 衡 した3相 電圧 源 で表現 で きる もの とす る。 また,単 位法 で表 した発電 機
回転子 角周 波数 ω と順変 換所 側 交流 系統 の周 波数 は等 し くな る。
(3)故 障期 間中 に おい て も発電 機 の端 子電 圧 は故 障前 の状 態 に維持 され るもの とす る。
(4)直 流 送電 系統 は双 極2回 線 で構成 されて お り,順 変換 所 と逆変 換 所 は それぞ れ8個
の変換 器Rec1・vRecB,Inv1～Inv8を 持 ってい るが,本 章 で扱 うよ うな直流 送
電 系統 逆変 換所 側 の交流 母 系統 で故 障 が発生 し,変 換器 が転 流失 敗 す る場合 は,8個 の変
換器 はすべ て 同 じ動 作 をす るので,順 変 換所 側 と逆 変換 所 側 で それ ぞ れ1個 の変換 器 で表
現 で き る。
(5)順 変換 所 の変 換器 用変 圧器TR1～TR8は直列 リアク トルで模 擬 し,そ の リァ ク タン
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スはTR1～TR8の漏れ リア ク タンスXTCとす る。本 章 で扱 う現 象 に関 して は順変 換 所 の遮
断器 は作 動 しないの で順変 換所 内 の結線 状態 は固定 的 に扱 う。 一方,逆 変換 所 の変 換器 用
変圧 器T【i'vTr8は,(7)項 で 述べ るよ うに本 章 の研究 で は扱 わ ない。
(6)調 相設 備 は純粋 な キ ャパ シ タとす る。
(7)交 流 母系統 の線 路故 障 に よ り逆変換 器 が転流 失敗 す る場合,交 流母 系 統 の状 態 にか
かわ らず逆 変換所 側直 流電 圧Vdtの変化 は同 じで あ るので,逆 変 換所 側 の変圧 器 の 動作 は
模 擬せ ず,逆 変換 所側 の直 流電圧 変化 を入 力 と して設定 し解 析 を行 う。
上記 の諸 仮定 に よ り系統構 成 を簡 単化 したモ デル(3相 回 路)の 単 線結 線 図 に 図4・1
で は省 略 した直 流送電 系統 の制御 回 路 の伝 達 関数 ブロ ック図 を加 えた もの を図4.5に 示
す が,仮 定 によ り,発電 機 を一基,直 流送電 線路 を単 極一 回線 と して い る。 同図 に おい て,
PMは 原 動機,G1は 発電機,M,ω,TM,1G,ΨGは それぞ れG1の 慣 性定 数,回 転子
のpu単位 に よ る角周 波数,機 械 入 力 トル ク,電 機 子電流,端 子 電圧 で あ り,fはpu単 位 に
よ る順変 換所 側交 流系統 の周波 数,XTTLは順変 換 器側交 流 系統 の総 合 リア ク タン スで,
図4.1に 示 したG11～G18の昇圧 変圧 器 の漏 れ リア ク タンス をXTG,TLi,TL2の リ
アク タンスをX1と す る と,XTTL=XTG/8+X1/2であ る。Recは 順 変 換所 の変 換 器,
SCは 調相設 備,Invは 逆 変換所 の変 換器 で,1RはRecに 流 れ る電 流,1ycはSC
に流 れ る電流,BcはSCの サセ プ タンス,VRは 順変 換所 用母 線BRECの電 圧,cosα














ecの 転 流 リア ク タン スで,図4.1に 示 したTR1～TR8の漏れ リアク タ ンス をXTCとす
ると,Xc=XTC/8であ る。 また,idcは 平滑 用 リア ク トル電 流,LDは 平 滑 用 リア ク トル
のイ ンダ クタ ンス,RDLN,LDLNはそれ ぞれ直 流送 電線 路 の抵 抗,イ ンダ ク タンス,Vdr
は順変 換所 側直 流電 圧,Vdtは 逆変 換所 側直 流電 圧 で あ る(表4.1参 照)。 交 直変 換 お
よび送 電 に よ る損 失 を無視 すれ ばPRは 直 流送 電 系統 で送電 され る電力 と等 し くな る。 直
流系統 の変 数定 数 も交 流系 統 と同様 に単位 法 を用 いて お り,電 流電 圧 変数 は それ ぞれ 直流
系統 の定格 電流 定 格電 圧 で割 り,ま た,抵 抗,イ ン ダク タンス も直 流 系統 の定 格 イ ン ピー
ダンスで割 って単位 化 してい る。
同図の直 流送 電 系統 の制 御 回路 の伝 達 関数 ブ ロ ック図 にお いて,ACRはidcを 検 出 し
その値 が指 令値i。rdrに一致 す るよ うに,変 換器 の点弧 位相 を制御 す るこ とに よ りVdrを
調整 す る。VDCLは 直流 電圧 が異常 に低 下 した時,idcも 下 げ て,故 障状 態 か らの 回復
を容易 にす る。LVGは,AFRか らの直 流電 流 設定値irefと前 述 のivdelの内,値 の
低 い方 の信 号 を選択 しi。rdrとしてACRに 送 る。 普通 の運 用状 態 で はivde1はirefよ
り高 い値 に設定 されて い るので,i。rd,としてirefが選 択 され てい る。故 障 に よ り,直
流 電圧 が低下 す る とivdclは小 さな値 に な り,そ の値 がLVGで 選 択 され てACRの 指 令
値i。rdrとな るの で,idcは 小 さ くな る。AFRは,fを 検 出 し,そ の値 が周 波数 基準
fDrefと一致 す るよ うにidcを制 御す る機 能 を もって い る。fの 変 動 は,発 電機 機械 入 力
トル クTMとRecが 受 電 す る有 効電 力PRに 対応 す る発電 機電 気 出力 トル クTeと の 間 に
ア ンバ ランスが生 じた時 に発生 す るもので あ り(60>,本章 で接 う解 析対 象 モ デル系統 にお
いては,AFRに よ りirefを変 化 させidcを変化 させ る ことで,TMとPRの 協調 を取 り
周波数 の変 動 を抑 制 して い る(6D。
なお,表4.1に,本 章 におい て使用 す る変数,定 数 お よび その記号 を一 括 して示 して
い る。
表4.1使 用変 数,定 数,記 号 一 覧表
[発電 所]
灘
G11～G18原 子 力発 電 所 の発 電 機
TG1発 電 機 の昇 圧変 圧 器






































:イ ンターセ プ ト弁(InterceptValve)
:過速 度 防止制 御装 置
:発電 機 の慣 性定 数(s)
:発電 機機械 入力 トル ク(PU)
:発電機 電気 出力 トル ク(PU)
:定格 角 周波数(rad!s)
:pu単位 に よ る発電 機 回転 子角 周 波数(ω=p◎)(PU)
:PU単位 に よる1順変 換所 側 交流 系統 の 周 波数(Pの
:PU単位 に よる順変 換所 側交 流 系統 の 周 波数 偏 差
(fd==f-1)(pu)
:高圧 ター ビン入 口 の蒸気 圧 力(PU)
:OSPの 用 い る出力偏 差(Pd、f=PHP↑-iG)(pu)




BREC:順 変換所 用 母線
SC:調 相設 備
DCL:平 滑用 リア ク トル(逆 変換 所 で も 同 じ)
Rec,Rec1～Rec8:順 変 換所 の変 換器(順変 換 器)
Kl:交 流 系 と直流 系 の単 位 系 の電 圧 ベ ー スの 比
(交流 系統 の定 格線 間 電圧 実 効 値 と直流系 統 の定 格 電 圧 の比)
K2:直 流電 流id,と転 流 重 な りに よ るVdrの電 圧 降下 の 関係 を示 す係 数
1
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VR:BRECの 電 圧(複 素 数)(pu)
VR:VRの 大 き さ(VR=lVRD(PU)
Vdr:順 変 換 所 側 直 流 電 圧(Pの
vNLDc:vR=1.o,α=o,id。 ニoの 時 のvdrの 値(pu)
1,:順 変 換 器 を 流 れ る電 流(PU)
い ・ :1Rの大 きさ(pu)
91R:重Rの 位相(rad)
lyc:順 変 換 所 の調相 設 備 を 流 れ る電 流(Pの
id。:平 滑 用 リア ク トル 電 流(pu)
PR:順 変換 所 の変 換 器 が受 電 す る有効 電 力(pu)
QR:順 変換 所 の変 換 器 が受 電 す る無効 電 力(pu)
BR:順 変 換器 が受 電 す る無 効 電力 に対応 す るサセ ブ タ ンス(pu)
Yc
Bc:Ycの サセ ブ タン ス(Yc=jBc)(逆 変換 所 で も 同 じ)
Xc:順 変換 器 の転 流 リアク タン ス(Xc=XTC!8)
LD:DCLの インダ クタ ン ス(逆 変 換 所で も同 じ)
9IR:iRの 位相
COSα:順 変 換器 の 点弧 角 の 余弦








TR1,TR3,TR5,TR7:Y-Y結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器
TR2,TR4,TR6,TR8:Y-△ 結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器
XT。:TR1～TR8の 漏 れ リ ア ク タ ン ス














LvG(i,。1,ivDcL):LVGの 機 能 を 表 すi,。fとivDcLを 変 数 と し た 関 数
i。rdr:電 流 指 令 値
iref:直 流 電 流 設 定 値
ivd,且:VDCLよ り出 力 さ れ る直 流 電 流 制 限 値
Fl(s):ACRの 伝 達 関 数
kACR:ACRの 利 得
T▲CR1,T^CR2:ACRの 位 相 遅 れ 要 素 の 時 定 数
cosαm、x:ACR出 力 の 上 限
cosαmin:ACR出 力 の 下 限
F2(Vdi):VDCLの 特 性 関 数
C、t、i、:VDCLが 動 作 す る最 小 電 流 入 力
Cim、x:VDCLが 動 作 す る最 大 電 流 入 力
C。m、。:VDCLの 出 力 最 小 値
C。m、x:VDCLの 出 力 最 大 値
F3(s):AFRの 伝 達 関 数
TAFR:AFRの 積 分 係 数
DAFR:AFRの 比 例 要 素 の 利 得
fD,ef:直 流 送 電 系 統 のAFRの 周 波 数 基 準
1,。fm、x,Irefmtn:AFRの 積 分 要 素 の 出 力 の 上 限,下 限
[逆変換 所]
DCSl:逆 変換 所
BINV:逆 変換 所用 母 線
Inv1～Inv8:逆 変 換 所 の変換 器
TII～T18:逆 変換器 用 変圧 器
Vd、:逆 変 換所 側 直 流電 圧
[直流送電 線 路]
DLNt,DLN?,DLNi,DLN杢,DLN8,DLN巨
DCC:平 滑 用 キ ャバ シ タ
RDLN:直 流 送電 線 路の 抵 抗

















:直流 線 路 の イン ダ ク タ ンス(H!Ω)
(注)MKSA単 位 で の イ ンダ ク タン ス値(H)を
直流 送電 系 統 の定 格 イン ピーダ ンス(Ω)で 割 った値
直流 回路 全体 の インダ ク タン スL=2LD+LDLN(H!Ω)





:順変 換 所側 交 流送 電線 路
:TL1,TL2の リアク タン ス




[交流 母 系 統]
PSN1,PSN2:隣 接 交 流 系 統
BpsNi,BpsN2:PSN,PSN1,PSN2の 母 線
CBB1～CBB8:交 流 母 系 統 の 遮 断 器
F:1線 地 絡 故 障 点
Tflt:故 障 継 続 時 間 (ms)
注 各変数記号について,脚 注0を 付けたものが定常値または初期値を表わす。
4.2.3基 礎 方 程 式
(1)交 流 系統 に対 す る基礎 方程 式
[発電機]
仮 定(2)(3)よ り,発 電機 は一 定端 子電 圧 ΨGの電 圧 源 とす る。
[発電機 の 回転 運動 方程 式]
図4.5に 示 す通 り,解 析 対象 モ デル系統 で は,直 流 送電 系統 の順 変換 所 と発 電 所 の間
に有 効電 力 を消 費 す る ものが ない ので,順 変 換 所 の変換 器 が受 電す る有 効電 力PRが す な
わち発電 機 電気 出 力 にな る。従 って,発 電機 電 気 出力 トル クをT。 とす る と
PR=のTe (4.1)
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とい う関 係 が成立 す るが,こ こで扱 ってV、る現象 で は,ω ≒1.Opuで あ り,近 似 的 にP
R=T。とな り,ま たPO=ω で あ るの で,回 転運 動 にお け る摩 擦 損 を無視 す る と・式(8
.14)は
Mpω=TM PR (4.2)
と表 わ され る。 こ こで,TMは 発 電機 機械 入力 トル ク,Mは 発 電 機 の慣性 定 数 で あ る。 さ
らに単位法 を用 いた場合,PU単位 に よ る発電 機 回転子 角周 波数 ω とPU単位 に よ る順変 換 所




図4.5を 参照 して,発 電 機 の端子電 圧VG,順 変換 所用 母線BRECの電圧VR及 び発電
機 の電機子 電流1Gに 関 して,次 式
1G=(VG VR)/jXTTL (4.4)
が成 立 す る。
また,VR,1Gの 共役 複素 数 了G,順 変換 所 の調相 設備 のサ セ プ タンスB c,PR,お よび
順変 換所 が受 電す る無効 電 力QRに 関 し
VRIG=-jlVRI2Bc+PR+jQR (4.5)





平滑 用 リア ク トル電 流idc,順 変換 所側 直流 電圧Vd2お よび 逆変 換所 側直 流電 圧Vd,1:
関 して は,図4.5を 参 照 して,第3章 の式(3.18)に 対 応 して
idc=(Vdr-v己 乳)/(R十Ls) (4.6)
の関係 が あ る。 こ こでR,Lは 直 流 回路全 体 の抵 抗,イ ンダ クタ ンスで,そ れ ぞれ,R=
RDLN,L=2LD+LDLNで与 え られ る。 ただ し,変 換器 の特性 に よ りidc≧oで あ る。
Vdtleつい て は,仮 定(7)よ り交 流母 系統 の線 路故 障 に よ り逆変 換所 の変換 器 が転流 失
敗す る場 合 のVdsの時 々刻 々 の値 を入 力 と して設 定 し解析 を行 う こ とにす る。 な お,本 章
で扱 う直 流送 電 系統 で は,第8章 の よ うな平 滑用 キ ャパ シ タは存在 しな いので,式(3.
19)は 成立 しない。
[制御 回路]
(a)自 動 電流 調整 回路(ACR)系
直 流送 電 の制 御系 の 内,ACR系 に関 して は図4.6に 示す よ うに,電流指 令値i。rdr,
idcと順 変換 器 の点弧 角 の余 弦COSα の間 に
COSα =F1(s)(i。rdr-idc) (4.7)
た だ し,COSαmtn≦COSα ≦COSαmax
の関係 があ る。F1(s)は 同図 の破 線 内の伝 達 関数 で



















であ り,ACR系 で は,cosα が制 限値 に達 な い範 囲 で はi。rdrとidcの差 をK^CR倍
し,さ らに分母 分子 がsの1次 式 で あ る伝達 関数 を持 つ要 素(位 相遅 れ要 素)(62)を介 し
た信 号 がCOSα とな ってい る。 な お,同 図 の位 相遅 れ要 素伝 達 関数 ブ ロ ックの上 下 に付
加 した記号 は,こ の ブ ロ ックの出 力信号 が上 限値COSαm。x,下 限値COSαmtnの 範 囲
に制限 され るこ とを示 す記 号 で あ る。
(b)電 圧 依存 電流 指令 値制御 回路(VDCL)
VDCLに 関 して は,vdtとVDCLよ り出力 され る直流 電 流制 限値ivdc1の間 の関係
が,次 式 で与 え られ る。
ivdc1=F2(Vdt) (4.9)
図4.7に 横 軸leVdt,縦 軸 にivd,1をと っ て,関 数F2の 特 性 を 示 して い る。Ctm。x
はVDCLが 動 作 す る最 高 入 力 で あ る。 こ こで はCtm、x=0.5puと して い る。 通 常Vdt
>Ctm。xであ る の で,i。d、L=c。ma、とな る。 またc。m、xは一 般 に 直 流 送 電 系 統 の 最 大 可
能 運 転 電 流 よ り大 き く設 定 す る 。 一 方,図4.5に お い て,通 常iref〈1puで あ る の で,
LVGはirefす な わ ちAFRの 出 力 を 選 択 す る。 これ に よ り,直 流 電 圧 が 正 常 値 の 時 は

























る。ivdclがir.fよ りも 低 下 す る とLvGはivdclの 方 を 選 択 す る の で,idcはvDc
Lの 特 性 に よ り制 限 され る こ とに な る。 そ して,Vd且 がCtmtnまで 低 下 す る とivdclは最
小 値C。mtnle至り,そ の 値 が 維 持 され る 。C。tatnは通 常 直 流 送 電 系 統 の 最 小 可 能 運 転 電 流
に設 定 され るが,本 章 の モ デ ル 系 統 で はC。mtn=0.lpuと して い る。 こ の よ う に して,直
流 電 圧 の 値 が 下 が る と直 流 電 流 の 値 も低 下 させ るの がVDCLの 機 能 で あ る 。
(c)自 動周 波数 調整 回路(AFR)
図4.8にAFRの 伝達 関数 モデル ブロ ッ ク図 を示 す。 一般 にAFRの 周 波数 基準fDr
.fは順 変 換所 側交 流系 統 の定格 周波 数 に設定 され てい るの で,fDref=1であ る。従 って,
順変換 所 側交 流系統 の周波 数fとfDr.fの差 はpu単位 に よる順 変 換所 側交 流 系統 の周 波数
偏差fd=f-1に 等 し くな る。 これ よ りAFRに 関 して は以下 の 関係 式 を得 る。
iref=F3(s)fd (4.10)
た だ し,F3(s)は,同 図 の 破 線 内 の 伝 達 関 数 で あ り,T▲eRは 積 分 要 素 の 係 数,
Irefm。xeIrefmtnはそ れ ぞ れ 積 分 要 素 の 出 力 の 上 限 と下 限,D▲FRは 比 例 要 素 の 利 得 で
あ る。AFR回 路 で はfdを 積 分 し た信 号irefIとDAeR倍 し た 信 号irefPの和 が 出 力 す
な わ ち直 流 電 流 設 定 値irefで あ る。 な お,irefmtn≦irefI≦ireftU。xであ る 。
(d)最 小 値 選 択 回 路(LVG)








図4.8AFRの 伝 達 関 数 モ デ ル ブ ロ ック 図
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i。rdr=LVG(iref,ivdcL)(4.11)
で 与 え ら れ る 。 こ こ で,LVGは 括 弧 内 の 変 数irefとiVDCLの 内,小 さ い 方 を 出 力 す る 関
数 で あ る 。
(3)交 直変 換部 に対 す る基 礎方 程式
交直 変換 部 は,サ イ リス タブ リ ッジ変 換器 として従 来 よ りよ く用 い られ て い るもの で あ
る。交 直変 換部 に対 す る基 礎 方程式 として,第3章 で用 い た ダイ オー ドブ リ ッジ変 換器 に
対 す る基礎 方程 式 を点弧 制御 の特性 を扱 え るよ うに改 良 した もの を用 い るこ と とす る。
まず,式(8.23)よ り順 変換所 の変 換器 が受 電す る,す な わち交 流母 系統 へ送電 す る
有効 電 力PRは,
PR=Vdridc (4.12)
と な る。 ま た,Vdrに つ い て は,式(3.20)に 点 弧 制 御 の 特 性 を 加 味 し て
vdr=1.35KlvRcosα 一K2idc,K2=3XcK12/π (4.13)
とす る。 ここで,K1は 交 流系 統 と直流 系統 の単 位系 間 の換算 係 数 で,両 単 位 系 の基 準 電
圧 の比 で あ る。 交流 系統 の電 圧 が定格 値 で,変 換所 の変 換 器 の点弧 角 α=0,従 って,
cosα=1,id、=oの 時 の直 流電 圧 が,vNLDc(単位 法)で あ った とす る と
K1=VNLDC/1.35 (4.14)
で 与 え られ る。
ま た 式(3.21)に 対 応 して,次 の 式 が 成 立 す る。
Vdr=1.35KIVRcosp (4.15)
ここでcosyは 順 変換 所 の変換 器 を負荷 と見 な した場合 の仮 想 的 力率 で あ る。 また,こ
れ を用 い る と,順 変 換所 が受 電す る無 効電 力Q,は
QR=PRtanP (4.16)
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とな る。 ここでQRは 負 荷 が誘 導性 の場 合 を正 とす る。
4.2.4基 礎方 程式 の数 値解 析 法
(1)解 析 対象 モデ ル系統 全体 の ブ ロ ック構 成
図4.9に 式(4.3)～(4.16)を 伝達 関数 ブ ロ ックで表 わ した解析 対 象 モ デル
系統 全体 の ブロ ック構 成 図 を示 す 。 同図 にお いて,Fl(s),F2(Vdt),F3(s),
LvG(ir。f,ivDcL)はそれぞ れAcR,vDcL,AFR,LvGに 対応 した 関数 で あ
る。 また,1/Msは 式(4.3)に 対 応 した伝達 関数 で あ る。Ki,K2は それ ぞれ式(
4.14),(4.13)で 示 した係数 で あ る。 一次 遅れ 要素 ブ ロ ックTFDcLは式(4
.6)で 示 した直 流 回路 の応答 特性 を持 つ伝 達 関数 ブロ ックで あ る。 な お,同 ブ ロ ックの
下 側 に付 加 した記 号 は変換 器 の電気 的 特性 か ら電 流 が逆方 向 に流 れ ない,す なわ ちidc≧
0で あ るこ とを示 して い る。 同 ブロ ックの上側 に付加 した記号 は,正 方 向に は制限 が ない
こ とを示す 。
(2)交 流 系 方程 式 の解法










換 部 に対す る基 礎方 程式 す なわ ち式(4.4),(4.5),(4.12),(4・18)・
(4.15),(4.16)に 対応 し,idc,cosα を入 力 と して,vR,PRを 計 算 し
出力 す る ブ ロ ックで あ る。以 下 この計算法 を簡 単 に説 明す るが,上 式 の中 に は非線 形 方程
式 が含 まれ てい るの で解 析 的 に解 くこ とは難 しい。 そ こで 計算 機 を利用 し,以 下 の よ うな
手順 で数 値 的 に解 を求 め るこ とにす る。





が得 られ るの で,さ らに両 辺 の絶 対値 の2乗 を とる と
VR2VG2=A2+B2 (4.19)
と な る 。
こ こ で,VR=ln、 ンRlの 関 数Fを
F(vR)=vR2VG2-A2-B2 (4.20)
と定 義 す る と,F(VR)=0と な るVRの 値 が 式(4.19)を 満 足 す るVRの 値 と な る。
式(4.20)の 中 のA,Bは,式(4.18)で 定 義 さ れ て い る よ う に,そ の 中 に,PR,
QRを 含 む 。 一 方,式(4.13)に よ り,変 数VRと 交 流 系 方 程 式 ブ ロ ッ クの 入 力 変 数
cosα,idcを 用 い てvdrを 計 算 し,こ のvdrとidcを 用 い て 式(4.12)に よ り
PRが 計 算 で き,一 方 式(4.15)に よ りcosgが 計 算 で きPが 計 算 で き る の で,式
(4.16)に よ りQ,が 計 算 で き る。 従 っ てF(vR)はvRお よ びcosα とidcに よ
り連 続 的 に 定 義 で き る の で,は さみ う ち 法(regulafalsi法)(63)によ りF(vR)が0
とな るVRの 値 を 求 め る こ とが で き る 。 ま た,VRが 求 ま れ ばVdr・PR,QR,VR,1G
も求 め られ る 。
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(3)計 算 手順
計 算 は,伝 達 関数 ブ ロ ック図 で表 現 され た系統 の過 渡応 答 を解 析 す る プ ログ ラム を用 い
た(付 録4.1参 照)。 その手順 を簡単 に説 明す る。
図4.10に 計 算 手順 の フロー チ ャー トを 占めす。
①定 数 お よび初 期値設 定
(M,RDLN,T^FRなどの定 数 お よび,idcなど
状 態変 数 の初期 値 を設定 す る。 またVdlの変





② 交 流 系 統 計 算
[式(4.20)に示 すF(VR)ニ0と な るVRを 求 め る。
さ ら に式(4.13)によ りv4rを,式(4.12),(4.15),
(4.16)よりPR,QRを 求 め る。]
↓
③代 数計 算
[式(4。3)〃(4.11)の方程 式 を解 く計算 の 内,被積
分 量 を計算 す る代数 計 算 を行 う。]
↓
④ 積 分 計 算
(③の代 数 計 算 で 得 られ た 被 積 分 量 をRunge-










① で は,図4.9の 各 ブ ロ ックの定数(発 電 機慣 性定 数M,直 流 送電 線 路 の抵 抗RDLN・
AFCの 積分 要素 の係 数T^FRなど)お よび状態 変数 の初 期値 す な わ ち積 分 ブ ロ ックの 出
力変数,一 次遅 れ要素 ブ ロ ックの 出力変 数 の初 期 値(平 滑用 リア ク トル電 流idcな どの初
期 値)を 設 定 す る。 また,Vd且の変 化 を設定 す る。
② で は,状 態変数cosα,idcを 入 力 し,4.2.4の(2)で 述 べ た方 法 に よ り交
流 系方程 式 を解 きVR,PR,QRを求 め る。 す なわ ち式(4.20)に示 す 関数Fよ り・F=0と
な るVRを 求 め,式(4.13)に よ りVdrを計算 し,こ のVd・とidcを用 い て式(4・
11)に よ りPRを 計算 し,一 方 式(4.15)に よ りcos9を 計 算 し・式(4・1
6)に よ りQ,を計 算す る。
⑧ で は,式(4.8)～(4.11)の 方程式 を解 く計算 の 内,被積 分量 を計 算 す る代 数計
算 を行 う。 た とえば,TM,PR,Mよ り式(4.3)に 従 いfの 微分 値 す なわ ち被 積分 量
を計算 す る。
④ で は,③ の代 数計 算 で得 られ た被 積分 量 をRunge--kutta-Gill法で積 分 し,積 分 計 算刻
み時 間 △ts後 の状態 変数 を計 算す る。 な お,制 限 値処 理 もこの時 実施 され る。 た とえば
計 算 の結果idc〈oと な った場 合 は,idc=oと す る。
そ して,時 間tを 進 め なが ら②・v④の手順 を計算 終 了時 間trn。xまで繰 り替 え して数 値
計 算 を行 う。
以上 が基 礎方 程式 の数値 解 法手順 で あ る。 なお,① ～④ の計算 は実 際 は付 録4.1に 示
す伝達 関数 ブ ロ ックで表現 され た系統 の汎用 デ ィジ タル シ ミュ レー シ ョン プロ グ ラムの中
で実 行 され る。
4.3交 流母 系統 の線 路故 障 に対す る発 電機 一直 流送 電 系統 の過 渡 応答 解析
本 節 では,前 節 で述べ た数 値解 析手 法 を適用 して,本 章 の解 析 対象 で あ る交 流 母 系統 で
線路 故 障が生 じた場 合 の発電 機 一直 流送電 系統 の故 障継 続 期 間 中の発 電機 の電機 子電 流1
Gの応 答 を詳細 に解 析 し,1Gの 大 きさiGの 変化 には平 滑用 リア ク トル電 流idcと順 変換
所 の調 相設 備 を流 れ る電流tycが関与 す る こ とな どを示 す。
4.3.1解 析対 象 モ デル系統 の諸 定数
解 析対 象 モ デル系統 の諸定 数 の値 と初 期運 転状 態 に お け る変数 の 値 を表4.2に 示 して
い るが,そ れ らは基準 定格電 力10GVA,交 流 系 統定 格線 間電 圧500kVA,直 流 系
統定 格電 圧1000kVを 基準 と した単位 法 で表現 して い る。 単位 がpuであ るも の は単 位
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を省 略 してい る。 モ デル系 統 の初期 運 転状 態 の項 に あ るftntは順 変 換所 側交 流 系統 の周
波 数fの 初 期運 転 状態 で の値 で あ り,本 来foと すべ きで あ るが,foは 交流 系統 の定格 周
波数 を現 わす 記号 と して用 い て い るので,別 の記号 を用 い て い る。 また,4.5節 にお い
て変化 させ た被検 討 因子 の値 は各 ケ ース で明示 して い る。
表4.2解 析対象モデル系統の諸定数






次 に,4.2.2項 の仮 定(7)で 述 べ た よ うに,本章 の解析 にお いて は,交流 母 系統 の
状 態 と無 関係 に逆変 換所 側直 流電 圧Vdtの変化 を想 定 して計算 を行 うこ とが で きるので ・
交流 母系 統 の構 成 は説 明す る必 要 はな いが,想 定 した故 障 を 明確 にす るため,図4・11
に交 流母 系統 の構成 例 と故 障点 を示 す。 同図 にお いて,DCS【 は直 流送 電 系統 の逆 変 換
所,BINyは逆変 換所 用母 線,PSNは 隣接 交流 系統,BpsNはPSNの 母線 ・TL3・TL
4は交 流送 電線 路 であ る。CBMI～CBM4は 遮 断器 で あ る。 なお,線 路 定 数 は解析 に使 用
しな いので省 略す る。
4.8.2交 流母 系統 線路 故障 時 の発電機 一直 流送 電 系統 の数値 計 算結 果
図4.11に おいて,落 雷 な どで,交 流母 系統 の送 電線 路 がF点 で1線 地絡 を生 じ系統
に地 絡電 流が 流れ,逆 変 換所 の変換 器 が転流 失敗 し,保 護 継電 器 が故 障 を検 出 して100
ms程 度 で当該 送電線 路 を遮 断器CBMヨ,CBM4に よ り切 り離 し,交 流系 統 の故 障 は除 去
され,逆 変 換所 の変 換器 も正常 運転 に復 旧す る場 合 を考 え る。 この場 合,F点 の位 置 な ど
で,地 絡電 流 な ど交流 母 系統 の状態 は異 な るが,逆 変 換所 側直 流電 圧Vdtの変 化 は常 に図
4.12に 示す よ うに変化 す る。す な わち,計 算 開始 後時 間t=50msで1線 地絡 故 障
が発生 す る と逆変 換所 の変 換器 が転流 失敗 し,Vd且=0と な る。 故 障発 生 後100ms
(t=150ms)に 故障 が除 去 され,変 換器 の転 流 が可能 にな るの でVdtは直 線状 に上
昇 し,50ms後(t=200ms)に 元 の状 態 に戻 る。従 って4.2節 で述 べ た計 算手
法 に おいて,Vdtを 図4.12に 示 す よ うに与 えて数値 計算 を行 えば よい。
図4.13に 計算 によ って得 られ た交流母 系 統故 障時 の平 滑用 リア ク トル電 流id。と逆
変換所 側直 流電 圧Vdi,順 変 換所 の変換 器 が受 電す る有 効電 力PRと 無効 電 力Q,,順 変換











































交 流 母系 統線 路 故障 時 の諸変数 の変 化(C .m、=O.1,、)
さてVdtが0に な る と,順 変 換 所 側 の 直 流 電 圧Vdrと の 間 に 大 き な差 を生 じ,idcが 上
昇 す る。Vdtの 低 下 に よ りVDCLよ り 出 力 され る直 流 電 流 制 限 値ivdclはc。mtnに減 少
す る。 一 方,一 般 に 図4.8で 説 明 したAFRの 積 分 係 数TAFRは 長 く,ま た 比 例 要 素 の
利 得D▲FRも 小 さ い 値 で あ るの で,故 障 期 間 に お い て,図4.9のiref≒1.Opuで あ る。
従 って,LVGは,電 流 指 令 値i。rdrと してivd、1を選 択 す る。ACRで は,i。rdrが 下
が っ た の に,idcが 大 きな 値 と な っ て い るの で,順 変 換 器 の 点 弧 角 α を 大 き く してVdrを
Vdlより小 さ い値 す な わ ち 負 の 値 ま で 下 げ てid、 を 下 げ る。id,は 図4.13に 示 す よ う
に 故 障 直 後 一 旦 上 昇 す るがACRの 働 きでVdrが 負 に な っ た 時 刻 か ら降 下 を始 め,故 障 後
30ms程 度 で ほ ぼoと な っ て い る。 故 障 が 除 去 されVdtが 故 障 前 の 値 に 回 復 す れ ば,i
vdclも前 の値 に 戻 る の で,i。rdrと し て再 びirefが 選 択 され,idcも ほ ぼ 故 障 前 の 値 に
戻 る。 た だ し,後 述 す る よ う に故 障 中 にpu単位 に よ る順 変 換 所 側 交 流 系 統 の 周 波 数fが わ
ず か に 上 昇 す るの で,AFRの 働 き でPRを 増 加 させ てfを 抑 制 す る た め,ir.fは 多 少 故
障 前 の 値 よ り大 き くな っ て い る。
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次 に,PRは 図4.13に 示 す よ うに故 障後 急速 に減 少 し,負 の値 とな る。 これ は・順
変 換器 の 点弧 角 αが急 速 に大 き くな り,α 〉 π/2とな って,逆 変 換器 運転 状 態 とな るので
直 流 系統 の電 力 が発電 機側 へ送 り返 されて い る ことを示 して い る。
QRは,故 障 直後 一旦 上昇 す る。 これ は,点 弧角 αが上 昇 す るの で 、皮 相 電 力 は変化 し
な くて もPRとQRの 比 率 が変化 しQRが増 加す るため であ る。QRは,α=π/2の 時 ・皮 相
電力 が すべ て無効 電 力 とな り最 大 に な り,α 〉 π/2とな る と減 少 す る。 その後 ・idcが減
少す る とQRも さらに減 少 し,故 障 回復後id、が元 に戻 る とQRも元 に戻 って い る。
次 にVRは,故 障直後 で,無 効 電 力が増 加 した時 点で一 旦 下 が るが,そ の後 の故 障期 間
中 は上 昇 して い る。 これ は,QRが 一 旦増 加 す るが その後0.1pu程 度 に小 さ くな り・順
変 換所 の調 相設 備 に よ る進相 無効 電力 だ けが残 るためで あ る。
また,fdは 故 障期 間 中上 昇 して い る。 これ は図4.9に お いて故 障 に よ りPRが低 下 し
た にも拘 わ らず,機 械入 力 トル クTMは発 電機 の調速 機 の応 答 が遅 いの で仮定(2)に よ
り一定 としてい るので,回 転運 動 系 の入 力 が過剰 に な って,加 速 したた めで あ る。 故 障期
間が終 れ ば,PRも 大 き くな るので,fdは 元 に戻 る。fdの 上昇 率 は発電 機 の慣 性定 数M
に よ って 決 る。 ちなみ に この ケー ス でのfdの 最大 は0.016pu程 度 で あ った。
次 に,発電機電 機子 電流1Gの 大 き さiGの変 化 は複雑 で あ るが,この電 流 が原 子 力発 電所
一直 流送 電 系統 の故障拡 大現 象 の重要 な要素 で あ るので ,1Gの変化 か ら詳 細 に検 討 す る。
図4.14(a)に1Gの 大 きさiGと 位相PrGの時 間変化 を,同 図(b)に1Gの 複素 平
面上 の軌 跡 を示す 。 ここで,複 素 数表 示す る場合 の位 相基 準 と して は,発 電 機 の端子 電 圧
VG=VGを 用 い てい る。 なおVGは4.2.2項 で述べ た仮 定(3)よ り故 障 期 間 にお い
て も一 定 で あ るもの とす る。
故 障発 生前 に は,tGはA点 に あ る。1Gは,2つ の電流 す な わ ち図4.5に 示 した よ う
に順変 換 器 を流れ る電流1Rと 調 相 設備 を流れ る電 流1ycの和 で あ る。 こ こで調相 設 備 は
純 粋 な容 量性 負荷 で あ るの で,1YCは 図4.14(b)で 虚 軸 の正方 向を 向 いた ベ ク トル
とな る。 従 って,故 障以 前 にお いて1RはA'点 に あ る と考 え られ る。
故 障が 発生 す る と,前 述 の よ うに電 流制御 系 の働 きで順 変 換 器 の点弧 角 αは急速 に大 き
くな り π/2を少 し越 えた値 とな るた め,1Rは ほぼ純粋 な遅相 電 流 とな る。 この 時1G=
tR+1ycはB点 にあ る。 図4.13でidcが 故 障直 後上 昇 して い るのに,図4.14(
a)のiGは 低下 してい る原因 は1Ycにあ る。以 下,同図(b)に よ り説 明す る。 も し1YC
=0な らば ・1G=tRと な る。1Rの 大 き さiRはidcに比 例 す るの で,結 局1Gの 大 きさ
iGはidcに比例 す るこ とにな り・id・が上昇 すれ ばiGも 上 昇す る。 しか し,実 際 は1YC
≠0で あ るのでiGの 変化 はid・の変 化 と一致 しない。 故 障前 と故 障 直後 のiRす な わ ち,































































図4.14交 流 母 系統 線 路故 障時 の発 電機 電 機子 電 流 の変 化(C。mtn=0.
-93-一
1pu)
の大 き さiGす なわ ち畝 と面 で比 較 した場 合 ,㎝ 〉萌 とな る。
次 に,B点 か らD点 へ の移動 に は,直 流送 電系 統 の制御 回路 中 のVDCLが 関与 してい
る。 図4.9で 故 障期 間中 はVdtが低 下 す るので,図4.7に 示 すVDCLの 特性 に従 っ
てivdctも低 下す る。 この場 合,LVGはivdclを選択 す るこ とに な るので,i。rdrも低 下
し・ACRはidc=i。rdrと な るよ うに点弧角 αを大 き くしてVdrを負 の値 まで下 げ る。
この変 化 がB点 か らD点 へ の変化 で あ る。 この期 間点 弧 角 αは α〉 π/2とな り,順 変 換 所
側 の変 換器 が逆 変換器 運転 状 態 とな り,直 流 系統 か ら交流 系統 に電 力 を返還 させ る働 きを
して い る。 これ に よ り,平 滑用 リア ク トルDCLに 蓄積 され て い るエ ネル ギー が発 電 機 側
の交流 系統 に放 出 されidcが下 が る。蕊,oS間の1Gは 虚 軸 の左側 を通 過 してい る。 これ
は,通 常 の運 転 とは逆 に,上 記 したよ うに変 換器 か ら発電 機側 交 流系 統 に電 力 が返 送 され
て い る ことを示 してい る。 なお,こ の ため図4.13に おい てPRが 負 の値 まで変 化 して
お り,交流 系統 に送 られ るエ ネル ギーは発電 機 の回 転数 を上 げ るエ ネル ギー とな り,こ の
時,発 電機 は電動 機運 転状 態 とな ってい る。
図4.14(a)で,g【Gが 大 き く変 化 す るC点 は,同 図(b)の1Gの 軌 跡 が実 軸 を
切 る点 であ る。C点 は1Gの 虚部 す なわ ち無効 電 力 に対 応 す る電 流成 分 が0の 点 で あ り,
この時刻 に順変 換器 が受 電す る無効 電力 と調 相設 備 が供給 す る無効 電 力 が相 殺 され て0と
な るので あ る。
ここで図4.13のidcとiGの 変化 の関 係 を吟味 す るとiGが 最小 に な る時 刻 はi
dcが
最小 に な る時刻 以前 で、前述 のC点 近 傍 であ る こ とが わか る。 この理 由 に つ いて図4 .1
4を 用 い て説 明す る。
電 機子 電流1Gは 実部Re(1G)と 虚 部Im(1G)で 構 成 され て お り,iGが 最小 にな
るの は{Re(1G)}2+{Im(1G)}2が最小 にな る時刻 で あ る。 ところが,Re(1G)の 変
化 は小 さい ので変 化 しな い と仮定 す る と,iGが 最小 とな るの はIm(1G)が 最小 にな る時
刻 であ り,こ れ は前 述 のC点 に他 な らな いnな おRe(1G)の影響 を考 慮す る とiGが 最小
に な る時刻 は多 少C点 か らず れ,そ の 近傍 に な る ことに な る。
次 に,Im(1.)=Im(1,)+Im(1yc)であ り,か つiR=ltRlはi dcに比 例 し,
1・の位相P・Rが一 定 で あ るの で・Im(1・)がi・,1・比 例す る こ と1・な る.一 方,Im(
1・)腿 相成 分 で あ り・Im(1・ ・)は進 相成 分 で あ るの で ,i、。が 大 きV・時 はIm(1、)
は遅 相 とな り・i・・が小 さ くな る と進相1・な り,そ の中 間で0と な る.従 ってid、が あ る
程度 減少 し塒i・ は最小 とな り・ さら1・i・カ・小 さ くな る と1、は再 び増 加 し
,id,=0
とな っ塒 ピー クとな り・その後id・が再 び増力日す る とi・は小 さ くな る.な お,D点eま,
故 障継 続 中 の1・の位 置 で あ り・i・・はVDCLe・ よ って設 定 さ批C ._=・.1,、,
に保 持 され てい る。VdL=0で あ るため,cosα=0と し,Vdr=0と して電 位 差 を な
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くして い る。
次 に,交 流 母 系統 の故 障 が 除去 され る と,逆 変換 器 の転 流 が可能 とな り,図4.9の
vdtが上昇 す るの で,vDcLの 出力ivdclが上昇 し,idcも上昇 し,図4.14(b)
のtGの 位置 もD点 よ り右 下 方 に変 化す る。E点 はQRと 発 電機 か ら順 変換 所 まで の交 流線
路 が消 費す る無効 電力 と調 相 設備 の発 生 す る無 効電 力 が等 し くな った点 であ る。E点 を過
ぎ,実 軸 を越 えて下 に下 が った所 で折 れ 曲が り点 が あ る。 これ は,LVGが 選 択 す る信 号
がivdclからir.fに変 化 した点 で あ る。 この後ACRはidc=irefと な るよ う動 作 し,
ir.f=idcとな る時刻F点 で落着 く。 なお,F点 が故 障前 の運 転 状態 を示 すA点 と異 な
って い るのは,故 障 中 にfが 変 化 し,そ れ を元 の値 に戻す ため にAFRがirefを 大 き く
して い るため で あ る。
以 上述 べ た ところか らiGに 関 して主要 な点 を整 理す る と次 の よ うに な る。
(1)平 滑 用 リア ク トル電 流id、とOSPの 作動 を決 定 す る入力 信号 の一 つ で あ る発電 機
電機 子電流1Gの 大 き さiGの 間に は密接 な関係 が あ るが,iGはidcだ けで決定 され るの
ではな く,順 変 換 所 の調相 設備 を流 れ る電流1ycも大 き く影 響す る。
(2)iGは,id。 が最 小値 に達 す るよ りも少 し前 で,Im(tR)とIm(1YC)が相 殺 す る
時刻 の近 傍 で最小 にな る。
4.4交 流 母 系統 線路 故障 時 の発電 機OSPの 作 動可 能性 の検 討
前節 の検 討 で,逆 変 換 所側 の交 流 系統 で故 障 が発 生 した場 合,発 電機 の電 機子 電流tG
の大 きさiGが 低下 す る ことが判 明 した。本 節 で はiGの 低下 に よ り発電 機 のOSPが 作動
す る可 能性 の検討 を行 う。
4.4.1発 電 機OSPの 作動 条件
図4.15はosPの 作 動 判定 図 の一 例 で,横 軸 は出 力偏差Pdtf=PHp↑-iG[pHpT
:高圧 ター ビン入 口の蒸 気圧 力(機械 入力 信号),iG:発電 機 の電 機子 電 流(電気 出力信 号)
]で,縦 軸 はpu単位 に よ る順 変換 所 側交 流 系統 の周 波数 偏差fdで 発 電機 の速 度変 化 に対
応 して い る。 斜線 を付 した領 域 がOSPが 作 動 す る領域 で あ るが,OSPの 作 動 は2種 類
の要 素Pdtfとfdで決定 され る。す なわ ちPdtfが0・8pu以上 にな る領域 ① で は,fdの
値 に関係 な くOSPは 作 動 す る。 また,fdが0.075pu以 上 にな る領域 ③ で は,PdLf
















図4.150SP作 動 判定 図 と出力偏 差Pdttの対周 波 数 偏差fd曲 線
(VDCL改 善前)
7.5PdLf+50fd 6 ≧0 (4.21)(64》
とい う条件 を充 たす と作 動す る。
例 えば定格 出力 で運転 してい た発電 機 が何 らか の故障 で負 荷 が脱落 し短 時 間 の うち に
40%(0.4pu)出 力状 態 とな った とす る。 この場合,変 化直 後 で はPHpTは1puのま
まで あ るの でPdtt=0.6puとな る。 一方 周波 数 は基準 周 波数 の ままでfd=0で あ るの
で,図4.15のOSP不 作動 領域 にな ってお り,OSPは 作 動 しない。 しか し,TMと
PRのア ンバ ラ ンス に よ り,時 間の経 過 に伴 って,fdは 上昇 す る。 そ して,fd=0
.03puに な る と式(4.21)の 条件 が成 立 し,OSPが 作動 す る。 なお こ こに挙 げ た
定数 設定 値 は実 際 の装置 と同 じ とは限 らない が,加 圧水 型原 子 力発 電所 のOSPは 概 ね こ
の よ うな特性 とな ってい る。
4.4.2交 流母 系統線 路故 障 に よ るOSP作 動 の有無
次 に4.3.2項 で求 め た交 流 母系統 側 の線 路故 障 に よ るiGとfdの 変 化 でOSPが 作
動 す るか どうか を検 討す る。 まず,4.3節 の数値 解析 で得 られ たPdtfの対fd曲 線AC
EFを 図4.15に 実線 で示 す。 故 障前 は発電 機 機械 入 力TMと 順 変換 所 の変 換器 が受電
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す る有効 電 力PRが バ ラ ンス してお り,Pdtf≒0で あ る。 また,fd=0で あ るの で,動
作 点Aは 原 点o近 くにあ る。次 に故 障 が発生 す る とiG≒oに な るの で,Pdtf>o.9pu
とな り動作 点 はOSPの 不 作動 領域 を逸 脱 したC点 に あ る。 一方,こ の時刻 まで はfd〈
0.01puで あ るの で,動 作 点 は横 軸 に沿 うよ うに移 動 す る。
動作 点 はC点 に至 った後,一 度OSPの 不 作動 領 域 に戻 るが,こ れ は図4.14(a)
におい てiGが 一 旦最 小 に な った後再 び上 昇 してい る こ とに対 応 して い る。iGは その後 ピ
ー クに至 った後再 び小 さ くな り,Pdtfが大 き くな るので,動 作 点 は右 に動 く。 一 方,故
障 継続 中 は,発 電 機 が加速 しfdが大 き くな るので動作 点 は上 昇 して い る(C→E)。
そ して,交 流 母 系統側 の線 路 故障 が除 去 され逆 変換 所側 直流 電圧VdIが復 旧すれ ば直 流 送
電 も復 旧 し,idcも大 き くな るので,iGも 戻 り,Pdtfは小 さ くな る(E→F)。 この
段 階 で は,周 波数 偏 差 は戻 って い ないの で,F点 は原点 よ り,少 し上 にあ る。 この後,
AFRの 働 きで周波 数 は基準 値 に戻 るので,徐 々 に元 の運 用状 態 に移動 す る。 ここで,
Pdlfが縦軸 の左 側す なわち,負 の領域 に入 って い るのはfdが 正 の値 で あ るの で,こ れ を
下 げ るためAFRが 働 いて,故 障前 よ りも大 きな電力 を送 電す るためidcを故障 前 の値 よ
り大 き くしてい るた めで あ る。 なお,以 上 の現象 は線 路故 障 が発生 してか ら,そ れ が除 去
されて逆 変換 所側 の直 流電 圧 が故 障前 の値 に戻 る150ms程 度 の期 間の現象 であ る。
以上 の検討 に よ り,直 流送電 系 統 の制御 回路 の特 性 を従来 の設 計 の ま ま とした場 合,交
流母 系統 側 の線路 故 障 に よ りOSPが 作 動 す る こ とが判 明 した。
4.5交 流 母 系統 線路故 障 時 の発電 機OSP作 動 防止 対策 の検 討
4.5.1防 止対策 の整 理
4.2.1項 で述べ た故 障拡 大現 象 を防 ぐには,前 節 で述 べ た発 電 機 のOSPの 作動
を防止す る必 要 が あ るが,そ の方 法 に は直 流送 電 系統 で対策 す る方 法,OSPが 作動 す る
条件 を変 更す る方 法 な どが考 え られ る。 しか しこの 内,OSPが 作 動す る条 件 を変 更す る
方法 は,発 電 機 か ら順 変 換所 までの交 流 系統 でOSPが 作 動す べ き故 障が 発生 した場 合 で
もOSPが 作 動 しな くな る可 能性 もあ り,発 電機 の過 速度 を防止 す る立 場 か ら採用 が難 し
い。従 って,直 流 送電 系統 の方 でOSPの 不 必要 な作 動 を抑 制す る対策 を検討 す る必 要 が
あ る。 本節 で は,対 策 と効 果 の 関係 を4.2節 で説 明 した解析 法 を再 び用 いて検 証 す る。
OSPで 判 定 に用 い られ てい る発 電機 電機 子電 流iGが 低下 す るの は交 流 母系 統 の線 路
故 障 継続 期 間Tflt中にVDCLが 働 き,平 滑 用 リア ク トル電流idcが低下 す るため で あ
る。 既述 の よ うに,VDCLは 直 流 送 電線 路 で故 障 が発生 した場 合 にidcを下 げ て故 障電
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流 を抑 制す る こ と,お よび何等 か の原因 で転 流失 敗 が生 じた場 合 にidcを下 げ て転 流能 力
の回復 を図 る こ とを 目的 としてい る。 しか し,交 流母 系統 の線 路故 障 に よ り転 流 失敗 が生
じた場 合 につ い ては,故 障 除去 と ともに転流 能力 は回復 す るので,VDCLは 動 作 す る必
要 がな い。
そ こで第一 の方 法 と してVDCLを 選 択的 に動作 させ る方 法 が考 え られ る。 これ は・
Vdtの低 下 だ けではVDCLを 動 作 させ ず,Vdtが 低下 した らその原 因 を調べ,交 流 母 系
統 の線路 故障 の場 合 はそ の ままで故障 が 除去 され るの を待 ち,交 流 母系 統 の線 路故 障 で な
い ことが確 認 した段階 でVDCLを 動 作 させ る方 法 で あ る。 しか し,こ の方 法 で は,故 障
位置 を確 認す るまで直流 送電 系統 の電 流制 御 回路 はidcを抑 制 させ る動作 は しな いの で,
転流 失敗 や直 流送電 線路 故障 直後 にidcが異常 に大 き くな る現 象 が発 生 す る。
この 問題 を解決 す るため,第 二 の方 法 として 図4.7のVDCLの 特性 の 内,VDCL
の 出力 の最 小 値c。tntnを,id、の抑 制 効果 を損 なわ ない範 囲 で,上 昇 させ る方法 を検討 し
た。 図4.16の(a),(b)にC。mtn=0.7puと した場 合 のiG,YrGの 時 間変 化 と1G
の複素 平面 上 の軌跡 を示 す。 この場 合 は,iGはo.4pu程 度 まで に しか低 下 しな い。 こ
れ は,idcがo.7puと い う値 で残 って い るの で,順 変換 器 が受 電 す る無 効 電 力QRが 大
き く,調 相 設備 の発 生す る進相 無効 電 力 で補 償 して も,遅 れ の無 効電 力 が残 り,そ れ に対
応 す る1Gが 流 れて い るためで あ る。1Gの 軌 跡 は複素 平面 の原 点 に近 付 くこ とは な く,実
軸 の下 半 面 内を移動 してい る。









































































































(b)1,の 複 素 平面 上 の変化
図4・16交 流 母系統 線路 故障 時 の発電 機電機 子電 流 の変化(C。mtn=0.7pu)
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曲線 の,OSPの 作 動特 性図 上 のPdSfの対fd曲 線 を み る。 図4.17が その 曲線 で あ
る。 曲線 はOSP不 作動 領 域 内に 留 ま ってお り,OSPは 作 動 しない こ とがわ か る。 従 っ
てC。mmを 上 昇 させ る方法 が有 効 で あ る こ とがわ か った。
そ こで,C。mtnをどの よ うな値 に設 定す るか決定 す るため,C。mtnt順変 換所 の調相 設
備 のサ セ ブ タンスBc,交 流母 系統 の故 障継 続 時間Tfltを変化 させて4.2節 で述 べ た計
算 手法 に よ り数 値計 算 を行 い結果 を検討 した。 ここでOSPが 作 動す るか ど うか判 断 す る
指標 として,図4.17に 示 した よ うに,OSP作 動 領域 を示 す 境界 線 に最 も近付 く時 の
Pd、fと許 容限 界 出力偏 差 との差 △Pを 用 い るこ と とし,こ れ をOSPの 作 動余 裕 と定 義
した。 なお,△Pが 負 の時 は軌 跡 が許 容限 界 を越 えた こ とにな り,過 速度 防 止制 御 が働 く
こ とにな る。
4.5.2VDCLの 出 力 最 小 値C。mtnのOSP作 動 余 裕 △Pに 対 す る影 響
図4.18にC。minを 変 化 させ た場 合 の △Pの 変 化 を 示 す 。 従 来 の 設 定 値C。mtn=
0.1puで は △P〈0と な り,OSPが 作 動 す る こ とを 示 して い る 。C。tatnを上 げ る と,
△Pは 一 旦 低 下 す る。 これ は,故 障 継 続 中 はidc=C。mtnと な るが,そ の 時 のQ,と,調
相 設 備 の 発 生 無 効 電 力 が 釣 り合 う とiG≒0に な る た め で あ る と考 え られ る。 さ ら に,
C。mtnを上 げ,C。mtn≧0.6puに す る と,△P>0と な り,OSPの 不 必 要 な作 動 が 抑





















図4.18VDCLのC。mtnの 設 定 と
OSP作 動 余 裕 △Pの 関 係
4.5.3調 相 設 備 の サ セ プ タ ン スBcの △Pに 対 す る影 響
4.5.2で 述 べ た よ う に 調 相 設 備 の サ セ プ タ ンスBcに よ っ て 決 る調 相 設 備 容 量 もiG
に 影 響 して い る。Bcに よ る △Pの 変 化 を 図4.19に 示 す 。 同 図 に お い て ● はC。mtnを
1.2puに 設 定 した 場 合(等 価 的 に はVDCLな し の状 態)を 示 す 。 ま た,○ はC。MtDを
0.7puに 設 定 し た 場 合 を示 す 。
Bcを 増 加 させ る と,QRに 対 し調 相 設 備 が 補 償 す る 無 効 電 力 の 量 が 増 加 す る の で,iG
は小 さ くな り,△Pも 小 さ くな る。C。mtn=1.2puと し た場 合 は,Bcが0.6puと な
っ て も △Pは 十 分 大 きい 。 一 方C。msn=O.7puの 場 合 はBcが0.5pu程 度 とな る と
△P≒0と な る こ とが わ か る。
4.5.4故 障 継 続 時 間Tfltの △Pに 対 す る影 響
故 障 継 続 時 間Tfltが 長 くな る と そ の 間 にfdが 大 き くな り,図4. 17に おい て軌跡 が
上方 へ移 動す るこ とにな るので作 動余 裕 △Pは 減少 す る。 一般 に,故 障送 電 線 路 の両 端 に
設置 され た遮断 器 が作動 して故障 区 間 を系 統 か ら除去 す る。 これ を主 保護 成 功 と呼 ぶ が,
この場 合 ・Tfltは100ms程 度 で あ る。 遮断 器 が何等 かの理 由 で作 動 しなか った場合
は・故 障 区間及 び その遮 断器 槍 む部分 を系統 か ら除去 す るよ うにバ ・クア 。プの遮 断器














図4.190SP作 動余 裕 △Pに 対 す る
調相 設備 容量 の影 響
図4.20にTmに よ る △Pの 変 化 を示 す が,C。mtn=1.2puと し た場 合(等 価 的
に はVDCLな し の 状 態)を ●,C。mtn=0.7puと した 場 合 をOで 示 して い る。 次 に
C。mtn=1.2puの 場 合 はTflt≦500msで は △P>0で あ るの でOSPは 作 動 し な
い が,Tflt>500msに な る と,fd>0.075puに な り,図4.15の 領 域 ③ に 至
るの で,△Pに 関 係 な くOSPが 働 く。 同 図 に お い てC。mtn=1.2puと し た 時 の 曲 線 が.
Tflt>500msで 破 線 に な っ て い る の は そ の こ と を示 す た め で あ る。Comn=0.7pu
と した 場 合 はTflt≒300msで △P=0と な るが,主 保 護 成 功,後 備 保 護 成 功 の場 合
のTflt≒100ms,200msで は,△P>0で あ り,OSPの 作 動 は 抑 制 され る こ とが
わ か る。
4.5.5C。mtnの 適 正 値
4.5.1～4.5.4で 得 られ た結果 に よれ ば,C。mtnを大 き くすれ ば △Pが 大 き く
な る ことが判 明 した が,一 方 でC。mtnを大 き くす る とQ,が 増加 し順変 換所 用 交流 母線 の
電 圧VRが 低 下 す る こ とが知 られて お りそれ を防 ぐ必 要 が あ るの でC。Mtbは無 制 限 に大 き

















一"(100主保護成功)鰯 ∵ ∵ 欄o
図4.200SP作 動 余裕 △Pに 対 す る
故 障継 続時 間 の影 響
護 成 功 に 対 応 す る故 障 継 続 時 間 に対 して はC。mtn=0.7pu程 度 が 適 当 で あ る こ とが4.
5.1'v4.5.4の 検 討 結 果 よ りわ か る。 な お,C。mtn=0.7puと し た 場 合 の 結 果 に
つ い て は,既 に 図4.16～4.17で 示 し て い る が 、OSPが 作 動 す る こ と も な く,vR













流母 系統 の線 路故 障 期 間中 の発電 機 電機 子電 流 の振舞 が 明確 に な った。
(3)直流 送電 系統 の平滑 用 リア ク トル電 流idcと発電 機電 機子 電 流 の大 き さiGの 間 には
密接 な関係 が あ るが,iGはi己cだ けで は決 らず順 変換 所 の調相 設備 のサ セ ブ タンスBcが
関与 して お り,iGが 最小 とな るの は,直 流送 電系統 の順変 換器 に流 れ る交 流電 流 の虚部
と調相 設備 に流 れ る電 流が相 殺 す る点 の近傍 で あ る こ とが判 明 した。
(4)直流送 電 系統 の制 御回 路 の特 性 を従 来 の設計 の まま と した場合,交 流 母 系統側 の縁 路
故障 に よ りOSPが 作 動 し,発 電 機 ター ビ ン系 の ガバ ナ ー弁,イ ン ター セ プ ト弁 が作動 し
て約2s間 ター ビンへ の蒸気 の供 給 が な くな るので発 電機 の機 械入 力 トル クが急激 に低 下
す る。 直 流送 電系 統 の 自動 周波数 調 整 回路(AFR)は,交 流 系統 の周 波 数維 持 の ため順
変換所 の変換 器 が受 電 す る有 効 電力 を発 電機 の機 械入 力 に平 衡 させ るよ うに働 くので結 果
的 に交 流 母系統 が直 流送 電 系統 か ら受 け る電 力 も約2s閲 低 下 す る こ とが判 明 した。 これ
は,系 統 の各 回路,各 装 置 の動作 は正 常 で あ るが それ らが連 鎖 的 に影 響 しなが ら動作 し,
交流母 系統 の線 路故 障 が約2s間 の送 電 電力低 下 とい う大 きな擾乱 に拡大 す る とい う新 た
に生 じた現象 で あ る。
(5)OSPの 作 動 と順変 換所 の電 圧 依存 電流指 令値 制御 回路(VDCL)の 出力最 小値
C。mtnsBc,故障継 続 時間Tfltとの 関係 を吟味 し,OSPの 作 動 を抑 制す るた めのVD




前章 まで は半導 体電 力変 換装 置 として交 流電 力 と直流 電 力 を変 換 す る装置 を扱 って きた
が,本 章 では交 流無効 電力 を制 御す る静止 型無 効電 力補 償装 置(StaticVarCo皿Pensator
:SVC)を 扱 い,SVCに よる電 力 系統 の電力 動揺 現象 の抑 制方 法,い わ ゆ る安 定 度 の
向上方 法 につ いて検 討す る。電 力動 揺 の周 波数 は0.2～lHz程 度 で あ り,本 章 で は こ
の周 波数領 域 の現象 を扱 う。
1970年 代 よ り,電 力系統 に対 す る要 求 は量 よ り質 に転 換 した。す なわ ち,情 報 化技
術 の進歩 で,計 算機,マ イ ク ロプ ロセサー応用 製 品が普 及 して きて,こ れ らの電子 機 器 が
停 止 した場 合社 会 的に大 きな影 響 を与 え るこ とが最 近 の停電 事 故 で明 らか に な って きた。
しか も電子 機器 は,停 電 だ けで な く,わ ずか な電圧 変動 に よ って も影響 され る性質 が あ る
ため停 電 や電圧変 動 の ない良質 の電 力へ の要求 は高 ま る傾 向 に あ る。 一方,第4章 で も
述 べ たが,発 電所 は負 荷 の集 中 してい る都 市部 か ら遠 く離 れ た場所 に建 設 す るこ とを余儀
な くされ る場合 が多 く,必 然 的 に大 電力長 距 離送電 が 増加 してい る。 この ため発電 機 端 子
電 圧 と負荷 端子電 圧 間の位 相差 が大 き くな り,安 定 度 が悪 くな る とい うよ うな 問題 が出 て
来 た。 この問題 に関 して は従来,送 電線 路 の電圧 階級 格上 げや送 電線 路 の並列 回線数 増 加
等 に よ り発 電機端 子電 圧 と負荷 端子 電圧 間 の位相 差 を小 さ くす る対策 を行 って きた。 し
か し,用 地 問題,環 境 問題 か らこれ以上 送電 線路 の増 設 や電 圧格 上 げ を行 うこ とは難 し く
な って来 て お り,発 電 機 のAVR系 に系統安 定化 装置(PowerSystemStabilizer:PS
S)を付 加 した り,直 流 送電 の導 入,交 流 送電 線路 に直 列 に キ ャパ シ タを挿入 し等 価 イ ン
ピー ダンス を小 さ くす る等 の 新 しい対策 が研 究 され実 用 化 され て い る。 しか し,直 流送 電
は設 備費用 及 び送電 損失等 の コス ト上 の問題 があ り,直 列 キ ャパ シ タ補 償 の場 合 は キ ャパ
シ タと発 電機 の軸 系の共 振等 の 問題 が あ る。 また,直 列 機器 には,共 通 して,送 電 中の電
力損 失 や故障 が生 じた時の対 応 が難 しい とい う問題 が あ る。
そ こで,並 列機器 に よる対 策 が検討 され る こ とに な った。 そ の一 つ に静 止 型無 効電 力 補
償装 置(SVC)が あ る。SVCに は種 々 の方 式 の もの が あ るが(31)(65)(66)(67)(68),
電 力蓄積 要素 と,蓄 積 要素 と交 流電 力系統 の間 に介在 し両 者 の電 力 の交 換 を制 御 す る半導
体装 置 の2要 素 で構成 され,電 力 系統 に供給 す る無効 電 力 を制 御す る装 置 で あ る。蓄 積 要
素 と して は・ リアク トル,キ ャパ シタ,電 池 等 が あ り,半 導 体 装置 として はス イ ッチ ン グ
装置 ・ コンバ ー タイ ンバ ー タ,サ イ ク ロ コンバー タ等 が あ る。 本 章 で扱 うSVCは 蓄積 要
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素 として リア ク トル を用 い,半 導体 装置 は ス イ ッチ ング装 置 を用 い た場合 であ り,前 章 ま
で の半導 体電 力変 換装 置 の よ うに交 流電 力 を直流 電 力に変 換 した り,逆 に直 流電 力 を交流
電 力 に変換 す るもので は ないが,広 い意 味 で電 力変換 装置 と考 え る こ とが で き る。
SVCは 最初 交流 系統 の状 況 に合 せ て交流 系統 に供 給 す る無効 電 力 を変 化 させ,電 力 系
統 の電 圧 を維持 す るため 開発 され たが(28》《29》(30),その後,無 効電 力 の制御 に よ り,電
力系 統 の安 定度 を向上 させ 得 るこ とに注 目 され た(69)く70)(71)。これが実 現 すれ ば,系 統
の一 箇所 に並 列 に設置 す るだ けで,電 圧 維持 と系統安 定化 の図 れ る装 置 が実 現す る こ とに
な るの で、多 くの研究 が行 わ れ た。一 つ の方法 と して は,Thanawara氏,伊能氏,Czech氏,
有働 氏 らに よ り送 電線 路 の中 間点 の電 圧 を一定 に維持 して安 定度 を向上 させ る方 法 が研究
され開発 されて い る(31)(32》(33)(34)。しか し,こ の方式 では無 効電 力 を非常 に高速 に 制
御 す る必 要 が あ り,ま た,制 御 す る無 効電 力 が送電 電力 の20～30%に 達 す る こ とが判
明 した。次 に,01wegard氏らに よ り送 電線 路 の電力 を検 出 し,そ の変 化率 が大 きい時 に系
統 にキ ャパ シ タを併 入 した り,逆 に 除去す る こ とで,系 統 の過渡 安定 度 を向上 させ る方 法
が研究 され た が(35),この場 合 は応答 が遅 くな り,ま た,キ ャパ シ タは離 散値 的 な変化 し
かで きな い ため,電 力系 統 の連続 的 な安定 度 向上 に は効 果 がな か った。 また,Mathur氏ら
は,界 磁 回路 の時定 数 が長 い ため に従 来 の電圧 制御 を行 い に くい超電 導発 電機 の 出力端 に
SVCを 並 列設 置 し,SVCに よ り電 圧 制御 を行 う方式 を研 究 し,そ の 中で,SVCの 制
御信号 に補 助信 号 と して,周 波数 信 号 を加 え るこ とで電 力系 統 の安定 化 が図 られ るこ とを
示唆 して い るが(36)(37),その設 計方 法 に つい ては十分 検討 され てい ない。過 渡現 象 シ ミ
ュレー シ ョンの結果 が示 され てい るの みで あ る。
一方 ,電 力 系統 の安定 化 を図 るため発 電機 のAVR系 に付 加 す るPSSの 設計 に つい て
は阿部 氏 に よ り状 態 フ ィー ドバ ック制御 にお け る定数 設定 法 が提案 されて い るが(72),入
力信号,制 御対 象 が確定 した のち に制御 系 の定数 を決 定す る手 法 で あ るの で,本 章 で扱 う
解析対 象 モ デル系統 の よ うに電 力系 統 の運転 状態 の変 化 に よ り制御 対 象 の特 性 が変 化 し,
設計者 が入 力信 号 の選択 も行 う必 要 が あ る場 合 に直接 応用 す るこ とはで きな い。
以上 に かん がみ て,本 章 で は,SVCに よ り電 力系 統 の安定 度 を 向上 させ る場合 のSV
C制 御 回路 の設 計方 法 と して根軌 跡 に よ る方 法 を提案 す る。
まず,電 力系 統及 びSVCの 特 性 を記 述す る方 程式 を導 出す る。電 力 系統 につい て は,
第3章 で導 出 した方 程式 を基 礎 とす るが,本 章 で扱 う現 象 は0.2～1Hz程 度 の現象 で
あ るので,発 電 機制 動巻 線 回路 の影 響 は無視 す る。 また,送 電 線路 の方 程 式 も過 渡項 を省
略す る。 これ に よ り,交 流 系統 を表 わ す基 礎微 分方 程式 の次数 が下 が り,モ デルの記 述 が
簡素 化 され る。SVCに は種 々の ものが あ るが,本 章 で は,リ ア ク トルに流 れ る電 流 を サ
イ リス タス イ ッチで制 御す る要 素 とキ ャパ シ タを組 み合 せ た方式 の もの を対 象 と し,こ の
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SVCを 純粋 なサ セ プ タンス として扱 い,制 御 回路 に よ りサ セ プ タ ンスの値 が変 化 す るモ
デル を用 い る こ ととす る(69)(70)《71》(73}。この際,サ セ プ タンス に よる過渡 項 は省 略 す
る。
導 出 され た基礎 方程式 は非 線形 方程 式 を含 んで い るので,同 基 礎 方程 式 よ り検 討 す べ き
運 転状 態 近傍 の微小 変化 量 に関す る線 形方程 式 を導 き,こ の 方程 式 よ り,電 力 系統 の特 性
を表 わす 伝達 関数 を導 出す る。 発 電機 の制動 巻線 回路 等 を省 略 して い るので,こ の伝 達 関
数 は4次 で,極,零 点 の数 や根 軌跡 にお け る根 の数 が少 な く検 討 が容易 にな る。
SVCの 制御 回路 の入 力信号 と して は,発電機 か らSVC用 母線 に流入 す る電 力信 号 と,
SVC用 母 線 か ら連係 してい る隣接 母線 に流 出す る電力 信号 の2候 補 が考 え られ るの で,
電 力系 統 の運転状 態 に よる特 性変 化 を前 出の極,零 点 の位置 の変 化 で吟 味 し,制 御 に適 し
た方 を選択 す る。 次 に,SVCを 含 め た解析 対象 モデル 系統 全体 の特 性方 程式 の根軌 跡 に
よ り,SVC制 御 回路 の時定 数,利 得 を設定 す る。最 後 に,計 算機 を用 い た数 値解 析,お
よび系統 シ ミュレー タ とSVCの 縮 小 モ デル装置 を用 い た実験 を行 って,こ の設計 方 法 の
妥 当 性 を検 証す る。
5.2解 析 対象 モデル系統 と解 析法
5.2.1解 析 対象 モデル系統
解析対 象 モ デル系統(8相 回路)の 単線 結線 図 を図5.1に 示 す 。 この 系統 は,実 際
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の電 力系統 を単 純化 した もので あ る。 同 図 におい て,G1は 発 電機 で あ る。電 力 系統 で は
1発 電所 に複 数 の発電 機 が あ るのが普 通 で あ るが,基 本 的特性 を解 析 す る場合 は1台 で模
擬 で きる。PSNは 隣接 交流 系統 で あ る。BGENは発電 所用 母線 で,VGはBGENの電 圧 す
なわ ち発電 機 の端子 電圧 でVGはVGの 大 き さでAVRに よ って一 定 に保 たれ る。Bsvcは
SVC用 母 線 でSVCと 負 荷 が接続 され て お り,VsはBsvcの電 圧 で あ る。BpsNはP
SNの 母線 で,VBはBpsNの電圧 で あ る。TLGsはBGENとBsvcを結 ぶ送電 線 路 で あ り,
Gl,TLGS,Bsvcに接 続 され た負 荷,の3要 素 で一 つ の電 力系 統 が構成 され てい る。 こ
の電 力系 統単 独 で も運 転 で き るが,一 般 には電 力 の安 定 供給 の ため,PSNと 連 係す るの
が普 通 で あ る。PSNはG1に 比 べ容 量 が大 き く電 力 系統 の運 転状 態 に関係 な く電 圧 と周
波 数 が一 定 の電圧 源,す なわ ち 回転子 が基 準 回転速 度 で回転 す る無 限大容 量 発電 機G2で
模擬 で きる と仮定 す る。BsvcとBpsNは遮 断器CBsBと 送電 線路TLsBを 介 して結 ばれ て
い る。CBSBを 閉 じれ ばG1の 系統 とG2の 系統 は連 係 され,開 けばG1の 系統 は単 独 系統
とな る。通 常 は連係 線 で あ るTLSBに は潮流 は流 さず,発 電機 の電 力 はBsvcに接 続 され
た負 荷 で消費 してい る。PGは 発 電機 出 力,PGsはTLGsよ りBsvcに流 入 す る有 効電 力,
PsBはBsvcよりTLsBへ流 出す る有 効電 力 で あ る。GLはBsvcに 接続 され た負 荷 の コ
ンダク タンスで あ り,GFは,詳 し くは後 述 す るが,系統 に外乱 を与 え るための負 荷 の コン
ダク タンスで あ り,この負荷 を遮 断器CBFに よ り一定 期 間だ けBsvcに接 続 す る こ とに よ
り,電 力系統 に微小 な外乱 を与 え るこ とがで きる。
本章 で検討 す るSVCはBsvcに 接続 され て お り,図5.1で 一 点鎖 線 で囲 んだ部 分 で
ある。SVCは キ ャパ シタCsvc,リア ク トルLsvc,SVCの リア ク トル電流 を制御 す る
サ イ リス タThsvc1,Thsvc2,変圧 器Tsvc,及びThsvc1,Thsvc2の点弧 角 を制御
す る制御 回路 で構成 されて い る。Thsvci,Thsvc2は全体 で1つ の スイ ッチ ンン グ素子
を形成 し,そ の スイ ッチ ング素子 の導通 角 を変化 させ る ことでLsvcに流 れ る電流 を制御
す るもので あ る。 この制御 に よ りTsvc,Thsvc1,Thsvc2,Lsvcで構 成 され る直列 回
路 の,Bsvcから見 た等価 リア クタ ンスxLsvcは,Lsvcのリアク タ ンス とTsvcの漏 れ リ
ア クタ ンス を合 成 した値(Thsvc1,Thsvc2完全導 通 時)か ら無 限大(同 非導 通時)ま
で変化 す る。SVC全 体 の等価 サ セ プ タン スをbsvcとお く。bsvcはxLsvcとCsvcのサ
セ プタンスBscを合成 した もの にな る。 こ こで,xLsvc,bsvcは時 間 と ともに変化 す る
変数 で あ り,Bscは定 数 で あ る。次 に,SVCの 機 能 に つい て説 明す る。 図5.1の 解析
対象 モ デル系 統 でbsvcを変 化 させ る と,系 統潮 流 例 えばPGSも変化 す る。 この特 性 を利
用 す れば,系 統 故 障等 でPGSが変 動 した場 合,bsvcを制御 す る こ とでPGSの変動 を短 時
間で収 束 させ る こ とがで きる。 この よ うにSVCに よってPGSの変動 が抑 制 され れ ば,発
電 機G1の 動揺 も抑 制 され電 力 系統 の安 定 化 が図 られ る こ とに な る。
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本章 の解 析対 象 モ デル系 統 では,電 力動 揺 を抑 制す るSVC制 御 回路 の入力 信 号 と して
は,Bsvcで観 測 で きる2種 の電 力す なわ ち,前 述 のPGsとPsBの2候 補 が考 え られ るが ・
SVCの 制御 回路設 計 の観 点か ら一方 を選 択す る。
な お,同 図 に おいて,efdはGlの 界磁 電圧,1GはG1の 電 機子 電流 で あ る。 な お・本
章 の解析 対象 モ デル系統 で は,1GはTLGSの電 流 に等 しい。1SBはTLSBの 電 流 で あ る。
また,PSGs,PSsBは 電 力検 出器,PwはSVC制 御 回路 の入 力信 号,SWiはSVC制
御 回路入 力信号 の切 り換 えスイ ッチ,XGS,XSBはそれ ぞれ はTLGS,TLSBの 正相 リア
ク タンス,RGs,RsBはそれ ぞれTLGs,TLsBの 抵抗 であ る。
5.2.2基 礎 方程 式
基礎 方程 式 を(1)交流 系統 の基礎 方程 式 と(2)SVCの基礎 方程 式 に分 けて説 明 す る。
表5.1に 本章 で使 用す る変数 と定数 の記 号 を一括 して示 して い る。



















=発電機 の電機 子鎖 交磁 束数 のd軸 お よびq軸 成 分
:発電 機 の界磁 鎖交 磁束 数
:発電機 の電 機子 電流
:1Gのd軸 およびq軸 成 分{1G=(id ,iq)}
:発電機 の界磁 電流
:発電 機 の端子 電圧
:ΨGのd軸 お よびq軸 成 分{VG=(V d,Vq)}




















=発電 機 のd軸 お よびq軸 同期 リア ク タンス(pu)
:発電 機 のd軸 お よびq軸 電機子 反 作用 リア ク タン ス(pu)























:発電 機 の慣性 定数(s)
:発電 機 の制動 係数
:発電機 機械 入力 トル ク(pu)
:発電機 電気 出 力 トル ク(pu)
:回転 子 の回転 角(rsd)
:発電 機 のPU回転角(0ニθ/ω0)(Pの
:隣接交流 系 統PSNを 模 擬す る無 限大容 量発 電機G2の 回転子 位相 を
基 準 としたG1の 回転子 位相 差(rad)
:pu単位 によ る発 電機 回転 子角 周波数(ωニpO)(PU)
:定格 角周波 数(rad/s)
:pu単位 に よる発 電機 回転 子 角周波 数偏差(ωd=ω ・-1.0)(pu)
[交流 系 統]
CBSB,CBF:遮 断 器
PSGS,PSSB:電 力 検 出器
TLGS:BGENとBsvcを 結 ぶ 送 電 縁 路
TLSB:BsvcとBPSNを 結 ぶ 送 電 線 路
1SB:TLSBの 電 流(pu)
isBd,isBq:1sBのd軸 お よ びq軸 成 分{1sBニ(isBd,isBq)}
(TLGSの 電 流 は 発 電 機 電 機 子 電 流1Gに 等 しい)(pu)
PGS:TLGSよ りSVC設 置 点 に 流 入 す る有 効 電 力(pu)






:TLGS,TLSBの 正 相 リア ク タ ン ス
:外 乱 用 負 荷 の コ ン ダ ク タ ン ス













:PSNを 模 擬す る無 限大 容量発 電機
:BPSNの電圧









Csvc:SVCの キ ャ パ シ タ
Lsvc,Lsvc1,Lsvc2:SVCの リ ア ク トル
Thsvc1,Thsvc2,Thsvc11～Thsvc22:













:SVCの 変 圧 器
:SVC制 御 回 路 入 力 信 号 の 切 り換 え ス イ ッチ
=SVCの リア ク トル 電 流(pu)
:Tsvcの一 次 巻 線 電 流(pu)
:SVCの 電 流(pu)
:Bsvcの電 圧(pu)
:Vsのd軸 成 分,q軸 成 分(pu)
lVsの 大 き さ(Vs=IVsl)(PU)
:SVCの 供 給 無 効 電 力(SVCが 誘 導 性 の 場 合 に 正)(pu)
:Csvcのサ セ プ タ ンス(pu)
:Tsvc,Thsvc1,Thsvc2,Lsvcで構 成 され る 回 路 の
Bsvcから見 た 等 価 リア ク タ ン ス(pu)
:bsvcの微 小 変 化 量 △bsvcに 対 す るPwの 微 小 変 化 量 △Pwの
応 答 伝 達 関数
一110一
Gsi(s),Gs2(s):bsvcの微 小 変 化 量 △bsvcに 対 す るPGs,PsBの
















:SVC制 御 回路 の入 力信 号
:SVC制 御 回路 の 中間変 数
:SVCの 等 価 サ セ ブ タンス
:SVC制 御 回 路 の一次 遅れ 要素 の時 定数
:SVC制 御 回 路 の高域 ろ波器 の時定数
:SVC制 御 回路 の利 得
1伝達 関数G81(s)の 分 子 の多 項 式 の係数
=伝達 関数Gs1(s)の 分母 の多 項式 の 係数
:伝達 関数Gs2(s)の 分子 の多 項式 の係 数




:SVC制 御 回路全 体 の伝達 関数 をKpsで除 した関数
:解析対 象 モデル 系統 の一巡 伝達 関数
:複素平 面 上 の零 点(共 役複 素数)
1複素平 面 上 の零点(2実 根)
:運転 状態 の変 化 で2実 根z2,





Z3が共 役 複素 根 にな った後 の根
{制御対 象 の伝達 関数Gps(s)に よ るもの}
:複素平 面上 の極
{SVC制 御 回路 の伝 達 関数H(s)に よるも の}
S2,§2,S3,S4=解析対象 モデ ル系統 の根軌 跡 の根
注.各 変数 記号 につ いて,脚 符0を 付 け た ものが定常 値,前 に △ を付 けた ものが微 小変
化量で あ る。
(1)交 流 系統 に対 す る基 礎方 程式
[発電機 コ
発 電機 は第3章 と同 じ くParkの モデ ル を用 い るこ と とす る。 た だ し,本 章 で扱 うよ
うな0.2～1Hz程 度 の周波 数 範 囲 の現 象 で は,d,q軸 電機 子 鎖交 磁束 数 の時 間変 化
は小 さ く無 視 で きる。 また,制 動 巻線 回路 が応答 して現象 に影響 を与 え る こ とは少 ない の
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で,制 動巻 線 回路 の方程 式 は無視 で きる。 よ って,第3章 の式(3・
は,次 の よ うに な る。
1)■v(3.10)
電 圧 の 式:







界 磁 回 路
(Rtd/X巳d)etd=Pφfd +Rtditd (5.3)
鎖 交 磁 束 数 の 式:





界 磁 回 路
φfd=Xffdifd Xadid (5.6)
こ こ で,vd,vqはVGのd,q軸 成 分,R、 は 発 電 機 の 電 機 子 抵 抗,id)iqはtGのd,
q軸 成 分,φd,φqは 発 電 機 の 電 機 子 鎖 交 磁 束 数 のd,q軸 成 分,0は 発 電 機 のpu回転 角,
Rfdは発 電 機 の 界 磁 抵 抗,X。dは 発 電 機 のd軸 電 機 子 反 作 用 リ ア ク タ ン ス,φfdは 発 電 機
の 界 磁 鎖 交 磁 束 数,ifdは 発 電 機 の界 磁 電 流,Xd,Xqは 発 電 機 のd,q軸 同 期 リア ク タ
ン ス,Xffdは 発 電 機 の 界 磁 リア ク タ ン ス で あ り,p=d/dtであ る。
[発電機励 磁 系(AVR系)]
AVR系 は図5.2に 示す よ うに位相 遅 れ要素 で表 わす。 同 図 にお いて,VGは 発 電機
端子 電圧VGの 大 き さで
VG=V=7d;2-F-V-E',2 (5.7)









電機 の界 磁電 圧efdが出力 され る。AVR系 の特 性 は第8章 の場 合 と異 な り,位 相 遅 れ系




[発電機 回転 運動 方程 式]
発 電機 の 回転運 動方 程式 と して は,第8章 と同 じ く次式 を用 い る。
Mp20十Dp◎=TM-Te (5.9)
こ こで,0,M,D,TM,T,は そ れ ぞ れ 発 電 機 のpu回転 角,慣 性 定 数,制 動 係 数,機
械 入 力 トル ク,電 気 出 力 トル クで あ り,T,は 次 式 で 与 え ら れ る。
T。=φdiq φqid (5.10)
[送電 線 路 系]
送 電 線 路TLGs,TLsBに つ い て は,第3章 の 式(3.16),(8.17)を 参 考 に









ここで,vsd,vsqはVsのd,q軸 成 分,vB己,vBqはsJrBのd,q軸成 分,isBd,isBq
は1SBのd,q軸 成 分 で あ る。 また,(5.11)～(5.14)は 系 統 の電 力動 揺 の よ
うな比 較 的 ゆ っ くりした現象 で は,idfiqの微 分値 が小 さいの で,方 程 式(3・16),
(3.17)に お ける電 流微 分項 を省 略 し,ま た,発 電機G1が 隣接 の大 規模 系統 と連 係
して い る時 は,発 電 機 のpu回転角0の 微分 す なわ ち発 電機 の 回転 角周 波数 は定格 値 か ら大
き く変 化 しないの で,P◎ は常 に1.Opuで あ る と近 似 して 導 出 して い る。
[隣接 交 流系統]
隣接 交 流系統PSNは,周 波 数 と電圧 が一 定 の電圧 源,す な わち固 定子 が基 準 回転 速 度
で 回転 す る無 限大容 量発 電機G2で 模 擬 して い る。G2の 回転子 位相 を基準 としたG1の 回
転 子位 相差 を δGとす る と,BPSNの電圧VBは,(d,q)座 標 に よって図5.3の よ う
に表 わす ことがで きる。 隣接交 流 系統 の角周 波数 は定 格角 周波 数 で常 に一 定 で あ るが,発
電 機 の回転 子 が変動 す るので,δGは 時 間 によ り変化 す る。 しか し,ΨBの 大 き さlVBl




















(2)静 止 型 無効 電力 補償 装 置(SVC)に 対 す る基 礎方 程式
SVCは 図5.1の 説 明で 述べ た よ うに,制 御 回路 に よ り,系 統 か ら見 たその サ セ ブ タ
ンスbsvcを変 化 させ るもので あ る。bsvcの値 は理論 の展 開上,変 則 的 で はあ るが,無 効
電 力 を消費 す る よ うな要 素,す なわ ち誘 導性 の場 合 を正 と した。 す なわ ち,表5.1に 示
した変 数記 号 を用 いれ ばbsvcは
bsvc===1/xLsvc-Bsc (5.17)
と表 わ され る。 こ こ で,xLsvcはTsvc,Thsvc1,Thsvc2,Lsvcで 構 成 され る 回 路 の
Bsvcから見 た等 価 リア ク タ ン ス,BscはCsvcの サ セ プ タ ン ス で あ る。
本 章 で はbsvcを 時 間 の 関 数 と考 え た伝 達 関 数 モ デ ル を 用 い る こ と にす る。 図5.4に
そ の ブ ロ ッ ク図 を 示 す 。 図 に お い て,PwはSVCの 入 力 と な る電 力 信 号 、bSiはSVC
制 御 回 路 の 中 間 変 数 で あ る。SVCの 伝 達 関数 モ デ ル ブ ロ ッ クは,利 得KpsとSVC制
御 回 路 全 体 の 伝 達 関 数 をKpsで 除 し た 関 数H(s)で 構 成 され て い る 。H(s)は2個 の
要 素 す な わ ち高 域 ろ 波 器 と一 次 遅 れ 要 素 で 構 成 され て い る。 す な わ ち
H(s)={TRss/(1十TRss)}{1/(1+Tpss)} (5.18)
こ こでTRS,Tpsは それ ぞれSVC制 御 回路 の高域 ろ波 器 と一次 遅れ要 素要 素 の時 定数
であ る。
またH(s)の 構成 は発 電機 のAVR系 に導入 して電 力系統 を安 定化 す る系統 安定 化 装
置(PSS)の 構 成 を参考 に して決 定 した(72)。既述 した よ うにSVCは,図5.1に 示
したThsvc1,Thsvc2の点弧 位相 を制御 して,Pvに よ りbsvcを変 化 させ るもので あ る
H(s)






図5.4SVCの 伝 達 関 数 モ デ ル ブ ロ ッ ク 図
一1ユ5一
が,点 弧位 相 制御 回路 の応答 は速 く,本 章 で扱 う現 象 に関 しては 瞬時 に応答 す る もの と近
似 で きるので,そ の伝達 関数 は省 略 して い る。 高域 ろ波 器 はPwの 変 化分 を検 出 す るブ ロ
ックで あ る。Pwが 一 定 の場 合 は,そ の値 に無 関係 に,高域 ろ波器 の出力bs1は0で あ る。
従 って,SVCは 電 力系統 に動 揺 が生 じた時の み その動揺 を抑制 す るよ うに働 き,定 常 状
態 で は電 力系統 に影 響 を与 え るこ とはな い。 また,一 次遅 れ要 素 は電 力動 揺 に対 してSV
Cを どの よ うな速度 で変化 させ るか調整 す るもので あ る。 な お この制 御 回路 の設 計法 す な
わち,TRS,Tps,Kpsをどの よ うに設定 す べ きで あ るか は次 節 で説 明す る。





また,bsvcを用 いてBsvcにお け る送電線 路 電流 と母 線電 圧 の 関係 を表 わす と
isBd-id=-GLvsd-bsvcvsq (5.21)
isBq-iq=bsvcvsd-GLvsq (5.22)
とな る。 厳 密 に は,BPSNの 電 圧Vsのd,q軸 成 分VSd,Vsqの 時 間 微 分 項
(bsvc/ωo)pvsd,(bsvc/ωo)pvsqが 必 要 で あ る が,式(5.11)～(5.1
4)に 関 連 して 既 に説 明 した よ う に 電 力 動 揺 とい うゆ っ く り し た 現 象 に 関 して は,時 間 微
分 項 の 値 は小 さい の で 無 視 した 。
SVC制 御 回 路 の 入 力 信 号Pwと して は,図5.1のPGs,ま た はPsBの ど ち ら か を 用







5.2.3微 小 変化 量 に 関す る基礎 方程 式 と制御 回路 設計 法
前 項 にお いて,解 析 対象 モ デル系統 に対 す る基礎 方程 式 が導 出 され た ので,それ らか ら
微小 変化 量 に関 す る線 形 方程 式 を導 い て制御 回路 の設 計 を行 う。第3章 の解 析 で は与 え ら
れ た モデル 系統 が 自励振 動 を生 じるか どうか判別 す るこ とが 目的 で あ ったの で,モ デル系
統 全体 を表 わす 基礎 微分 方程 式 よ り固有 値 を求 め,そ の 内,実 部 が最 も大 きい もの(代 表
根)の み を吟味 し,代 表 根 の実 部 の正負 で 自励振 動判 別 を行 った。
しか し,本 章 で検 討 す る電力 系統 の安 定化 の ため のSVCの 制御 回路 の設計 におい て は
1個の固 有値 も複 素平 面上 の望 ま し くな い位 置 に あ って はい け ない ので,す べ て の固有 値
の複 素平 面上 で の配置 を把 握 す る こ との で きる根 軌跡 に よる方 法 を用 い る。 同法 は,解 析
対象 モデル 系統 を,制 御部 分(SVCの 制御 回路及 びSVC本 体 部分)と 制御 によ り安 定
化 す る部 分(電 力系統,す なわ ちSVCを 除 くモ デル系統 全体 で,以 後制 御対 象 と呼 ぶ)
に分割 し,か つ制御対 象 の特 性 をSVCか らの入力(こ こで は,SVCの サ セ プ タンス)
に対す るフ ィー ドバ ックに用 い る制御 対象 の 出力信号(こ こで は電 力系統 の送 電有 効 電力)
の応答 を示 す伝 達 関数 で表 わす と共 に,そ の極 と零 点 の位 置 を検 討 してSVCの 制 御 回路
の伝達 関数 の時 定数 を決 め,さ らに,SVCを 加 えた場合 の特 性 方程 式 のすべ て の根 の軌
跡 を吟 味 して,SVCの 制御 回路 の利 得 を決 め る とい うもので あ る。 本章 で は これ を根 軌
跡法 と呼ぶ こ ととす る。 以下 その手法 につい て説 明す る。
(1)基 礎方 程式 と制御対 象 の伝達 関数 の導 出
本章 で扱 う解 析対 象 モ デル系統(図5.1参 照)はSVCと それ以 外 の電 力系統 全体 と
に2分 す るこ とが で きる。 それ ぞれ の特 性 を伝達 関数 で表 わ した場 合,モ デル系統 全体 の
特性 は図5.5の よ うに表 わす こ とが で きる。 同図 にお いて,PwはSVC制 御 回 路 の入
力信号 で,電 力系統 の送電 有効電 力 を検 出 して 同入力 と して い る。KpsはSVC制 御 回路
の利得,H(s)はSVC制 御 回路 全体 の伝 達 関数 をKpsで除 した関数 で,KpsH(s)
は,SVC制 御 回路 全体 の伝 達 関数,す な わ ちPwの 微 小変 化量 △Pwに 対 してbsvcの微
図5.5解 析対象モデル系統の伝達関数モデルブロック図
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小 変 化 量 △bsvcが どの よ うに 変 化 す るか を 与 え る も の で あ る。Gps(s)は 電 力 系 統 の
特 性 を 表 わ す 伝 達 関 数 で,△bsvcに 対 して △Pwが どの よ う に 変 化 す るか を 与 え る も の で
あ る。
次 に,Gps(s)は 前 項 で述 べ た 基 礎 方 程 式 か ら各 変 数 の 微 小 変 化 量 に 関 す る基 礎 方 程
式 を導 き,そ の 方 程 式 を 整 理 して,対 象 と して い る変 数,す な わ ち △bsvcと △Pwだ け の
関 係 式 を導 出 す る こ と に よ り得 ら れ る。 こ こ で △bsvcは 既 に 定 義 し た が,△Pwは ま だ 定
義 して い な い 。SVCの 実 運 用 を想 定 した 場 合,そ の 制 御 回 路 の 入 力 信 号Pwと してSVC
の 設 置 点 か ら離 れ た 送 電 線 路 の 送 電 有 効 電 力 信 号 を 用 い る と,そ の 信 号 を 設 置 点 ま で 伝 送
す る通 信 手 段 が 必 要 とな り得 策 で な い 。 そ こ で,SVCの 設 置 点 で検 出 で き る電 力 を用 い
る こ と と し,△Pwの 候 補 と して,図5.1のPGSの 微 小 変 化 量 △PGSとPSBの 微 小 変 化
量 △PsBを 選 び,△bsvcと △PGsお よ び △PsBの 伝 達 関 数 を そ れ ぞ れ 導 出 す る。
ま ず,式(5.1)～(5.16)及 び(5.21)～(5.24)よ り,微 小 変 化 量
に 関 す る線 形 方 程 式 を 求 め,か つ 変 数 を整 理 す る と,14個 の 変 数,そ れ ぞ れefd,ifd,
ωd,δG,pGs,psB,vd,vq,vsd,vsq,id,iq,isBd,isBqの 微 小 変 化 量
△efd・ △ifds△ ωd,△ δG,△PGs,△PsB,△vd,△vq,△vsd,△v6q,
△idt△iqt△iSBd,△iSBql:つ い て 次 の よ うに な る。(付 録5.1参 照)
[As][△x]=[b]△bsvc (5.25)
こ こで,ωdは 新 たに加 え られ た変 数 でpu単位 に よる発電 機 回転 子 角周波 数偏 差 で あ る。
また,[As],[△x],[b]は それ ぞれ14行14列 の微 分演 算子pを 含 む係 数 行
列,14行1列 の変 数 ベ ク トル,14行1列 の定数 ベ ク トル で,そ の各 要 素 は以 下 の よ う
にな る。
as・11ニX・ ・P・as1 ・2・ 一(X・ ・dP+R・ ・),as1 .1・R,d/X、d、






























式(5.25)を 解 い て △bsvcに 対 す る △PGs,△PsBの 応 答 伝 達 関 数Gst(s),






を得 る。 こ こで,Gs1(s),Gs2(s)は ラプ ラス変換 の 演算 子sに 関す る有 理分 数 関







式(5.25)か らGs1(s),Gs2(s)を 導 出 す る手 順 に つ い て も付 録5・1に 示 し て
い る。 な お,導 出 の過 程 で 微 分 演 算 子pは ラ プ ラス 変 換 の 演 算 子sに 置 換 え ら れ て い る。
(2)制 御 対象 の伝達 関数 の吟 味
SVCの 入力信 号 と して△PGS,△PSBの どち らを選 択 す るか決 定 す るた め,制 御対 象
伝 達 関数 の吟味 をす る。既述 した よ うに図5.5の △Pwと して△PGSを選択 した場 合,
Gps(s)はGs1(s)と な り,△PsBを 選択 した場合 は,Gs2(s)と な る。
伝 達 関数Gs1(s),Gs2(s)はsに 関 して それ ぞれ4個 の極 と4個 の零 点 を持 って
い る。 伝達 関数 の基礎 とな ってい る方程式(5.25)の 係数 は式(5.26)に 示 して
い るが,例 えばas2,7のVGdOのよ うに検討 して い る運転 状 態 に おけ る変 数 の定 常値 が含
まれて い るの で,運 転 状態 が変 化す れ ば変化 し,伝 達 関数 の極,零 点 の値 も変 化 す るこ と
とな る。解析 対象 モデル系 統 が図5.5の よ うな ブ ロ ック図 で表 わ され た場合,制 御 理論
に よれ ば,そ の動 特性 は次 の特 性方 程式
1十KpsGps(s)H(s)=0 (5.33)
に基 づ いて決定 され る ことが知 られ て る。従 って,Gps(s)が 変 化す れ ば,モ デ ル系統
の特性 も変化 す る。 このた めあ る運転 状態 に お け るGps(s)だ け を用 いてKps,H(s)
を設計 す る と運 転状 態 の変化 で,モ デル系統 全体 の特性 が悪 化 す る可 能性 もあ る。 この 問
題 を解 決 す る手 段 と しては,運 転 状態 の変 化 に よ るGps(s)の 変 化 に合 せ てKps,
H(s)も 変化 させ る適応 制御 とい う方法 もあ るが,そ の た め には,SVCの 制 御 回路 の
特性 を常 に変化 させ る必 要 があ り,複 雑 な回路 を必 要 とす る。 そ こで,SVCの 制御 回路
は変化 させず,Gps(s)と して,運 転状 態 に よ り特性 の変化 の少 ない もの を選 択 し,想
定 され る運転 状態 の範 囲で は,(5.38)で 示 す 特性 が安 定 な範 囲 に留 ま るよ うにKps,
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H(s)を 設 計 す る こ ととす る。 そ こで,△b3vcに対 す る△PGSの伝 達 関数GSi(s),
と△bsvcに対 す る△PsBの伝 達 関数Gs2(s)の 運転 状 態 に よ る極 と零 点 の変 化 を 吟味
し,△PGS,△PSBの 内,伝 達 関数 の特 性変 動 の小 さい方 をSVC制 御 回路 の入 力信 号
△Pwと して選択 す る。
(3)SVC制 御 回路 の設計 方 法
SVC制 御 回 路 の入力 信号 △Pwと して,△PGS,△PSBの ど ち らが適 して い る かが決
れば,そ れ に従 って伝達 関数 もGs1(s)かGs2(s)の どち らか に決 るの で,根 軌 跡 の
理論(74)(75》を応 用 し,そ の伝達 関数 の極 と零 点 の 複素 平 面上 の 位置 か ら,SVC制 御 回
路の 時定数 を設定 す るこ とがで きる。
根軌跡 と は,特 性方 程 式(5.33)で,SVC制 御 回 路の利 得Kp3を変 化 させ た時の
複素平面 上 で の根 の 軌跡 の こ とで あ るが,こ れ は解析 対象 モデル 系統 の 一巡 伝達 関数F↑
(s)
FT(s)=Gps(s)H(s) (5.34)
の 極 と零 点 の 位 置 に よ りあ る程 度 推 定 で き る 。(付 録5.2参 照)FT(s)の 極 と零 点
の 内,Gps(s)に よ る も の は,制 御 対 象 に よ って 決 る。 一 方,H(s)は 式(5.18)
か らわ か る よ う に,s=一 一1!TRsと一1!Tpsとい う2つ の 極 と,s=0と い う1つ の 零 点
を 持 って い る 。SVCの 制 御 回 路 の 設 計 と は,時 定 数TRSとTpsを 設 定 す る こ と,す な わ
ち 複 素 平 面 上 で そ れ ら に対 応 す る極 と零 点 を どの よ う に 配 置 す る か 決 定 す る こ とで あ る 。
図5.6は,定 性 的 に,Gps(s)の 極 と零 点,H(s)の 極 と 零 点 を複 素 平 面 上 に 示
し た も の で あ る 。 同 図 に お い て,p1,P1,p2,P2がGps(s)の 極,z1,21,z2,
z3がGps(s)の 零 点 で あ る 。 ま た,p3,p4がH(s)の 極,z4がH(s)の 零 点 で,
そ れ ぞ れ 式(5.18)か ら わ か る よ う に,p3がs=-1/TRs,p4がs=-1/Tps.z4
がs=0の 点 に 位 置 して い る 。 な お,Pi,P2,21は そ れ ぞ れp1,p2,z1の 共 役 複 素
数 で あ り,Pl,p2,z1の 動 き を 見 れ ば,共 役 複 素 数 の 動 き も推 定 さ れ る の で,以 後 の
検 討 で は,複 素 平 面 上 の 実 軸 の 上 半 面 の 極 と 零 点 の 動 き を 示 す こ と と す る 。 共 役 複 素 数 に
つ い て も,本 来Pl,Piと 記 述 す べ き で あ る が,記 述 を簡 潔 に す る た め,上 半 面 の 複 素 数




















次 に,解 析対 象 モ デル系統 が安 定 で あ るた めに は特 性 方程 式 の根sが す べて 図5.6の
複素 平面 の左 平面 に あ り,Re(s)<0と な る必 要 が あ り,さ らに,IRe(s)1が
で きるだ け大 き くな る こ とが望 ましい とされ て い る。従 って,利 得Kpsを0か ら増加 させ
てい った時,特 性 方程 式 の根 がすべ て虚 軸 の左 側 に存 在す る状 態 に な る よ うにH(s)の
極 と零 点 の配置 を決 めれ ば よい。具 体 的 には,図5.6に 示 すGps(s)の 極 と零 点 の位
置 を検 討 し,ど こにH(s)の 極 と零 点 を配 置 した らよい か,根 軌 跡 を推定 しな が ら決 定
す る。 この時,一 巡 伝達 関数 の極 か ら出発 し,零 点 また は無 限 大 点 に向 か う等 の根 軌 跡 の
性質 を利 用 にす る(74)(75).
(4)計 算手 順
本 章 の基礎 方程 式 は解析 的 に解 けな いの で,計 算機 に よ る数値 解 法 に よ って解析 す る。
計 算 と根 軌 跡法 を用 い るSVC制 御 回路 の設 計方 法 の手 順 を図5.7の フ ロー チ ャー トに
示 してい る。す な わち,
① では ・解析 対象 モ デル系統 の諸 定 数,Xd,Xq,X、d,Xffd,R、,Rfd,M,D,
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K▲,T^1,T^2,XGs,XsB,RGs,RsB,GL,TRs,Tps,Kps及び,検 討 す る運転
状態 に おけ るvGo,vso,VB,PGso,PsBoを設定 す る。
② で は,設 定 した数 値 を元 に電 力系 統 の潮 流計算 を行 い.検 討 す る運転 状態 にお け る各
変数 の定 常値 を求 め る。
③ で は,① の諸 定数 及 び,② で求 め た定 常値 を用 いて,微 少 変化 量 に 関す る基礎 方 程式
(5.25)の 係数(5.26)の 値 を計算 す る。
④で は,③ で求 め た係 数 を用 いて 式(5.25)よ り,GSi(s),Gs2(s)を 求 め,
その運 転状 態 にお け る極 と零 点 の複 素平 面上 の位 置 を計算 す る。
こ こで,検 討 すべ き運 転状 態 が まだ あ るか判定 し,ま だ あ る場合 は次 の運転 状態 につ い
て①～ ④ を繰 り返す 。本 章 の検討 で は,PSBOの値 を変化 させ たい くつ かの運 転状 態 を検
討 してい るの で,PSBOの値 を次 の運転 状 態 の値 に設定 して① に戻 る。検 討す べ きす べ て
の運転 状 態が な くなれ ば,⑤ に進 む 。
⑤ で は,① ～ ④ の検討 で得 られ たい くつ かの運転 状 態 にお け るGSi(s)とPGs2(s)そ
れ ぞれの極 と零点 の位 置 を比較 し,SVC制 御 回路 の入 力信号 と してPG3,PSBのいず れ
かを選択 す る。
⑥ で は,選 択 され た入 力信号 に対 応 す る伝 達 関数Gs1(s)ま た は,Gs2(s)を 用 い
て,標 準 的 な運転 状 態(本 章 の モ デル系統 で は,PSB=0の 状態)で の極 及 び零 点 の位 置
か ら,SVC制 御 回路 の時定 数TRS,Tpsを設 定 し,そ の条 件 で,根 軌跡 を求 め てSVC
制御 回路 の利得KPSの設定 を行 う。KPSを変 化 させ て も根 が適 切 な位置 に設 定 され ない 時



















⑤ 電 力系統 の運 転状 態 に
よるGs1(s),
Gs2(s)の 極,零 点 の
変 化 の検討 と,SVCの










5.3根 軌 跡 法 に よ るSVC制 御 回 路 の設計
本節 におい て は,前 節 で説 明 した設 計方 法 を用 いて,解 析 対 象 モ デル系統 のSVCの 具
体 的な設計 を行 う。
5.8.1解 析 対象 モデ ル系統 の数 値条 件
表5.2に 解析 対象 モ デル系統 の 諸定 数及 び初 期運 転状 態 に おけ る変数 の値 を示 す。 同
表の値 は後述 す る シ ミュレー タ実 験 で用 い た系統 の定 数 を想定 して い る。 単位 は,発 電 機
定格容 量4kVAを 基準 とした単位 法 を用 いて い る。
表5.2解 析 対 象 モ デル系統 の諸 定 数
(pu値表 示,基 準 定格 電 力4KVA,定格線 間電 圧 実効 値220V,
定格 周波 数60Hz)
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5.8.2制 御対 象伝 達 関数 の特性
設 計 に先 立 ち,制 御対 象伝 達 関数 の特性 につ いて吟 味す る。 制御 対象 の伝 達 関数 は・
SVCの サ セ プ タンスの微小 変化 に対 す る電 力系統 の所 定 の送 電線 路 の有 効送 電電 力 の応
答特 性 を表 わ したもの で あ る。 これ はSVCを 除 く電 力 系統 に 微小 外乱 を与 え た時 の応答
特性,す なわ ちSVCの な い電 力 系統 の動 特性 を表 わ して い る と考 え るこ とが で きる。 も
し,伝 達 関数 の極 の中 に実 部 が正 で あ る極 が1つ で もあれば そ の電 力系統 運 転状 態 は不 安
定 と判 断 で き る。
まず,図5.8に,解 析 対象 モデ ル系統 の数値 条件 を用 い て計 算 したGs1(s)の 極,
零 点 の電力 系統 の運転 状態 によ る変 化 を示す 。 同図 に おい て は,極 は2組 の共 役複 素 数
P1,P2,零 点 は1組 の共 役複 素数z1と2個 の実数z2,z3とな って い る。 運 転状 態 を,
PGsの定常値PGsoは0.7puで一 定 とし,PsBの定常 値PsBoを一〇.2puから0.7puまで変 化


















図5.8運 転 状態 に よるGs1(s)の極,零 点 の変化
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入 して い る。 運 転 状 態 は,Bsvcに 接 続 され た 負 荷 の コ ン ダ ク タ ン スGLを 調 整 して 変 化 さ
せ た 。 す な わ ち,PGso=0.7pu,PSBO=一一〇.2puとい う状 態 は,GLに よ り消 費 され る負
荷 電 力 が0.9puで,そ の 内,0.7puはTLGsか ら供 給 を 受 け,0.2puはTLsBか ら供 給 を 受
け て い る状 態 で あ り,ま た,PGso=0.7pu,PsBo=0.7puとい う状 態 はGLに よ り消 費 さ
れ る負 荷 電 力 がOpuで,TLGsよ りBsvcに流 入 した 電 力 が そ の ま まTLsBに 流 出 して い
る状 態 で あ る。 同 図 よ り,PSBOが 小 さ い時 は,極p1,p2と も に複 素 平 面 の 左 半 面 に あ
り,運 転 状 態 が安 定 で あ る が,PSBOが0.4puよ り大 き くな る と,極Plが 右 半 面 に 移 動
し,制 御 対 象,す な わ ち 電 力 系 統 が 不 安 定 に な る こ とが わ か る 。 本 項 の 冒 頭 で 説 明 した よ
う に こ こで い う制 御 対 象 伝 達 関 数 と はSVCの な い 電 力 系 統 の 動 特 性 を 表 わ して お り,同
系 統 で はTLSBに 流 出 す る電 力PSB〈0.4puに して 置 か な い と,運 転 状 態 が 不 安 定 に な
る こ とを 示 し て い る 。

















図5.9運 転状態 に よるGs2(s)の極,零 点 の変化
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記 号 は 図5.8と 同 じ で あ る。 同 図 に お い て,極P1,P2の 変 化 はGs1(s)の 場 合 と同
じ で あ る。 極Pl,P2は こ の 電 力 系 統 の 固 有 特 性 を 表 わ す も の で あ り,運 転 状 態 が 同 じ で
あ れ ば,Gs1(s),Gs2(s)と も に 同 じ極 を持 つ の は 当 然 で あ る。 ま た,G52(s)
の 零 点Zlは 殆 ど変 化 しな い が,Z2,Z3は 大 き く変 化 し,一 度 無 限 大 に な り・ そ の 後 は ・
1組 の 共 役 複 素 数 の 零 点z碁,2憂 とな る。 こ の こ とか ら,零 点z2,z3の 変 化 はGs2(s)
の 方 が 大 き く,Gs2(s)の 特 性 は 運 転 状 態 に よ りGs1(s)の そ れ に 比 べ て 大 き く変 化
す る こ とが わ か る。
以 上 に か ん が み て5.2.2項(2)で 述 べ た 理 由 か ら,制 御 対 象 の 伝 達 関 数 は運 転 状
態 に よ り変 化 し な い こ とが 望 ま しい の で,SVCの 制 御 回 路 の 入 力 信 号 と し て は,Gs1(
s)に 対 応 す るPGSを 用 い る こ と に す る。
5.8.3SVC制 御 回路 の設計
図5.8に 示 したGSi(s)の 極 と零 点 の配 置 か ら,SVC制 御 回路 の伝 達 関数H(s)
が図5.4の よ うな高 域 ろ波器 と一 次遅 れ要素 で構 成 され て い る場 合,根軌跡 の性質 か ら,
H(s)の 極 は複 素平 面 の原点0と 零点z2の 間 に設 定す れ ば極p1を 根 軌 跡 の始 点 とす る
根s1が 安 定側 へ移 動す るこ とが 推定 され る(74)(75)。零 点z2は ほぼ,(-1,0)の 所
にあ る。H(s)の 極 は,SVC制 御 回路 の高 域 ろ波器 の 時定 数TRS,一 次遅 れ要 素 の時
定数Tpsの逆 数 の符号 を変 えた もので あ るので,そ れ が.-1と0の 間 とい うこ とはTRS,
Tpsを1秒 以上 に設定 す るとい うこ とにな る。一 方,後 述 す るよ うにTRS,Tpsを大 き く
設定 す る と,H(s)の 極 が0に 近 付 き,そ の極 に対 応す る根 が系統 全体 の安定 度 を悪化
させ るの で,無 制限 に大 き く設 定 す る こ とはで きない。 また,詳 しい説 明 は省 略す るが,
制御 回路 の設計 の経 験か ら,TRS>Tpsと設 定 す る こ とが普 通 で あ る。 また,任 意 の定 数
を設定 す るこ とも可 能 で あるが,通 常 は利 用可 能 な回路 素子 定 数 で容 易 に設定 で き る定数
が選 ばれ る。
そ こで,以 上述 べ た点 を考 慮 してTRs=2.58s,Tps=1.7sとし.運 転 状 態 をPGso=
0.7pu,PsBo=Opuとして,SVC制 御 回路 の利得Kpsを変 化 させ て得 られ た根 軌 跡 を
図5.10に 示す 。特性 方程 式(5.33)のKps=0の 時 の根 は,式(5.34)の 一
巡伝 達 関数FT(s)の 極 の位 置 に あ り,Kpsを変 化 させ る と位置 が移動 す る。 同 図 に お
いて,s1はFT(s)の 極p1よ り出発す る根,s2は 極p2よ り出発 す る根,s3は 極p3
を出発 す る根,s4は 極p4を 出発 す る根 を示 す。Kpsは0か ら96.0ま で変 化 させ,そ












































図5.10SVC補 償 時 の 根 軌 跡(TRs=2.58s,Tps=1.70s)
には示 さなか ったが,根 としては極p1,p2の 共 役複 素数PiP2を 出発 す る根 翫,S2が
あ り,合 計6根 で あ る。 さて,図5.10か らわ か るよ うに,Kpsを 大 き くす る と系統 全
体 の安定度 を左 右 す る代表 根s1,91は 実 部 の絶対 値 が大 き くな り,か つ虚 部 が0に 近付
いて実軸 上 で一 致 し,遂 に は2実 根 とな る。 この こ とか ら,設 定 したSVC制 御 回 路 の時
定数TRS,Tpsの値 は妥 当 な もので あ り,系 統 安定 度 に効 果 が あ るこ とが確 認 で きた。 な
お,根s1に つい てい えば,Kpsは 大 きけれ ば大 きい ほ ど・安定 方 向 に向 か うが ・一方 根
s2の動 きを見 る と,Kpsの変 化 に応 じて右 旋 回 で零 点z1に 近 付 き,ま たKps=24.0の時
最 も虚軸 に近 付 くが,安 定度 上 に は,特 に支 障 を及 ぼ さな い。根s3,s4はKpsの変 化 に
応 じて,実 軸 上 で互 い に近付 き2重 根 とな った後,共 役 複素 根s3,53と な る。 この 内,
複素 平面 の上 半分 を移 動 す るS3は,KPSが 増 加 す る と右 方,す なわ ち不安 定方 向 に進 み,
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S1に替 って系統 全体 の安 定度 を左 右 す るの で,KPSは余 り大 き くで きな い。 な お・ 同図
を見 る と,Kps=12.0程度 がs3の 位置 も余 り虚 軸 に近付 いて お らず他 の根 の位 置 も左 方
にあ るの で,適 切 な もので あ る と考 え られ る。 そ こで,利 用 で き る回路素 子定 数 に よって
実 現可 能 なKpsの内,最 もKps=12.0に近 いKps=14.7を最 終設 計値 とす る。
5.3.4SVC制 御 回 路 の 時 定 数 の 影 響
こ こ で はSVC制 御 回 路 の 時 定 数 を 変 化 させ た 時 の 根 軌 跡 の 変 化 を 調 べ る。 図5.11,
図5.12に 一 次 遅 れ 要 素 の 時 定 数Tpsを 図5.10の 場 合 の1/2,1/4にし た 時 の 根 軌 跡
を 示 す 。 図5.11の 例 で はTps=0.85sと して い るが,図5.10の 場 合 と比 べ て 根 軌
跡 は あ ま り変 って い な い。 一 方,図5.12の 例 で はTps=0.425sと して い る が,こ の
場 合 は 根 軌 跡 が 大 き く異 な り,S1は 左 方 で は な く下 方 に大 き く移 動 して お り,ま た,S2
は 左 旋 回 で 零 点Z1に 向 か っ て い る 。 従 って,こ の 場 合 は,代 表 根S1が 左 方 に 向 か わ ず,

































図5.12SVC補 償 時 の 根 軌 跡
(TRs=2.58s,Trs=0.425s)
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図5.18は 高 域 ろ波器 の時定 数TRsを図5.10の 設 定 の4倍 の10.3sにした場合 で
あ り,図5.10の 場合 に比 べ て極p3の 位 置 が右方 に移動 してい る。高 域 ろ波 器 は直 流
分及 び低周 波成 分 を遮 断 す るもので あ り,そ の時 定数 を大 き くす る とい うこ とは,低 周波
数成分 まで も通過 させ る こ とを意 味 して い る。 しか し,同 図 か ら明 らか な よ うに,根 軌跡
は図5.10の 場 合 に比 べ あ ま り大 き く変 化 して い ない。 ただ し,こ の高域 ろ波器 に よ る
極p3(-1/TRS)が 原 点 に近 くな るの で,そ れ に 関連す る根s3も 原 点 に近 くな り,減
衰 が悪 くな るこ とが あ るの で,注 意 しな けれ ば な らない。
な お,図5.10～12の 根 軌跡 の推定 方 法 につ いて は付録5.2で 述 べ てい る。
5.3.5重 負荷 時 の制 御 回路
次 に,運 転状 態 をPGso=0.9pu,PsBo=Opuとした時 の根軌 跡 と制御 回 路 の利得,
時定数 の設 定 につ いて 検討 す る。 なお,こ の状態 は発 電機Gl及 び送 電線 路TLGSに と っ
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図5.13SVC補 償 時 の 根 軌 跡 図5・14SVC補 償 時 の 根 軌 跡
(TI～sニ10.3s,Trs=1.70s)(重 負 荷 時 ・pGso=0・9pu・psBo=0・Opu)
(TRs=2.58s,Trs=1.70s)
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す もの で あ る。 な お,同 図 で は,SVCの 制御 回路 は図5.10に お け る と同 じもの を設
定 として お り,極,零 点,根 の記号 も同 じで あ る。Kps=Oの 根,す なわ ち極 の配 置 を見
る と極Plが 複 素平 面 の虚軸 の右 側 に あ る。従 って,SVCに よる安定 化 を行 わ な い場合 ・
この運 転状 態 は不 安定 で存 在 で きな い こ とがわ か る。 そ こでKpsを増 加 させ て根 軌 跡 を見
る と,極P1を 出 た根S1は 左方 に向 い虚 軸 の左側 に移 動 し,す べ て の根 が複 素平 面 の左 半
面 に位 置す る状 態が実 現 され,SVCに よ り不安 定 な電力 系統 を安定 にで きる こ とが わか
る。 ただ し,Kpsをあ ま り増加 させ る と,根s3が 右 方 に移 動 して,虚 軸 の右側 に な り,
系 統 が再 び不安 定 にな る可 能性 が あ る。 同図 の例 で は,Kpsは,12.0～24。0程度 が適 当で
あ る。 なお,同 図 の根 軌跡 で は,図5.10の 場 合 と異 な り,根s1は 零点z1に 向 か い,
根s2が2実 根 にな ってい る。
以上 述 べた よ うに根 軌跡 に よ る制 御 回路 の設 計方 法 は複 素平 面上 の根 の配置 に よ り系統
特 性 の変化 を容易 に把 握 で き,SVC制 御 回路 設計 の有 力 な方 法 で あ るこ とが判 明 した。
本 節 で検 討 した と ころに よ り,次 節 以 降で はSVCの 制御 回路 の定数 は,TRS=2.58s,
Tps=1.70s,Kps=14.7として検討 を進 め る。
5.4根 軌 跡法 に よ り設計 したSVCの 系統 安定 化 に対 す る有効 性 の数値 解 析 に よ る検
討
前 節 に おいて述 べ た よ うに,根 軌跡 法 に よ りSVCの 制 御 回路 を設 計 した が,こ れ が実
際 に系統 の安 定化 に有効 で あ るか ど うか検 討 す るため,本 節 で は,図5.1に 示 した解析
対象 モデル 系統 の詳細 な数値 解 析 を行 う。
5.4.1解 析 方法
根 軌跡 法 で は系 統 が どの程 度安 定 か.動 揺 は どの程度 の時 間 内で収 ま るか とい うよ うな
点 につ い ては,あ る程 度推定 で きるが,電 圧 に 関す る安定 問 題,す なわ ち電 力 系統 に外乱
が生 じた場 合,実 際 の電圧 が どう変 化す るのか,付 加 したSVC制 御 回路 に よ り電 圧変 化
が大 き くな り過電 圧 が生 じる ことは ないか,な どとい うよ うな 点 に関 して は,動 特 性 に関
す る詳 細 な数 値解 析 に よ って検 討 を行 う必要 が あ る。
そこで,SVCの 系統安 定化 に対 す る有効 性 を検討 す るため,従 来汎 用 され て い る電 力
系統 の過渡 安定度 解析 シ ミュ レー シ ョンプ ログ ラム(付 録5.3参 照)に その特 性 が式(
5.19),(5.20)で 表 わ され るSVCモ デル を加味 して解 析 を行 う。 比 較 の対象
として,SVCの ない場合 も解 析 す るが,そ の場 合,SVCが 補償 して い るの と同 量 の無
効電 力 を静止 キ ャパ シタで補償 しない と,所 定 の運 転状 態 が得 られ ない。 そ こで,以 後 こ
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の場合 を静止 キ ャパ シ タ補償 の場 合 と呼 ぶ。 この場合 は送 電線 路 の電 力 が変化 して も,
SVC用 母線Bsvcにお け る並 列 サ セ プ タンス は変 化 しない。 な お,外 乱 は負 荷短 時 間投
入 であ り,図5.1に おい て,CBFをt=0.5sか ら1.Osまで投 入 し,B3vcに接続 され
てい る負 荷 の コン ダク タンスGLを 外 乱用 負荷 の コン ダク タンスGe=O.lpuだけ一 時 的 に
増加 させ て発生 させ た。
5.4.2静 止 キ ャパ シ タ補 償 の場合 の数 値解 析結 果
図5.15に,静 止 キ ャパ シタに よ り無効 電 力 を補 償 し,PGsoニ0.7pu,PsBo=Opuとし
































回転 子 位相 を基 準 と したG1の 回転 子位 相差 δG,SVC用 母線Bsvcの電 圧Vsの 大 き さv
sの外乱 に対 す る過渡 応答 を示 して い る。 これ は制御 回路 の利得Kps=0と したSVCを
設 置 した場合 と考 える こ ともで きる。 なお,δGの 単 位 は本 来radであ るが,定 量 的理 解 を
容 易 にす るため,60分 法 で表示 してい る。外 乱用 負荷GFが 投入 されBsvcで消費 され る
電 力 が増加 す る と,そ れ を送 電線 路TLGS,TLSBを介 して供 給 す る必 要 が あ るが,解 析
対 象 モ デル系統 の場 合 は,TLGSからの供 給 が多 く,GF投入 中PGは 大 き く上 昇 してい る。
また,PGが 増加 し回転子 が減速 され るので,δGは 小 さ くな る。Vsは5%程 度低 下 して
い る。
次 に,GFが 除去 され る と,PGは 低下 す るが,GF投 入前 の値 に戻 るの で はな く,そ れ
よ りも小 さな値 にな ってい る。 これ は,GF除 去時 のPGは δGで決 定 され るが,GF投 入 中
に δGが投 入前 の値 よ り小 さ くな った ためで あ る と考 え られ る。 δGはGF除去後 も動 揺 し
続 け,静 止 キ ャパ シ タ補 償 の場合 の解 析対 象 モデ ル系統 の減 衰特 性 が悪 い ことを示 して い
る。VsはGF除 去 時 に急上昇 して い るが,こ れ は,δGが 小 さ くな り,PGSが小 さ くな っ
たため に,TLGSの イ ン ピー ダ ンスに よ る電 圧 降下 が小 さ くな るの で,Vsが 上昇 した も
の と考 え られ る。 な お,δGの 動揺 波形 か ら代 表根 を推 定 す る と0.21+j3.5と な
る。 なお,こ の根 は図5.10のAの 位置 にあ り,し か もAは 極p1に 近 く,極p1に 対 応
す る根Slが 系 統 の特 性 を決 め る代 表根 で あ る ことが確認 で きた。
5.4.3SVC補 償 の場 合 の 数 値 解 析 結 果
前 項 の 静 止 キ ャパ シ タ補 償 時 と 同 じ く,PGso=0.7pu,PsBo=Opuとし た 場 合 に つ い て,
SVC(TRs=2.58s,Tps=1.70s,Kps=14.7)を導 入 した 場 合 の.SVCの 供 給 無 効
電 力Qsvc,及 び前 項 と同 じPG,δG,vsの 過 渡 応 答 を図5.16に 示 し て い る。 同 図 か
らわ か る よ う1こ,外 乱 用 負 荷GFを 投 入 す る とQsvcは増 加 して い る。 こ れ は,図5.4に
お い て,SVC制 御 回 路 の 入 力 信 号Pw(本 項 の 場 合 はPGS)がGF投 入 に よ り上 昇 し,そ の
結 果,並 列 サ セ プ タ ン スbSVcも 上 昇 し,Qsvcが 上 昇 す る か ら で あ る。 ま た,こ の た め,
Vsが 静 止 キ ャパ シ タ補 償 の 場 合 よ り低 下 し,そ の 結 果 と してPGの 上 昇 が 抑 制 され,δG
の 低 下 も ゆ っ く り して お り,GF除 去 後 の δGの 減 衰 特 性 も 非 常 に 良 くな っ て い る。 よ って,
SVCの 目 的 で あ る系 統 の 安 定 性 の 改 善 が 十 分 達 成 され て い る こ と が 確 認 され,系 統 安 定
化 に 対 して 有 効 で あ る こ とが 立 証 さ れ た。
な お,δG,Vsに つ い て 故 障 除 去 後,周 期 の 長 い 小 さ な 動 揺 が 見 られ る が,こ れ は 図5
.10の 根s2に よ る も の と考 え られ る。 この こ とは 根 軌 跡 に よ る検 討 を 行 っ た か ら考 慮






















を行 えば,図5.16か ら非 常 に安 定 な特性 が得 られ た よ うに判 断 され,根s2の 影 響 は
見 過 され て し まう。 この点 か らも,全 ての根 の状 況 を総合 的に把 握 で き る根軌 跡 に よ る設
計方 法 は優 れ てい る とい え る。 また,Qsvcの変動 は ±0.05pu以下 で あ り,こ の設 計 に よ
れ ば系統 安 定化 に必 要 なSVCの 容 量 は送電 電 力 に比べ 小 さ くて よい ことが わか る。 これ
は,電圧 を維持 して電 力 系統 の安定 化 を 図 る方 法 に比 べ て優 れて い る(31》(33)。
5.4.4重 負荷 時 の検討
図5.17は 重負 荷運 転状 態(PGso=0.9pu,PsBoニ0)で,かつ静止 キ ャパ シ タで無 効
電力 補償 を してい る場合 にお け る,微 小負 荷短 時 間投 入 時 の解 析 対象 モデ ル系統 のPG,

































が振 動状 態 に な って い る。 これ は,発電 機 が脱調 状態 に陥 って不安 定 に な ってい るもの で
あ り,図5.14の 根 軌跡 に 関連 して述 べ た よ うに,Kps=0,すなわ ちSVCに よる制御
を行 わ ない時 の根s1の 位置 が複 素平 面 の右側 の不 安定 側 にあ る こ と と対 応 してい る。
図5.18は 前図 の場 合 と同 じ重負 荷状 態 で あ るが.SVCで 無効 電 力補 償 を して い る
場合 の結 果 で ある。 同 図か らわ か る よ うに発電 機 は脱 調 に至 る こ とはな く,系 が安 定 で あ
る こ とを示 して い る。 これ も,図5.14の 根軌 跡 に つい て,Kpsを 大 き くす る と,根s
1が不 安 定領 域 か ら安定 領域 に移 動 す る こ とに対 応 して い る。
以上 によ って前節 で根 軌跡 法 に よ り設計 され たSVCの 制御 回路 は所 期 の効 果 を上 げて























5.5SVCの 系統安 定 化 に対 す る有 効 性 の電力 系統 シ ミュレー タに よ る実験 的検 討
5.5.1電 力 系統 シ ミュ レー タ
前 節で は,計 算機 に よ る数値 解析 で,SVCの 系統安 定化 に対 す る有効 性 を理論 的 に検
討 した。 しか しなが ら,SVCは 新 しい装 置 で あ り,そ の動作 も十分 検討 され てい る とは
いい が たい。特 に,SVCleは,サ イ リス タの点 弧位 相 を決定 し,か つ点弧 信号 を発 生 す
る回路 な どが あ り,そ れ らが非 線 形 的動作 をす るので,系 統 の動 揺 が大 き くな った場合 と
か,外 乱 が発生 して い る状 態 で も,前 節 で用 い た解析 モ デルで 検討 で きるか ど うか も不 明
であ る。 そ こで,本 節 で は,SVCの 点 弧 回路,制 御 回路 が実 際 の装 置 と同 じで,リ ア ク
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トル ・ キ ャパ シ タ,サ イ リス タの定 格 だ けが小 さい図5.19に 示 した縮 小 モデ ル装 置 を
電 力 系統 シ ミュ レー タ(付 録5.4参 照)に 接続 して図5.1の モ デル 系統 を構 成 した。
図5.19の 縮 小 モ デ ル 装 置 は,高 調 波 軽 減 対 策 と して12相 運 転 の で き る も の で あ る。
図5.1と 同 様,1相 分 で 代 表 させ て い る が,実 際 は8相 回 路 で あ る。 同 図 に お い てCsvc
はSVCの キ ャパ シ タで 進 相 無 効 電 力 を 供 給 す る。 ま た,Thsvcti'vThsvc22はSVC
の リア ク トル 電 流 を 制 御 す る サ イ リス タで,各 相 毎 に逆 並 列 に 接 続 され,リ ア ク トル に 流
れ る電 流 を 制 御 す る ス イ ッチ機 能 を 果 して い る。 制 御 回 路 は 入 力 信 号Pwに 応 じ て,
Thsvc"～Thsvc22に 点 弧 信 号 を 印 加 す る。 ま た,Lsvc1,Lsvc2はSVCの リ ア ク ト
ル,TsvcはSVCの 変 圧 器 で あ り,一 次 側 がY結 線,二 次 側 が2つ のY結 線 で あ るが,さ
ら に △結 線 の 三 次 巻 線 を も って い る。isL1,isL2は そ れ ぞ れL3vc1,Lsvc2の電 流,
isLはTsvcの一 次 巻 線 電 流,isvcはsvcの 電 流 で あ る。 な お,Tsvcの 二 次 側 の2つ
の 巻 線 の 間 に は,iSL1,iSL2に 含 有 され る5,7次 高 調 波 成 分 が 互 い に 打 ち 消 し あ い ,
iSLには5次7次 の高 調 波 成 分 が 含 有 され な い よ う に す る た め に,300の 位 相 差 を 持 た

























図5.19実 験 に用いたSVC縮 小モデル装置の構成
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5.5.2SVCの 系統安 定 化 に対 す る有 効 性 の検討
図5.20は 図5.15に 対 応 す る実 験例 で,静止 キ ャパ シタ補 償 を行 い,PGso=O.7pu,
PSBO=Opuで系統 を運 転 し外乱 を与 えた場 合 の,発 電機Glの 出力PG,隣 接 交 流系統PS
Nを 模擬 す る無 限大 容 量発 電機G2の 回転 子位 相 を基準 としたGiの 回転子 位相 差 δG,S
VC用 母線Bsvcの電圧Vsの 大 き さVsの変 化 を示 す。 な お,外 乱 は5.4節 の数 値 解析
の場 合 と同様 に,外 乱 用 負荷 の コン ダク タンスGe=0.lpuを0.5s間 系統 に投 入 す るこ
とに よ り与 えて い る。 ただ し,記 録 の都合 で,Vsの 正負 は数 値解 析結 果 とは逆 に な って
V、る。 また,図5.20の 実 験結 果 は図5.15の 数値 解析 結 果 とよ く一致 して い る。
次 に,図5.21がSVC補 償 を行 い,図5.20と 同 じ運転 状 態 で同 じ外乱 を与 えた
場合 のPG,δG,vsの 過 渡応 答結 果 であ る。SVC制 御 回路 の設 定 はTRs=2.58s,Tp3
=L70s,1(ps=14.7として い る。 外乱 除去 後 の動揺 収束 の様 子 な ど数 値 解析 結果 とよ く一
致 してお り,SVCの 系 統安 定化 に対 す る有効 性 が電 力系統 シ ミュレー タ実 験で も証 明 さ
れ た。
さらに5.4.4項 にお け る と同様PGso=0.9pu,PsBo=0として,重 負荷 時 の過渡 応
答 について も検 討 した。 本来,図5.17と 同様重 負荷 状態 を初 期状 態 と して設定 し,負
荷短時 間投入 に よ り外乱 を発 生 させ て応 答 を調 べ るべ きで あ るが,重 負荷 状態 は不 安定 な








































態 を設定 しよ うと して も初期 状態 に至 る前 に電 力 系統 の動 揺 が拡大 し設定 で きない。 そ こ
で,以 下 の手順 に よ り重 負荷 状態 の過 渡応 答 を検討 した。 まず,図5.1に お いて,遮 断
器CBSBを 開放 しGlの みでBsvcの負 荷GLに 電 力 を供給 して い る状 態(G1の 系統 と隣接
交 流系 統PSNが 分 離 した状 態)を つ くる。 その状 態 でCBSBを 同期投 入 す る こ とに よ り
Glの系 統 とPSNを 連係 して 図5.17の 場 合 と同 じ系統 構 成 にす る。 この手順 に よ り
図5.17と 同 じ系統構成 で重 負 荷状 態 が設定 で きる。 な お,こ の方 法 で はCBSBの 同期
投 入時 に微 小 な外乱 が発生 す るの で,負 荷短 時 間投入 は行 わな くて も過 渡応 答 が検 討 で き
る。
図5.22に 静止 キ ャパ シ タ補償 の場 合 のPG,δG,Vsの 実 験結 果 を示 す。 連 係 時 ま
で は各 変数 とも一定 の ま まで安 定 して い るが,連 係後動 揺 が拡 大 し,系 統 が不 安 定 で あ る
ことを示 して い る。 また,図5.23にSVCに よ る補償 を行 っ た場 合 の実 験結 果 を示 す。
SVC制 御 回路 の設定 値 は図5.21の 場 合 と同 じで あ る。 この場 合 は,連 係 時 に発 生 し
た動揺 が減 衰 して お り,系 統 が安定 な こ とが わか る。
図5.22と 図5.28の δGの動揺 周期 を比 較す る と,SVC補 償 を行 った方 が周 期
が長 くな って い る。 これ は図5.14に お いて,SVCの 制御 回路 の利 得Kpsを大 き くす
る と代 表根s1の 位 置 が下方 へ移 動す るこ とに対 応 して い る。 また,動 揺 の周期 と減 衰 特































本章 で得 られ た結果 を要 約す る と次 の よ うにな る。
(1)本章 で検 討 した現 象 は電 力系統 の電力 動揺 現象 とい うほぼ0.2～1Hzの 周波 数領 域
のゆ っ くりした現 象 で あ るので,第3章 で導 出 した交流 系統 の基 礎方 程式 か ら,発 電機 で
は,回 転 子 の制動 巻線 回路 に よる過 渡 項 を省 略 し,また,送電線 路 の方 程式 も線 路 イ ン ダク
タンス分,キ ャパ シ タンス分 に よ る過 渡項 を省 略 して交 流系 統 の基礎 方程 式 を導 出 した。
この基 礎 方程式 には非 線形 方程 式 が含 まれ て い るので,検 討 す べ き運 転状 態近 傍 の微小 変
化量 に対 す る線 形方 程 式 を導 き,同 方 程式 を整 理 して電 力系 統 の特性 を伝 達 関数 の形 で表
現 した。一 方,SVCに 関 して は系統 に並 列接 続 され たサ セ プ タンス が制御 回路 に よ り時
間遅れ な く変化 す る と仮 定 し,電 力系 統 の送電 電力 を入 力 と し。系 統 か らSVCを み たサ
セ ブ タンス を出力 と した伝 達 関数 で表 した。 それ ら2つ の伝 達 関数 よ り,SVCを 電 力 系
統 に導 入 した場 合 の系統 特性 を表 す 特性 方程 式 を導 出 した。
(2)SVCを 含 まない電 力系 統 の応 答特 性 を表 わす 伝達 関数 の極 と零 点 の位 置,及 びSV
Cを 含 め た解 析対 象 モ デル系 統全 体 の特 性方 程 式 の根 のSVC制 御 回 路 の利 得 に よる変 化
(根軌跡)に よ り,電力系統 の安 定 性 を 向上 させ るため のSVC制 御 回 路 の時定 数 や利得 の
設 定法 を提案 し,解 析 対象 モデ ル系 統 の定数 を用 いて実 際 に 回路設 計 を行 った。
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(3)SVC制 御 回路 の入 力信号 としては,発 電 機側 か らSVC設 置 地点 に流 入 して くる電
力 と,SVC設 置 地 点か ら隣接 大規 模交 流 系統 へ流 出す る電 力 の2候 補 が あ った が,伝 達
関数 の極 と零 点 の位置 の電 力系 統 の運転 状態 によ る変 化 を吟 味 し,変 化 の少 ない前 者 が適
してい るこ とが判 明 した。
(4)数値 解析 とSVCの 縮小 モデ ル装置 を組 合せ た電 力系 統 シ ミュ レー タに よ る実験 に よ
り,SVCは 電圧 の不 安定現 象 を発生 す るこ ともな く,電 力系 統 の安定 性 向上 に対 し効果
が あ る ことを確認 し,提 案 した設 計法 が有 効 で あ るこ とを 明 らか に した。
(5)SVCは,電 圧 安定 化 が本来 の 目的 で あ ・った が,制御 系 を改良 し,系統 の電 力信 号 で補
償無 効電 力 を変化 させ るこ とに よ り,系 統 の動 態安定 化 に も効果 が あ る こ とを確 かめ た。
また,重 負荷 時 に不 安定 な系 統状 態 を,SVCを 導入 す るこ とに よ り安定 化 で きる こ とが




本章で は本研 究 の最 終 の課 題 として,半導体 電 力変 換装 置 を含 む電 力系統 の諸 問題 の 内,
最 も周波 数 の低 い現象 す な わち,ほ ぼ0.05～0.2Hzの 周 波数 領域 の現 象 につ い て検
討す る。
交流 系統 に おい て最 も低 い周 波数 領域 の現象 としては,例 えば長 大 串型 系統 で あ る日本
の60Hz地域全 体 の系統 の電 力動揺 な どが挙 げ られ るが,そ の動揺 周波 数 は0.2～1Hz
程 度の もので あ る。 しか し,半 導体 電力 装置,例 えば直流 送電 系統 を含 む電 力 系統 で は そ
れ以上 に変化 の緩 や かな現 象 の解析 が必 要 に な る。
本章 で は交 直並列 送 電系 統 に おいて故 障 除去 の ため に遮断 され た並列 交 流送電 縁 路 の再
連係方式 の 開発 に際 して行 った検 討 を通 して,低 周波 領 域 の現象 の解析 手法 につ いて述 べ
る。
遠 隔地 で発 電 され た電 力 を2回 線 の送電 線路 で送 電す る場 合,(1)交流2回 緑送 電,(2)
交直並 列送電,(3)直流2回 線 送電 の8方 式 が あ る。本 章 で は この内,(2)の交直 並 列送 電
方式 につ いて検討 す る。 同方 式 は,発 電機 と交 流母 系統 が交 流送 電線 路 で結 ばれ るの で発
電機 は交流 母系 統 の周波数 で回転 す る ことにな り,直 流 送電 系統 が特 別 の周波数 制 御機 能
を持 つ必要 が ない こ と,発 電 機 の起動 時 に おいて,交 流 系統 よ り電 力を供 給 で き るの で,
発電 機が特 別 の起動 用電 源 を持 つ必 要 がな い こ と,直 流 送 電系統 で,交 流 系統 安定 化 の た
めの特 別 な制御 を行 うこ とに よ り,交 流 系統 で送 電で きる電力 が,通 常 の交流 系統 の場 合
よ り増 加す る とい うよ うな長 所 が あ る。 一方,並 列 交流 送 電線 路 が故障 除去 の ため遮 断 さ
れ ると,発 電機 と交 流母 系統 が 直流 送電 線路 の みで接 続 され,交 流 系統 として独 立 した2
個 の系統 に分離 して しま うとい う問題 が あ る。系 統分 離状 態 で は,発 電 機 の周波 数 が変 動
す ること,発 電 機 と交流 母 系統 を結 ぶ送 電線 路 が直流 送電 線 路 のみ で あ るの で送電 電 力が
低下 す る こ とな どの問題 が あ るの で,遮 断 され た交流 送電 線 路 を速 やか に再接 続 し,分 離
した系統 を再連 係 す る必 要 が あ る(3B)(39)(40)。
しか し,こ の場合,次 の よ うな検 討課 題 が あ る。
第1は 再 連係 時 の周波 数偏 差 の 問題 で あ る。 再連 係 で は2個 の独 立 した交流 系統 を連 係
す る こ とに な る。 この よ うな場 合,連 係 時 の擾 乱発 生 を防 ぐた め,遮 断器 を両 端 の電 圧位
相差 が0と な った時 に投入 す る,い わ ゆ る同期投 入 が必要 にな る。 しか し,た とえ位相 差
が0で あ って も,連 係 時 の周 波数 偏 差 が大 きい と,電 力及 び発電 機 回転 子 の位 相差 が動 揺
し,場 合 に よって は発電 機 が脱調 す る こ とが あ る。 従来,発 電 機起 動 時 に起 動 した発 電 機
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を交流 系統 に併 入 す る場 合 に用 い られ てい る同期 投入 で は,投 入 後 の動揺 を小 さ くす るた
め,両系統 の周 波数差 を極 力小 さ くして 同期投 入 を行 って い る。 しか し,本章 で扱 う再 連 係
に上 記 した従 来 の同期 投入方 式 を適 用 す る と,発 電機 の周 波 数 が交流 送電 線路 遮 断後 一 旦
上昇 し,そ の後発 電機 の調 速装 置 の働 きで従 来 の同期 投入 方 式 の条件 が満 足 され る まで に
数分 間の時 間 を必 要 とす るの で,そ の 間並列 交流 送電 線路 の遮 断 状態 が続 くこ とにな る。
電 力系 統 の信頼度 を維 持す るため に は短 時 間の 内 に系統 を故 障前 の状 態 に戻 す必 要 が あ る
ので,従 来 の 同期投入 方式 を適 用 す る ことはで きな い。従 って,再 連 係後 発電 機 が脱 調 し
な い周 波数 偏差 の範 囲 を求 め,周 波 数偏 差 が その範囲 に はい れば直 ちに 同期投 入 す る新 し
い投入 方式 を開発す る必要 が あ る。
第2は 再 連係 後 の電 力動 揺 の問題 で あ る。 第1の 課題 で述 べ た よ うに本 再連 係 に おい て
は,両 系統 の周 波数差 が か な り大 きい 内に遮 断器 の投入 を行 うため,投 入 後 系統 に とって
望 ま し くな い大 きな電 力動 揺 を発生 す るの で,そ の動揺 を速 やか に抑 制す る手 段 につ い て
検 討 す る必 要 が ある。
第3は 遮 断器 の動作 時 間遅れ に よ る再連 係 時 の遮 断器 両 端 の電圧 位相 の誤差 の 問題 で あ
る。周 波数 差 が小 さい場合 には,両 端 の電圧 の位相 差 は急 速 に変化 しな い。例 えば,遮 断
器 に投入 信号 が入力 され てか ら実 際 に遮 断器 が投 入 され る までの遅 れ 時 間を150msと す
る と,周 波数差 が0.01Hzで あれば,投 入 位相 誤差 す なわ ち投入 時 の位 相差 は0.OO3π
=0.540であ る。一 方,周 波数 差 が1Hzであれ ば,0.3π=540の 位相 差 が発 生 す るこ
とにな り,再 連 係後 の電 力動揺 の原 因 とな る。従 って,遮 断器 の動 作 遅れ 時 間が あ って も
投入位 相誤 差 の生 じな い投 入方 法 につ いて検 討す る必要 があ る。
しか し,交 直 並列送 電 は今 まで に例 のな い送電方 式 で あ り,ま た,上 記 の8課 題 に関 し
て検 討 され てい ない。 そ こで,筆 者 は,従 来,交 流系統 にお け る故 障 に よる電 力 動揺 の限
界検討 に用 い られ てい る等 面積 法(4)の基礎 とな って い る回転運 動方 程 式 に,交 直 並列 送
電系統 の条 件 を加味 して,第1の 課 題 を解決 す るた めの再 連係 可 否判 別式 を導 出 した。 さ
らに第2,第8の 課題 を解 決す る方 式 も加 えて,交 直 並列 送電 系 統 に お け る交流 送電 線路
の再連 係装 置 を開発 した。 以下 本章 の検 討 内容 につ いて概 説 す る。
まず第1の 課 題 に関 し,解 析 対象 モデル系 統 に関 して 同期 投入 後,発 電機 回転 子 の位 相
動揺 が収 まるか(こ の場合 は再 連係 成功),動 揺 が収 束 せず 発電 機 の 回転子 が脱調 状態 に
な る(こ の場合 は再 連係 が失敗 した こ とにな る)か ど うか を判 別す る簡易 再連 係可 否 判別
法 を導 出 す る。 ただ し,こ こで は,議 論 の見通 しを よ くす るため,並列 交流 送電 線 路 の リ
ア クタンス以外 の 系統 イ ン ピー ダ ンスを無 視 して い る。 そ して,シ ミュレー シ ョンに よ っ
て判別 法 の妥 当性 を検証 す る。 さらに,系 統 イ ン ピー ダ ンスを考 慮 した簡易 再連 係 可否 判
別 法 を導 出 し,解 析 対象 モデル系 統 に適用 して,再 連 係 の条件 を求 め てい る。
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次 に,第2の 課題 で あ る再連 係 後 の電 力動揺 を掬 制 す る手 法,第3の 課 題 で あ る周波 数
偏 差 が大 きい 場合 の遮 断器 投入 方 法 につ いて説 明 す る。 さらに,電 力 系統 シ ミュレー タ用
の高 速再 連係 装置(FastReclosingController:FRC)を開 発試作 し,電 力 系統 シ ミュレ
ー タと組 み合 せ て行 った実験 結果 を検討 して本章 で提 案す る再 連 係方 式 の有効 性 を確 か め
てい る。
6.2簡 易再 連係 可 否判 別法(1):並 列交 流 送電 線路 の リア クタ ンス以外 の 系統 イ
ン ピー ダンスを無 視 した場合
6.2.1解 析 対象 モデ ル系統
図6.1に 解析 対 象 モ デル系統 を示 す 。同 モ デル系統 は,第2章 で説 明 した図2.1と
基本 的に は同一 で あ るが,本 章 の解析 に必 要 な装 置 を新 たに明示 して い る。 追加 部 分 につ
いて述 べ る と,同 図 のPMは 発電 機G1を 駆動 す る原 動機,GOVはG1のpu単 位 に よ る発
電機 回転子 角周 波数 ωが一定 にな るよ うにPMの 出力 を調 整す る調 速機,CNTR1は 変 換
器Rec1用 の 点弧 制御 回路,CB1,CB2は 並列 交流送 電 線路TL5を 遮 断す る遮 断器 で
あ る。CNTR1は 平 滑用 リアク トル電流idc等の値 を入 力 し,そ れ に応 じてRec1の 各
サイ リス タの 点弧 位相 を 制御す る。Rec2,Inv1,Inv2に も それ ぞれ点 弧制御 回
路 があ るが,図 が煩雑zeなるので省 略 す る。 その他 の部分 は第2章 と同一 で あ るので,説
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:発電機 の昇圧 変圧 器
:発電所 用 母線
:発電 機 の端子 電 圧(pu)
:ΨGのd軸 お よびq軸 成 分{ΨG=(Vd,Vq)}(pu)
:ΨGの大 きさ(一 定 値){VG=1ΨGl)(pu)
:G1の定 格 出 力(kWま た は囎)
:発電機 出力(pu)
:発電 機 のd軸 過 渡 リア ク タンス(pu)













:発電機 機 械入 力 トル ク(pu)
:TMの設 定値(pの
:等価 機械 入力(P.=TM-PR)(pu)
:加速 トル クに対応 す る電 力(pの
:隣接 交流 系統PSNを 模擬 す る無 限大容 量発 電 機G2の 回 転子位 相 を
基 準 と したGlの 回 転子 位相 差
δGO:再 連係 時 の δG
δGMIN,δGMAX:PAc=PmOとな るδG
δr:反 転位 相差(増 加 か ら減少 に転 じる時 の δG)
ωo:定 格 角周 波数
ω=PU単 位 に よ る発電 機 回転 子 角周 波数(ω.pO)
ωG、ef:GOVの 発電 機 回転 子 角周 波数 設定 値


















=再連 係 時 の ωdの値
:最大 許容 角周 波数 偏差
=交流系統 の定 格周 波数
:pu単位 に よ る順変 換所 側 交流 系統 の周 波数
:pu単位 に よ る順変 換所 側交 流 系統 の周 波数偏 差
(fd==f-1)
:再連係 時 のfdの 値
:最大許 容周波 数偏 差
騰
DCSR:順 変 換所
BREC:順 変 換所 用母 線
DCL:平 滑 用 リア ク トル(逆 変 換所 で も同 じ)
Rec,Rec1,Rec2:順 変換 所 の変 換器(順変換 器)
ConRl,ConR2:順 変換所 の変 換装 置(順変 換装 置)

























(交流 系統 の定格線 間電 圧実 効値 と直 流 系統 の定格 電 圧 の比)
:直流 電流id、と転 流重 な りに よ るVdrの電 圧 降下 の 関係 を示 す係 数
:BRECの電圧
:VRの大 き さ(VR=1ΨR1)
:順変 換所側 直流 電圧(pu)
:順変 換所 の調相 設備 を流 れ る電流
:平滑 用 リアク トル電 流
:DCSRが 設定 してい る電流 基準 値
:順変換 所 の変換 器 が受電 す る有効 電 力
:順変 換所 の変換 器 が受電 す る無効 電 力









:順変 換器 が受 電す る有効 電 力 に対 応 す る コン ダ ク タンス
:順変 換器 が受 電す る無効 電 力 に対 応 す るサ セ プ タンス
:順変 換所 の調 相設備SCの ア ドミタンス(逆変換 所 で も同 じ)(pu)
:SCの サ セ プタ ンス(Yc=jBc)(逆 変換 所 で も同 じ)(pu)










:Y-Y結 線 の変 換 器用 変圧 器
:Y-△ 結線 の変換 器用 変圧 器
:TRI,TR2の漏 れ リア ク タンス
(後示 のTl1,T匡2の場 合 も同 じ) (PU)
}劃魍 路し
iCNT,、 Rec1用 点弧 制御 回路
[逆変 換所]
DCS!:逆 変換 所
i BINV:逆 変 換 所 用 母 線
Inv,InVl,Inv2:逆 変 換 所 の 変 換 器






















:Y-Y結 線 の変 換器用 変圧 器
:Y-△ 結 線 の変換 器 用変圧 器
:平滑 用 リア ク トル(順 変換 所 と同 じ)
:DCSIが 設定 してい る電流 基準 値
:逆変 換所 側 直流 電圧
:B田Vの 電 圧
:Viの大 きさ(Vl=1Vrl)
:逆変 換器 が受電 す る有効 電 力(P【 〈0)
:逆変 換 器が受 電 す る無効 電 力
:T【1,TI2の漏 れ リア ク タンス(TRI,TR2と同 じ)








1逆変換 器 が受電 す る有 効電 力 に対 応す る コン ダ ク タンス(pu)
:逆変換 器 が受 電す る無効 電 力 に対 応 す るサ セ プ タ ンス(pu)
:逆変換 所 の調 相設 備 の ア ドミタンス(順変 換所 と同 じ)(pu)









:順変 換所側 交 流系 統全 体 を表す電 源
:順変 換所 側交 流送 電線 路
:TL1,TL2の リア ク タンス




[並列 交 流 送 電 線 路]
TL5:並 列 交 流 送 電 線 路
CB1,CB2:並 列 交 流 送 電 線 路 を遮 断 す る遮 断 器
CBF:故 障 発 生 用 遮 断 器
1▲c:並 列 交 流 送 電 線 路TL5に 流 れ る電 流
了▲c:1ACの 共 役 複 素 数
P^c:TL5で 送 られ る有 効 電 力
PM、x:P^cの 最 大 値(δG=π/2の 時 のP▲cの 値)
X2:TL5の リ ア ク タ ン ス
R2:TL5の 抵 抗
(本章 で はR2=0と して 無 視 して い る)
δCB1:遮 断 器CB1の 両 端 の 電 圧 の 位 相 の 位 相 差
δCBlo:t=T1に お け る δCB1の値
δGM【N,δGM^x:PAC=PmOとな る発 電 機 回 転 子 の 位 相 差 δGの 値
δRr=▽1を 基 準 と し たVRの 位 相 差
Td:遮 断 器CBtの 動 作 遅 れ 時 間
Tc:δCB1=Oと な る 時 間

































.交 流 母 系 統 側 交 流 送 電 線 路
:変 圧 器
:BPSNの電 圧(pu)
:ΨBの 大 き さ(pu)
:TLヨ,TL4の リ ア ク タ ン ス(pu)
:隣 接 交 流 系 統 の 内 部 リ ア ク タ ン ス(pu)
:逆 変 換 所 側 交 流 系 統 の リア ク タ ン ス{XBニ(X3/2)+X4}(pu)
:ΨBを 基 準 と し たVEの 位 相 差(rad)
:再 連 係 時 の δ 田 の 値(rad)
































































本 章 の解析 に おいて は,以 下 の諸仮 定 を設 け るもの とす る。
(1)再 連 係時 に おいて は,発 電機 機械 入力 は,順 変 換所 で受 電 す る有効 電 力す なわ ち





再連 係後 の発電 機機 械入 力 は一定 とす る。
順変 換所 の変換 器 が受電 す る有 効電 力 は,設 定 変更 指令 を入 力 しない 限 り一定
とす る。
本章 で扱 う現象 に関 して は交 流母 系統 の周 波数 と電 圧 は一定 で,周 波数 の値 は交
流系 統 の基 準周 波数 に等 しい もの とす る。
仮 定(1)を 設 けた理 由 は次 の とお りであ る。 並 列交 流送 電線 路 が遮 断 され た後,発 電
機周 波数 が上 昇す るの で,発 電機 の調 速機 が働 い て,発 電機 の機 械 入力 を順 変換 所 で受 電
す る有効 電力 以下 に し,発 電 機 の回転 運動 系 を減速 状態 に して,上 昇 した周 波数 を下 げ る
よ うにな る。再 連係 時 は この減速 状態 に な ってい るの で,発 電機 機 械入 力 は,順 変 換所 で
受電 す る有効電 力 よ りやや小 さい値 にな って い る。 本来 は この値 を用 いて再 連係 可 能 な周
波数 偏差 の条件 を求 め るべ きで あ るが,再 連係 は機 械入 力 が大 きい ほ ど難 しい とい う特 性
が あ るので,簡 単 の ため(1)の 仮 定 を設 けて再連 係可 能 な周 波数 偏差 を求 め る こ とにす
る。 この仮定 に よ る条件 は実 際 の条件 よ り厳 しい もの で あ るので,再 連 係 時 の周波 数 偏差
が仮 定 に よ り求 め た あ る条件[式(6.31)参 照]を 満足 して いれ ば必 ず再 連係 は成功
す る。
仮 定(2)を 設 けたの は,再 連 係 が成功 す るか失 敗 す るか は再 連係 後数s間 の系統 の 振
舞 を解析 すれ ば判 明す るが,発 電 機 の機械 入 力 を発 生 す る原 動機 は蒸 気 量 を機械 式 の制 御
装置 で調 整す るので応答 が 遅 く,再 連 係後 数s間 は機 械 入 力 は一 定 と近 似 で きるか らで あ
る。
仮定(3)を 設 けた のは,順 変換 所 の変 換器 が受 電 す る有効 電 力 は,交 流 系統 の状況 の変
化 ・例 えば変換 所 の母線 の 交流電 圧 の変 化 に よ って変 化 す る場 合 も あ るが,定 電 力 制御 が
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行わ れ てい れば つ ねに電 力指 令 値 に一致 して い るもの と して扱 え るか らで あ る。
仮 定(4)を 設 けた の は,交 流母 系統 が大 規模 系統 で あ り,直 流 送電 系統 の送電 電 力 の
変化 で は周 波数 と電 圧 は ほ とん ど変 化 しない こ と,通 常 は周 波数 制 御 に よ って交流 系統 の
基準周 波数 に維 持 され て い るか らで あ る。
以下,上 記 した仮定 の も とに,簡 易 再連 係可 否判 別法 を導 出 す る。
6.2.3簡 易 再連 係可 否判 別法
(1)簡 易 再連 係可 否 判別 式 の導 出
図6.1の 遮 断 され た並 列 交流 送電 線 路TL5の 再 接続 の手 順 は,遮 断後30サ イ クル
程度経過 した時,CB2の み を投入 してTL5を 充電 し,次 にCB1を 同期 投入 して発 電機
と交流母 系統 を再連 係す る とい うもので あ る。 この場合,再連 係後 の系統 の振 舞 を予 測 し,
発電機 が再 連係 後脱 調せ ず 同期状 態 を維 持 で きる条 件 が満 た され てい るか ど うか判別 す る
必要 があ る。本 項 で は,議 論 の見 通 しを良 くす るた め,解 析 対象 モデ ル系統 か ら並列 交 流
送電線 路 の リア ク タンス以外 の 系統 イ ン ピー ダ ンスを無 視 した簡略 等価 回路 を導 出 し,そ
れ を用 い て簡易 再連 係可 否判 別式 を導 出す る。
まず,発 電機 が発 生 す る有効電 力 に つい て,図6.1の 交流 系統 部分 だ け を図6.2の
ような簡 略等価 回 路 で模 擬 す るこ とに よ り,基 本 的考 察 を行 うこ とに す る。 同 図 は8相 を
一括 して単 線 で表示 して い る。(以 後交 流系 統 はす べて単 線表 示 を用 い る)同 図 に おい
て,G1は 発 電機,G2は 隣接 交 流系統PSNを 模 擬す る無 限大 容量 発電 機,T題はPMか ら
の発電 機機 械入 力 トル ク,TMrefはGOVか らPMに 入 力 され るTMの 設 定値,ω はpu単
位 に よる発 電機 回転 子 角周 波数,fはpu単 位 に よる順 変換 所側 交流 系統 の周 波数,PGは
発電 機出力,BRECは順変 換所 用母 線,BINVは 逆変 換所 用母 線,DCSRは 順変 換所,



















は逆変 換所 の変換 器 す なわ ち逆 変換 器 が受電 す る有 効電 力,CB1は 再 連係 を行 う遮 断 器,
1ACは並 列交 流送 電線 路TL5を 流れ る電 流,P^cはTL5で 送 電 され る有 効 電 力,X2は
TL5の リアク タンス であ る。 簡単 の ためDCSR,DCSl内 の順,逆 変 換 器 は図 示 して
い ない。 同図 の簡 略等価 回路 におい て は発 電機 か ら順変 換所 まで の交流 系 統 の諸 要素 の イ
ン ピー ダ ンスお よび,交 流母 系統 の諸要 素 の イ ン ピ■ptダンス は無 視 してい るのでBRECは
発 電所 用母 線BGENと考 え るこ ともで き る。 また,同 様 にB【NVは隣接 交 流 系統 の母 線Bps
Nと考 え る こともで きる。VGは 発電 機G1の 端 子電 圧,VBはBPSNの電 圧,す なわ ち隣接 交
流系統PSNを 模擬 す る無 限大 容量 発電 機G2の 端 子電 圧 で あ る。並 列 交流 送 電線 路 の抵
抗R2は,X2に 比 べ小 さい ので無視 して い る。 複素 数表示 の位相 基準 を
VB=VB (6.1)
とす る と,ΨGはG2の 回転子位 相 を基準 とす るG1の 回転子 位 相差 δGを用 いて
ΨG=VG(cosδG+jsinδG) (6.2)
と表 わ され る。 こ こ で,VG=IVGIで あ る。 再 連 係 前 は1^c=0で あ るがCB1を 投 入 し
て再 連 係 を実 施 した 後 は
1▲c=(ΨG VB)/jx2 (6.8)
とな る。 こ の 時,P▲cは
PAc=Real{▽G了Ac}=(VGVBsinδG)/X2 (6.4)
と な る。 こ こで,'TAcは1ACの 共 役 複 素 数 で あ る 。






とな る。 図6.3に δGに対 す るP▲cの変 化 を示す 。








とな る。 ここで,Mは 発電 機慣 性定 数,ωoは 定格 角周 波数,THはPMか らの発 電機 機械







図6.3δGに 対 す るPACの変化
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の交流 送 電 と同様 に扱 え るこ とが わか る。 よって,以 後Pmを 等価 機械 入 力 と呼 ぶ こ とに
す る。一 方,pu単位 に よ る発電 機 回転子 角周 波数 偏差 を ω4=ω 一1と す る と・付 録5・
1で述 べ る よ うに,ωd=(1/ωo)PδGであ るか ら,式(6.8)は,次 式
Mωoωd(dωd/dδG)=Pm-PMAxsinδG (6.10)
の よ うに δGを独 立変 数 とす る微 分 方程式 に変 換 され る。 ここで,仮 定(2),(3)よ
りPmは一 定 であ る と仮定 し,両 辺 を δGで積分 す る と
(1/2)Mωoωd2=PmδG十PM▲xcosδG十C (6.11)
を 得 る。 こ こで,Cは 初 期 条 件 に よ って 決 め る積 分 定 数 で あ る。 電 圧 に 過 渡 現 象 が 生 じ る
の を防 ぐた め,再 連 係 は 図6.2のCB1の 両 端 の 電 圧 の 位 相 差 δCB1=0の 時 行 わ れ る。
再 連 係 前 は1^c=0で あ るの で,δG=δCB1と な る。 従 っ て 再 連 係 時 の ωdの 値 を ωdOと




と な る。 これ が 再 連 係 後 の ωdと δGの 変 化 の 関 係 を 表 わ す 方 程 式 で あ る。
図6.4にP^c=PMAxsinδGと δGの 関 係 と発 電 機 回 転 子 の 加 速 お よ び減 速 領 域 の
分 布 を 示 して お り,同 図 に よ って 再 連 係 後 の 系 統 の 動 作 を 説 明 す る。 同 図 か ら 明 ら か な よ





とな る。 同図 には,Pm=P血oの 場 合 の δGMIN(点A)と δGMAX(点C)を示 して い る。
発 電機 回転 子 に関 し,点Aよ り左方 の領 域 は加速 領 域,点Aと 点Cの 間 の領 域 は減 速領 域,
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まず再 連係 が成 功 す る場 合 を述 べ る。連 係直 後 はP^c〈Pmと な り,回転 子 は加速 され,
ωd(>0)は増 大 し,δGが 増 大 して い く。 す る と,P▲cが増 加 し,点AでP▲c=PmOと な
る。 さて,こ こまで は加 速領 域 で あ るが,点Aを 過 ぎ る とP^c>Pmとな り,回 転子 が 減
速 され る減 速領 域 に な る。 そ して,δGニδrの時(点B),ωd=0に な り,そ の後 ω4〈0
とな って δGは減 少す る こ とに な る。 δrを反 転位 相差 と呼 ぶ ことにす る。 その後 δGは減
衰振動 を続 け,最 終 的 に は点Aで 安 定す る こ とに な る。 よ って,再 連係 が成 功 した こ とに
なる。
次 に再連 係 が失敗 す る場 合 を述べ る。 ωd。が大 きい とP^c>Pmの減速 領域 で ωd<0と
な らない うちに点Cに 至 って しま う。 この点 を越 え る とP^c〈Pmとな るので,回 転子 は
再び加 速 され る ことにな り,ωdが 増 加 し,δGが 増加 してP^cの低下 を持 た らす とい うよ
うに正 帰還 が成 立 す るの で,回 転子 の角周 波数 が次 第 に上昇 し安 定 な動作 に戻 らな い。従
って,再 連 係 が失 敗す るの は δG=δGMAxにお いて ωd>0と な る場 合 で あ る。
以上 述べ た こ とか らわか るよ うに,式(6.12)で δG=δGn,ULXとした式 を ω6に関 す
る2次 方程 式 と して扱 った場合,同 式 が正 の実 根 を持 て ば δGニδGM▲xでωd>0と な り,
δGが益 々増 大 して発 電機 が脱 調 して しま うの で,再 連係 が 失敗 す るこ とにな り,一 方,
方程 式 の根 が虚 根 のみ で あれ ば,δGが δGbyLXまで増 大 しない ので,安 定 な再連 係 が可能
にな る。従 って再連 係可 能 な ωdOの範 囲 は





式(6.15)は1ωdolが ωd。MAXを越 え る と再 連係 が 失敗 す るこ とを示 してい る。 ま
た,ωd。〉 ωd。MAXの場合 に は,前 述 した よ うに再 連係 後 δGが増 加 し続 けて図6.4の 点
Cを 越 えて しま うわ けで あ るが,ωdO〈0の 場合 の δGの変化 は少 し異 な るの で説 明す る。
ωdO〈0の 場合 に は,図6.4に おい て δGが0よ り左 方 に変化 す るわ けで あ るが,こ
の領 域 は加速 領域 で あ るの で,ωdは ωdOから次 第 に上昇 し,遂 には0と な り,さ らに ω4
>0と な る。 こ こで,ωd=0と な る点Dに 至 る と,δGは 反転 して増加 を始 め るが,再 び
δG=0とな る時 の ωdの値 は,減 衰 を無視 すれ ば,再 連係 時 の ωdOの符 号 を反転 させ た値
にな る。 また,δG=0を 越 えた後 の変 化 は ωd=一 ωdOとい う初期 条 件 で再連 係 を行 った
場 合 と同 じで あ るの で,ωdO<一・CDdoM▲Xの状 態 で再 連係 を行 うと,結 局 δG>δGM^Xとな
り再連 係 が失敗 す る。
本章 で 扱 うの は,pu単位 によ る発 電機 回転 子 角周波 数 ωが 並列 交流 送電 線 路遮 断後 一且
上昇 し,そ の後 低下 して きた時 に速 やか に再 連係 を行 う手 法 で あ るので,再 連係 時 に は,
角周 波数 は定格 値 よ り上 昇 して い る。従 って ωdO>0で あ るの で,式(6.15)は
ωdO〈 ωdOMAX (6.17)
と して支障 な い。 そ こで,以 後再 連 係可 能 な ωdOの条 件 を示 す式 と して,式(6.17)
を用 い,(DdOMAXを最 大許容 角周 波数 偏差 と呼ぶ こ とにす る。 さ らに,電 力 系統 工学 にお
いて は,通 常,角 周波数 よ りも周 波数 を用 い るこ と,並 び に後 述す る再 連 係装 置 の設 置 さ
れ る直 流送電 系 統 の順 変換 所 で検 出で きるのは順変 換 所側 交流 系統 の周 波数 で あ る こ とか
ら以後 の検討 で は,ω,ωd,ωdO,ωdOM^xの代 りに,PU単位 に よる順変 換 所側 交流 系統
の周波数f,pu単 位 に よ る順 変換 所側 交 流系統 の周波 数偏 差f'd=f-1,再 連係 時 のfd
の値fdO,最 大許 容周 波数 偏差fdOMAXを用 い る ことにす る。 た だ し,pu単位 法 を用 い た場
合,f=ω,fd=ωd,fdo=ωdo,fdoMAx=ω40M▲xであ るの で式(6.17)は
fdO〈fdOMAX (6.18)
とな る。上 式 が簡易 再連 係可 否判 別式 で あ る。
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(2)計 算 手 順
式(6.6),(6.9),(6.14),(6.16)を 用 い て 最 大 許 容 周 波 数 偏 差
fdOMAXを数 値 計 算 す る手 順 に つ い て 説 明 す る。 な お,計 算 は パ ソ コ ン に よ っ て 簡 単 に 実
行 で き る も の で あ る。
図6.5にfdOMAXの 計 算 フ ロー チ ャー トを 示 す 。
① 定 数 の 入 力
(M,VG,VB,X2,PR,
PMの 値 を 入 力 す る。)
② 定 数 の 計 算
[式(6.6),(6.9),(6.14)
に よ りPMAX,Pm,
δGMAXを 計 算 す る 。]
fdOMAXの計 算
[式(6.16)によ り
fdOMAXを計 算 す る]
図6.5最 大 許 容周 波数 偏差fdOM▲xの計 算
フ ロー チ ャー ト(簡 略 等価 回路 の場合)
① で は,各 定 数 す な わ ち,M,VG,VB,X2,PR,TMを 入 力 す る。
② で は,VG,VB,X2,PR,TMよ り式(6.6)に よ りPMAxを,式(6. 9)に よ り
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Pmを 計 算 し,さ ら に 式(6.14)に よ り δGM^xを計 算 す る。
③ で は,② で 得 ら れ た諸 定 数 を用 い て,式(6.16)に よ りa)don"LX,すな わ ちfdOMAX
を 計 算 す る。
(3)計 算 結 果
図6.6にPRを パ ラ メー タ と してTMに 対 す るfdOMAXの変 化 を示 す 。TMが 大 き くな る
とfdOMAXが減 少 し再 連 係 が成 功 す るfdOの 範 囲 が 狭 くな る こ とが わ か る。 そ し て,例 え
ばPR=0の 時 に はTM>0.78puに な る と,fdOMAXの値 が な くな っ て い る。 これ は,
















あ った とす る と,Pmt=PAcとな る点A'の 左 側 がすべ て加 速領 域 に な るので,た とえ δG
=0,a)d=Oの 条 件 で再 連係 した として もωdは次第 に増 加 し,点A'で 相 当大 きい値 と
な り,減 速領 域 に はい って も十 分減 少 しない 内に点C'に 至 り,そ の ま ま発電 機 が脱 調 し
て しま うの で再 連係 が不 可 能 に な る。PR=Oの 時,TM>0.73puでfdOMAXの値 が存
在 しない の は この状 態 に対 応 して い る。図6.6に は参 考 としてPm=Oと した場 合 のfd
OMAXの変化 を破 線 で示 してい るが,こ の場 合 はTHに よらずfdOM^xは一定 で あ るこ とが わ
か る。
6.3解 析 対象 モデ ル系統 に対 す る簡易 再連 係可 否判 別法(1)の適用 と妥 当性 の検証
6.3.1解 析 対象 モデ ル系統 に対 す る簡易 再連 係可 否判 別法 の 適用
図6.2の 解析 対 象 モ デル系統 の交 流 系統 簡略等 価 回路 に前 節で 求 めた簡 易判 別法 を適
用 し,最 大 許容 周波 数偏 差fdObEAXを計 算 しよ う。計 算 に用 い る定 数 の値 は,実 際 の電 力
系統 の定 数 値 を参考 に して設 定 す る。 また,6.2.2項 の仮定(1)よ り,再 連係 時 に
おい てTM=PRと す る。 モデ ル系統 の諸 定数 の設 定値 を表6.2に 示す 。
表6.2簡 易 再連 係可 否判 別式(1)の検 証 に用 いた解 析対象 モデ ル系統 の諸定 数
(pu値表示:基 準 定格 電力300MVA,交流 系統 定格 線 間電圧 実効 値154KV
交流 系統 定格 周波 数60Hz,直流 系統 定格 電圧250KV)
同 表 の 値 を 用 い てfdoM^xを計 算 す る と,fd。MAx=O.029puを 得 る。 従 っ て,fd
〈0.029puと な っ た 時 再 連 係 を行 え ば,再 連 係 は成 功 す る。
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6.8.2数 値計 算 に よ る簡易 再連 係可 否判 別法 の妥 当性 の検証
前 項 に おい て,最 大許 容周 波数偏 差fdOM^xが得 られ たの で,そ の 値 の妥 当性 を数 値 計
算leより検 証 す る。 対象 と した 回路 は図6.2の 簡 略等 価 回路 で あ る。 用 い るプ ロ グ ラム
は,第4章 で用 い た伝達 関数 ブ ロ ック図 で表 現 され た系統 の過渡 応 答 を解析 す る シ ミaレ
ー シ ョン プロ グラムBACS-Hで あ る。(付 録4.1参 照)
図6.7に,故 障 が発生 し,さ らにf〈1+fdoMAx=1.029puとな った時 に再 連係 を行
った場 合 のf,δG,P▲c,PRをBACS-Hに よ り計算 した結果 を示 す 。計 算 開始 時 間
をt=Osと し,t=0.5sで 故 障 が発生 し,直 ちに並列 交 流送 電 線路 を遮 断 し,f〈
1.029puとな るt=8.8s以降 で最初 に δG=0と な るt=9.5sで並 列交 流 送電 線路 を再 連
係 す る場合 を想定 してい る。数値 計 算結果 を見 る と,再 連係 後 δG,P▲cは動 揺 してい る
が,脱 調 に まで至 るこ とは な く,再 連係 が成功 してい る。 よって,6.2節 で求 め た簡 易



























6.4簡 易再 連係 可否 判 別法(2):系 統 イ ンピー ダ ンスを考慮 した場 合
前節 で は,説 明を わか り易 くす るた め並列 交流 送電線 路 の リア ク タンスX2以 外 の系統
イン ピー ダ ンスを無視 した簡 単 な モデ ル系統 を用 い て,交 直並 列送 電 系統 の簡 易再 連係 可
否判 別式 を導 出 した。 しか し,実 際 の 系統 で は,発 電 機 の 内部 イ ン ピー ダンスや,X2以
外 の送電 線 路 イ ン ピー ダンスが あ り,こ れ に よ る直流 送電 系統 の 変換 所地 点 の交 流電 圧 の
変化 な ども考慮 して お く必要 が あ る。 よ って本節 で は系統 イ ン ピー ダンス を考 慮 した場合
の検討 結果 を説 明 す る。
6.4.1解 析対 象 モデル系 統
図6.8に,図6.1に 示 した解 析 対象 モデル系統 につ いてX2の み な らず他 の諸 定数,
す なわ ち発電 機 のd軸 過渡 リアク タンスXd',発 電機 の昇圧 変圧 器 の漏 れ リアク タ ンス
XTG,順変換 所側 交流 送電 線路 の リア ク タンスX1,交 流母 系統 側 交流 送電 線路 路 の リア
クタンスX3,隣 接 交流 系統PSNの 内部 リア クタ ンスX4を 考慮 した場合 の等 価 回路 を示
す。同 図 にお いて,G1は 発電機,BGENは発電 所用 母線,PMはG1を 駆動 す る原動 機,T
Mは発電機 機械 入 力 トル ク,PGは 発電 機 出力,BRECは順 変換 所用 母線,P▲cは 並列 交流
送電線 路TL5で 送 られ る有効 電 力,G2は 隣 接交 流系統 の電 圧源,BPSNは隣接 交 流系統
用母線 で あ る。 また,ΨG,VR,V【,VBは それ ぞれ 発電 機端 子,BREC,B【NV,BPSNの
電圧,PR,QR,PI,QIは それ ぞれ順 変換 器,逆 変 換器 が受 電 す る有 効,無効電 力,Yc
は順 変換 所 の調相 設備SCの ア ドミタンスで あ る。 また,XTTLは順 変換 所 側交 流系統 の



























本 来,Xb,XTGはBGENよ りGl側 に あ り,X4はBPsNよ りG2側 に あ る が,本 等 価 回 路 で
は,簡 単 の た め そ れ ぞ れ の 反 対 側 に あ る も の と し て扱 っ た 。 ま た,順 変 換 器Rec・ 逆 変
換 器Invは 等 価 ア ド ミ ッ タ ン ス負 荷 †R,Y【 で 表 わ し,同 図 に 示 す よ う にBREcに?Rニ
GR+jBR,B【Nvに †1=G【+jBlの 負 荷 が 接 続 され て い る も の と仮 定 して い る 。 た だ
し,†R,†1は そ れ ぞ れRec,Invの 受 電 す る電 力 に 対 応 す る ア ド ミ ッ タ ン ス,GR,
BR;G【,BIは そ れ ぞ れPR,QR;PI,Q【 に対 応 す る等 価 コ ン ダ ク タ ン ス,サ セ ブ タ









で あ る。 こ こ で,VR=IVR1,vI=1「 、ンllであ り,ま た,†cは サ セ プ タ ン スBcの み も ち
Yc=Bcと す る。 な お,有 効 電 力 は,母 線 か ら,変 換 設 備 を 表 わ す 負 荷 に流 れ 込 む 方 向 を
正 に と っ た の で,順 変 換 所DCSRか ら逆 変 換 所DCS【 に送 電 し て い る本 解 析 対 象 モ デ ル
系 統 で は,GR>0,PR>0,一 方GI〈0,P【 〈0で あ る。 す な わ ち,BREcで 直 流 送 電
電 力 分 の 有 効 電 力 を受 電 し,B【NVで 直 流 送 電 電 力 分 の 有 効 電 力 を 発 生 す る こ とで 直 流 送
電 を表 わ して い る。 ま た,無 効 電 力 の 符 号 は,遅 れ 無 効 電 力 を 受 電 す る時 正 と した 。 順 変
換 器,逆 変 換 器 共 に無 効 電 力 を受 電 す る の で,BR〈0,QR>0,一 方B:〈0,Ql>0
で あ る。
6.4.2簡 易再 連係可 否判 別法
(1)簡 易再 連係可 否判 別式 の導 出
図6.18に 示 した解 析対 象 モデ ル系統 の等 価 回路 に よ り,6.2節 で式(6.7)を
求 め た と同様 に して,PGと δGの関係 を求 め る と,次 式 が得 られ る。(付録6.1参 照)
PG=Co+ClcosδG+C2sinδG (6.25)
こ こ で,Co,C1,C2は,XTTL,X2,XB,GR,BR,G【,BI,Bc,VG,VBに よ
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り決 る定 数 で あ る。 上式(6.25)のCo,C2は それ ぞれ式(6.7)のPR,P猷xに
対 応す るもの で あ り,ま た,C1はモ デル 系統 を詳 細化 した こ とに よ り加 わ った項 で あ る。
次 に6.2節 の式(6.8)に 対応 して,式(6.25)か ら発電 機 の 回転運 動方 程式
(M/ωo)p2δG=TM-(Co十ClcosδG十C2sinδG)(6.26)
を得 る。 この復 の理 論展 開 は,6.2.3項 の説 明 と重 複す るので,要点 だ けを説 明す る。
まず,式(6.26)を 解 く。 この場 合,初 期 条件 を与 え る必 要 が あ り,ま た再 連係 時
において は,図6.8の 遮 断器CB1の 両 端 の電圧 の位 相差(SCBI=OでCB1を投入 す る
必要 が あ る。6.2.8項 の説 明 で は,δCBi=δGであ るこ とか ら.初 期 条件 として,δ
G=0で,ω4=ωdOと した。 しか し,本 項 の解 析対 象 モ デル系統 の等 価 回路 で は,こ の条
件 を修 正 す る必要 が あ る。 そ こでVRを 基準 と したΨGの位相 差 を δGR,Viを基 準 と した
VRの位 相差 を δRl,ΨBを基 準 と したΨ!の位相 差 を δ田 とす る と
δG=δGR十 δRI十 δtB (6.27)
と な る 。 再 連 係 前 に は,6.2.3項 と 同 様 に,1^c=0で あ る の で,δR:=0で あ る が,
BGENか らBREcに はPR,QRに 対 応 す る 電 力 が 流 れ,B!Nvか らBpsNllはP1,Q【 に 対 応
す る 電 力 が 流 れ,か つ,XTTL>0,XB>0で あ る の で,δGR>0,δIB>0と な る 。 従
っ て,再 連 係 前 の δGR,δ1Bを そ れ ぞ れ,δGR=δGRO,δlB=δiBOと す る と,初 期 条 件
は,δG=δGO=δGRO十 δ 【BOで,ωd=ωdOと な る 。 こ こ で,δGRO,δ[80,δGOは そ れ
ぞ れ 再 連 係 時 の δGR,δ!B,δGの 値 で あ る 。




を 得 る。 こ れ よ り,a)doMAxを求 め る と
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これ よ り,簡 易 再 連 係 可 否 判 別 式 は
fdO<fdOMAX(6。81)
た だ し,PU単 位 法 を用 い て い るの で
fdOMAX=ωdOMAX(6。32)
で 与 え ら れ る。 な お,式(6.31)が 成 立 す れ ば 再 連 係 が 可 能 に な る。
(2)計 算 手 順
式(6.19)～(6.24),(6.27),(6。29),(6.80),(6.
82)を 用 い て 最 大 許 容 周 波 数 偏 差fdOM^xを計 算 す る手 順 に つ い て 説 明 す る。
図6.9にfdOMAXの 計 算 ブ ロー チ ャー トを 示 す 。
① で は各 定 数 す な わ ち,M,Va,VB,PR,QR,P【,Q,,TM,X恥XTG,X1,X2,
X3,X4,Bcを 入 力 す る。 ま た,式(6.19),(6.20)に よ りX↑TL,XBを 計
算 す る。
② で はVG,VB,PR,QR,PI,Q【,XTTL,XBを 用 い て,並 列 交 流 送 電 線 路 が 脱 落 し
た状 態 で 発 電 機 側 交 流 系 統,交 流 母 系 統 側 交 流 系 統 の 潮 流 計 算 を 行 い,付 録6.2に 示 し
た 手 順 に 従 い,再 連 係 時 の δGR,δIBの 値 δGRO,δ 【BOを計 算 し.δGO=δGRO+δ 田0を
計 算 す る。
③ で は 式(6.21)～(6.24)に よ りGR,BR,Gl,Biを 計 算 し,そ の 結 果 を用




(Mな どの 回路定 数,VGな どの初 期状 態設 定
値 を入 力 す る。 またXTTL,XBを計算 す る。)
並列交流送電線路脱落時の交流系
統潮流計算
(①で得 た定数 を用 い て,並 列交 流送 電線 路
が脱 落 した状 態 での発 電 機側交 流 系統,交
流母 系統 側交 流 系統 の潮 流計算 を行 い,
δGOを求 め る。)
(得られ た潮 流 状 態 よ りGR,BR,G【,B【を
計 算 し,そ の 結 果 を 用 い て 付 録6.2に示 した
手 順 に よ りCoC1,C2を 計 算 す る。)
最 大 許容 周波 数偏 差fdOMAXの計 算
[Co,C1,C2お よ びM,PM,δGOを 用 い,
式(6.29),(6.30),(6.32)によ りfdoM▲xを
計 算 す る 。]
図6.9最 大許 容周 波 数偏 差fdOM▲xの計 算 フ ロー チ ャー ト
(系統 イ ン ピー ダンス を考慮 した場 合)
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④ で は,③ で 求 め た 諸 定 数 の 値 を 用 い て,式(6.29),
に よ りfdOM▲xを計 算 す る。
(6.30),(6.82)
6.4.8解 析対 象 モ デル系統 に対 す る簡 易再 連係 可否 判別 法 の適 用
前項(1)に おいて,系 統 イ ン ピー ダ ンスを考慮 した場 合 の簡 易再 連係 可 否判 別式 が 導
出 され たの で,こ の式 を解析 対象 モデ ル系統 に適用 して,同 系 統 に お け る再 連係 につ いて
吟味 す る。本 節で行 う上 記判 別法 の検 証 に用 い た解 析対 象 モデル 系統 の等 価 回路 の諸 定数
を表6.3に 示 す。 なお,同 解析 対象 モデ ル系統 は6.6節 で説 明す る電 力 系統 シ ミュレ
ー タによ る検 討 で用 い るもの と同一 で あ る。
表6.8簡 易再 連係 可否判 別 法(2)の 妥 当性 の検証 に用 い た解 析 対象 モデ ル系統 の
等 価 回路 の諸定数
(pu値表示:基 準 定格電 力4KVA,交流 系統 定 格線 間電 圧実 効 値220V




回 転 運 動 系
M=8.6(s)
[順変 換 所]
順 変 換 器
Bc=0.3(逆 変 換 所 も 同 じ)
[順変 換 所 側 交 流 系 統]
XTG=0.05,X1=0
[並列 交 流 送 電 線 路]
X2=O.932
[交流 母 系 統]
X3=0.117,X4=0.05




同 表 に示す 初期 運 転状 態 とは数値 計算 に お け る初期 状態,す なわ ち図6.8に お いて並
列交 流送 電線 路TL5の トリ ップの原 因 とな る線路 故 障が発 生 す る前 の状態 で あ る。 同 状
態 に おいてPR>PIで あ るの は,直 流送 電 系 の送 電 損失 の ため順 変換 所 か ら送電 され る電
力 よ り逆変 換所 で受電 され る電 力 の方 が小 さ くな るためで あ る。
まず,図6.10に δGに対 す るPG,VR,vlの 変化 を示 す。 同 図 の計算 には,表6.
8の 諸定 数 を用 いて い る。 この場 合式(付6.1.10)によ り,Co=0.87pu,C1=0.0
81pu,C2=0.73puと な った。
また,図6.11に,T区 に対 す るfdOM^xの変 化 を示す 。PRが 大 きい程,同 じT駈で も
fdOMAXが大 き くな るの は6.3節 の簡 略等価 回 路 に よる検 討 で説 明 した よ うに等価 機械
入力Pm=TM-PRが 小 さ くな るた め と考 え られ る。 同図 に は参 考 と して,Pm=Oと した
場合 のfdOMAXを点A,点Bを 通 る破 線 で示 して い るが,こ の破 線 は図6.6の 場 合 と異
な り右 下 が りにな って い る。 これ は,本節 で考 慮 したXτTL,XBによ る影 響 と考 え られ る。
再 び図6.10に 戻 ってVR,vIに つ いて考察 す ると,δGが 大 き くな る とVR,v!が





























に変換 器 の転 流失敗 等 を生 じ させ る恐 れ があ る。従 って,fdOはfdO〈fdOMAXを満足 す
るだ けで な く,δGを な るべ く小 さ くして再 連係 を行 うのが望 ましい こ とが 明 らか に され
た。
6.5高 速再 連係 装置(FRC)に 必 要 な諸機 能
交直 並列送 電系統 におい て,故 障除去 の ため に遮 断 され た並列 交 流送 電線 路 を速 や か に
再 接続 す るため に解決 すべ き課題 の うち,第1の 課 題 に つい て検討 し,簡 易再 連係 可 否判
別法 を導 出 した。 しか し,実 際 の高速 再連 係装 置(FRC)を 開発す るに は,第2,第3
の課 題 を解 決す る必要 が あ る。 以下6.5.1項,6.5.2項 でFRCに 必要 な諸機 能
につい て説 明す る。
6.5.1電 力変 調機 能
(1)電 力変調機 能 の必要性
第2の 課 題 は電 力動 揺 の抑制 で あ る。 電 力動揺 の抑制 が なぜ 必要 で あ るか再 び 図6.2
に示 した簡略等 価 回路 を用 い,具 体 的に説 明 す る。 簡 略等 価 回路 を用 い た図6.7の 計 算
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で は,再 連係 後 もPR=0.65puで 一 定 と したが,こ の値 は,並 列 交 流送 電線 路遮 断 時
に,そ の遮 断 で失 われ た交流 送電 電 力 を補 うため に,故 障発生 後,そ れ までのPR=0.
40puから0.65puに 一 時 的に増 加 され た もの であ るの で,再 連係 後 は,元 の値 に戻 す
必要 があ る。
図6.12は 並列 交 流送電 線 路TL5を 再連 係 す る まで は図6.7と 同 じで あ るが,再
連 係 と同時 に,PRを1s間 で0.65puか ら0.40puに 直線 状 に減少 させ た場合 の 計
算結果 を示 してい る。 この場 合,δGの 変化 をみ る と連 係直 後 δGは増加 して行 くが,t=
9.9sで 減 少 に転 じて お り,再 連係 が成 功 してい るこ とを示 して い る。 しか しt=10
.4sで 最小 値 に な り再 び増加 し,t=11.6sで,δG=π に至 り,そ の直 後,一 π
に急変 してい る。 δGの変 化範 囲 は 一 πか ら πで あ るので この よ うにな るが,実 際 の現象
として は,発 電 機 回転子 が加 速 され て δGが増 加 しπを越 えて さらに増加 してい るこ とを
表す もの で あ り,発 電 機 が同期 状態 を逸脱 し脱調 現象 を起 こ して い る ことを示 してい る。


































(定数設定,初 期設定:図6.7と 同 じ)
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独 運 転 期 間 の 場 合 よ り大 き くな り,ま た,P▲cは 激 し く変 動 す る。 そ の 後,発 電 機 の 調 速
機 の 働 き でfは 低 下 す るが,そ れ 以 前 にP▲cの 変 動 に よ り,系 統 保 護 の た めCB1が 再 び
遮 断 され る。 従 っ て,並 列 交 流 送 電 線 路 を 再 連 係 す る と同 時 にPRを0.65puか ら0・
40puに 直 線 状 に減 少 させ る と い う手 法 で は,直 流 送 電 電 力 を 元 の0.4puに 戻 せ な い こ
とが わ か る。 以 下 この 原 因 と対 策 に つ い て検 討 す る。
図6.18に 示 す δGに 対 す るP^cの 変 化 と図6.12を 用 い て 検 討 す る。 仮 定(1)
よ りPm=TM-PR=Opuと 近 似 す る。 図6.12の 計 算 結 果 を 見 る と,δGは ほ ぼ δG=
π/2の と こ ろ で ピー ク に達 し減 少 に 転 じて い る。 そ してt=10.4sで 最 小 値 δG=-
0.91と な り(図6.13の 点D),再 び 上 昇 す る。 一 方,TMは 応 答 が 遅 く,再 連 係
後 数 秒 間 を 考 え た場 合,O.65puの ま ま で あ る と して よ い の で,再 連 係 後PRが0.
65puか ら0.40puに 急 減 し た場 合,Pm=TM-PRは,Opuか ら0.25puに 変 化 す
る。 従 って,点Dに お い て は,加 速 トル ク に対 応 す る電 力Pa=Pm-P▲cは 非 常 に 大 き な
値 と な り,P、=Pm-P^c=Opuと な る点A'ま で 発 電 機 の 回 転 子 は 加 速 され る こ と に な
る の で ωdは 増 加 し,そ の 点 を過 ぎ る と ωdは 減 速 す る こ とに な る。 しか し,点A'ま で の
加 速 が 大 き い の で 減 速 領 域 の 限 界 点C'に 至 っ て も ωd>0で,そ の ま ま脱 調 領 域 に 入 って
し ま っ た も の と考 え られ る。
この よ う に,PRの 変 化 に よ り発 電 機 回 転 子 の 脱 調 を 引 き起 こ し た 場 合 を述 べ た が,常










図6.13δGに 対 す るPACの変 化
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Opu,δG=O,(Dd=Oとな った時,す なわ ち点Aの 状態 に あ る時,PRを0.65puか ら
0.40puに 変 化 させ た とす る と,加 速 は,図6,13の 点Aか らA'の 範囲 で あ るので
点A●に おけ るωdは小 さ く,点C'に 至 る前 に ω4=0と な り,δGは 再 び減少 し,最 終 的
には点A.で 安 定す る と考 えられ る。従 って,再連係 後 の δG動揺 を急 速 に収 束 させ た後PR
を変 化 させれ ば,脱 調 に至 るこ とな くPRを故 障発生 以前 の値 に戻す こ とが で き る。
この ような理 由 か ら,高 速 再連 係装 置FRCは,電 力 お よび位相 の動 揺 抑制 に効 果 が あ
ることが知 られ て い る(78》(79》電 力変 調 機能 を持 ち,そ の出 力信号 に よ り直流 送電 系統 を
制御 す る必 要 が あ る。
(2)電 力変調 回 路 の設計 と効 果 の検討
上述 したよ うに δG,P^cの動 揺 を速 やか に収 束 させ るに はPAcを検 出 し,その変化 に よ
り直流 送電電 力 を変 化 させ る電力 変調 が効 果 的で あ るので 、高速 再連 係装 置FRCに 電 力
変調回路 を設 けた。 図6.14に 電 力変調 回路 に関す る伝 達 関数 ブロ ック線 図 を示す 。 同
図 にお いて,A,Bが 電力 変調 回路 の伝 達 関数 を表 わす ブロ ックで,Aは 第5章 で説 明 し
た高域 ろ波器 でTRPはその時定 数,Bは 第4章 で説 明 した一 次遅 れ要素 でKpp,TFPはそ
れ ぞれ利得 と時定 数 で あ る。 また,CはFRCの 電 力変 調 回路 か ら順 変換 所DCSRの 制
御回路 に入力 され る信 号 △1。rdrの値 を一 定範 囲 に制限 す る リ ミッタ,Dは 順変 換 器 の特
性 を表 わす ブロ ックで,GDC(s)はその伝 達 関数 であ る。
次 にiPMは一次 遅 れ要素Bか ら出力 され る電 力変 調 のた めの信 号,iAFRは援述 す るF
RCの 周 波数 制御 回路 の 出力 で あ る。 そ してiPM+i▲FRがリ ミッタの制限範 囲[-Itlta,
Ittm]内に あれば,△1。rd,=iPM+iAFRとな る。 リミッタの制限 値 ±11ttUを越 えれ
ば△1。rdr=Ittmまたは 一Illmrとな る。 △1。rd,le対す るPRの 応答 時 間 は動 揺 の周 期
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図6.14電 力変調回路の伝達関数モデルブロック図
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で き,さ らに,電 力 をpu単位 法 で表 してい るの で,利 得 は正規 化 して扱 う こ とが で きるの
で計算 で は この伝達 関数GDC(s)=1と して い る。 同図 の電 力 変調 回路 の伝達 関 数 は,
第5章 で検 討 した電 力系 統安 定化 の ため の無効 電 力補 償装 置(SVC)の 制 御 回路 の伝 達
関数 と同 形で あ る。 これ は,ど ち らも交流 電 力系統 の電 力動 揺 を抑 制 す るこ とを 目的 と し
てい るためで あ る。 単 に,電 力動 揺 を抑制 させ るため に操作 す るもの が,第5章 では系
統 に並 列接 続 され たSVCの 無 効 電力 で あ り,本 章 で はPRで あ るこ とが異 な るだ け であ
る。 な お,変 調 回路 の定数 設定 手 法 は,第5章 で詳 し く説 明 して い るので ここで は省 略す
る。
表6.4に,図6.2に 示 した簡 略等 価 回路 を対象 と して設 計 した電 力変 調 回路 の設定
値 を示 す。 こ こで利得KFP=-0.5と 負 の値 を設定 してい るので,PACが 増 加 す るとや
や遅れ てPRが 減少 す る こ とに な り,逆 にP^cが低下 す ればPRが 増 加 す るこ とにな る。 発
電 機 出力PG=P^c+PRで あ るの で,PGの 変化 は,PRの 変化 とP^cの変 化が 相殺 す るこ
とによ り,P^cの変化 よ り小 さ くな る。PGの 変 化が 発電 機 の回転 子 の加 速,減 速 を招来
し,そ れが δGの動揺 を もた らす ので あ るか ら,PGの 変 化 が抑 制 されれ ば,δGの 動揺 も
抑 制 され る ことにな る。
図6・151こ 滝 力変 湘 路 鮒 加 し場 合1・つV・て,図6.12に 捌 る と同一条件
に対 す るf・ δ・・P…P・ の数 値言+算結果 を示 す.こ の場 合 は,再 連麟 働 揺 が急速
に減少 してい るので溌 電機 は脱 識 ・至 る こ ともな く,P,の 減少 鞍 定 に実 現 で きて お
り・ また洛 変 数 の動 輪2～3・ 程度 で瀬 して お り滝 力変 調 回路 の効果 が大 きい
こ
とが確 認 で きる。
6.5.2再 連係時の遮断器の予測投入機能
勧 系統に恥 られる大額 の遮㈱ ま・齢1・ ・～2…s搬 の動耀 塒 間
Tdがある・しかし・従来溌 翻 の発電擬 系統に船 する時に恥 られる連係装
置は,
発電機回転子鯛 騰 雛 ω・が粉 小さくなり(概ね・.・17,、=・.1H、程度) ,かつ.
遮断器の両端の電圧の位相差が・となっ塒 髄 ㈱ ・投入齢 を出力す
るように設計さ
表6・4再 蘇 難 の勧 変調回路の設定値(簡 略等価回路を対象とし場 合)






















れて いたの で,Tdに よ り,大 きな投 入 位相 誤差 を生 じ るこ とは少 なか った。高 速再 連係
の場合 は,ωd(本 解析 対象 モデル 系統 で は ω己はpu単位 に よ る順変 換所 側交 流 系統 の周波
数偏差fdと 等 しいの で以後fdを 用 い る)が 従 来 よ り相 当大 きい状 態 で遮断 器 を投入 す る
ことにな るのでTdに よ る投 入位 相誤 差 が 問題 に な る。今,fd=0.0167pu=1.OHzであ
るとす る と,Td=150皿sで0.94rad≒54.の 位 相誤 差 が生 じる。従 って,遮 断
器 の両 端 の電圧 の位 相差 が0と な る時 間 を予測 し,そ の時 間 よ りもTdだ け早 い時 間に遮
断器 に投入 指令 信号 を出す必 要 が あ る。以下 図6.1の 遮 断器CB1の 投 入 を例 に とって予
測投入 方法 を説 明す る。
図6.16にCB1の 両 端 の交流 電 圧 の位相 差 δCB1=0とな る時 間近 傍 の位 相差 の変 化
を示 す。 今 ・t=T1で,δcB1=δcBloであ る とす る。 微 小時 間 内で は,δcB1はほ ぼ直





図6.16δCB1=0の 近 傍 に お け る δCBIの時 間 変 化
△t==一 δcBlo/(dδcB1/dt)ヒ 目T1
(6.33)
と表 わ され る。 こ こで
(dδcB1/dt)t=T1=2πfo(fd)t旨T1 (6.34)
従 って,t=T1に お け るfdと δcB1を検 出 し,式(6.33),(6.34)で △tを
計 算 し,△t=Tdと な っ た時 遮 断 器CB1の 投 入 信 号 を 出 せ ば,適 切 な 再 連 係 が で き る。
6.6電 力 系統 シ ミュレー タに よる簡 易再 連係 可否 判別 法(2)の妥 当性 とFRCの 諸 機
能 の検討
本節 で は,再 連 係可 否判別 法及 び直 流送 電系 統 の電力 変調 機能,遮 断 器 の予 測投 入機 能
を検証 す るため,実際 にFRCを 試 作 し,電力 系統 シ ミュレー タと組 み合せ て実 験 を行 う。
6.6.1電 力系 統 シ ミュレー タの構 成 とFRCの 試作
[電力 系統 シ ミュレー タの構成]
図6.17に 図6.1に 示 した解析 対象 モデル系 統 に対 す る電 力系 統 シ ミュレー タの構
成 を示 す。 図6.17に おいて は,原 動機PMは 直流 電動 機 で,ま た調速 機GOVは サイ




























































図6.17電 力 系 統 シ ミュ レー タの構 成
TMはPMか ら の発 電 機 機 械 入 力 トル ク,G1は 発 電 機,X≧ はG1のd軸 過 渡 リア ク タ ン ス,
TG1は昇 圧 変 圧 器,XTGはTG1の 漏 れ リ ア ク タ ン ス,PGは 発 電 機 出 力 で あ る。 図6.1
で示 した 順 変 換 所 側 交 流 送 電 線 路TL1,TL2は 省 略 して い る の で,図6.8のXτTLは
XTTL=X冠+XTGと な る。 ま た,BREcは 順 変 換 所 用 母 線,ConRl,ConR2は 順 変
換 所 の 変 換 装 置,ConIl,Conl2は 逆 変 換 所 の 変 換 装 置 で あ る。ConR1に お い て,T
RIはY-Y結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器,Rec1は 順 変 換 器,DCLは 平 滑 用 リア ク トル.CN
TRIはRec1用 点 弧 制 御 回 路,idcは 平 滑 用 リア ク トルDCLの 電 流,vdrは 順 変 換 所
側 直 流 電 圧,†cは 順 変 換 所,逆 変 換 所 の 調 相 設 備 の ア ド ミタ ン ス で あ る。 な お,詳 しい
説 明 は省 略 す る が,CNTR1はid、,Vdrを 入 力 し,そ の値 が 設 定 し た 値 に な る よ うに 変
換 器 の 各 サ イ リス タの 点 弧 信 号 を 発 生 す る。CNTR1に は,△i。rdrを 入 力 し,そ の 値 に
よ り,idcを 変 化 させ る機 能 が あ る。
通 常,ConRl,ConR2は 定 電 流 制 御,ConIl,ConI2は 定 電 圧 制 御 を行 っ て い
る。 直 流 電 圧 はCon【1,Con【2の 制 御 で 定 格 値 に 保 た れ て い る の で,△i。rdrを 変 化
させ れ ば,そ れ に比 例 して 直 流 送 電 電 力,す な わ ち 順 変 換 所 の 変 換 器 が 受 電 す る電 力PR
も変 化 す る こ と に な る。 な お,ConR2,ConI1,Con【2の 構 成 はConRlと 同 じ で
あ る の で 省 略 し た。 ま た,DLNは 直 流 送 電 線 路 で そ の リア ク タ ン ス は 並 列 交 流 送 電 線 路
の リア ク タ ン スX2と 等 しい と した 。 解 析 対 象 モ デ ル 系 統 のDLNは8条 の 線 路 か ら な る
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が,電 力 系統 シ ミュレー タの直流 送 電 系統 はDLNの1条 を中性 線 と して利 用 す る金属 帰
路 双極1回 線 系統 で あ る。B【NVは逆変 換所 用 母線,TL3,TL4は 交 流母 系統 側 交 流送
電 線路,X3はTL3とTL4の リア ク タンスで あ り,ま たPSNは 隣接 交流 系統 で,変 圧
器TG2と電圧源G2で 構成 され て い る。 電 力系統 シ ミュレー タでは,隣 接交 流 系統 の 内部
リア ク タンスX4をTG2の漏れ リア ク タンスで,電 圧 源G2を 線 間電 圧200Vの 商用8相
電 源 で模 擬 して い る。従 って,図6.8で 示 したXBはXB=(X3/2)+X4とな る。 また,
電 力 系統 シ ミュレー タでは,2個 の交 流送電 線路TL51,TL52で 並 列 交流 送 電線 路 を模
擬 して お り,ま た両 者 に よって有効 電 力P▲cを送 電 して い る。TL51,TL52の リア クタ
ンスを それぞれ,X2/2として い るので,並 列 交流 送電 線路 の リア ク タンス はX2と な る。
CB1,CB2は並列 交流 送電線 路 を遮 断す る遮 断器,δCBiはCB1の 両 端 の電圧 の位 相差,
CBFは 故障 発生用 遮断 器 で,CBFを 閉 じる こ とで故 障発 生 を模擬 して い る。FRCは 高
速 再連 係装 置 で,f,PAC,δCB1を入 力 し,CB1の 投 入信 号 と,△i。rdrを出 力す る。
PHSは 位 相差検 出器,FSは 周 波数 検 出器,PSは 電 力検 出器 であ る。 な お,電 力系 統
シ ミュレー タの諸 定数 は原則 として表6.3に 示 した解 析対 象 モ デル系 統 の諸定 数 と同一
に してい る。
次 に,図6.18にGOVとPMを 総 合 した発 電機 速度 制 御系 の伝 達 関数 ブ ロ ック図 を
示 す。 同図 にお いて,ω はpu単位 に よ る発電 機 回転子 角周 波 数,ωGrefはGOVの角周 波
数設 定値,TMは発電 機機械 入 力 トル クで あ る。 同図 に示 す よ うに伝達 関数 を分 母,分 子 が
sの 一次 式,分 母 がsの2次 式 で分 子 が定数 とい う2個 の伝達 関 数 で模擬 した。
図6.19にFRCの 機 能検 証実 験 にお け る,各 遮 断器 の動 作 シー ケ ンスを示 す。 同図
で は,遮 断器 の状 態 を,閉 路状 態 を高,開 路状 態 を低 とい う2つ の値 で示 してい る。 例 え
ば,CBFはt=0に おい て値 が低 か ら高 に変化 してい る。 これ はCBFが 投入 され た こと
を示 す。CBFの 投入 後O.1s,す なわ ちt=0。1sでCBi,CB2が 開放 され る。
CBFはt=0.2sで 開放 され る。CB2は 開放後0.5s,す なわ ちt=0 .6sで 再
び投入 され る。 その後,再連係 条件 が満足 され る とFRCよ りCB1閉 路 信 号 が出 され ,そ


















図6.19遮 断 器 の動 作 シー ケ ンス
[FRC]
図6.20に 試作 したFRCの 伝 達 関数 ブロ ック図 を示 す 。 同装置 は,以 下 の3回 路 を
備 えて い る。
(1)周 波数 制御 回路:周 波数 上 昇抑 制機 能
図6.20のAが 周 波数 制御 回 路 の伝達 関数 ブ ロ ックで あ る。 同回路 は並列 交 流送 電緯
路脱 落時,発 電 機 の周波 数 が上 昇 しない よ うに直流 送電 電 力す な わち順 変換 所 の変換 器 が
受電 す る有 効 電力PRを 上 昇 させ る機 能 を も ってい る。本 章 の研 究 で は特 性 が一次 遅 れ伝
達関数 で模 擬 で きる回 路 を用 いて い る。 同図 にお いて,fはpu単 位 に よ る順変 換所 側交 流
系統 の周波 数,i▲FRは周 波数 制 御 回路 の 出力,KFF,TPFは それ ぞ れ一次 遅 れ伝 達 関数
の利得 と時定数 で あ る。同 回路 の 定数 は並 列交 流送 電 緑路 が脱落 した直 流1回 線 送 電時 と









図6.20FRCの 伝 達 関数 モ デル ブ ロ ッ ク図
(2)電 力変 調 回路:系 統電 力動揺 収束 機能
図6.20のBが 電力変 調 回路 の伝達 関数 ブ ロ ックで あ る。 同 回路 は再 連係 後 の電 力動
揺 を速 や か に収 束 させ る機 能 を も って い る。 本章 の研 究 で は6.5.1項 の(1)で 述 べ
た よ うに高域 ろ波器 と一次 遅 れ要素 で模 擬 で きる回路 を用 いて い る。 なお,同 図 の記 号 の
説 明は図6.14の 説 明 と重複 す るので省 略す る。
(3)高 速再 連係信 号発生 回路:遮 断器CBI制 御 機能
図6.20のCが.高 速再連 係 信号発 生 回路 の伝達 関数 ブロ ックで あ る。 同 回路 は,fd
=f-1を 計 算す る減算 器,比 較 器 ,AND回 路,単 安 定 マルチ バ イ ブ レー タで構 成 され,
fdが再連 係可能 な範 囲 にな った こ とを判 断 す る機 能 とCB,の 動作 遅 れ を考 慮 して投入信
号 を出 力す る機能 を持 って い る。 同図 におい てfdrefは周波 数 偏差 基準 値,VTdは 単安 定
マル テバ イ ブレー タの入 力 の1つ でTdに 対 応す る比 較基 準電 圧,Sl,s2,s3 ,s4はそ
れ ぞれ比 較器,割 算器,単 安 定 マル チバ イ ブ レー タ,AND回 路 の 出力 で あ る。 なお,s4
がCB1閉 路信 号 にな る。
図6.21に 図6.20の 高速 再連 係信 号 回路Cの 各点 の信 号,す なわ ちf,s1,δcBi,
s2,s3,s4の変化 とCBiの 開閉状 態 を示 してい る。以 下 図6.20,図6 .21を 用

















まず,比較器 はfdが 最 大許 容周 波 数偏 差fdOMAx以下 で あ るか ど うか を判定 す るもので,
fdrefとfdを比 較 し,fd〈fdrefとな った時,出 力s1を 高 レベ ル にす る。 従 って,目
的か らす ればfdr。f=fdOMAXと設定 す れば良 い が,実 際 に は余裕 を持 たせ るため,fer。
fはfdOMAXよりや や小 さい値 に設 定す る。fd〈fdrefとな る期 間 は,図6.21のfの
変化 に付記 した よ うに故 障直後 の期 間Aと 一旦fdが 上昇 した後低 下 した援 の期 間Bの2
つ があ るが,期 閲Aで は まだ発 電 機 の機械 入 力が十 分 絞 られ てい ない の で遮断 器 を投入 し
て連 係 して も再 び脱調 して しまい安定 な再 連係 がで きな いの で その期 間 に はs1が 高 レベ
ルにな らな い よ うに比 較器 を改良 して い る。 次 に,割 算器 は何s後zeδCBI=Oと な るか
を示 す信号s2を 出力す る。s2の 大 き さは,現 時点 か らδCB1=0とな るまでの 時 間Tcに
対応 す る。単安 定 マル チバ イ ブ レー タはs2〈VTdと な った時出 力s3を 高 レベル に し,一
定期 間高 レベル に保 った後,低 レベ ル に戻 す。AND回 路 はs3とs1が どち らも高 レベ ル
とな った時点 で 出力s4を 高 レベ ル にす る。s4がCB1の 投 入信 号 とな る。 これ に よ り,
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遮 断 器CBIは ・投 入信 号 発生 時 間か ら動作 遅 れ時 間Tdだ け遅 れ た時 間 に,δCB1=0の
状態 で 閉 じ られ る。
6.6.2FRCの 諸機 能 の検証 実験 結果
本 項 では,前 節 にお け る解析結 果 を,前 項 で説 明 した電 力 系統 シ ミュレー タに よ る実 験
結 果 に よ って検証 す る。 ここでは,FRCの 定数 設定 値 は電 力系統 シ ミュレー タを対 象 と
して 改 めて計 算 し,得 られ た定数 設定 値 を表6.5に 示 す 。 な お,実 験 で はケー ス毎 に定
数 を変化 させ て い るが,そ の定数 につ いて は各 実験 結果 の 図説 に示 す こ とにす る。




(1)周 波数 上昇抑 制,系 統 電 力動揺 収束 お よび遮 断器 制御 機能 の検 証
図6.22は 周波 数制 御 も電力 変調 制御 もせ ず遮 断器 制御 機能 の み を行 った場 合 の シ ミ
ュ レー タ実 験結 果 を示 す。 同 図 にお いて,fはpu単 位 に よる順 変 換所DCSR側 交 流系 統
の周 波数,δGは 隣接交 流系 統PSNを 模 擬す る無 限大 容量 発電 機G2の 回転子 位相 を基準
とす る発電 機G1の 回転 子位 相差,P^cは 並列交 流送 電 線路TL5で 送 電 され る有効 電 力,
PRは順変 換所DCSRの 変 換器 が受 電す る有効 電 力 であ る。再 連係 時 にP^cが大 き く変動
す るこ ともな く,予 測 投入 方式 に よ り遮 断器動 作 遅れ 時 間Tdに よ る投 入位 相誤 差 の問 題
が解決 され てい るこ とが確 認 で きる。 また,再 連係 後 のP^cの振 舞 も本章 で検 討 した とお
りの もので あ り,再 び脱 調 す る こ とな く収 束 に向 か って い る。 この結 果 よ り遮 断 器制 御機
能 が良好 に働 くことが確 認 で きた。 さらに,本 条 で実 施 す るすべ て の実験 にお いて遮 断器
制 御機能 が良 好 に働 くこ とが確認 されて い る。
なお,図 か らわ か るよ うにfは1 .1pu=66Hzま で達 してい るが,PRは 一定 の値 を
維 持 してい る。 この実 験結 果 か ら周 波数 変動 に対 す る直 流送 電 系統 の順 変換 所 及 び逆変 換
所 の変 換装置 の正 常動 作維 持能 力 が確認 され た。
従 来,通 常 半導体 電 力変換 装置 は,周 波 数 の安 定 した商用 電源 に接続 されて い た ため
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図6.22再 連 係 時 の電 力系 統 シ ミュ レー タ実験 結 果
(周波 数 制御 無 し,電 力変 調 制御 無 し)
(定数 設定:KFF=0,KFP=0)
(初期 設定:PAC=0.4pu)
設 計が用 い られ てい た ため,当 初,周 波数 が大 幅 に上昇 した場 合 で も直流 送電 系 が正 常 に
動作す るか ど うか不 明 で あ った。 高速 再連 係手 法 は並列 交流 送電 線路 脱落 時 に おいて も直
流送電 系統 が送 電 を続 け られ る こ とを前提 に してお り,も し,周 波数 上 昇 に よ り直 流送 電
系統 が運転 不能 になれ ば高 速再 連係 手法 その もの が成 立 しな くな る可能 性 が あ った。 上記
実験 結果 か ら,1.1puと い う大 巾 な周 波数 上 昇 に対 して も,そ の変 化 が緩慢 で あれ ば,
変 換装置 の 制御 回路 は十 分応 答 で き,正常 な動作 を維 持 で きるこ とが明 らか に され たので,
本章 で検討 してい る高速 再連 係手 法 は十 分実 現性 が あ る こ とが確認 で きた。
図6.23は,周 波数 制 御 のみ を行 い電 力変 調 制御 を行 わ ない場 合 で あ る。 この場 合,
並列交 流送 電線 路TL5が 脱落 し,周 波数fが 上 昇 す る とそれ に応 じて直 流 送電 電力PRを
上昇 させ るの で,周波 数fの 上昇 量 は,O.08puま で抑制 されて い る。実 験 で は,再 連係
装置 の周波 数 制御 回路 に よ る直 流送 電 電力 制御 量 は直 流送 電 系統 の定 格電 力2.4KWの
±17%に 制 限 してV・る。 この値 は発 電機 定 格電 力PGRATE=4KVAの ±10%に 相 当
す る。TL5が 脱 落 す るとPGR^τEの40%の電 力が送 電 で きな くな るので,FRCの 周 波
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図6.23再 連 係 時 の 電力系 統 シ ミュ レー タ実 験結 果
(周波 数 制御 有 り,電 力 変 調 制御 無 し)
(定数 設 定:KFF=0.17,KFP=0)
(初期 設 定:PAC=0.4pu)
制 御量 はTL5脱 落 後100ms程 度 で 制限値 に達 し,PRは 一定 にな る。従 って その後 は調
速機GOVでTMを 抑 制 してfを 制 御す る ことに な るが,GOVは 応 答 が遅 く,fの 変動 が
抑 制 され るまで に長 時 間 を必 要 とす る。 また,再 連 係後 のPAcの動 揺 収束 は,図6.22
に示 した制御 の ない場合 と比 較 し,あ ま り改善 されて い ない。
次 に,図6.24に,周 波数 制御 と電力 変調 制御 を行 った場合 の 結果 を示 す が,周 波 数
抑制 だ けでな く,再 連係後 のPAC動揺 収束 も良好 で あ るこ とが わか る。 動揺 収 束後PRは
故 障前 の状 態 に戻 るが,PACは 故障 前 よ り小 さい値 に な ってい る。 これ は,定 常状 態 で は
P^cニTM-PRが成 立 す るが,再 連係 後 はTMがGOVの 働 きで故 障 前 よ り小 さ くな ってP
▲cが故 障前 よ り小 さ くな るためで あ る。 再連 係後 はfは 定 格 値 に維 持 され るのでGOVも
故障 前 の状態 に徐 々 に戻 り,そ れ に従 ってTMもP▲cも 元 の値 に戻 る。
上記 諸 例 では,TL5脱 落 に よ る喪失 電 力がFRCの 周波 数 制御 によ る直流 送 電電 力 制
御 量 に比 べて大 きい ため,周 波数 制御 に よる再 連係 時 間 の短縮 効 果 が は っ き りしなか った
ので,喪 失 電力 をFRCの 周波 数 制御 回路 で 制御 で きる範 囲 す なわ ち,P^c=0.lpuとして
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図6.24再 連係 時 の 電力 系 統 シ ミュ レー タ実験 結 果
(周波 数 制御 有 り,電 力 変 調 制御 有 り)
(定数 設定:KFF=0.17,KFp=-0.93)}
(初期 設定:PAC=0.4pu)
図6.25にPAC=0.1puで周波 数 制御 も電 力変 調制御 も行 わ な い場 合 の結果 を示 す。
この場 合,周 波 数fが 上 昇 して も直 流送 電電 力PRは 一定 の ままで あ る。 このため,図 に
は示 して いな いが,発電機 の調 速機GOVでTMを 制御 してfの 抑制 を図 るこ とにな るが,
GOVの 応 答 が遅 いの で,周 波数 上 昇 は0.025puに まで達 し,再 連 係 には約10秒 を
必要 としてい る。
これ に対 し,図6.26は 周 波数 制御 と電 力変 調 制御 を行 った場 合 で あ り,周 波数 上昇
は0.008に 抑 制 されて お り,再 連係 はTL5脱 落後 約4秒 で完 了 してN、る。 しか も こ
の場合TL5脱 落 時 に おけ るGOVに よるTMの 減 少量 も小 さい ので,図6.24で 見 られ
た再連 係後 のPACが故 障発生 前 の値 よ り小 さ くな る現象 も改 善 され て い る。
上記 した こ とか ら,周 波 数制 御 に よ る直 流送 電電 力 制御量 が並 列 交流 送電 線 路の脱 落 に
よる送 電電 力喪 失 を補 うだ けあれ ば,並 列 交流 送電 線路 脱落 時 の周 波 数上昇 を効果 的 に抑
制で き,そ の結 果,脱 落 か ら再 連係 まで の時 間 を短縮 で きる こ とがわ か る。周 波 数制 御 に
よる直 流 送電 電 力制御 量 を増 加す るた め には直 流送 電系 統 の設備 容 量 を増 加 させ る必要 が
あ り,建 設費 用 の上昇 を伴 うが,十 分 な制御 量 が あれ ば,周 波 数上 昇 を短 時 間 に抑制 し,
現在 の交 流2回 線 系統 の高 速 再 閉路 と同程度 の時 間 で脱 落 送電 線 路 を再 連 係 す る こ とも可
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図6.25再 連係 時 め 電力 系 統 シ ミュ レー タ実 験 結 果
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図6.26再 連 係 時 の電 力系 統 シ ミュ レー タ実 験 結 果
(周波 数 制御 有 り,電 力 変 調 制 御 有 り)
(定数 設 定:KFF=0.17,KFp=一一 〇.93)
(初期 設 定:PAC=0.1pu)
一186一
(2)再 連 係 可 能 周 波 数 偏 差 範 囲 の 検 討
最 後 に,図6.20のFRCの 高 速 再 連 係 信 号 発 生 回 路 の 周 波 数 偏 差 基 準 値fdr.fを大
き く した 場 合 の シ ミュ レー タ実 験 結 果 を検 討 す る。
図6.27にfdref=0.025P"=1.5Hzと した 場 合 の シ ミ ュ レ ー タ実 験 結 果 の1
例 を示 す 。6,4.3項 で 述 べ た解 析 結 果 で は,TM=0.60Pu,PR=0.60Puと し
た 場 合fdoMAX=O、022puで あ るの で,fdref=0.025puと した 場 合 は 再 連 係 失
敗 と な る と考 え られ るが 実 験 で は成 功 し た。 こ の 原 因 と し て は,
①f己 くfdretとな っ て か ら,実 際 に 遮 断 器 を 同 期 投 入 す る ま で に 時 間 が か か るの で そ の
聞 にfdが 低 下 し,fd〈fdOMXと な っ た 。
② 再 連 係 可 否 判 別 法 の 前 提 と し て,T.=PRと 仮 定 して い る が,実 際 はGOVの 働 きで,
TM〈PRと な っ て い る。 この 条 件 で はP.=TM-PR〈0と な る の で 図6.4に お い て
δGMAX>πとな り,減 速 領 域 が 広 くな っ た。
な どの 点 が 考 え られ る。 従 っ て,fd,efを あ る程 度 大 き く して も 再 連 係 可 能 な 場 合 も あ る
















図6.27再 連 係 時 の電力 系 統 シ ミュ レー タ実 験結 果




P^cとPRに 異 常 変 動 が 見 ら れ る。 以 下 図6.28に 示 す 電 力 系 統 シ ミ ュ レ ー タの 簡 略 等
価 回 路 を 用 い て こ の 現 象 を説 明 す る 。
図6.28に お い て,GRECは 順 変 換 所 側 交 流 系 統 全 体 を 表 わ す 電 圧 源,G【NVは 逆 変 換
所 側 交 流 母 系 統 全 体 を 表 わ す 電 源 で あ る。 ま た,DLNは 直 流 送 電 線 路,TL5は 並 列 交
流 送 電 線 路,DCSRは 順 変 換 所,DCSIは 逆 変 換 所,FRCは 高 速 再 連 係 装 置,DCL
は 平 滑 用 リ ア ク トル,BRECは 順 変 換 所 用 母 線,BrNVは 逆 変 換 所 用 母 線,PRは 順 変 換 所
の 変 換 器 す な わ ち 順 変 換 器 が 受 電 す る電 力,IrefR,Irei【は そ れ ぞ れDCSR,DCSI
が 設 定 して い る電 流 基 準 値,fdrefは周 波 数 偏 差 基 準 値,VR,vlは そ れ ぞ れBREC,BINV
の 電 圧 ΨR,Ψ1の 大 き さ,idcは 平 滑 用 リア ク トル 電 流,Vdr,Vdlは そ れ ぞ れ 順 変 換 所
側,逆 変 換 所 側 直 流 電 圧,δGは 図6.17に 示 した 隣 接 交 流 系 統PSNを 模 擬 す る無 限
大 容 量 発 電 機G2の 回 転 子 位 相 を基 準 とす る発 電 機G1の 回 転 子 位 相 差 で あ る。
さて,fdrefを 大 き くす る と再 連 係 時 の 周 波 数 偏 差fdOも 大 き くな り,再 連 係 後 の δG
が 大 き くな っ て 図6.10に 示 し た よ う にVRが 低 下 す る。 従 っ て この ま ま で はVdrも 低
下 して し ま うの で,DCSRは 点 弧 角 を小 さ く してVd,を 維 持 し,id、 をIrefRl:維持 し
な け れ ば な らな い が,点 弧 角 は 一 定 の値 以 下 に は で き な い の で,VRの 低 下 が 大 き い と点
弧 角 制 御 に よ るVdrの 維 持 が 不 可 能 に な りVdrが 低 下 す る の でid、 も低 下 す る。 一 方,D
csIは 通 常id、 に 無 関 係eeVdtが一 定 に な る よ う に制 御 され て い る が,idcがlreflよ
り小 さ くな る と,制 御 モ ー ドが 変 化 してid、=Irefrとな る よ う に 点 弧 角 を 制 御 す る。 こ

















図6.28電 力系統 シミュ レータの簡略等価回路
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なる よ うに設定 され て い るの で,idcは 通 常 よ りも10%低 下 し,さ らにPR=Vdridc
で あ るので,PRも低下 し図6.27のAに お け る異常 現象 が発生 した もの と考 え られ る。
また,δGが 再 び小 さ くなれば,VRも 回復 し,再 びDCSRがidcを 制御 す るモー ドにな
るの で,PRも 増加 す る。 図6.27のAはVRが 低下 す るこ とに よ り発生 した現象 を示 し
てい るが,場 合 に よ ってはv【が低 下 し,第2章 で検討 した転 流失 敗 を発生 す る可能 性 も
ある。 従 って,fdrefをあ ま り大 き くす る こ とは好 ま し くない。
以上 の検 討結果 よ り,6.4.3項 で導 出 した最大 許 容周 波数 偏差fdOMAXは妥 当 なも
のであ る と考 え られ る。
上 記 した よ うに,半 導 体 電力 変換 装 置 を含 む電力 系統 の解 析 で は,低 い周波 数領 域 の現
象 の解析 に おいて も,転 流 失敗 や定 電流 制御 動 作等 高 い周波 数領 域 の現象 を考 慮 す る必 要
があ るこ とが あ る。 この よ うな動作 を検 討 す るた めに は本研 究 で述 べて きた よ うにすべ て
の周 波数 領域 を系統 立 て て把握 して お く必 要が あ る。
6.7結 言
本章 で得 られ た結果 を要 約 す る と次 の よ うにな る。
(1)交直 並列送 電 系統 におい て,故 障 除去 の ため に並列 交流 送電 線路 が遮 断 され た場合,
発電機 を含 む順変 換所 側交 流 系統 と隣接交 流系 統 が分離 して しまうので,速 やか に遮断 さ
れた送電 線路 を再 接続 して分離 した系 統 を再連 係す る必 要 が あ るが その場 合,再 連 係後 再
び発電機 が脱 調 しな い条件 で遮 断 器 を同期 投入 す る必要 が あ る。 本章 で は,ま ず並 列交 流
送電線路 の リア ク タンスX2以 外 の系統 イ ンピー ダ ンスを無視 した解析 対象 モデル系 統 の
簡略等価 回路 を用 い,発 電 機 の 回転運 動方 程式 に交 直並 列送 電 系統 の条件 を加 味 して再 連
係時の周 波数 偏差 と再 連係 後 の隣 接交 流 系統 を模擬 す る無 限大 容量 発電 機 の回転子 位 相 を
基準 とす る発 電機 回転 子 の位相 差 動揺 の 関係 を明 らか に し簡易 再連 係可否 判 別法 を導 出 し
た。 さらに,デ ィジ タル シ ミュレー シ ョンを用 いて検討 した ところ判別 式 に よ る最大 許容
周波 数偏 差fdOMAXが再 連係 の可 否 基準 と して妥 当 で あ る との見 通 しを得 た。 また,系 統
イ ンピー ダ ンス を考 慮 して簡易 再 連係 可否 判別 式 を導 出 し,同 式 を用 い て発電 所 か ら順 変
換所 まで の イ ン ピー ダンス,逆 変 換所 か ら隣接 交 流系 統用 母線 まで の イ ン ピー ダ ンスな ど
がfdOMAxle影響 す るこ とを明 らか に した。
(2)再連係 後電 力動 揺 が持 続 して い る と,並 列 交 流送 電線 路脱 落 時 に上昇 させ た直流 送電
電力 を再連 係後 に脱 落 前 の値 に戻 す時 に再 び発電 機 が脱調 す る こ とが あ る こ とを示 し,こ
の現象 を防 ぐため に は再 連 係後 の 電 力動揺 を速 やか に減 少 させ る必 要 が あ る ことを明 らか
に した。
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(3)高速 再 連係 で は周波 数偏 差 が大 きい うちに遮 断器 を投 入 す る必要 が あ る。 この 場合,
遮断 器 の動 作遅 れ時 間 に よ り投入 位相 誤差 が生 じるので予 め動 作遅 れ 時 間だ け早 く投 入 信
号 を発 生 す る予測投 入方 式 を考案 した。 また,この方 式 を用 い た高速 再連 係 装置 を試作 し,
電 力系 統 シ ミュレー タに よ る実 験 で,こ の方式 によ り投 入位 相 誤差 が 防止 で きる こ とを確
認 した。
(4)並列交 流送 電線 路脱 落時 の発 電機周 波数 上 昇 を抑 制 す る周波 数 制御 回路,再 連 係後 の
電 力動 揺 を速 やか に収 束 させ る電 力変調 制御 回路,遮 断器 の 遅れ 時 間 を考 慮 した再連 係 の
ため の遮断 器投入 信号 発生 回路 を備 えた高速 再連 係装 置 を試作 し,電 力系 統 シ ミュ レー タ
に よ り検証 実験 を行 った。 その結果,再 連係 装置 に よ って効果 的 に再 連係 を行 うこ とが で
きる こと,再 連係 装置 で制 御 で きる直流送 電電 力 を並列 送 電線 路脱 落 に よ る喪 失送 電 電力
以 上 にすれ ば,並 列交 流送 電線 路 の脱 落 時間 を短 くで きる こ とが確 認 で き,ま た提 案 した
簡 易再 連係 可否判 別法 お よび再連 係装 置 が有効 で あ る こ とが 明 らか にな った。
(5)fdOMAXよりも大 きい周波 数偏 差 で同期 投入 を行 う と,隣 接交 流 系統 を模 擬 す る無 限
大容 量発 電機G2の 回転子 位相 を基 準 とす る発電機G1の 回転 子位 相差 δGが大 き くな り順
変換 所,逆 変 換所 の交流 母線 電圧 が低 下 し.変 換所 の動 作 に影響 を与 え る場合 が あ るこ と
が電 力系 統 シ ミュレー タによ る実 験 で判 明 した。 この結果,提 案 した簡易 再連 係 可否 判別




(1)第2章 電 力 系統故 障 時 の電 力変換 装置 の振 舞
電 力系 統故 障(不平衡 故 障 を含 む)時にお け る逆 変換所 変 換器 の 転流 に 関 し,逆 変 換所 用
母線 の各 相電 圧,転 流 リア クタ ンス,直 流電 流 な どに基 づ き転 流 の可否 を判 別 で きる簡易
転 流可否 判別 法 を提 案 した。 また,解 析 対象 モデル系統 につ いて,交 流系統 故 障 に よ り次
に導通 状態 に な るサ イ リス タが 接続 され た相(点 弧相)の 電圧 が下 が り,転 流 の ため の電
圧が小 さ くな る ほ ど,点 弧相 の位相 が進 ん で実質 的 な点弧 進 み角 が小 さ くな るほ ど,また,
直流送 電電 力 が大 きいほ ど転 流 失敗 を生 じ易 くな る ことを明 らか に した。 な お,モ デル系
統の詳 細 デ ィジ タル シ ミュレー シ ョンに よ る解析 結果 と比 較 し,同 判 別法 が系統 計 画時 の
系統解 析用 として十 分 な精度 があ り,転 流失 敗 を生 じる相 の 予測 まで可 能 で あ る ことを確
かめた。
(2)第3章 発 電機 と平 滑用 キ ャパ シ タを含 む電 力変換 装 置 間の 自励振 動現 象
交 流系 統,直 流 系統,交 直変 換部 か ら成 る解析 対象 モデル 系統 を統一 的に表 現す る基 礎
方程 式 を導出 し,さ らに同方程 式 よ り所 定 の運転 状態 近傍 にお け る微小 変化 量 に 関す る微
分方 程式 を導 出 し,か つ 同方程 式 の係数 行列 の 固有値 によ り自励振 動 現象 の発生 の有無 を
判別 す る手 法 を提 案 した。 また,自 励 振動現 象 は発電 機 の制 動巻 線抵 抗 やAVRの 利得,
直流 系統 の平 滑用 リア ク トル の抵 抗 や平 滑用 キ ャパ シ タの キ ャパ シ タンス に大 き く影響 さ
れ るこ と,系 統 の非線 形性 の ため,変 換 装 置 の負 荷 が ご く軽 い時 は発 生せ ず,中 負 荷状 態
にな る と発 生 し,さ らに負 荷 が重 くな る と再 び発生 しな くな る とい う特徴 を もつ こ とな ど
を理 論 と実 験 の両 面 か ら明 らか に した。本章 で提案 した解 析 法 は,実 験結 果 を良 く説 明 し
























































また,東 京電力(株)シ ステム研究所上村勝彦博士,三 菱電機(株)機 電技術部電力系
統技術部長鈴木浩博士には,本 論文をまとめる機会を与えて頂き,御 激励と御助言を賜っ
だ。さらに,日 本文理大学工学部九里英輔教授,三 菱電機エンジニアリング(株)東 京事







三菱電機(株)の 諸先輩,同 僚には,す ぺての研究を通じて御厚意あふれる御激励と御
協力を頂いた。同社伊丹製作所開発部下村哲朗氏,熊 野昌義氏,同 社機電技術部木下裕道
氏をはじめ機電技術部,中 央研究所,神 戸製作所,長 崎製作所,伊 丹製作所,制 御製作所
の関係各位には,装 置試作,実 験等にあたって御協力頂 くとともに熱心な討論をして頂い
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BGEN1,BG酬2:発電 所 用 母 線
φ己,φq:発 電 機 の 電 機 子 鎖 交 磁 束 数 のd軸 お よ びq軸 成 分
φω:発 電 機 の 界 磁 鎖 交 磁 束 数
φkd,φkq:発 電 機 の 制 動 巻 線 回 路 鎖 交 磁 束 数 のd軸 お よ び
q軸 成 分
1G:発 電 機 の 電 機 子 電 流
1d,1q:1,のd軸 お よ びq軸 成 分{1,=(id,iq)}
iG:1Gの 大 き さ(時 間 関 数)(iG=畳1GI)
91G:1Gの 位 相(PIG=∠tG)
ω:発 電 機 の 界 磁 電 流
a:発 電 機 のa相 電 機 子 電 流
kd,1kq:発 電 機 の 制 動 巻 線 電 流 のd軸 お よ びq軸 成 分
ΨG:発 電 機 の 端 子 電 圧
Vd,Vq:ΨGのd軸 お よ びq軸 成 分{VG=(Vd,Vq)}
VG:VGの 大 き さ(時 間 関 数)(VG=lVGl)
VG:VGの 大 き さ(一 定 値)(VG=1ΨGl)
Vab:発 電 機 線 間 端 子 電 圧
eGa,eGb,eGc:Glの 各 相 の 発 生 電 圧







































:発電機 の界 磁抵 抗
:発電機 のd軸 お よびq軸 制動 巻線 抵抗
:発電機 のd軸 お よびq軸 同期 リアク タンス
:発電 機 の界 磁 リア クタ ンス
:発電 機 のd軸 過渡 リアク タ ンス







発 電機 のd軸 お よびq軸 電機 子反 作用 リア ク タンス


















F▲VR(s):発 電 機AVR系 の伝達 関数
K▲:発 電 機AVR系 の利得
T▲,T^1,T▲2:発電機AVR系 の時 定数




































:イ ン ター セ プ ト弁(lnterceptValve)
:過速 度 防止制 御装 置
:発電 機 の慣性 定数
:発電 機 の制動 係数
=発電 機機 械入 力 トル ク
:発電機電 気 出力 トル ク
:TMの設定値
:等価機械 入 力(Pm=TM-'PR)
:加速 トル クに対応 す る電 力














基準 とす るG1の 回転子位 相差
再連係 時 の δG


















:反転位 相差(増 加 か ら減少 に転 じ る時 の δG)
:定格 角周波数
:pu単位 によ る発 電機 回転子 角周 波数(ω、pO)
:ωの定 常値
:GOVの 発電 機 回転子 角周 波数設 定値
:pu単位 によ る発電 機 回転子 角周波 数偏 差
(ωd=ω一1)
:再連係 時 の ωdの値
:最大許 容角周 波数 偏差
:交流系統 の定 格周 波数
:pu単位 に よ る順変 換所側 交流 系統 の周 波数












:最大許容 周波 数偏 差
:高圧 ター ビン入 口の蒸気 圧 力






















:順変 換所 用母 線
:調相 設備
:平滑用 リア ク トル
Rec,Rec1～Rec8






















(交流 系 統 の 定 格 線 間 電 圧 実 効 値 と直 流 系 統 の 定 格 電 圧 の 比)
1直 流 電 流idcと 転 流 重 な り に よ るVdrの 電 圧 降 下 の 関 係 を示 す 係 数(6)
:BRECの電 圧(pu)(4 ,6)






























:DBの 交 流側 電 圧
:ΨNのd軸 お よびq軸 成 分
:VNの大 きさ(時間 関数)





:ダイ オー ドブ リ ッジ変換 器 の直流 側電 圧
:順変 換器 を流れ る電 流
:tRの大 きさ
:1,の位 相
:順変 換所 の 調相 設備 を流 れ る電流
:平滑 用 リア ク トル電 流
:id、の定 常 値
:DCSRが 設定 してい る電流 基準値
:順変 換所 の 変換 器 が受 電 す る有 効電 力
:順変 換所 の 変換 器 が受電 す る無 効電 力
:ダイ オー ドブ リ ッジで変換 され る有 効電 力
:順変 換器 が受電 す る電力 に対応 す るア ド ミタ ンス
(†,=GR十jBR)
:順変 換器 が受 電 す る有効 電力 に対応 す る コンダ ク タンス
























SCの サ セ プ タンス(Yc=jBc)(逆 変換 所 で も同 じ)
順変 換器 の転 流 リア ク タンス(XcニXTC/8)
転流 現象 によ る電 圧 降下 を補正 す るための リア クタ ンス
転流 現象 によ る電 圧 降下 を補正 す るための イ ン ダク タンス
:DCLの イ ンダ ク タンス(逆 変 換所 で も同 じ)
:平滑 用 リア ク トルの抵 抗
:1Rの位 相
:VRを基 準 と したVGの 位相 差
:再連 係時 の δGRの値




























TR1,TR3,TRS,TR7:YY結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器
TR2,TR4,TR6,TR8:Y△ 結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器
X↑c:TR1・vTR8の 漏 れ リア ク タ ン ス
(後示 のTI1～T[8の 場 合 も 同 じ)
Lτe:TRIの 漏 れ イ ン ダ ク タ ン ス
RTc:TR1の 巻 線 抵 抗




































:直流 電流 設定 値
:VDCLよ り出力 され る直 流電 流 制限値
:ACRの 伝達 関数
:ACRの 利得















:ACR出 力 の下 限
:VDCLの 特 性 関数
:VDCLが 動 作 す る最 小電 流 入力
:VDCLが 動 作 す る最 大電 流入 力
:VDCLの 出力最 小値
:VDCLの 出力最 大値
:AFRの 伝 達 関数
:AFRの 積 分係 数
:AFRの 比 例要 素 の利 得
:直流送 電 系統 のAFRの 周 波 数基準






























































:LVGの 機 能 を 表 すirefとivdclを変 数 と した 関 数(4)
[逆変 換 所]
DCSl:逆 変 換 所
B:NV:逆 変 換 所 用 母 線
Inv,Inv1～Inv8:逆 変 換 所 の 変 換 器
ConI1,ConI2:逆 変 換 所 の 変 換 装 置
ConI:無 停 電 電 源 装 置 の 逆 変 換 装 置
TI1:YY結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器
Tl2:Y△ 結 線 の 変 換 器 用 変 圧 器
TI1・vTls:逆 変 換 器 用 変 圧 器
ACL、,ACLb,ACL,:交 流 リア ク トル










































































.平滑 用 リア ク トル(順 変 換所 と同 じ)
:平滑 用 リアク トル電 流(順 変換 所 と同 じ)
:idcの定常 値(順 変換 所 と同 じ)
:理想 正弦 波電圧 源 のa相 電流
:DCS[が 設定 してい る電流 基 準値













:逆 変 換 所 用 母 線BrNVの 各 相 電 圧
=逆 変 換 所 用 母 線B田Vの 各 相 電 圧(pu)
:Inv1か らTI1を 介 して 見 たVla,ΨIb,Vrc
:Inv2か らTr2を 介 して 見 たVra,Vlb,Vlc




:理想正 弦波電 圧源 の電 圧
:逆変換 器 が受 電 す る有 効 電 力
:逆変換 器 が受電 す る無効 電 力
:DCLの イ ン ダク タンス
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:T【1,TI2の漏 れ リ ア ク タ ン ス(TRI,TR2と 同 じ)(2,6)
:逆 変 換 器 が 受 電 す る電 力 に 対 応 す る ア ド ミ タ ン ス
(YI=GI十jB匡)(pu)(6)
:逆 変 換 器 が 受 電 す る有 効 電 力 に 対 応 す る コ ン ダ ク タ ン ス(pu)(6)
:逆 変 換 器 が 受 電 す る無 効 電 力 に 対 応 す るサ セ ブ タ ン ス(pu)(6)
:逆 変 換 所 の 調 相 設 備 の ア ド ミ タ ン ス(順 変 換 所 と同 じ)(pu)(6)





































直 流 線路 の応 答特 性 を表 わす伝 達 関数 ブロ ック
平滑 用 キ ャパ シ タの電 圧(pu)
直流 系統 の負 荷電 力(pu)
平滑 用 キ ャパ シ タ
直流 系統 の等 価抵 抗負 荷 の コ ンダ クタ ンス
平滑 用 キ ャパ シ タのキ ャパ シ タンス
直流 送電 線路 の抵 抗
直流 回路 全体 の抵 抗







MKSA単 位 での イ ン ダク タンス値(H)を
直流 送電 系統 の定 格 イ ン ピー ダンス(Ω)で 割 った値


























PSGS,PSSB:電 力 検 出 器
TLGS:BGENとBsvcを 結 ぶ 送 電 線 路
TLSB:BsvcとBPSNを 結 ぶ 送 電 線 路
1SB:TLSBの 電 流
isBd,isBq:1sBのd軸 お よ びq軸 成 分{1sB=(isBd,isBq)}
(TLGSの 電 流 は発 電 機 電 機 子 電 流1Gに 等 しい)(pu)
PGS:TLGSよ りSVC設 置 点 に流 入 す る有 効 電 力(pu)
















:TLGS,TLSBの 正 相 リア ク タ ン ス
:外 乱 用 負 荷 の コ ン ダ ク タ ン ス























:順変換 所側 交 流系統 全体 を表 す 電源
=順変 換所側 交 流送電 線 路
:TL1,TL2の リア クタ ンス


























TL5,TL51,TL52:並列交 流送 電線 路










:故 障 発 生 用 遮 断 器
:並 列 交 流 送 電 線 路TL5に 流 れ る 電 流
:1^cの共 役 複 素 数
:TLs,ま た はTL51,TL52で 送 られ る有 効 電 力
:P▲cの最 大 値(δG=π/2の 時 のPAcの 値)
:TL5の 抵 抗
(第6章 で はR2ニ0と して 無 視 して い る)
:TL5の リア ク タ ン ス
:遮 断 器CB1の 両 端 の 電 圧 の位 相 差
:t=T1に お け る δCB1の値
δGM【N,δGMAX:PAC=PmOとな る発 電 機 回 転 子 の 位 相 差 δGの 値
δRl:Viを 基 準 と し たVRの 位 相 差
Td:遮 断 器CB1の 動 作 遅 れ 時 間
Tc:δCBi=0と な る 時 間

















[交流 母 系 統]
TL3,TL4:交 流 母 系 統 側 交 流 送 電 線 路
PSN,PSN1,PSN2:隣 接 交 流 系 統
BpsN,BpsNt,BpsN2:PSN,PSN1,PSN2の 母 線
CBM1～CBM4:交 流 母 系 統 の遮 断 器
F:1線 地 絡 故 障 点
G2:PSNを 模 擬 す る無 限 大 容 量 発 電 機
G:NV:交 流 母 系 統 全 体 を表 す 電 源
TG2:変 圧 器
VB:BPSNの 電 圧
VBd,VBq:▽Bのd軸 成 分,q軸 成 分(時 間 関 数)
VBlVBの 大 き さ
es、,eSb,es、:G2の 各 相 の発 生 電 圧
:TL3,TL4の リア ク タ ン ス



























:逆 変 換 所 側 交 流 系 統 の リ ァ ク タ ン ス{XB=(X3/2)+X4}(pu)(6)
:ΨBを 基 準 と し た Ψ 【の 位 相 差(rad)(6)







Csvc:SVCの キ ャ パ シ タ
Lsvc,Lsvci,Lsvc2:SVCの リ ア ク トル
Thsvc1,Thsvc2,Thsvcn'vThsvc22:













=SVCの 変 圧 器
:SVC制 御 回 路 入 力 信 号 の 切 り換 え ス イ ッチ
=SVCの リ ア ク トル 電 流(pu)
:Tsvcの一 次 巻 線 電 流(pu)
:SVCの 電 流(pの
:SVC用 母 線Bsvcの 電 圧(pu)
:Vsのd軸 成 分,q軸 成 分(pu)
:ΨSの 大 き さ(VS=lVSD(PU)
SVCの 供 給 無 効 電 力(SVCが 誘 導 性 の 場 合 に正)(pu)
:Csvcのサ セ プ タ ン ス(pu)
:Tsvc,Thsvc1,Thsvc2,Lsvcで構 成 され る 回 路 の
Bsvcから見 た 等 価 リア ク タ ン ス(pu)
:bsvcの微 小変 化量 △bsvcに対 す るPvの 微小 変化 量 △Pvの
応答伝達関数













微 小変 化量 △PGS,△PSBの応答 伝達 関数
:SVC制 御 回路 の入 力信 号(pu)
:SVC制 御 回路 の 中間変 数
:SVCの 等 価 サ セ プ タンス(pu)
:SVC制 御 回路 の一 次遅 れ要 素 の時定 数(s)
:SVC制 御 回路 の高 域 ろ波器 の 時定数(s)
:SVC制 御 回路 の利 得
:伝達 関数Gs1(s)の 分 子 の多項 式 の係数
:伝達 関数Gs1(s)の 分 母 の多項 式 の係数
:伝達 関数G、2(s)の 分 子 の多項 式 の係数
:伝達 関数Gs2(s)の 分 母 の多項 式 の係数
:SVC制 御 回路 全体 の伝 達 関数 をKpsで除 した 関数







:運 転 状 態 の 変 化 で 共 役 複 素 数 とな った 時 のz2,
:Gps(s)の 極
:H(s)の 極































































































FRC:高 速 再連 係装 置(6)
PHS:位 相 差検 出器(6)
FS:周 波 数検 出器(6)
PS:電 力検 出器(6)
GDC(s):順 変 換 器 の特 性 を表 す伝 達 関数(6)






























=一次遅 れ要 素 か ら出力 され る電 力変調 の た めの信 号(pu)
:FRCの 周 波数 制御 回路 の 出力(pu)
:周波数 偏差 基準 値(pu)
:比較器 の 出力(V)
:割算器 の 出力(V)
:単安定 マルチバ イ ブ レー タの出力(V)








































原則 として記 号 は全 章 を とお して同 じで あ る。 た だ し,
もの を示 す。
#表 示 の記号 は章 に よ って異 な る
一208一
付 録2第2章 の付録 詳細ディジタルシミュレーションプログラム







正 確 に表 現 で き,理 想変 圧 器 は も と よ り理 想 ジ ャイ レー タ,線 形 モデ ルの トラ ンジ スタ,























プ ロ ッ タ
グラ フ
付 図2.1機 能 ブ ロ ッ ク図
一209一
付録3第3章 の付録
付 録8.1発 電機 モデル,変 圧 器 モ デルの座 標変 換行 列
発電機 に関す る方程 式 の導 出
本 論文 で扱 う発電 機 は3相 同期発 電 機 であ り,電 機 子 に発 生す る電 圧,電 流 は50Hzま
たは60Hzの 交流 波形 にな る。 これ をそ の ま ま扱 うと高 い周 波数 まで扱 う必 要 が あ る。例
えば数値 計算 を行 う場合,50Hz,60Hzの 周期 す なわ ち20ms,16.7msの1/10
以下 の時間 きざみで計算 を行 う必要 が あ る。
付図3.1.1に 発電 機 モ デルの回 路図 を示 す。発 電機 の電 機 子電 圧,電 流 は,回 転子
の回転 に よ るもので あ り,この回転子 の運 動 を基準 と して座 標変 換 を行 えば,電機子 側 の変
数 も直 流 的に扱 え る ことが古 くか ら知 られ て い る。 その代 表 的 な ものにParkの座標 変換 に
よるモ デルが あ る。以下,parkの座 標変 換 を簡単 に説 明す る。 まず,MKSA単 位 系 で定


















付 図3.1.1発 電機 モ デ ル
ー210一
Mの 記 号 を付 加す る。a,b,c各 相 の電機 子鎖 交磁 束 数 を要素 とす るベ ク トル[96M。bc],


































LM田cos(θ 一2π/3)LMkdocos(θ 一2π/3)-LMkqosin(θ 一2π/3)






こ こで,[IM、b、]はa,b,c各 相 の 電 機 子 電 流 を要 素 とす るベ ク トル,[IMtk]は
界 磁 電 流,制 動 巻 線 電 流 を 要 素 とす るベ ク トル,[Cl],[C2],[U],[LMI],
[LM2]は 係 数 行 列 で あ る。 な お,次 に,各 相 の電 機 子 電 圧 を要 素 とす る ベ ク トル























ここで,[EM。bc]はa,b,c各 相 の電 機子 電圧 を要 素 とす るベ ク トル,[EMfk]は
界磁 電圧,制 動 巻線 電圧 を要 素 とす るベ ク トルで あ り,LMiSはイ ンダ クタ ンス,[RMfk]
は抵抗 に 関す る係数 行列,pは 微分 演算 子(p=d/dt)であ る。
式(付3.1.3)に示 した式(付3.1.1),(付3.1.2)の係 数 行列 に は時 間関数 θを含 む項 が あ
るが,次 に示 す変 換式 に よ り電 機子 側 の変数 を変 換す る と式(付3.Ll)(付3.L2)の係 数 行
















変 換 後 の 鎖 交 磁 束 数,電 流 ベ ク トル の 各 要 素 をd軸 分,q軸 分,
に よ り式(付3.1.1),(付3.1.2),(付3.1.4),(付3,1,5)は,














































以 上 でparkの座 標 変換 が で き るが,こ こまで の説 明 はMKSA単 位 の変 数 を用 い て きた
が,こ れ を本 章 で用 い てい る単位 法表 現 に変 換す る と,式(付3.1.9)～(付3.1.12)より本







































































































本 文8.2.2項 の 仮 定(1)よ り,本 章 の 検 討 に お い て 変 換 器 用 変 圧 器TR1は そ の 漏
れ イ ン ダ ク タ ン ス と巻 線 抵 抗 だ け を 考 慮 す れ ば よV、の で,TRIの 等 価 回 路 は 付 図3.1.2








付 図3.1.2変 圧 器 等 価 回 路
eMNa,eMNb,eMNcは そ れ ぞ れ ダ イ オ ー ド ブ リ ッ ジ 変 換 器 の 交 流 側 のa,b,c相 の 電
圧,iMa,iMb,iMcは そ れ ぞ れ 発 電 機 電 機 子 のa,b,c相 の 電 流,LMTc,RMTcはTR1















と な る。 こ こで,[EMGdq],[EMNdq],[IMdq]は[EMG]・[EMN]・[IM]を
(d,q)軸 座 標 に 変 換 した も の で 、
[EMGdq]=[A]-1[EMG],[EMNdq]=[A]-1[EMN],[IMdq]=[Ar1[IM]
(付3.1.23)
の 関 係 が あ る。
次 に得 られ たMKSA単 位 系 表 示 に よ る式 か ら 単 位 法 表 示 に変 換 す る。 単 位 法 表 示 に よ
る発 電 機 の 端 子 電 圧,ダ イ オ ー ドブ リ ッジ変 換 器 の交 流 側 相 電 圧,変 圧 器 を 流 れ る電 流 を
そ れ ぞ れ,
[VG]=[vd,vq,vo]t,[VN]=[vNd,vNq,vNo]し,[1]=[id,iq,io]ヒ
(付3.L24)
とす る と、 単 位 法 の 定 義 よ り
[EMGdq]=VMBase[VG],[EMNdq]ニVMBase[VN],[IMdq]ニIMBas。[1]
(付3.1.25)
の 関 係 が あ る。 ま た,θ と発 電 機 のpu表示 に よ る回 転 角0と の 関 係 はs
θ=ω00(付3.1。26)







た だ し,ZMB。seは 定 格 イ ン ピ ー ダ ン ス で,ZMBase=VB、se/IB、Beで あ る 。
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こ こで、単 位 法で表 示 した変 圧器TRIの漏れ リア ク タンス と巻 線 抵抗 をそれ ぞれXTC,
RTCと す る と
LMTcωo=XTcZMBa8●,RMTc=RTcZMBas●
で あ る の で,式(付3.1.28)を 式(付3.1.27)に 代 入 し て 整 理 す る と
(付3.1.28)
「X,,/ω 。P,R,,.X,,P。 。]
… 由1ヤo轡 ㌔ 剥[ldq]
(付3.1.29)
を 得 る。 式(付3.1.29)の第1行 に 関 す る式 が 本 文 の 式(3.16)に,第2行 に 関 す る式
が 式(3.17)に 対 応 す る。
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付録3.2直 流系の定数換算
通常 半導 体電 力変 換装 置 の解 析 に おい ては,実 際 に流 れ る電 流 や,発 生 す る電 圧 を その
まま物 理 単位(A,V)で 表す 。 しか し,交 流 系統 と直 流 系統 を統 一 的 に扱 う場 合 は,そ
れ ぞれ独 立 の単位 系 を用 い る と,交 流 系 と直流 系 の相互 作用 を見 る よ うな場 合,そ の都度
換算 す る必要 が生 じ,不 便 であ る。 そ こで,電 力系 統工 学 で広 く用 い られ てい る単位 法 に
よ り統 一 す るこ とが望 ま しい。
付 図3.2.1に一般 的な直 流 回路 とダイ オー ドブ リ ッジの回路 図 を示 す。 同図 に おい て,
DBは ダイ ドー ドブ リ ッジ,LMRE,RMR.はそれ ぞれ平 滑用 リアク トルの イ ン ダク タンス
と抵抗,CMR。は平滑 用 キ ャパ シ タの キ ャパ シ タンス,GMR。は負荷 抵 抗 の コ ンダ クタ ンス,
iMdcは平 滑 用 リア ク トル電流,vMdcはDBの 直流 側電 圧,vMcは 平滑 用 キ ャパ シ タの端
子電圧 で あ る。 単位 系 はす べてMKSA単 位 系 であ るので単 位法 表 示 との 区別 を明確 に す















Vdc Vc 蕊 G饗
付 図3.2.1直流 回路 と ダイ オ ー ドブ リ ッジ
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この方 程式 を単 位法 で表 す こ とにす る。 単位 法 で表す た め には基 準 とな る定格 値 を決 め
る必 要 が あ る。 この場 合,直 流 系統 の 定格電 力PMdcr、teは交 流系 統 の定 格電 力PMacrate
と等 し くす べ きで あ るが,も うひ とつ の基 準 を電圧 とす るか電流 とす るか,ま た,そ の基
準定 格 をい くらにす るかは解析 結果 の吟味 の し易 さな どか らケー スバ イ ケー スで選 ぶ こ と
が出来 る。 ここで は,DBの 交 流側 が定格 電圧 で直 流側 が無 負荷 時 のvMdcの値 を定 格電
圧VMdcrateとす る。 す る と,定 格電 流IMdcr、t。,直 流 系統 の 定格 イ ン ピー ダンス







で あ る。 今,MKSA単 位 系 の 変 数iMd、,vMd,,vMcを 単 位 法 表 示 に し た変 数 を そ れ ぞ









と な る。 こ こ で,RD=(RMRe/ZMdcrate),LD=(LMRe/ZMdcrate),
GN=(GMRe/YMdc,ate),CN=(CRe/Ydcr、te)であ る。 こ のLDが 単 位 法 表 示 した
平 滑 用 リア ク トルDCLの イ ン ダ ク タ ンス で あ る。 交 流 系 で 用 い る単 位 化 した イ ン ピー ダ
ンス と異 な り,無 次 元 で は な くH/Ωと い う単 位 で あ る。 キ ャパ シ タ ン ス も 同様 で 単 位 は





付図3.3.1に一 般 化 した交 直変 換装 置 を含 む系 統 を示 す。 同図 にお いてEは 交 流 系統 を
表 わす3相 電 圧源,vMacはその線 間電 圧,TRIは 変 換装 置用 変圧 器,LMTCはTRIの漏 れ
イ ンダ クタ ンス,KはTR1の 巻数 比,DBは ダイ オー ドブ リッジ変 換器,vMdcはDBの
直流 側電 圧,iMdcはDBの 直 流側 電流 で あ る。単位 系 はMKSA単 位 系 で あ る。
今.iMdcが一 定 で あ る と仮 定 す る と,
vH4c=(3り「2/π)KvMac-(3/π)ωoL図TcK2i題dc (付3.3.1)
が成立 す る。(10)こ で ω0は交 流系 統 の定格 角周 波数(rad/S)であ る。
しか し,本 章 で扱 って い る 自励振 動現 象 で はiMdcは一 定 で はな く振動 してい るの で、
その変 化 に対 す る漏 れ イ ンダ ク タンスL騒τcによ る起電 力 を考慮 す ると,式(付3.3.1)は
vMdc=(3ザ2/π)KvM。c-(3/π)ωoLMTcK2iMdc-2K2LMTcpiMdc(付3.3.2)








付 図3.3.ユ 交 直 変 換 装 置 を含 む系 統
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とな る。 こ こで,VMac,at,は交流 系統 の定格 線 間電圧 で あ る。
交 流 系 の定格 と直 流 系の定 格 の関 係 は付録3.2で 述 べ た よ うに,ダ イ オー ドブ リ ッジ
変 換器DBの 交 流側 の線 間電 圧vM、cが定 格電 圧 で直流 系統 が無負 荷 の時 の ・直 流側 電 圧
vMdcの値 を定格 電圧 として い るの で,(付3.3.2)式よ り,直 流 電 圧定 格VMdcr。teは
VMdcrate=(3ザ2/π)KVMacrate (付3.3.4)
とな る。 また,電 力 は等 しい と い う こ と か ら
IMdc『。t。=PMdcr、t。/VMdcア 、しe=PMacr。te/{(3f2/π)KVM。cr、te}(付3.3.5)
を 得 る。 これ を(付3.3.3)式 に 代 入 す る と
vdc=vac-(3/π)ωoLMTcK2[PMacrate/{(3》-2/π)KVMacrate}2]idc
-2K2LMTc[PM、 ,,、t,/{(3f2/π)KVM、c,。t。}2]pidc(付3.3.6)
こ こ で,(VMacr。te)2/PM。crate=ZMacrateで あ る の で
vdc=vac-(π/6)Xccidc-(π/3)2Lccpidc (付3.3.7)
と な る。 こ こ で,Xccニ ωoLMTC/ZMac,at,は交 流 系 の 単 位 法 で 表 した トラ ン ス の 漏 れ イ
ン ピー ダ ン ス の 値 で あ り(単 位pu),転 流 イ ン ピー ダ ンス と も呼 ば れ る。 ま た,Lccは,
単 位 化 し た漏 れ イ ン ダ ク タ ン ス で,Lcc=LMTc/ZMacrate=Xcc/ωoであ る。
[転流 現 象 に よ る直 流 電 圧 降 下 の 補 正]
さ て,本 章 の解 析 に お い て は,変 換 装 置 用 変 圧 器 に よ る電 圧 降 下 は,式(3.16),
(3.17)に 示 す よ うに 交 流 系 統 で 扱 っ て い る。 ダ イ オ ー ドブ リ ッ ジの 交 流 側 電 圧VN
は,変 換 装 置 用 変 圧 器 の 漏 れ リア ク タ ン ス の 降 下 を 考 慮 した 後 の 電 圧 で あ り,VNを 電 圧
源 の電 圧 と考 え る と,VNか ら ダ イ オー ドブ リ ッ ジ の 間 に は リア ク タ ン ス は 存 在 しな い の
で,式(付3.3.7)にお い てv。,をvNと しXcc,Lccを0と 置 く こ と でvd。 とvNの 関 係 は
Vdc=VN (付3.3.8)
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とす る ことが 出来 る。 しか し.(3.16),(3.17)式 は正 弦 波交 流理 論 を元 と し
て い るの に対 し,ダ イ オー ドブ リ ッジの交流 側電 流 は矩形 波 で あ り,VdCも高 調波 成分 を
含 んだ 波形 とな って い る。 この よ うな要 素 を考慮 し,解 析 結果 の精 度 を高 め るため,補 正
要 素 を導入 し,
v己c=vN-(π/6)Xccidc-(π/3)2Lccpidc (付3.3.9)
とい う式 でVdcとVNを 関係付 け るこ とに す る。 こ こで,補 正 項Xcc,Lccの間 には,
Xcc=ωoLccの関係 が あ る もの とす る。Xccの値 を どう設定 す るか は一概 には い えない
が,Xcc=XTCとすれ ば,変 換 装置用 変圧 器 の漏 れ リアク タンス を交 流 系統 で考 慮 し,さ
らに,(付3。3.9)でも考慮 す るこ とにな り,二 重 に考 慮 して しま うこ とにな る。従 って,
Xcc〈XTcとな るのが普通 で ある。Xcc=Lcc=0と して も本 章 で扱 った 自励振 動 現象 は
概略解 析 出来 る。 この補 正 は実用解 析 で は必要 で あ るが,自 励 振 動現象 に本 質 的 に関与 す
るもの で はな い。
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付録8.4基 礎方 程式 か ら基礎 微 分方 程式 へ の展 開
本 文 の式(3.1)～(3.27)の 基礎 方程 式 の中 に は変 数 の積 の項 や三 角 関数 等 非
線 形 な要 素 があ るので,あ る運用 状 態近 傍 の微小 変化 量 に関 す る線 形 方程 式(基 礎微 分方
程 式 と呼 ぶ)を 導 出 し,そ の方程 式 で安 定判 別 を行 う。 ここで は,そ の展 開 につ い て補足
説 明をす る。
まず,発 電 機 の方 程式(3.1)～(3.10)は 例 えば,式(3.1)の
φq・dO/dtとい うよ うな変数 の積 の項 があ るの で,こ れ を線 形 近似 し,鎖 交磁 束数(φd




























































































































とな る。 こ こで,状 態 変 数 は △ifd,△ikd,△idt△ikqt△iqs△efd,△ ω,
△vcの8変 数 で あ る。 従 っ て,式(付3.4.1)～(付3.4.15)から,従 属 変 数 を 消 去 して8個
の 状 態 方 程 式 を導 出 し,系 の 安 定 判 別 を行 う。




と な る 。 次 に,式(付3.4.3),(付3.4.4)よ り
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(1+T^p)△efd=-K▲{(vdo/vGo)△vd+(vq。/vGo)△vq)(付3.4.17)










と な る 。
次 に,式(付3.4.14),(付3.4.15)よ り
△idc==(i己0!idcO)△id十(iqO/idcO)△iq
で あ る の で,式(付3.4.7)の 第2式 は
(付3.4.19)
一{(ido/idco)△id+(iqo/idco)△iq}+(GN+cNp)△vc=o(付3 .4.20)*
と な る 。 さ ら に,式(付3.4.12),(付3.4.13)よ り
△VN=(VNdO/VNO)△VNd+(VNqO/VNO)△VNq (付3.4.21)


























と な る 。 次 に,式(付3.4.7),(付3.4.8)よ り
(RD+LDp)△idc+△vc=△vN-(π/6)Xcc△idc-(π/3)2Lccp△idc
(付3.4.24)









最 後 に,式(付3.4.9)の △Vdc,△P,△VNを 状 態 変 数 で 置 換 え た 式 を 導 出 す る 。
△Vdcは 式(付3.4.7)の 上 式,△VNは 式(付3.4.23)に よ り 状 態 変 数 の み の 式 で 表 さ れ る の
で,△9を 状 態 変 数 の み の 式 で 表 現 す る 。 ま ず,式(付3.4.12)にcosδoを か け,
式(付3.4.13)にsinδoを か け て 引 く と
△ δ=2/vNo(cosδo△vNd-sinδo△vNq)(付3.4.26)
次 に,式(付3.4.14)にcos(δo+go)を 掛 け,式(付3.4.15)にsin(δo+Po)を 掛 け て 引 く と
△9=1/idco{cos(δo+90)△id-sin(δo+Po)△iq}一 △ δ
さ ら に 式(付3.4.26)の △ δ を 代 入 す る と
△P=1/id、0{coS(δ0+PO)△i己 一Sin(δ0+90)△iq}
-1/VNO[cosδo ,-sinδ。][△VNd,△VNq]t














を得 る。 式(付3.4.9)を変 形 す る と
△vd、 一'VNO(-sinρo)△P-cospo△vN=0
と な るの で,こ れ に 式(付3.4.7)の上 式 よ り△Vdcを,式(付3.4.27)よ り△pを,式(付3.





以 上 の よ う に,式(付3.4.1)～(付3.4.15)を整 理 す る と,△ifds△ikd,△ids
△ikq,△iq,△efd,△ ω,△vcに 関 す る8個 の 方 程 式,す な わ ち(付3.4.1)の第1,
2,4式,(付3.4,16),(付3.4.18),(付3.4.20),(付3.4.25),(付3.4.28)(式番 号 の右
上 に*を 付 け た 式)が 得 られ る。 これ ら8式 は状 態 変 数 だ け を 含 む 微 分 方 程 式 と な って い
る の で,こ れ よ り固 有 値 を 求 め,そ の 実 数 部 分 の 正 負 に よ り,自 励 振 動 現 象 の 有 無 を 判 定
で き る。






























































式(付3.5.29)～(付3.4.34)を行 列 を 用 い て 表 現 した も の が 本 章 の 式(8.80)～
(3.33)で あ る。
一232一
付 録4第4章 の 付 録:伝 達 関数 ブ ロ ック図 で表 現 され た系 統 の過 渡応 答 解析
用 プ ログ ラ ム
本 章 の数値 解法 に用 いた プロ グラム は伝 達 関数 ブロ ック図 で表 現 され た系 統 の過 渡応答
を解 析 す る プ ログ ラムBACS-ll(BlockdiagramAnalysis
ComPilerSystem-ll)で あ る。 伝達 関数 の 接続 状態 を入 力 デー タ とし
て与 え シ ミュ レー シ ョンを行 うこ とが で き る。 なお,付 表4.1に プ ログ ラムの規模 を示
す 。




積 分 系 関数(積 分,一 次 遅 れ) 100
関数の種類 積 分,一 次 遅 れ,
飽 和,不 感 帯,ヒ ス テ リ
シ ス,sin,COS
比 較 器,量 子 化 器 等
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付録5第5章 の付録
付録5.1SVCの サ セ プ タ ンス変 化 に対 す る交 流 系統 の過 渡応 答特 性
本文 の式(5.1)～(5.16),(5.21)～(5.24)よ り,あ る運転 状 態
近 傍 の微小 変化 量 に関 す る線 形近 似式 を導 出 し,SVCの サ セ プ タ ンスの微小 変 化量
△bsvcに対 す る送電 線路 の有 効電 力 の微小 変化 量 △PG3,△PSBの応 答 を表 わす伝 達 関
数 を求 め る。
まず 微小 変化 量 に対す る基 礎線 形方 程式 を導 出 す る。




















とな る。 こ こで は,定 常 状 態 にお いて は発電 機 は定 格 回転 数で 運転 され る もの と し,閃 単
位 に よる発電 機 回転 子角 周 波数 の,すな わち発電 機 のpu回転 角の 微分POの 定 常 値 は1と






とな る。 また,式(5.9),(5.10)は,隣 接 交流 系統PSNを 模 擬す る無 限大 容
量発電 機G2の 回転 子位 相 を基準 としたG1の 回転 子位 相差 δG(rad)を用 いて以 下 の よ うに
変換 す る。
まず,角 度 につ いて整理 す る とG2の 回転子 位相 θB(rad)は
θB=ωot (付5.1.9)
と表 わ され る。 発 電 機G1の 回転 子 位 相 θG(rad)は,θBよ り も δG進 ん で い る の で
θG==ωot十 δG (付5.1.10)
と表 わす こ とが で きる。本 文 のeは θGをωoで割 って規 格化 した もの で あ るの で
0=t+(δG/ω0) (付5.1.11)
とな る。(付5.1.11)式を本 文 の 式(5.9)に 代 入 す る と
(M/ωo)p2δG十D十(D/ωo)pδG=T腿 一TG (付5.1.12)





と な る。(付5.1.ll)の両 辺 を 微 分 して 整 理 す る と ωd=(1/ωo)pδG=ω 一1と な る。 し
た が っ て,ωdをpu単 位 に よ る発 電 機 回 転 子 角 周 波 数 偏 差 と呼 ぶ 。 こ れ よ り,微 小 変 化 量
に 関 す る式 は
△ ωd=(1/ωo)P△ δG (付5.1.15)
Mp△ ωd+D△ ωd=一 △T。 (付5.1.16)


































とな る。 な お,式(5.19),(5.20)お よび そ れ よ り導 出 され た微 小 量 に 関 す る
式(付5.1.24),(付5.1.25)は本 付 録 の 目 的 で あ る交 流 系 統 の 過 渡 応 答 特 性 導 出 に は 使 用 し
な い 。
以 上 の 式 の 内,(付5.1.1)A・f(付5.1.8),(付5.1.15)～(付5.1.23),(付5。1.26)～(付5.1.
29)を用 い て △bsvcに対 す る △PGs,△PsBの 応 答 を 求 め る。 これ は,本 文 図5.1に お
い てSVCの サ セ ブ タ ン ス を △bsvcだ け 変 化 した 場 合 に △PGs,△PsBが ど の よ う に応
答 す るか を 示 す も の で あ る。 本 章 の 研 究 はsvczeよ り電 力 系 統 の 電 力 動 揺 を 抑 制 す る と
い うも の で あ り,△bsvcが 制 御 対 象(電 力 系 統)へ の 入 力 で あ り,△PGS,△PSBが 制












以 上 の4式 す な わ ち,(付5.1.30)～(付5.1.33)が 時 間 微 分 記 号pを 含 む 式 で あ る 。 次 に,















(付5.1.20)(付5.1.23)より △vBd,△vBqを 消 去 し て
△vsd-VBcosδGo△ δG-RsB△isBd+XsB△isBq=0(付5.1.42)
△vsq+VBsinδGo△ δG-XsB△isBd-RsB△isBq=0(付5.1.43)
式(付5.1.30)～(付5.1.43)の14式を 行 列 を用 い て 表 現 す る と
[As][△x]=[b]△bsvc (付5.1.44)
とな る 。 こ れ が,本 文 の 式(5.25)と な る。 こ こで,[As],[△x],[b]は
そ れ ぞ れ14行14列 の 微 分 演 算 子pを 含 む 係 数 行 列,14行1列 の 変 数 ベ ク トル,14






























こ こで,[As]の 逆 行 列[As]-1が 解 析 的 に 求 め ら れ れ ば ベ ク トル[x]は
[x]=[As]-1[b]△bsvc (付5.1.48)
と求 め られ る。[As]は 要 素の 中 に時 間微 分 記号pの 一次 式 を含 ん だ行列 で あ り,そ の
逆 行列[As]-1は 行列 の性質 か ら要 素 がpの 有理 式 とな る行 列 で あ る。 も し,各 要素 の
有 理式 を解 析 的に求 め られれ ば,ベ ク トル[x]の 要 素 で あ る△PGS,△PSBは △bsvc
にpに 関 す る有 理式 を掛 けた式 で表 わす こ とがで きる。 しか し,[As]は14×14の
行列 で あ るので,簡 単 に解 析 的 に解 くこ とは で きない。 そ こで,次 の よ うな計 算手 順 を用
い て,△PGS,△PSBと △bsvcの関係 式 を求 め た。
(1)行 列 を用 い た方 程式 の変 形
行 列[As]の 内,第14行 に 関連 す る式 を用 いてas1,14～as13,14を消 去す る。 基本
的に は行 交換 を伴 うGaussの 消 去法 を用 い るが(76),[As]の要 素 の 内,1～4行
に関 して は,要 素 がpの 一 次式 に な ってい るものが あ り,5～14行 はpを 含 まなV、定 数
項 とな って い るので,別 の処理 を行 う。 予 め,[As]の 第5行 ～ 第14行 の 内,第14
列 の要素 の絶 対値 が最 も大 きい行 を第14行 と交換 して お く。
第1行 か ら第4行 に 関 して は
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as』 」=aP」jP十acLj (付5.1.49)
と表 わ し,係 数aPt,」を 消 去 す る操 作 とacI,,を消 去 す る操 作 を 行 う。 例 え ば,as1,14を
消 去 す る場 合 に は,ま ず 第14行 の 各 要 素 に 一ap1,14/as1414を掛 け,第1行 の 各 要 素
のap1.,に加 え,新 しいap1,sを作 る 。 こ れ に よ り,新 し いapl,14は0と な る。 さ ら に,
第14行 の 各 要 素 に 一ac1,14/as1414を掛 け,第1行 の 各 要 素 のacl,5に加 え,新 し い
ac1.」を作 る 。 これ に よ り,新 しいacl,14は0と な る。 これ ら2操 作 を 行 う こ とに よ り,
a31,14は0とな る。 ベ ク トル[b]の 要 素 に つ い て も
b1=bPlp十bc1 (付5.1.50)
とお い て,as1。jと 同 様 の 処 理 を す る。
第5行 か ら14行 に 関 し て は,aSt.」は 定 数 で あ る の で 、1操 作 で よ い 。 例 え ば,
asl3,14を消 去 す る場 合 に は,14行 の 各 要 素 に 一asl3,14/as14,14を掛 け て,18行
の要 素 に 加 え る操 作 を 行 う。 こ の 場 合,ベ ク トルbの 要 素 に つ い て も 同 じ く第14行 の 要
素 に 一aSl3,14/aS14,14を掛 壱ナて,第13行 の要 素 に 加 え る。
次 に消 去 に よ り変 更 され た 行 列 式 に つ い て,第14式 の 例 と 同 様,ま ず 第13行 に つ い
て,第5行 ～ 第13行 の 中 で 行 の 交 換 を 行 い 、そ の 第13行 を用 い てas1,13AvaB12.13を






















と変 形 で きる。 ここで[As'1]は要素 がpに 関す る一 次式 とな る大 きさが4×4の 行 列,
[As'2]は要 素 が定 数 とな る大 き さが4×10の 行列,[As'3]は対 角要 素 を除 く右 上半 分
の要素 が0の で残 りの要素 が定 数 の大 き さが10×10の 行 列 で あ る。 また,[b']は1
～4の 要 素 はpに つい ての一 次式,5～14の 要素 が定 数 の ベ ク トル で あ る。
(2)pに 関す る方程 式部 分 の抽 出
(付5.1.51)の内,第1行 ・'…第4行 の第5列 以降 の要 素 は0で あ るので,第1行 か ら第4
行 の方程 式 は
(p[C]+[D])[y]=(p[f]+[g])△bsvc (付5.1.52)
と表 わ され る。 こ こで,[C],[D]は4×4の 定 数 行 列,[y]は 変 数 ベ ク トル で[y]=
[△efd,△ifd,△ ωd,△ δG]で あ る。 ま た,[f],[g]は 定 数 ベ ク トル で あ る。
[C]の逆 行 列 は数 値 計 算 で求 め られ るの で,そ れ を[C]-1と し,(付5.1.52)式の 両 辺 に左
方 よ り掛 け る と
(p[1]一[G])[y]=(p[C]-1[f]+[C]-1[g])△bsvc(付5.1.53)
と な る。 こ こ で,[G]=一[C]-1[D]で あ り,[1]は4×4の 単 位 行 列 で あ る。(付5.1.54)
よ り,行 列(p[1]一[G])の 逆 行 列(p[1]一[G])-1が 求 め られ れ ば,ベ ク トル[y]
が 求 め られ る。
(3)逆 行列 の計 算
こ こで,(p[1]一[G])と い う形式 の行 列 に関 して は,次 の定理 があ るの で,逆 行列
を数値 計算 で求 め る ことがで きる。
[定理]



























ここで,tr([A])は 行列[A]の固有値 の和 で あ る。 この手順 はすべ て数値 計算 だ けで
よい ので,電 子 計算 機 を用 いて計 算 で き る。[定 理 終 り]
(p[1]一[G])-1の 各 要 素 は分 母 がpの4次 多 項 式,分 子 がpの3次 多 項 式 と な る の で,
これ を(付5.1.53)式の 両 辺 に 左 方 よ り掛 け る と,ベ ク トル[y]の 各 要 素 す な わ ち,△efd,
△ifd,△ ωd,△ δ は,分 母 分 子 がpの4次 多 項 式 で あ る有 理 式 に,△bsvcを 掛 け た 式
で表 わ す こ と が で き る。 こ の 式 を(付5,1.51)の第5行 に 代 入 す る と,△PGSも,分 母 分
子 がpの4次 多 項 式 で あ る有 理 式 に,△bsvcを 掛 け た式 で 表 わ す こ とが で き る。 さ ら に,
△PGSの 式 も含 め て 第6行 に 代 入 す る と,△PSBも 分 母 分 子 がpの4次 多 項 式 で あ る有 理
式 に,△bsvcを 掛 け た 式 で 表 わ す こ とが で き る。 こ こで,そ の 有 理 式 の 時 間 微 分 記 号p
を ラ プ ラ ス変 換 の 複 素 数sに 置 換 え た も の が 伝 達 関 数 で あ る か ら,△PGS,△PSBと












と表 わす こ とが で きる。
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付 録5.2極,零 点配 置 と根軌 跡 の推定
極,零 点配 置 と根 軌跡 の推 定 を本 文の 図5.10～12に つ いて行 う。
まず,付 図5.2.1に 図5.10の ケー スの極,零 点の配 置 を示 す。Pl,P2が 系統
の極,zl.z2,z3が系統 の零 点,p3,p4がSVC制 御 回路 に関 連す る極,z4がSVC
制 御 回路 に関連 す る零 点で あ る。 この場 合根 軌 跡 は,
p1から出発す る根S1は 左下 へ移 動 し,実 軸 に至 った後,左 右 に別 れ1個 は 一。。点 へ,
他 方 はz2に 向 か う。
p2から出発 す る根S3,S4は 一度 実軸 上 でぶ つ か り,一 旦共 役 複素 数 とな った後,再
び実軸 に至 り、2実 根 とな って一方 は零点z3に 他方 はz4に 至 る。
次 に付 図5.2.2に 図5.11の ケ ー ス の 極,零 点 の 配 置 を 示 す 。p3,p4は 零 点z2
を挟 ん で 配 置 され て い る 。 この 場 合,
根s1は 左 下 へ 移 動 し実 軸 に至 った 後,2実 根 に な り,一 方 は 一 。。に 向 い,他 方 はs4と
ぶ つ か り,再 び共 役 複 素 数 に な り,再 び 実 軸 に 至 り2実 根 に な り,一 方 はz3,他 方 はz4
に 向 か う。
s2はz1に 向 か う。
S3はZ2に 向 か う。
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付 図5.2.1根 軌 跡(図5.10の 場 合)付 図5.2.2根 軌 跡(図5.11の 場 合)
一245一
最 後 に,付 図5.2.8に 極P4の 位 置 を さ ら に左 方 に し た図5.12の ケ ー ス の 根 軌
跡 を 示 す 。 この 場 合 は パ ター ン が 大 き く変 化 して い る 。 この 場 合,
s1は右 下 へ 移 動 し,虚 軸 を越 え て 零 点z3,z4の 間 の 実 軸 に 至 り,2実 根 に な り一 方
はZ3に 他 方 はZ4に 向 か う。
S2はZ1に 向 か う。
S3はZ2に 向 か う。
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付 図5.2.3根 軌 跡(図5.12の 場合)
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付録5.3電 力 系統 の過 渡安 定度 解析 シ ミュレー シ ョンプ ログ ラム(77》
この プ ログ ラムは,電 力 系統 の 潮流 お よび電圧,発 電機 の回転 子位 相,周 波数 等 の時 間
に よる変化 を シ ミュ レー シ ョンす るプ ロ グ ラムで あ る。 い わゆ る平均 値 ベー ス の変数 を扱
うプ ログ ラムで3相 平 衡状 態 を扱 い,電 圧 は瞬 時値 で はな く,各 ノー ド電 圧 の実 効値 を変
数 と して い る。付 図5.3.1に プ ログ ラムの構造 を示 す。 付図5.3.1に おい て,コ
ン トロー ル プロ グ ラム は,プ ログ ラム全体 の流 れ を管 理 す る機能 で,そ の下 に イ ン プ ッ ト
デー タの処理,過 渡動 揺 計算 の2機 能 が あ る。 過渡 動揺計 算 は さらに ネ ッ トワー ク方 程式
の解 法 と微分 方程 式 の解 法 の2機 能 に分れ て い る。過 渡動 揺 計算 は,ネ ッ トワー ク方 程式
を解 い て,あ る時間 の各 発電 機 ノー ドの有 効電 力無効 電 力,ノ ー ド電 圧等 を計 算 し,そ の
値 を微分 方程 式 の入 力 として,各 発電 機 の その時 間か ら△t秒 後 の発 電機 の各 変数,回 転
子位 相,界 磁 電圧 等 を計算 し,新 しい条件 で再 び ネ ッ トワー ク方 程式 を解 い て各発 電 機 ノ
ー ドの有 効電 力等 を計 算 す る。 この2機 能 す なわ ち ネ ッ トワー ク方程 式 の解法 と微 分方 程
式 の解法 を繰 り替 え して,電 力系 統 の過渡 安定 度 シ ミュレー シ ョンを実施 す る。 な お,S
VCleつい て は,発 電機 と同様 に扱 い,ネ ッ トワー ク方 程式 を解 いてSVCノ ー ドの電圧,
SVCノ ー ドに関連 す る潮流(有 効電 力)を 求 め,その値 を入 力 としてSVCの 制御 回路
の微 分方 程式 を解 き,サセ プ タンスを計 算す る。 さらに,そ のサ セ プ タンス とノー ド電圧
か らSVCノ ー ドの電流 を計 算 し,そ れ を ネ ッ トワー ク方 程 式 の入 力 として,繰 り替 え し
計算 を行 う。
付 図5.3.2は,プ ログ ラム全体 の流 れ図 で あ る。 図 にお い て,プ ロ グラムが起 動 さ
れ ると,イ ンプ ッ トデー タの読 み込 み と編 集 が行 われ る。 イ ン プ ッ トデー タは,カ ー ドィ
メー ジで あ る。 この デー タを元 に,ネ ッ トワー ク方 程式 お よび微 分方 程 式 の各定 数 を設定
す る。 ま た,初 期 状態 にお け る ノー ド電圧 や潮 流状 態 も入力 す る。
次 に入 力 デー タを元 にネ ッ トワー ク方 程 式 を解 いて微 分方 程式 の初期 値 を計算 す る。 ち
なみ に本章 図5.7に 示 した計 算手 順 の② の電 力系 統 の定常 値計 算 は この ネ ッ トワー ク方
程 式 を解 く計算 で求 め られ る。 また,ア ドミッタ ンス行 列 に は,発 電機,誘 導 機,及 び定
イ ン ピー ダンス負荷 の並 列 イ ンピー ダ ンス分 が含 まれ てい ない の で,そ の補正 を行 う。 こ
こで,時 間 をt=Osと して シ ミュレー シ ョン計 算 を開始 す る。 系統 急変 の有 無 で プ ログ
ラム の流 れが 制御 され て い るが,普 通 は左 側 の機能 が実 行 され,微 分 方程 式 とネ ッ トワー
ク方程 式 が一度 ず つ解 かれ て ・各 変数 の各時 間 での値 が計 算 され ア ウ トプ ッ トの と ころで ,
出 力用 フ ァイル に書 き込 まれ てい く。
系統 急変 す な わ ち・故 障等 に よ り線 路 イ ン ピー ダ ンスが変 化 した り,並 列負 荷 が変 化 し
た場合 は・ ネ ッ トワー ク方 程 式 の ア ドミ ッタンス行列 が変 化 す るので,ア ドミッ タンス行
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コ ン トロー ル
































































付 図5.3.2電 力 系 統 の過 渡 安定 度 解 析 シ ミュ レー シ ョン プ ロ グ ラム の流 れ 図
一249一
列 の変 更 を行 い,そ の逆 行列 を求 め るため の繰 り替 え し計 算 を行 ったの ち,左 側 の作 業 に
戻 り,微分方 程式 を解 く作 業 を続 け る。一 旦 ア ドミッタンス行列 の 逆行 列 が求 め られ れ ば,
系統急 変 が再 び発生 す るまで,そ の 逆行 列 を用 いて ネ ッ トワー ク方 程 式 を解 け るの で,繰
り返 し計 算 は不要 で あ る。
以上 の よ うな作業 を繰 り替 え して 時間 を進 め,所 定 の時 間 に達 した ら,シ ミュレー シ ョ
ンを終 了す る。 これ が,電 力系統 の 過渡安 定度 解 析 シ ミュレー シ ョン プ ログ ラムの計 算手
順 で あ る。
な お,プ ログ ラム で扱 え る系統 規模 を付 表5.3.1に 示 す 。
付表5.3.1
電 力系統 の過 渡安定 度解 析 プロ グラムで扱 え る系統規 模
















付 録5.4電 力 系 統 シ ミュ レ ー タ
付 図5.4.1に本 論文 の解 析 で用 い た電 力系統 シ ミュレー タの構 成 と諸 元 を示 す。 また,付
図5.4.2に装 置 の外観 を示 す。 これ は,1977年 よ り3年 をか けて完 成 した もので,筆
者 らが シス テ ム設計 を行 った。 これ は,大 き く分 け る と,(1)発 電 機部,(2)送 電線
路部,(3)負 荷 部,(4)計 装 制御 部 に分 け られ る。 発電 機 は種 々 の特 別 な設 計 を行 っ
て い る。 まず1号 発電 機 は,発 電 機 の軸 の鎗 れ振動 特性 を模 擬す るた め,特 殊 設 計 の軸 を
用 いて い る。 これ は,本 論文 で は扱 って い ないが,発 電 機 の次 同期 振動 現象(SSR)の
解析 とその 補償 装置 の研 究 に用 い られ た。2号 発電 機 で は,界 磁 系 に励 磁巻 線 と さ ぐりコ
イル巻線 を対 に して巻 き,さ ぐりコイル巻線 の信 号 に よ り励磁 回路 を制御 し,発電 機 の等 価
界 磁時定 数 を20倍 近 くに伸 ば して い る。一 般 に小 型発 電機 はイ ン ダク タ ンスに対 し抵 抗
値 が大 き くな り,実 際 に電 力系統 に用 い られ て い る大容 量発 電機 に比べ,時 定数 が小 さ く
な る。 例 えば,界 磁 時定 数Tdo'は100万kw級 の発電 機 で は7～8秒 で あ るが,シ
ミュ レー タに用 い るよ うな小 型発 電機 で は1秒 以 下 であ る。 この さ ぐりコイル に よ る補 償
で発電 機 の界 磁特 性 を実機 並 にで きた。
送電 線路 は,銅 線 をバ ーム クーヘ ン状 に巻 い た送電線 路 コイル に よ り模擬 してい る。 こ
の コイル を3枚 組 み合 せ て3相 送 電線 路 を模 擬 して い る。 各 コイ ルの相 対位 置 を調整 し相
互誘導 リア ク タン スも実 際の送 電線 路 と同 じとな るよ うに してい る。遮 断器 は電 力 系統 制
御及 び故 障 の模擬 に用 い られ る。 この制 御 は シー ケ ンス コン トロー ラで行 ってい る。
負荷 には抵 抗負 荷 と誘導 機負 荷 の2種 類 が あ る。
計装 制御 には前 述 の シー ケ ンス コン トロー ラの他,有 効 無効 電 力計 測器 等 が あ る。
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付 図5・4.2電 力 系 統 シ ミュ レー タの外 観
一252一
付 録6第6章 の 付 録=
付 録6.1系 統 イ ン ピ ー ダ ン ス を 考 慮 し た 等 価 回 路 に お け るPGと δGの 関 係 式(6.
25)の 係 数 の 導 出
図6.8に お い て,BGENか らBREcに 流 れ る 電 流 を1Gと す る と
1G=(ΨG-VR)/jXTTL=(YR+†c)ΨR+(ΨR一 Ψi)/jX2(付6.1.1)
と な る 。 ま た,tACは
1^c=(VR-VI)/jx2=(Y【+Yc)Ψ1+(Vr一 ΨB)/jxB(付6.1.2)
と な る 。 式(付6.1.1)よ り
(†1+Yc+1/jx2+1/jxB)Ψ1=ΨR/jx2+VB/jxB(付6.1.3)
と な る の で,†i=†1+Yc+1/jx2+1/jxBと お く と,式(付6.1.3)よ り
Ψ 【=(1/Y1)/(VR/jX2+VB/jXB)(付6.1.4)
を 得 る 。 こ れ を 式(付6.1.1)に 代 入 し て 整 理 す る と
(†R十 †c+1/jXTTL+1/jX2+1/X22†1)VR=VG/jXTTL+sgrB/jX2jXB†1
(付6.1.5)
と な る の で,†2=Y,+†c十1/jXTTL十1/jX2+1/X22?1と お く と
VR=VG/jXTTL†2--VB/X2×3†1†2(付6.1.6)
を 得 る 。
発 電 機 の 有 効 電 力PGは
PG=Real(VG了G)(付6.1.7)
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と 表 さ れ る の で,式(付6.1.7)に 式(付6.1.1)の1Gを 代 入 し,さ ら に,式(付6.1.6)のVR
を 代 入 し て 整 理 す る と
PG=Real{(vG2†2)/(XTTLY22)十jVG▽BYI†2/(X2XBYi2Y22)
(付6.1.8)
と な る 。 た だ し,Yl,Y2は そ れ ぞ れYl,Y2の 大 き さ で あ る 。 こ こ で,†1=a1+jb1,
?2=a2+jb2と す る と,†1†2=ala2-blb2+j(alb2+a2b1),
Y2=V'5r12:「5-712,Y1=VT-522-M5-E22であ る の で
PG=vG2a2/(XTTL2Y22)十vGVB{-cosδG(alb2十a2bs)-
sinδG(ala2-blb2)}/(X2XBY12Y22)(付6.1.9)














とな る。 これ よ り,VRはVR=∫ 冊 で 求 め る こ とが で き る。
ま た,BmVの 電 圧 Ψ1は 式(付6.1.4)から
V'r=(a1-jb1){b3/X2-」(a3/X2十VB/XB)}/Y12
と な る。 Ψi=a4+jb4と す れ ば
a4={alb4/X2-b1(a4/X2+VB/XB)}/Y12
b4={-al(a4/X2+VB/XB)-blb4/(-X2)}/Y12





付 録6.2並 列 交 流 送 電 線 路 脱 落 時 の 位 相 差 計 算
本 文 図6.8の 等 価 回 路 よ りΨGとVRの 位 相 差 δGRとΨ1と ΨBの 位 相 差 δlBを求 め る 。
母 線BGENか ら母 線BREcに 流 れ る 電 流 をtGと す る と
PR+jQR=「 ウRT',(付6.2.1)
IG=(EG-V',)/jXTTL(付6.2.2)
と な る。 こ こで ΨGを 位 相 基 準 とす る と,ΨG=VGと 表 され る。 式(付6.2.2)を 式(付6.
2.1)に代 入 す る と
PR+jQR=VR(VG-▽R)/(-jXTTL)(付6.2.3)
と な る。 式(付6.2.3)を 実 部,虚 部 に 分 け て表 現 す る と
PR=(-vRtVG)/XTTL(付6.2.4)
QR={一(vRr2+vRi2)+VGvRr}/XTTL(付6.2.5)
と な る。 こ こで,ΨR=VRr十VRiで あ る。
式(付6.2.4)よ り
VRt=-PRXT↑L/VG(付6.2.6)
と な る。 ま た,式(付6.2.5)よ り
vRr2-VGvRr+XTTLQR+(PRXTTL/VG)2=0(付6.2.7)
と な る。 式(付6.2.7)はVRrに つ い て2次 方 程 式 に な っ て い る の で これ を 解 く と
VRr=[VG±G-4TTLR十RTTLG]/2
(付6.2.8)
と な る。 こ の 内,通 常 の解 は平 方 根 の符 号 が+の 場 合 で あ る。 これ よ り δGRは
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δGR=-tan-1(Vm/VRr)(付6.2.9)
と し て 表 され る。{tan-1(VRt/VRr)はVGに 対 す るVRの 位 相 差 で あ る の で δGBは
そ の 逆 符 号 と な る。}
次 に δ 田 を 求 め る。 交 流 母 系 統 側 交 流 送 電 線 路 を 流 れ る電 流 をtBと す る と
P:+jQ【=V,T'B(付6.2.10)
1B=(ΨrVB)/(jXB)(付6.2.11)
と な る。 こ こ でVBを 位 相 基 準 とす る と,ΨB=VBと 表 され る。 式(付6.2.ll)を 式(付6
.2.10)に代 入 す る と
P【+jQ1=Ψ 【(▽ 【-VB)ノ(-jXB)
と な る 。 式(付6.2.12)を 実 部,虚 部 に 分 け て 表 現 す る と
PI=(vrtVB)/XB
QI={(Vlr2+V!t2)-vlr-VB}/XB
と な る 。 こ こ でVi=Vlr+jVltと す る 。
δGRと 同 じ 手 順 でVIr,v"を 解 く と
vlr=[VB+VB-4PIXBB-XBQI]/2
v【s=PIXB/VB
と な る 。 こ れ よ り
δIB=tan-1(Vlt/Vlr)
と な る 。
(付6.2.12)
(付6.2.13)
(付6.2.14)
(付6.2.15)
(付6.2.16)
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